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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年２月２４日

自  午後 ２時 ０分

至  午後 ５時 ７分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 久保田将誠 君

副委員長（副会長） 山口 経正 君

委   員 溝口芙美雄 君

〃 坂本 智徳 君

〃 外間 雅弘 君

〃 西川 克己 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 堤 典子 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 廣田 義美 君

水 産 部 長 斎藤  晃 君

農 林 部 長 綾香 直芳 君

６、審査事件の件名

○予算議案

第75号議案
令和2年度長崎県一般会計補正予算（第13号）
（関係分）

第76号議案
令和2年度長崎県県営林特別会計補正予算
（第2号）
○事件議案

第64号議案
直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担

についての一部変更について

７、審査の経過次のとおり

― 午後 ２時００分 開会 ―

【久保田委員長】ただいまから、農水経済委員

会を開会いたします。

まず、委員席でございますが、お手元に配付

いたしております、委員配席表のとおり、決定

いたしたいと存じますので、ご了承をお願いい

たします。

議事に入ります前に、選任後初めての委員会

になりますので、一言ごあいさつを申し上げま

す。

このたび、農水経済委員会の委員長を仰せつ

かりました久保田将誠でございます。

山口経正副委員長をはじめ、各委員や理事者

の皆様方のご指導とご協力を賜りながら、公正

かつ円滑な委員会運営に努めてまいりたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

本委員会は、本県の主要産業である農林水産

業及び産業振興の分野を所管しており、農林水

産業の担い手の減少や高齢化に向けての対応、

農水産物の流通や加工の推進、農村や森林及び

漁港漁場の整備、成長産業の誘致、新産業の創

出・育成、地場中小企業の支援、雇用対策など、

県政の重要課題を担っております。

また、県民所得の向上を図るため、力強い産

業を育て、県民の皆様の働く場を創出し、成長

につながる付加価値の高い産業群を構築し、若
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者の県内定着率を高めていく上でも、本委員会

の役割は、ますます重要性を増してきておりま

すが、本県の厳しい財政状況の中、より効率的

かつ効果的な事業執行の検証が求められている

ところでございます。

このように、山積する課題の解決に向けて、

山口経正副委員長をはじめ、委員の皆様方にお

かれましては、積極的に論議を深めていただき

ますとともに、円滑な委員会の運営にご協力賜

りますよう重ねてお願い申し上げる次第でござ

います。

微力ながら本県の農水経済委員会所管行政の

進展に取り組んでまいりますので、委員及び理

事者の皆様方のご指導とご鞭撻を賜りますよう、

よろしくお願いいたしまして、簡単であります

が、私のご挨拶といたします。

（拍手）

それでは、私から副委員長並びに委員の皆様

方をご紹介いたします。

〔副委員長・各委員紹介〕

以上でございます。どうぞよろしくお願いし

ます。

次に、理事者側の挨拶及び紹介を受けたいと

思います。

【廣田産業労働部長】産業労働部長の廣田義美

でございます。

農水経済委員会の開会にあたり、関係部局を

代表いたしまして、一言ご挨拶を申し上げます。

私ども、本委員会所管の各部におきましては、

商工業・農林水産業の振興、雇用の促進など、

本県の経済活性化にかかる各種施策を展開して

おります。

しかしながら、長期化する新型コロナウイル

ス感染症の影響から、本県の景気は、「緩やか

に持ち直しているが、足もとでは新型コロナウ

イルス感染症の再拡大の影響がみられている」

とされており、「感染拡大防止」と「経済活動

の回復・拡大」の両立を図ることが大きな課題

であります。

去る、1月臨時会において、県からの飲食店
等に対する営業時間短縮要請にご協力いただい

た事業者に対する、一店舗あたり76万円の協力
金の支給について、ご承認いただいたところで

ありますが、これら飲食店等との取引がある県

内事業者を対象に、売上が減少したことに対す

る支援につきましても、本定例会においてご提

案しているところであります。

これまで、県議会でご承認をいただきました

各種施策を中心とし、さまざまな施策を講じて

まいりましたが、今後とも新型コロナウイルス

感染症が及ぼす影響と経済活動の動向を注視し、

県議会のご意見をお伺いしながら、引き続き、

必要な対策を実施してまいります。

このような状況の中、令和3年度は、「長崎
県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025」及び、
その個別計画である「ながさき産業振興プラン

2025」、「長崎県水産業振興基本計画」及び「第
3期ながさき農林業・農山村活性化計画」に基
づき新たな取組をスタートする年となります。

産業労働分野においては、感染症の影響を打

開する事業継続の支援、若者の県内定着促進や

産業人材の育成、成長分野の新産業創出など

水産業においては、水産資源の変動や社会情

勢等の変化に強い経営体づくり、水産業の成長

産業化、漁村の賑わいや活力創出など

農林業においては、スマート農林業による生

産性向上、ハウス・牛舎・農地などの生産基盤

整備や規模拡大、加工・流通・販売対策の強化

などを中心に、力強い産業を創造する長崎県を

目指し、さまざまな施策に取り組むこととして
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おり、国の施策を積極的に活用しながら、県内

の産業、経済の活性化に全力を注いでまいりま

す。

久保田委員長、山口経正副委員長をはじめ、

各委員の皆様のご指導、ご協力を賜りながら、

県政推進に全力を尽くしてまいりたいと存じま

すので、どうぞよろしくお願い申し上げます。

甚だ簡単ではございますが、重ねて温かいご指

導をお願いいたしまして、ご挨拶といたします。

それでは、本日出席しております幹部職員を

紹介いたします。

〔幹部職員紹介〕

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

ありがとうございます。それでは、議事に入

ります。

まず、会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、山本委員、堤委員のご両

人にお願いいたします。

次に、審査の方法について、お諮りいたしま

す。

今回の議題は、「農水経済行政所管事務につ

いて」及び第75号議案「令和2年度長崎県一般
会計補正予算（第13号）」のうち関係部分ほか
2件並びに令和3年2月定例会における本委員会
の審査内容等についてであります。

お手元に配付しております審査順序のとおり、

本日は委員会を協議会に切り替えて、産業労働

部、水産部、農林部の所管事務の概要について

説明を受け、明日は国の経済対策に関する議案

について一括して分科会審査を行い、審査終了

後、「令和3年2月定例会の審査内容（案）」に
ついての委員間協議を行うこととしたいと存じ

ますが、ご異議ございませんか。

  （異議なし）

ご異議ないようですので、そのように進める

ことにいたします。

なお、所管事務の概要説明についてのご質問

等につきましては、今回は特に理解しにくかっ

た点についての質問にとどめ、具体的な質問に

つきましては、各課へ個別に質問していただく

か、3月9日からの委員会の中で行うことにした
いと思いますのでよろしくお願いします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

理事者入れ替えのため、しばらく休憩いたし

ます。

― 午後 ２時１２分 休憩 ―

― 午後 ５時 ６分 再開 ―

【久保田委員長】委員会を再開いたします。

本日の会議はこれにてとどめ、明日は午前10
時より再開し、経済対策補正予算についての審

査を行い、審査終了後、「令和3年2月定例会の
審査内容（案）」についての委員間協議を行い

ます。本日はこれをもって散会いたします。

おつかれさまでした。

― 午後 ５時 ７分 散会 ―



２ 月 ２５ 日

（経済対策補正予算審査）
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年２月２５日

自  午前１０時 ０分

至  午後 零時 ９分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 久保田将誠 君

副委員長（副会長） 山口 経正 君

委   員 溝口芙美雄 君

〃 坂本 智徳 君

〃 外間 雅弘 君

〃 西川 克己 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 堤 典子 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 廣田 義美 君

産業労働部次長 村田 誠 君

産業 政策課 長 松尾 義行 君

企業 振興課 長 宮地 智弘 君

経営 支援課 長 吉田 憲司 君

水 産 部 長 斎藤  晃 君

水 産 部 次 長 西  貴史 君

水 産 部 次 長 川口 和宏 君

水産 部参事 監 内田  智 君

水産加工流通課長 吉田  誠 君

水産加工流通課企画監 齋藤周二朗 君

漁港 漁場課 長 橋本 康史 君

農 林 部 長 綾香 直芳 君

農 林 部 次 長 吉田 弘毅 君

農 林 部 次 長 渋谷 隆秀 君

農林 部参事 監
(農村整備事業・諫早湾干拓担当)

山根 伸司 君

林政課長(参事監) 内田 陽二 君

農村 整備課 長 土井 幸寿 君

森林 整備室 長 永田 明広 君

７、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【久保田分科会長】 おはようございます。

委員会を再開します。

これより、第75号議案「令和2年度長崎県一
般会計補正予算（第13号）」のうち関係部分ほ
か2件について、分科会による審査を行います。
なお、理事者の出席範囲につきましては、付

託議案に関係する範囲とし、お手元に配付して

おります配席表のとおり決定したいと存じます

ので、ご了承をお願いいたします。

議案を議題といたします。

産業労働部長より議案の説明をお願いいたし

ます。

【廣田産業労働部長】 おはようございます。

産業労働部関係の議案についてご説明いたし

ます。

「予算決算委員会農水経済分科会関係議案説

明資料（経済対策補正）産業労働部」をご覧い

ただきたいと思います。



令和３年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（２月２５日）

- 5 -

今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、第75号議案「令和2年度長崎県一般会計補
正予算（第13号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「国

民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合

経済対策」に沿って、1月28日に成立した国の
補正予算に適切に対処するとともに、新型コロ

ナウイルス感染症への対策を緊急に実施するた

め、必要な予算を追加しようとするものであり

ます。

歳出予算は記載のとおりでありまして、内容

についてご説明いたします。

産業政策課。

中小企業振興費について。

長崎県の要請に基づく飲食店等の時短営業や

不要不急の外出・移動の自粛により影響を受け、

売上が減少した県内事業者への支援に要する経

費として、長崎県事業継続支援給付金事業費16
億156万5,000円の増を計上いたしております。
企業振興課。

工鉱業振興費について。

地域経済や雇用の下支え及び今後の成長産業

の礎を強化するための県内製造業企業に対する

支援に要する経費として、地場企業総合支援事

業費6億円の増を計上いたしております。
経営支援課。

商業振興費について。

新型コロナウイルス感染症の影響からの脱却

を図るため、新分野展開による経営多角化や事

業・業種転換等の先進的な取組を進める県内サ

ービス産業事業者への支援に要する経費として、

サービス産業活性化事業費5,000万円の増を計
上いたしております。

繰越明許費について。

繰越明許費についてご説明をいたします。

国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金の活用事業において、年度内に適正

な事業実施期間が確保できないことなどから、

サービス産業活性化事業費5,000万円の増、長崎
県事業継続支援給付金事業費16億156万5,000
円の増、地場企業総合支援事業費6億円の増、
合計22億5,156万5,000円の増について、繰越明
許費を設定しようとするものであります。

なお、補足説明資料といたしまして、「令和

3年2月定例県議会予算決算委員会農水経済分
科会補足説明資料【2月補正（経済対策）】（産
業労働部）」を配付いたしております。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜わりますようお願いいた

します。

【久保田分科会長】 ありがとうございます。

次に、補足説明をお願いいたします。

【松尾産業政策課長】 資料は、「令和3年2月
定例県議会予算決算委員会農水経済分科会補足

説明資料【2月補正（経済対策）】（産業労働
部）」をご覧ください。

私からは、資料の1ページ、長崎県事業継続
支援給付金事業費についてご説明いたします。

予算額といたしましては、16億156万5,000
円を計上しております。

事業目的でございますが、長崎県の要請に基

づく飲食店等の時短営業や不要不急の外出・移

動の自粛により影響を受け、売上が減少した県

内の事業者に対して支援を行うものであり、県

内市町と連携して実施するものであります。

事業内容でございますが、長崎県事業継続支

援給付金給付事業補助金15億2,530万円でござ
います。

これは、1、時短営業を実施した県内の飲食
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店と直接・間接の取引があること、2、県内に
おける不要不急の外出・移動自粛による直接的

な影響を受けたこと、3、長崎市において、協
力金の対象となる飲食店、遊興施設以外で時短

営業の依頼に協力したことのいずれかに該当し、

今年の1月または2月の売上高が、対前年または
対前々年比50％以上減少している事業者に対
し、1事業者当たり20万円を県と市町が折半で
支給するものであります。

事業者からの申請の受付、支給事務について

は市町に実施していただき、県の負担分を、1
事業者当たり10万円となりますが、市町に対し
て補助金として支給するものでございます。

併せて市町への事務費補助金として7,626万
5,000円を計上しております。これは、申請の受
付、支給事務を市町が行いますので、その事務

費について県から補助を行うものでございます。

以上で私からの説明を終わります。

【宮地企業振興課長】 続きまして、2ページを
お開きください。

長崎県成長産業ネクストステージ投資促進事

業についてご説明いたします。

本事業は、新型コロナウイルス感染症の長期

化により厳しい状況にある地域の経済や雇用を

下支えするとともに、今後の成長産業の礎を強

化するため、半導体やロボットなどの産業用機

械、造船・プラント、航空機及び医療関連分野

を加えた成長分野において、県内製造業企業の

取組を支援するもので、昨年9月の補正予算と
して計上し、10月から11月にかけて募集いたし
ました事業のいわゆる第2弾となります。
昨年募集いたしました同事業においては、18

億2,000万円の予算額に対し約31億6,000万円
の応募があるなど、県内経済の実態を踏まえた

事業として、県工業連合会をはじめ企業側から

評価の声と多くのご応募をいただきました。

今回については、前回の応募状況や引き続き

コロナ禍にある本県経済の状況変化、さらには

国の予算とも重複しないような制度設計として

おり、具体的には資料下段に表を掲載しており

ますが、2つのメニューを構えております。
左側の事業再構築促進型につきましては、研

究開発や設備投資、生産効率化経費などをご支

援するもので、補助率は3分の2、補助上限は100
万円となっております。

次に、右側の県内調達拡大プロジェクト型に

つきましては、本県製造業の次の礎となる設備

投資を支援し、県内へ域外需要、いわゆる仕事

の取り込みを図るもので、中小企業の場合は補

助率3分の2、大企業の場合は2分の1としており、
補助上限額は1億円となっております。
なお、県内調達拡大プロジェクト型につきま

しては、コロナ禍にあって国内回帰などサプラ

イチェーンの変化に対応する取組であることや、

県内企業から一定以上の部品調達を行って製造

する取組であることなど、県内での波及効果が

高い取組であることを認定要件としております。

以上で私からのご説明を終わります。

【吉田経営支援課長】 資料の3ページをお願い
いたします。

サービス産業事業再構築支援事業費、予算額

5,000万円でございます。
新型コロナウイルス感染症の影響で消費者が

外出を控えるようになったこと等から、小売業

や宿泊業等の売上低迷が続いており、今後、倒

産や廃業が増加することも懸念されております。

このような中、社会や消費者ニーズの変化に

対応するため、新たな分野への展開による経営

の多角化や業種、業態の転換など事業の再構築

に向けた先進的な取組を行う県内サービス産業



令和３年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（２月２５日）

- 7 -

事業者に対し、取組に必要な経費の補助を行お

うとするものでございます。

申請に当たっては、中小企業診断士や税理士

などの専門家の支援を受けて事業計画を策定す

ることとし、その計画において付加価値の向上

を要件とすることを考えております。

補助対象者及び補助対象経費は記載のとおり

でございまして、補助率は3分の2以内、補助金
の上限額は100万円、下限額を30万円とし、幅
広く支援を行いたいというふうに考えておりま

す。

以上でご説明を終わります。

【久保田分科会長】続いて、水産部長より議案

の説明をお願いいたします。

【斎藤水産部長】それでは、水産部関係の議案

についてご説明させていただきます。

お手元にお配りしております「令和3年2月定
例県議会予算決算委員会農水経済分科会関係議

案説明資料（経済対策補正）水産部」1ページ
をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

予算議案第75号議案「令和2年度長崎県一般会
計補正予算（第13号）」のうち関係部分、事件
議案第64号議案「直轄特定漁港漁場整備事業に
対する県の負担についての一部変更について」

であります。

はじめに、第75号議案のうち関係部分につい
てご説明いたします。

今回の補正予算は、国において決定された「国

民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合

経済対策」に沿って、1月28日に成立した国の
補正予算に適切に対処するとともに、新型コロ

ナウイルス感染症への対策を緊急に実施するた

め、必要な予算を追加しようとするものであり、

歳入は合計31億3,656万円の増、歳出は合計47

億6,613万5,000円の増となっております。
2ページをお開きください。
補正予算の内容についてご説明いたします。

県産水産物販売促進緊急対策事業費について。

国の緊急事態宣言により都市部向けの天然魚

等の荷動きが悪化していることから、県内量販

店等での販売促進キャンペーンの展開による消

費拡大の取組などを支援するための経費として、

県産水産物販売促進緊急対策事業費1億円の増
を計上いたしております。

水産基盤整備について。

漁場水産基盤整備費で、国直轄特定漁港漁場

整備事業負担金4,812万5,000円の増のほか、記
載のとおり計上いたしております。

3ページをお開きください。
繰越明許費については、年度内に適正な事業

期間が確保できないことから、記載のとおり設

定しようとするものであります。

次に、第64号議案「直轄特定漁港漁場整備事
業に対する県の負担についての一部変更につい

て」は、昨年2月定例会において議決いただい
た、国が対馬海峡地区で実施している直轄特定

漁港漁場整備事業に対する県の負担について、

このたびの経済対策補正予算により、国が追加

事業を実施するため、県負担限度額の増額変更

に同意しようとするものであります。

以上をもちまして、水産部関係のご説明を終

わります。

よろしくご審議を賜わりますようお願いいた

します。

【久保田分科会長】次に、補足説明をお願いい

たします。

【吉田水産加工流通課長】お手元に配付してお

ります資料1、「令和3年2月定例県議会 予算決
算委員会農水経済分科会補足説明資料 令和2
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年度2月補正予算（案）について」ご説明させ
ていただきます。

1ページをお開きください。
県産水産物販売促進緊急対策事業費について

ご説明いたします。

この事業では、国の緊急事態宣言により都市

部向けの天然魚等の荷動きが悪化していること

から、県産水産物の流通促進を図るため、県内

外の量販店などでの販売促進キャンペーンの展

開による消費拡大に取り組む経費への支援とし

て、1億円を計上いたしております。
水産物流通の現状につきまして、年末までは

相場が回復傾向でありましたが、再度の緊急事

態宣言により安値傾向に一転しております。

右のグラフをご覧ください。

長崎魚市場における本年1月のひらめ単価は
キロ1,100円、あまだいはキロ2,100円であり、
昨年4月の緊急事態宣言時まで下がっておりま
す。こうした傾向は、飲食店などの需要先を販

路とする天然の中・高級魚で顕著となっており

ます。

養殖魚につきましては、国の1次補正による
量販店などでの販促キャンペーンにより滞留の

解消が一定図られましたが、天然魚は当初対象

品目から外れていましたので、取組があまり進

まず、商流の確保がいまだ不足しております。

国の3次補正につきましても、販売促進キャ
ンペーンの支援はありますが、1次補正により
商流が確保された既存取引先との取組は原則対

象外となっております。

そこで、今回の補正予算におきましては、こ

れまでの養殖魚などの取組により流通が確保さ

れた取引先を活用し、天然魚の商流を緊急的に

確保する取組を実施しようとするものであり、

具体的には、量販店などにおける販売促進キャ

ンペーンの実施にかかる調達費等の2分の1を
県で支援しようとするものでございます。

事業主体は、生産者から水産物などを調達し

量販店に納入する、いわゆる産直流通を行う県

漁連及び漁協とし、事業内容といたしましては、

フロー図で示すとおり、県漁連などは生産者か

ら通常の浜値で買い取り、量販店は本事業を活

用して消費者が求めやすい価格で取引き、その

場合の1の浜値と2の量販店との取引額との差
額を県で支援する仕組みを考えております。

ご参考までに、国が3次補正で予算措置した
販売促進キャンペーンに係る対象事業の概要を

右側に記載しております。

1次補正からの変更点についてはアンダーラ
インの箇所であり、県事業において既存商流と

の取引拡大を図りつつ、養殖魚を含む新規販路

の開拓については、国の3次補正の積極的な活
用により本県水産物の販売促進を図ってまいり

たいと考えております。

私からの補足説明は以上でございます。よろ

しくご審議を賜わりますようお願いいたします。

【内田水産部参事監】 それでは、私の方から、

漁港漁場整備関係の補正予算の内容について補

足させていただきます。

お手元に配付しております資料2、「予算決
算委員会農水経済分科会補足説明資料 令和2
年度2月補正予算（案）について」をご覧くだ
さい。こちらの1ページをお開きください。
今回の補正は、近年激甚化する台風、低気圧

災害に備えた防災・減災対策やＴＰＰ等関連政

策大綱に基づく水産物輸出促進対策事業の効果

を早期に発現させることを目的に、予算措置し

たいというものでございます。

表に記載のとおり、県営漁港22か所、市町営
漁港15か所、県営漁場5か所の整備と国の直轄
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漁場整備1か所の負担金として、合計43か所に
県予算ベースで46億6,613万5,000円を計上し
ております。

2ページ、3ページは補正予算の事業箇所とな
っております。2ページが公共事業によるもの、
3ページは非公共事業となっております。
防災・減災に資する防波堤など主要施設の機

能強化や水産物輸出促進に向けた陸揚げや生産

機能の充実を図るため、表に記載の箇所で事業

を実施する予定としております。

4ページ以降にその事業内容を記載しており
ますが、このうち代表的な3か所についてご説
明いたします。

まず4ページをご覧ください。
水産物の輸出促進対策として、長崎漁港の事

例をご説明いたします。長崎漁港におきまして、

水産物の高品質化による産地間競争力の強化及

び輸出促進を図るため、高度衛生管理に対応し

た荷捌所の整備、大規模災害時においても水産

物流通の早期回復が可能となる岸壁の耐震化等

を実施することとしており、合計で16億1,400
万円を計上しています。

続きまして5ページをご覧ください。
防災・減災対策として、小値賀町にございま

す小値賀漁港の事例をご説明いたします。こち

らは、大型台風による被災を未然に防ぐことで

漁業活動の継続と防災拠点漁港としての役割を

果たすため防波堤の改良を行うものであり、2
億円を計上しております。

続きまして6ページをご覧ください。
漁場整備については、輸出に向けられるあじ

やさば等の魚種を対象に、漁獲量の増大等に資

する魚礁や増殖場を整備してまいります。

右の整備位置図をご覧ください。

対馬や県北など5地区で魚礁を7か所、増殖場

を1か所、国直轄によるマウンド礁1か所を整備
する計画としております。

7ページから16ページまでは、その他の事業
箇所の概要を記載しておりますが、説明につい

ては割愛させていただきます。

最後に17ページをご覧ください。
繰越明許費についてご説明いたします。

この2月補正予算につきましては、年度内の
工期が十分に確保できないため繰越の手続が必

要になることから、全額を繰越額に計上させて

いただいております。

続きまして、国の直轄マウンド礁整備につい

て県の負担金が発生しますので、そちらについ

てのご説明をいたします。

資料3、「農水経済分科会補足説明資料【第
64号議案 直轄特定漁港漁場整備事業に対す

る県の負担についての一部変更について】」を

ご覧ください。

本議案は、令和2年2月定例会で可決された第73
号議案「直轄特定漁港漁場整備事業に対する県

の負担について」について、国が行う特定漁港

漁場整備事業に要する経費が変更されたことに

より、県負担限度額を改め、県が負担すること

を同意するにあたり漁港漁場整備法第20条第3
項の規定により議会の議決をお諮りするもので

ございます。

この1ページをご覧ください。
本事業の内容は、国が対馬東方沖の排他的経

済水域にまあじ、まさば、まいわしの増殖を図

るための湧昇流漁場を整備するものでございま

す。

事業費は全体で42億円、施設の規模は高さ約
20メートル、長さ170メートル、幅約80メート
ルを計画しております。平成29年度より事業が
開始されており、早期の完成を目指して現在、
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工事の進捗が図られているところでございます。

漁場の整備箇所は、図に△印で示している位

置であり、ここは対馬市の美津島町黒島灯台か

ら東約14キロメートルの地点でございます。
2ページをご覧ください。
マウンド礁の造成は、令和元年度までに石材

の投入が完了し、令和2年度はブロック製作を
行っております。令和3年度はブロックの製
作・投入が引き続き行われる予定となっており

ます。

3ページをご覧ください。
令和2年度は、製作したマウンド礁のブロッ

クを前倒しで投入するため、対象事業費が5億
5,891万5,000円から9億891万5,000円に増額と
なりましたことから、この金額に法令に基づく

県負担金の基準13.75％を乗じて算出した県負
担限度額は、7,685万812円から1億2,497万
5,812円に変更となります。
負担金の基準につきましては、漁港漁場整備

法の規定に基づき、事業に要する経費の25％と
なっておりますが、後進地域の開発に関する公

共事業にかかる国の負担割合の特例に関する法

律の適用によって、本県における令和2年度の
負担金の基準は13.75％に低減されております。
また、本県の負担分については地方債を充当す

ることになり、その一部は後年度に交付税とし

て措置されますので、実質的な負担はさらに軽

減されます。

この費用負担に係る根拠法令につきましては

4ページに規定をお示ししております。
補足説明は以上でございます。よろしくご審

議を賜わりますようお願いいたします。

【久保田分科会長】続いて農林部長より議案の

説明をお願いいたします。

【綾香農林部長】農林部関係の議案についてご

説明いたします。

資料がちょっとたくさんございますが、縦長

の「関係議案説明資料（経済対策補正）農林部」

という資料でございます。4枚つづりのもので
す。よろしいでしょうか。

【久保田分科会長】 どうぞ、説明を。

【綾香農林部長】 1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第75号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予
算（第13号）」のうち関係部分、第76号議案「令
和2年度長崎県県営林特別会計補正予算（第2
号）」であり、その内容についてご説明をいた

します。

今回の補正予算は、国において決定された「国

民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合

経済対策」に沿って、1月28日に成立した国の
補正予算に適切に対処するため、必要な予算を

追加しようとするものであります。

それでは、まず第75号議案「令和2年度長崎
県一般会計補正予算（第13号）」のうち関係部
分についてご説明いたします。

歳入総額は46億4,487万6,000円の増、歳出総
額は69億9,775万円の増となっております。
以降、計上事業等について記載をしておりま

すが、後ほど担当課長から補足説明をさせてい

ただきます。

3ページをお開きください。
中段の債務負担行為の内容につきましては、

山地治山費（工事国債）、地すべり防止費（工

事国債）における工事請負契約にかかる支払額

であり、内容につきましてはそれぞれ記載のと

おりであります。

繰越明許費につきましては、国の補正予算を

活用する事業について年度内に適正な工期が確

保できないことから、それぞれ4ページの上段
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に記載のとおり設定するものでございます。

次に、第76号議案「令和2年度長崎県県営林
特別会計補正予算（第2号）」についてご説明
いたします。

歳入・歳出総額は2億1,188万5,000円の増と
なっております。

事業内容につきましては、後ほど担当課長か

ら補足説明をさせていただきます。

繰越明許費につきましては、国の補正予算を

活用する事業について年度内に適正な工期が確

保できないことから、記載のとおり設定するも

のであります。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜わりますようお願い申し

上げます。

【久保田分科会長】次に、補足説明をお願いい

たします。

【土井農村整備課長】私から、お配りしており

ます「令和3年2月定例県議会 予算決算委員会

農水経済分科会補足説明資料（経済対策）農林

部」に基づいて補足説明いたします。

説明資料の1ページから7ページに農村整備
課分の事業及び地区の一覧を掲載しております

が、国の経済対策として予算措置されている補

正予算のうち、農業農村整備事業関係予算では、

国の総合的なＴＰＰ等関連政策大綱に基づく施

策や、防災・減災国土強靭化のさらなる推進の

ための補正予算が本県に配分されております。

今回、担い手育成畑地帯総合整備事業、経営体

育成基盤整備事業、ため池整備事業、地すべり

防止対策事業等により59地区、7ページの欄外
に記載されておりますが、合計51億5,200万円
を計上するものであります。

主な事業内容についてご説明いたします。

資料の8ページをご覧ください。雲仙地区の
愛津原地区の写真です。

担い手育成畑地帯総合整備事業は、畑地帯に

おける農業経営の体質強化のため、区画整理、

畑地かんがい施設、農道などを総合的に整備す

るものでございます。

今回の補正予算では、雲仙市の愛津原地区ほ

か12地区の計13地区において、畑の区画整理58
ヘクタール、畑地かんがい施設整備20ヘクター
ルなどを実施するために29億9,650万円を計上
しております。

続いて資料の9ページをご覧ください。諫早
市の有喜南部地区の写真です。

経営体育成基盤整備事業は、経営体の育成を

図るため、高生産性農業の取組を可能とするよ

う、区画整理や暗渠排水などの生産基盤を整備

するものでございます。

今回の補正予算では、諫早市の有喜南部地区

ほか4地区の計5地区において、水田の区画整理
13ヘクタール、畑地かんがい施設整備9ヘクタ
ールなどを実施するために9億5,100万円を計
上しております。

続いて、資料の10ページをご覧ください。壱
岐市の芦辺地区の写真であります。

ため池整備事業は、老朽化した農業用のため

池において、豪雨等による災害を未然に防止す

るため、堤体から基準値以上の漏水が見られる

ものや、洪水吐けの断面が不足し洪水を安全に

流下させることのできないため池の整備を行う

ものです。

今回の補正予算では、壱岐市の芦辺地区ほか

34地区の計35地区において、老朽化により災害
発生のおそれがあるため池の整備などを実施す

るために8億5,698万9,000円を計上しておりま
す。
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続いて11ページをご覧ください。南島原市の
座木地区の写真です。

地すべり防止対策事業は、地すべりが発生し

ている地域において、地すべりによる災害を未

然に防止するため、地下水排除工、アンカー工

等の対策工事を行うものです。今回の補正予算

では、南島原市の座木地区ほか1地区の計2地区
において、地すべり防止のための対策工事を実

施するために5,090万円を計上しております。
なお、ご説明いたしました事業につきまして

は、国の交付決定の遅れにより事業の年度内完

了が困難であることから、事業費と同額の繰越

明許費を設定いたします。

以上で説明を終わります。よろしくご審議を

賜わりますようお願いいたします。

【内田林政課長】 同じく説明資料の12ページ
をお開きください。

下段の特別会計県営林事業費、これが第76号
議案「令和2年度長崎県県営林特別会計補正予
算（第2号）」です。
これは、国の補正予算を活用して県営林にお

いて適正な森林整備及び健全な経営を行うため、

搬出間伐を310ヘクタール、森林作業道を4万
6,500メートル整備するものでございます。これ
に要する経費といたしまして2億1,188万5,000
円を計上いたしております。

なお、この事業につきましては、国の交付決

定の遅れにより事業の年度内完了が困難なこと

から、事業費と同額の繰越明許費を設定いたし

ております。

以上でございます。よろしくご審議を賜わり

ますようお願い申し上げます。

【永田森林整備室長】私の方から、同説明資料

の12ページ及び15～17ページでご説明をいた
します。資料記載分が、今回補正予算で計上し

ております森林整備分の事業及び一覧でござい

ます。

まず、13ページをご覧ください。
合板・製材生産性強化対策事業費です。これ

は、総合的なＴＰＰ等関連政策大綱に即し、製

材工場等へ原木を安定的に供給するために、路

網の整備及び高性能林業機械の導入を一体的に

実施するものです。

左下の図が路網の整備のイメージです。大型

車両が通行可能な林業専用道及び、その支線と

して森林作業道を開設し、高性能林業機械によ

り木材を生産いたします。

今回の補正予算により林業専用道の整備400
メートル、森林作業道の整備2,000メートル、高
性能林業機械の導入1台を計画しております。
これに要する経費として2,440万6,000円を計
上しております。

次に造林事業費です。18ページをご覧くださ
い。

育成林整備造林事業費です。これは、右の写

真のとおり、森林経営計画区域において路網の

整備と搬出間伐を実施し、森林の持つ公益的機

能を持続的に発揮させるとともに、製材工場等

に低コストで安定的に原木を供給するものです。

今回の補正予算により搬出間伐902ヘクター
ルを計画しております。これに要する経費とし

て6億4,744万4,000円を計上しております。
次に、治山事業費です。19ページをご覧くだ
さい。復旧治山費、予防治山費です。

写真は大村市荒瀬町荒瀬地区です。国道444
号線沿いの寺院直上の山腹斜面において、昨年

7月の豪雨により崩壊が発生し、今後の豪雨等
によって拡大崩壊等により山腹直下の保全対象

に被害を及ぼす危険性が高いことから、固定工、

落石防護柵工を実施し、地域住民の安全・安心
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の確保を図ります。

復旧治山費で6か所2億9,190万円、予防治山
費で11か所、4億6,725万円を計上しております。

20ページをご覧ください。
水源地域整備費です。写真は、諫早市高来町

平田地区です。１級河川本明川水系の小江川上

流の渓流が、豪雨等により荒廃が進んでおりま

す。今後の豪雨等により下流域へ不安定土砂等

の流出の危険性が高いことから、治山ダムを施

工し渓流を安定させ、地域住民の安心・安全の

確保を図ります。

水源地域整備費は、1か所で1,785万円を計上
しております。

水源地域整備費は、1か所で1,785万円を計上
しております。

次に21ページをご覧ください。
地すべり防止費です。写真は西九州自動車道

今福インター上流に位置する松浦市今福町坂野

地区です。石積み擁壁の孕みとずれ、道路への

押出しによる水路の破壊等、地すべりの被害が

発生している状況です。被害の拡大を防止する

ためアンカー工を実施し、地域住民の安全・安

心の確保を図ります。

地すべり防止費は、このほかにも4か所、合
計で5か所、3億9,690万円を計上しております。
以上、治山費で合計23か所11億7,390万円を

計上しております。

なお、ご説明いたしました事業につきまして

は、国の交付決定の遅れにより事業の年度内完

了が困難であることから、事業費と同額の繰越

明許費を設定しております。

続きまして、説明資料22ページをご覧くださ
い。これ以降が債務負担行為の資料となります。

債務負担行為とは、事業効果の早期発現を図

るため、令和3年度計画箇所を今年度中に前倒

して工事契約を行いますが、国庫からの補助は

次年度となるため、その債務を負担する行為で

す。

23ページをご覧ください。復旧治山費です。
写真は大村市溝陸地区です。集中豪雨により、

諫早市と大村市をつなぐ県道37号線沿いの山
腹斜面において、住宅地及び県道直上に落石が

発生いたしました。また、現地は急崖斜面であ

り、広範囲にわたり荒廃が進んでいるため、今

後の豪雨等により拡大崩壊による山腹直下の保

全対象に被害を及ぼす危険性が高いことから、

地山補強土工や法枠工を施工し、地域住民の安

全・安心の確保を図ります。

復旧治山費は1か所で8,400万円を計上して
おります。

24ページをご覧ください。
地すべり防止費です。写真は松浦市今福町石

倉地区です。当該地区は、平成2年に大規模な
地すべりが発生し、平成9年に対策事業を概成
しておりましたが、平成30年7月の豪雨等によ
り地下水が上昇し地すべり被害が発生いたしま

した。近年、被害が顕著化しており、写真左上

ですが、既設集水井が変形、破壊している状況

となっています。被害拡大防止のため新たに集

水井を施工し、地域住民の安全・安心の確保を

図ります。

地すべり防止地区はほかにも1か所、合計で2
か所、9,450万円を計上しております。債務負担
行為として合計で3か所、1億7,850万円を計上
しております。

以上でございます。よろしくご審議を賜わり

ますようお願いいたします。

【久保田分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより議案

に対する質疑を行います。
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質疑はございませんか。

【川崎委員】 おはようございます。

長崎県事業継続支援給付金事業費についてお

尋ねをいたします。

長崎市の緊急事態宣言、あるいは、それ以外

のところの特別警戒警報、こういった時期にお

いて感染が多く確認をされたという飲食店の皆

様へ時短要請をして協力金の給付をやったわけ

ですが、それ以外の納入業者の皆様からは不公

平感の声があったのは事実でございまして、こ

のような取組をつくっていただいたことについ

ては感謝を申し上げたいと思います。

具体的にどのような皆様に届けていただける

のかという確認でございますが、支給要件のと

ころに、本年1月または2月の売上が対前年また
は対前々年比50％以上の減少ということであ
りましたが、50％という根拠についてお尋ねを
いたします。

【松尾産業政策課長】 今回、市町と連携して、

10万円ずつの折半で最低限20万円の支給とい
うことで、売上が50％以上減ということにさせ
ていただいております。これにつきましては、

現在、国の方でも緊急事態宣言が発令されてお

ります地域におきまして一事支援金ということ

を検討されております。これに準じた形でマイ

ナス50％としたところでございます。
【川崎委員】国の基準という説明ですが、国の

基準が50％というところはつかんでおられま
すか、なぜ50％なのか。
【松尾産業政策課長】 国がなぜ50％かという
ところの根拠につきましては、申し訳ございま

せん、把握をしておりません。

ただ、今回、市町と連携することによりまし

て、全てが公表はされておりませんけれども、

多くは20％減から適用するといった状況でご

ざいますので、そうしたところを市町と連携す

ることによりまして、少しでも申請される方々

に有利に働くようにという考えではおります。

【川崎委員】市町との連携は後ほど伺おうかと

思いましたが、県で50％以上減の企業の皆様、
それよりも少ないところは市町でカバーすると。

そういったところを全体的に長崎県として市町

と連携して取り組んでいるんですよということ

については、強く情報発信をしてもいいのかな

というふうに思っております。ぜひ市町の支援

についてはご調査をいただいて、一覧をお届け

いただければと思います。

それ以外の要件のところで、以下のいずれか

に該当ということで資料には3点ほど挙げられ
ていますが、正直、線引きが明確にできるのか

というところはあります。数字の50％、これは
もう明確ですが、それ以外のところはなかなか

線引きしづらいなというふうに思っていまして、

これ、何か業種を絞ったりとかということが可

能なんですか。

【松尾産業政策課長】今回の想定としましては、

飲食店と直接・間接の取引がある事業者といっ

たところでいきますと、飲食料品店、おしぼり

などのサービス業といったところがございます。

それから、不要不急の外出自粛要請等に影響を

受けているところでは、例えばタクシーとか代

行運転とか、そういったところが対象となって

まいります。

今回は、これもまた国の事例でいきますと、

この要件に合っていれば、今のところは業種を

限定するということではなくて、全業種という

ことで考えております。

【川崎委員】非常にわかりやすい答弁でありま

して、つまり制限はないよと。あるとすると、

対前年比、あるいは対前々年比50％減というと
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ころが明確な基準であるというふうに認識をい

たしました。

対前年と対前々年比の件ですが、起業をして

1年未満の事業者もあられると思うんです。当
然のことながらあおりを受けているわけです。

国の持続化給付金は対象になっていると思いま

すが、そう考えていきますと1年未満の企業の
方たちはどのようにお考えでしょうか。

【松尾産業政策課長】委員ご指摘のとおり、こ

の間に創業された方もたくさんいらっしゃると

思います。令和2年12月末までに創業した事業
者につきましては、要請が1月ですので、12月
までに創業した事業者の方であれば対象として、

期間としては前年の1月、2月というのは難しい
ですけれども、算定可能な期間で算定をして対

象としていきたいと考えております。

【川崎委員】幅広にカバーをしていただいて感

謝を申し上げます。

じゃあ、それは要件をしっかりと皆様に公表

していただくことと併せて、いつその手続が始

まっていくのかという具体的な話になっていく

わけですが、説明では市町が窓口を担うという

ことでありました。ぜひ迅速な給付を目指して

いただきたいと思います。

具体の開始時期、そして申請から給付までの

期間について、今想定されているところをご説

明いただきたいと思います。

【松尾産業政策課長】この開始時期については、

委員ご指摘のとおり、今回市町で実施をすると

いうことで、各市町の議会での説明も時期的に

まちまちなところもございますし、また、今回、

我々が50％減で20万円というのをご提案する
前から、もう既に何らかの支援措置をやろうと

していたところもございますので、あるところ

ではそれが終わってからこちらを実施しようと

いうところもございます。

そうしたところで、一番早いところでは、今

回この予算の可決をいただいた後に2月末から
始めるところが一番早いスケジュールでござい

まして、あとは大体3月中、多少遅いと4月から
というところもございます。できるだけ早く支

給ができるように、市町にも働きかけをしてい

きたいと考えております。

申請から給付までの期間でございますが、ど

れぐらいかかるかと明確に言えるところがまだ

ございませんけど、前回の時短要請協力金につ

きましては、2月8日から受付を開始しまして、
2月19日現在で申請数の6割が支給されており
ますので、かなり早いペース、10日ぐらいで6
割は支給しておりますので、そういった形で、

できるだけ今回の事業継続の支援金につきまし

ても早急に支出ができるようにお願いをしてい

きたいと思っております。

【川崎委員】 10日ぐらいという実績をお話し
されましたが、対象の事業者がどのくらいにな

るのかということと、おそらく飲食の対象の件

数からすると比べものにならないぐらい多くな

るんじゃないかなと思いますが、十分な審査体

制がとれるのか。10日と言い切ってしまうと、
そこを目指して皆さん頑張ってもらわないとい

けませんから、いま一度確認をさせていただけ

ればと思います。

まず、対象がどのくらいの事業数を想定され

ているのか。

【松尾産業政策課長】 今回、統計、経済センサ

ス等を用いて、特に落ち込みが激しいであろう

と考えております卸小売とか生活関連サービス、

運輸、そういった事業種ごとに県内の事業者の

約3割ないし5割といったところで算定をして
おりまして、トータルでは約1万5,000者という
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数値でございます。

協力金については10日で支払いということ
ですけれども、まだ全部済んではいませんので、

必ず10日で出るということではございません
が、できるだけ早くということで市町と連携を

していきたいと考えております。

【川崎委員】資金的に脆弱な企業はたくさんあ

るんです。やっぱり1日でも早くと皆さん求め
ておられます。迅速にという言葉になってしま

うのかもわかりませんが、とにかく早く給付で

きるような体制、皆さんの努力を期待したいと

思います。

そこで、私たちも、昨年の一律10万円の給付
から始まって、さまざまな支援施策をやってい

ただきましたが、いつそれは返事があるんです

かと、これをたくさんいただいたんです。ぜひ、

見える化というもの。どのようなところまで私

たちのものが進捗しているのかということにつ

いて、見える化をしていただきたいと思うんで

すが、可能でしょうか。

【松尾産業政策課長】 確かに昨年5月の協力金、
その後の10万円の新しい生活様式補助金につ
きましても、ちょっと時間がかかり過ぎまして、

事業者の皆様には大変ご迷惑をおかけしたとい

うことでございます。

問い合わせで多いのは、今どこに書類があっ

て、どうなっているのかというようなお問い合

わせもたくさんいただいておりますので、受け

付けました後、その途中でどう報告、連絡して

いくかというところはあろうかと思いますけれ

ども、まずは受付けしましたというところから

実施したいと考えております。

今回新しい生活様式補助金の10万円につき
ましては、受け付けましたというような通知も

していない状況だったものですから、一体どこ

にあるんだろうということでかなりご不安を与

えたかと思いますので、連絡できるところはこ

まめに連絡をしていくようなことを考えていき

たいと思っております。

【川崎委員】これは希望でありますが、持続化

給付金は、問い合わせをするとネットで答えら

れるようなサービスもされていたようですので、

ぜひ工夫をしていただきたいと思います。

次に、長崎県成長産業ネクストステージ投資

促進事業についてお尋ねいたします。

これも非常にありがたい取組だと評価をして

おりますが、とりわけ半導体、ロボット、造船・

プラント、航空機、ここまでは長崎県としてイ

メージできるんですが、医療関連について、需

要はあるんでしょうか。

私は前回、文教厚生委員会に所属させていた

だいて、介護ロボットを導入するに当たって、

どこから購入されているんですか、どこで製造

されているんですかと。ほぼ県外、しかも大手

と、こういう話だったんです。

非常に高い技術を求められるのかなというふ

うに思っているんですが、需要があると言われ

る医療関連、ぜひチャレンジをして、地元で医

療、あるいは介護、そういったもののロボット

系の製造を企業に頑張っていただきたいと思う

んです。そういったところで実際にチャレンジ

されている企業があるのか。なければ、どう後

押しをしていくのか、そういった点についてお

尋ねいたします。

【宮地企業振興課長】ただいま川崎委員からお

尋ねがございました今回の成長分野につきまし

て、まず我々が何を考えているのかというとこ

ろからですけれども、ご案内のとおり、造船業

が世界的な環境で非常に厳しくなってきていま

して、県内企業に対しまして、その影が大きく
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影響していると。

その中で我々は何ができるかということで、

造船業で培った金属加工の技術を使って、いろ

いろと成長分野に出るところを定めようという

ことで、先に申し上げておりましたのはロボッ

トとか航空機とか、そういう視点でまず分野を

定めております。いずれも、現在は足元コロナ

ではございますが、回復後は成長していくだろ

うということで成長分野と我々は考えておりま

す。

今回、新しく医療関連分野を、昨年のネクス

トステージ第一弾を決めた時から、我々として

は意識をして追加してまいりました。

1点は、市場の状況としましては国内回帰。
コロナで調達が難しくなるので、生活をしてい

く上で欠かせないものは国内に欲しいと、半導

体であるとか医療関連は国内に呼び戻すという

ことで、現在、企業の投資が国内で活発になっ

ております。

その分野については投資が活発になっており

ますので、もっぱら我々としては中小企業を対

象に見ておりますが、中小企業に対してもいろ

いろな仕事が出てくるであろうというふうに期

待をしてご支援をしているところでございます。

現状を申し上げますと、委員がおっしゃいま

た介護ロボットとかの組立てが終わった製品と

して出るところについては、県内の製造メーカ

ーが最終的な製品を作って出荷しているのは少

ないかと、ほとんどないかと思います。

一方、例えばロボットでいいますと安川電機、

北九州にあります日本を代表するロボットメー

カーですが、そういうところに、例えば佐世保・

県北地区の企業はいろいろ部品を提供しておら

れます。

我々としては、いわゆる製造をできるような

会社というのはどうしても、現状を考えますと

企業誘致に頼らざるを得ないと思いますが、企

業誘致が晴れてうまくできた時に、それが県内

のサプライチェーンになるように中小企業を十

分に育てておくといいますか、ご支援をしてお

くことが必要と思いまして、今、医療関連を追

加しているところでございます。

【川崎委員】 ぜひ、そのシナリオで、県内の事

業者の活性化を具現化していただきたいと思い

ます。よろしくお願いします。

次に、水産環境整備事業の湧昇流漁場、国の

直轄のことについてお尋ねします。

これは素晴らしいお取り組みだと思いますの

でよろしいんですが、まず、このエリアに平成

29年から事業をスタートされていますが、ここ
に場所を決めて、実際に工事をやってすばらし

い優良な漁場をつくり上げていくと、その前段

の調査。どういった形でここまで事業を進めて

いくのか、事業の決定までの部分をお知らせい

ただきたいと思います。

【内田水産部参事監】もともとこの制度は、平

成19年に国の方で、排他的経済水域で漁場整備
をしようということで事業が始まったものでご

ざいます。

本県につきましても排他的経済水域で沖合漁

場の整備をしたいというニーズがそれぞれあっ

て、特に対馬の方から、ぜひ沖合で湧昇流漁場

の整備をしてほしいという地元の要望がござい

ました。

要望があったから、そのままそこにというわ

けでもありませんので、まず国の方で、マウン

ド礁を置いた時に、低層に栄養塩が存在して、

十分な潮流があって、そこに構造物を設けると

湧昇流が発生するかどうかと、その適地などを

検討し、その結果として現在の位置が決まった
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と。

地元の要望があるとか、そういうような海象

状件などから適切であるとか、操業の実態とか、

こういったものを勘案して、国の方で平成29年
度から事業を立ち上げたと。もちろんその過程

では我々にも相談があり、我々の方からも地元

の声などをつないで、平成29年度から事業が実
施されているということでございます。

【川崎委員】そうしますと、こういった要望が

県内において既にお届けされているところは具

体にあるんでしょうか。他のエリアで希望され

ているところがあるんでしょうか。

【内田水産部参事監】現在は対馬で国の方で実

施しておりますけど、その前に五島の方で、や

はり国の直轄マウンド礁の整備をしていただい

ております。

現在の工事が実施されておりますので、これ

をしっかり早期に完成させていただきたいと思

っておりますし、そのほかの海域でも排他的経

済水域、領海の外になりますけど、そういった

漁場を整備してほしいという声があれば国の方

につないでいきたいと思っております。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【堤委員】堤です。よろしくお願いいたします。

今、川崎委員がいろいろ質問されたので質問

することが少し減ったんですけど、産業政策課

の事業継続支援給付金事業についてお尋ねをし

ます。

支給要件の2番目に、不要不急の外出・移動
自粛による直接的な影響を受けたこととあるわ

けですが、コロナ禍でいろんなイベントがなく

なったり集まる機会が減って、たくさんの事業

者が影響を受けていると思います。例えば成人

式も中止や延期になりましたから、その関連の

業者とか、いろんな小売店も客足が減って収入

減になっています。

そういう中で、先ほどの答弁でタクシーや運

転代行業者も当てはまると言われましたので、

交通関係は別かなと思っていましたら、そこで

はっきりしましたので、それはよかったと思い

ます。

1月補正で76万円の時短要請協力金がありま
した。その時に、県で行わないで市町で申請や

手続などを受け付けることになりました。

そこのところ、2月7日まででしたか、まだ終
わっていない状態ですから、よくわからないと

思いますが、去年、県でした時にものすごく時

間がかかって、問い合わせもたくさんいただい

て、遅くなったという声もたくさん聞いたんで

すが、市町に振り分けることによってどういっ

たプラス面が出てきているのか、お尋ねします。

【松尾産業政策課長】先ほども少し触れました

けれども、昨年、私どもは県直営で5月から休
業要請協力金の支給を始めたんですけれども、

その時は受付から1か月後ぐらいで2割ぐらい
しか払えていなかったという状況で、ボリュー

ム的な問題で、かなり時間がかかったというこ

ともございました。

その後、市町と連携してやることによって迅

速化につながるのではないか、より身近なとこ

ろで受け付けることで、窓口が近いと事業者に

とってもいいことではないかということで、前

回の協力金と今回の一時支援金につきましては

市町と共同で事業を行うと、そういう形をとっ

たところでございます。

【堤委員】そうしますと、今回も市町で申請書

類などを準備されて、それぞれでホームページ

にアップされたりと、そういう手続になるわけ

ですか。

【松尾産業政策課長】 各市町におきましても、
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昨年の4月、5月ごろには独自で支援金というの
をやっていますので、それぞれにもちろんノウ

ハウは持っております。

今回も、この間の協力金につきましても、一

定こちらの方で共通したひな形といったものは

示し、向こうがアレンジをしながらやりやすい

ようにやっていただくという形で、県が丸投げ

で市町で全てやってくださいということではな

くて、一定共通した要領であったり要綱であっ

たり、そういったものも示しながら、なおかつ

市町の方でやりやすいような形でやっていただ

くというような方法をとっております。

【堤委員】 基礎自治体によっては、長崎、佐世

保などの人口の多いところは作業も大変になる

かと思いますので、県からのサポートもよろし

くお願いしたいと思います。

自治体によっては、申請の書類などの要綱が

決まる前から、こういう書類が必要になるから

ということで事業者に投げかけをしていたりで

すね、1月の協力金の時は。それから佐世保市
などは、以前に送った事業者に申請書を送ると

いうようなこともされていたようです。

さまざまなそれぞれの自治体のノウハウを共

有する場というか、そういうものはされている

んでしょうか。

【松尾産業政策課長】前回の協力金におきまし

ても、今回の一時金につきましても、担当レベ

ルでの連携会議は持ちながらやっております。

それで、私どもがつくりました要領、要綱、

様式等につきましても各自治体に流して、いろ

んな意見をもらいながら変更したり、そういっ

た連携をとりながらやっておりますし、委員が

おっしゃいましたとおり、佐世保市などは事業

者に様式を送付したと聞いております。周知と

いう点ではそういうやり方が一番いいのかなと

いうところはありますので、そういったところ

も共有できればいいかなとは思っております。

【堤委員】該当する事業者は多いと思うんです

が、もしかして、この予算で申請がたくさん来

た場合に、新たに追加補正を組まれるというよ

うなことはあるんでしょうか。

【松尾産業政策課長】私どもの算定に当たって

は経済センサス等統計資料を使っておりますけ

れども、実際にどれだけの方々が50％の売上減
なのか、そういったところは明確に把握できる

状況にはございませんので、各市町の状況も見

ながら、場合によっては、また議会にご相談さ

せていただくこともあるかとは思っております

ので、その際はよろしくお願いしたいと思いま

す。

【堤委員】支給が速やかに行われて、必要なと

ころに届くようにお願いしたいと思います。

もう一つ、サービス産業事業再構築支援事業

費のところでお尋ねしますが、サービス産業と

いいますと非常にすそ野が広いというか、たく

さんの事業が含まれると思うんです。

その中で、事業や業種転換などの新分野展開

による経営多角化と言われていますけれども、

これはサービス産業と限らない、ほかの業種に

参入することについてもオーケーという理解で

よろしいんでしょうか。

【吉田経営支援課長】今回ご支援しようと考え

ておりますのは、コロナ禍で非常に影響を受け

たサービス産業事業者ということですので、サ

ービス産業事業者が業種を転換する、あるいは

ほかの分野に出ていくということであれば、そ

の分野がサービス産業ではない例えば農業であ

ったとしても一定認めるべきと思っております。

そこの詳細について、まだ決定はしておりま

せんけれども、あくまで取組の主体であるサー
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ビス産業事業者を支援するという考えでおりま

す。

【堤委員】サービス産業が主体であって、それ

に追加をして、ほかの事業にも参入をしていく、

広げていくということですね。

今回のコロナの中で、皆さんにお話を聞いて

いると、一つのことでやっている皆さんは本当

に困っていらっしゃって、例えば貸切バス業者

が別の工事のいろんな重機などを使う事業をや

っているとか、飲食店でも新聞販売をやってい

るとか、そういうことで何とかつないできたと

言われているので、本当に多角的な経営という

視点は大事かなと思っています。

その補助対象経費の中で研修費などが含まれ

ています。経営を多角化する、業種転換するた

めに新たなスキルを獲得するための研修などは

いいかと思うんですが、そのほかに、この研修

にはどういうものが含まれるんでしょうか。

【吉田経営支援課長】もともと想定しておりま

すのは、今委員がおっしゃった、新しい分野に

参入するに当たって、そこに必要な知識を研修

で習得するというところでございます。その内

容としまして、いろんな研修であったり講座の

受講、そういったものも含まれてこようかと思

っております。基本的には、その分野に進出す

るに当たって必要な知識習得を図るものと考え

ております。

【堤委員】サービス産業を継続していくために、

県からの支援を使って本当に頑張っていただき

たいと思っていますので、しっかり支援をして

いただくようにお願いをしたいと思います。以

上です。

【山本(由)委員】 私も事業継続支援給付金のこ
とで、繰り返しになるかもしれないんですけれ

ども。

いろんな業種、団体の方からのご要望を受け

て、いい事業を組んでいただいたと思うんです。

県と市町が連携をして、県がこういう事業をし

ますよと、市も一緒にやりましょうと、条件面

の同じところでやりましょうと。それに各市町

が上乗せをするのは、各市町の独自性でいいで

すよという形で進んでいけばよかったんですけ

れども、実際には先行していた市町があったと

いうことで、それに最大公約数みたいな感じで

合わせていったのかなというふうに今は理解を

しているんです。

支給要件のところで、県が10万円出す、21市
町は県と同じか、もしくは県以上の幅広い対象

を拾おうとしているというふうに理解をしてい

るんですが、ということは、県の条件を満たせ

ば、21市町全て20万円支給されるという理解で
よろしいんでしょうか。

【松尾産業政策課長】 売上50％減というとこ
ろで、私どもが提案した10万円と市町負担分の
10万円で、連携して20万円と、そこが最低限の
ベースということになってまいります。

【山本(由)委員】 支給対象、対象期間、減少幅
がどうなのかという話で、減少幅のところは

50％とはっきりしているんですが、先ほど川崎
委員のご質問にあったように対象事業者という

んですかね。県が今出しているＱ＆Ａを見たと

きに、どんな業種が対象になりますかというと、

基本的にはほとんどなりますよということでは

あるんですが、「別途市町で基準を設ける場合

があります」とあったものですから、というこ

とは、県は出すけれども、市町はこれは出しま

せんよみたいなことがあるのかなと思ったんで

すが、そういうことはないというふうに理解を

していいんでしょうか。

【松尾産業政策課長】 21市町、おおむね同じ
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ようにと賛同はしていただいているんですけど、

やはり一部に、この業種は外していいかといっ

たようなお問い合わせはあっておりますので、

そこはできるだけ幅広くということで調整を図

っている状況はあります。

【山本(由)委員】 市町の方から言わせると、市
はこれとは別に、目に見えたプレミアム商品券

とか、そういうものをやっている。県は県はと

よく言われるわけです。今回、県がこういうふ

うな形でしていただくのは非常にいいことなん

ですけれども、やっぱり県もちゃんとしている

んですよということを県民の方に理解をしてい

ただきたいと思いますし、一緒にやっていると

言いながら、20万円と言っているわけだから、
条件を満たしていれば20万円出るべきだろう
と思いますので、そこのとこでもし、県は出す

けど市が出さないというふうな形にならないよ

うにお願いをしたいということが1点。
それから、今のに関連してちょっと細かいん

ですけど、県の方は前年比に加えて前々年比と

入れているんですけれども、一部市町を見た時

に前年比というのが出てくるんです。そうする

と、県は前年比はだめだったけど前々年比でク

リアしましたと、市の方は前年比だけだからク

リアしませんよというふうなことがあるのかな

とちょっと思ったんですけれども、そこのとこ

ろの調整はどうなっていますか。

【松尾産業政策課長】それにつきましても一部

の市町から、前年だけではだめなのかというよ

うな話もございましたので、そうしたところに

つきましては、できるだけ事業者の方に選んで

いただけるように前々年比までお願いしたいと

いうことで調整をして、前々年比まで入れてい

ただけるようになったところもございますので、

引き続き調整してまいりたいと思います。

【山本(由)委員】 わかりました。繰り返しにな
りますけれども、せっかくの事業ですから、各

市町もしてくれました、県もしてくれましたと

いうような形で事業者に伝わるようにしていた

だきたい。

それから、雲仙市ですかね、売上の減少幅に

よって金額を変える、従業員数によって変える、

いわゆる傾斜配分というようなことがなされて

いるようです。これについて、今回の休業とか

時短要請に関して全国的に非常に意見が出てい

るわけです。不公平というんでしょうか。

こういった傾斜配分について、今回の事業の

時に県として検討されたのか、今後、検討され

る予定があるのか、そこの考え方をお聞きした

いです。

【松尾産業政策課長】委員ご指摘のとおり、全

国的にも、先日の時短要請協力金につきまして

も事業規模によってすべきじゃないかというよ

うなお話があっていることは存じております。

今回に関しまして私どもとしましては、やは

り九州各県等も参考にしながら、また市町の財

政状況、県の財政状況も考えながらというとこ

ろと、もう一つやはり考えましたのが迅速化と

いうところです。どうしても審査が複雑になる、

申請書類も多岐にわたるといったところもござ

いますので、今回、そういったところを勘案し

て一律20万円ということにさせていただいた
ところです。

【山本(由)委員】 税務署のデータであったり、

基本的にはデータは全部あるはずなんです。そ

れが横にリンクしていないから、なかなか把握

しづらいという部分があるんだと思いますけれ

ども、これは多分今後進んでいくんだろうと思

いますので、ぜひ検討の準備をしておっていた

だければと思います。
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それから、市町から、事務負担が非常に重い

という声を聞いています。これにつきましては、

市に申請すれば県の申請も兼ねていますという

ような形に多分なっていると思うんです。市用

に申請書を出して、また県用に申請書を出して

ということがないようにしていただきたいと、

これは申請される事業者の方にとっても二重の

手間になりますので、そこは負担が少ない形で

やっていただきたいということを要望して終わ

りたいと思います。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【吉村委員】もう何人も出よるので、重なると

ころも出てくるのかなと思いますが、私も、あ

る意味関係者でもあるので、給付金事業の16億
円の中身についてお伺いをしたいんですが。

今回は、前回、前々回と、これまでの経験の

中での反省を込めて、やはり市町で窓口を一本

化するのが事務的にも迅速に進むし理解しやす

いということで、この動きとしては評価が高い

というふうに考えているところです。

先ほどもあったように、21市町の中には財政
的に余裕があるところもあるし、いろいろ違う

わけです。我々が願うところは、21市町が押し
なべて平準化された制度でサービスを受けると

いうのが望みなんですけれども、既に先発で、

山本(由)委員も言われたように、雲仙とか大村
とかが単独で始めてあるわけです。そこら辺の

すり合わせを上手にやらんといかんのじゃろう

と思います。今回、窓口を市町に一本化してあ

るので、そこら辺の工夫は市町の職員と一緒に

つくり込んでいかないといかんのじゃないかと

思うんですが、そこら辺の進捗。

それから、21市町の事務方の職員の意識とい
いますか、今回のこの給付金事業、足並みがそ

ろっているのか、そこら辺の状況をお知らせい

ただければと思います。

【松尾産業政策課長】先ほども申し上げました

が、事業の進捗といいますか、共通する部分は

できるだけ共有していきたいということで、こ

ちらの方で要領、要綱をお示しして、各市町か

ら、ここはこうした方がいいんじゃないかとい

った意見をいただきながら要領も変えていって、

それを共有する形でやっていっております。

事務方の意識というところでいいますと、も

ちろんかなりの事業ボリュームになりますので、

全てが最初からもろ手を挙げてというわけでは

なくて、事務負担がそれぞれ増えますし、年度

末にもかかるということで、抵抗といいますか、

そういったことがあったといえばありましたけ

れども、最終的には賛同いただきまして一緒に

やっていくことになったところでございます。

【吉村委員】先般、いろんな声が聞こえてきて、

基礎自治体の職員さんたちは、今課長が言った

ように、年度末ではあるし、仕事が錯綜する中

でここまでやれんぞというような声をちょくち

ょくお聞きしよったんですが、最終的に皆さん

の努力もあって。

これが願いなんですよね、県下全域に均一な

サービスを行うというのが。そういうことで最

終的には意識の統一が図られているという今の

答弁を聞いて安心をするわけです。

この中で市町への事務費補助金7,600万円と
あるわけですが、これの詳細とは言わないです

が、中身についてどのような積み上げをされて

いるのか、お知らせをいただければと思います。

【松尾産業政策課長】事務費の算定につきまし

ては、私どもも昨年、協力金であったり、新し

い生活様式の10万円の補助金であったりの実
績がございます。その際に県で直営でやった時

に委託を入れておりますので、例えばコールセ
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ンターの費用であったり一次審査の費用であっ

たり、そうしたところの積算資料を見ながら実

績や、私どもが直営で実施する通信料とか送料、

それから振り込む際に銀行の口座の確認のため

の手数料をお支払いしますので、そういったと

ころの実績から、今回は大体1件当たり約1万円
で、それを折半で、県からは1件当たり5,000円
の補助金を出すということで考えております。

【吉村委員】 最後に、事務手数料が1件当たり
1万円と、これも2分の1ずつで折半して県は
5,000円出すと。

21市町の、ちょっと知った事務方の人に話を
聞いたんですが、よけいもらえる分は有難いと

なるわけですよね。その前の金額からすると大

分増えたから、まあよかったなということです

けど、そこら辺の考え方をきちっとしっかりし

てやっておかんと、今後こういうことがあって

いろいろ動きよると、それが不信になったり事

務の遅延につながったりせんとも限らんので、

今回はこれを了とするわけです。

それと、年度末というところで、市町が窓口

で一本化でやるわけですけれども、事業者です

よね。私なども商工事業者の一員でもあるわけ

で、小規模事業者の方々が役所に真っすぐ行く

と、それか郵送で送ってくるとかとわかればい

いんですけれども、これまでのこういった制度

の時に、例えば商工会とか商工会議所に行って

尋ねると、そこには専門家もいるわけですから、

流れの中でそういうこともあります。

それを、いやいや、そういうことは全部役場

に行ってください、市役所に行ってくださいと

言うわけにもいかんですから、商工会とか商工

会議所も積極的にその申請のお手伝いはやらん

といかんのじゃろうと思います。そういったと

ころにも事務的な配慮をしていただければと思

うんですが、そこら辺、お考えはいかがでしょ

うか。

【松尾産業政策課長】 昨年の補正事業の中で、

そういう相談体制の強化ということで、商工会

議所と全商工会で47名ほど配置させていただ
いたところでございます。

その期限が2月ということで、私どもとしま
しても、その先にこういったことが何回あるか

というようなことも想定しましたので、引き続

きということで要求はしたところですけれども、

ちょっと今回は難しいというような状況で、予

算措置ができなかったところです。

そういうことで、前裁きがあった方が早くな

るということは重々承知しておりますので、今

後またこういった補助金、協力金等がある時に

は、そういったことも再度検討していきたいと

考えております。

【吉村委員】 今、課長から出ましたが、四十数

名の職員を臨時で雇い上げて非常に助かってい

るわけで、これの延長もお願いをしたいと、こ

のコロナ禍の影響で事務が輻輳していると、そ

ういうことで現状を申し上げると、1人増やし
ていただいても商工会の中もまだばたばたと。

ですから、そこら辺の人件費の延長とか、事

務手数料の考え方の中にそういう団体も入れ込

めないかと検討していただきたいと思うわけで

すが、部長、どうですか、そこら辺の考え方と

して。

【廣田産業労働部長】 今回の支援金の支給は、

1月の時短要請によって影響を受けた事業者の
方に支援をということで制度を設けたわけでご

ざいます。

これは経過がございまして、時短要請を1月
にいたしましたが、その時は知事と各市町の長、

市町長会議を開きまして、その中で時短要請を
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行うと、それに対しては協力金を出そうと。そ

してまた、それについては市町と連携をして対

応しようというお話し合いがあって、結果的に

協力金を市町連携のもとに支給をしたところで

ございます。

その流れの中で各事業団体の方から、飲食店

以外でも影響は大きいんだというご指摘を受け

まして、その流れがございましたので、各市町

とお話し合いをする中で、また同じように市町

連携でやろうと。

その市町連携でやろうと申しましたのが、春

先の時に各市町独自で持続化給付金的なものを

やられておりました。今回も同様な趣旨の内容

でございましたので、県と市が別々にやるより

も一体となってやった方がいいだろうというこ

とがございました。

そして、あとはどの程度にするかということ

でございますが、やはりこれは財源がございま

す。特に今回は、ほとんどの市町が地方創生臨

時交付金を財源として充てておりますが、それ

にも限りがあるという中で種々の検討をいたし

まして、県と市の連携でやる分については一律

20万円という額を設定したところでございま
す。

それで、先ほどからずっと出ておりますが、

各市町にはそれぞれの産業構造の違いとか事情

の違いがございますので、上乗せをしたいとい

うお話がございまして、そこについてはもう市

町の判断と私は考えておりまして、一応そこに

ついてはもう市町のご判断で結構だということ

にしております。ですからコアの部分、いわゆ

る20万円の部分については一律で取り扱いを
していただきたいということで調整を進めてい

るところでございます。

そしてまた、申請に当たりまして市町の方に

は、決算期でもございますし、市町でもさまざ

まな事業を実施されていますので、大変ご苦労

をかけるということは私どもも十分承知をいた

しております。そういったことから、統一の要

綱とか県全体の調整といったものについては私

ども県の方で行うと。

県の相談窓口を協力金の時に設けており、現

在も引き続き総合窓口を設けておりますので、

県下統一の何か問い合わせがございましたら私

どもで対応していきたいと思っております。

そしてまた、申請に当たって、その事業者の

方への支援ということでご指摘がございました。

今年度当初からいろんな支援金、補助金、そう

いう支援制度を活用するに当たって、事業者の

方がなかなかわかりにくいというご指摘を承り

ました。そのようなことから私どもは、中小企

業の診断士協会に委託をしまして、そういった

ご相談にのる形をとっております。

そしてまた、先ほど課長からご説明しました

けれども、商工会、商工会議所の方に一定の職

員を臨時的に配置することで対応をしていただ

いているところでございます。来年度につきま

しては、今のところは予算措置等の問題があっ

て、どのような対応ができるか、まだ検討しな

いといけないところでございますが、今後のコ

ロナ関係の感染状況等の動向も見極めまして、

必要なところについては検討を進めてまいりた

いと考えております。

【吉村委員】部長から答弁をいただいて、大体

わかったんですが、いつもこの関係は、時間が

ない中で制度をつくったり施策を打っていくわ

けで、時間がないからというところが言い訳に

なってはいかんと思うわけですよね。

だからこれも、先ほどからあるように10万円、
10万円の20万円という定額だけど、一部の市町
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は格差配分をすると。それは事務が輻輳するか

ら大変だと言うけど、小規模事業者、中小企業、

大企業と企業分類もあるわけで、2つか3つに分
けて、少なくとも2つにでも分ければ、例えば
従業員5人以上か5人未満かぐらいをチェック
して、そこから進むと15万円ですよとか、こっ
ちから進むと20万円ですよというぐらいだっ
たら、そう事務的に大変になることもないので、

そういう頭をいつも持っておくというのが大事

だろうと思いますので、今後とも、これがあと

何回あるかわかりませんけど、こういう国の交

付金事業でできる時には。

それと、市町と連携してとようやくできて、

個人的には大変喜んでいるんですけど、市町と

知事のスクラムミーティングも年に何回かされ

ているわけですから、そういう場を活用して、

統一した見解で統一した事業をやることが最終

的には県民のためになるんだろうと思いますの

で、よろしくお願いしたいと思います。

それから、ネクストステージの6億円ですけ
ど、素人目で見ると、給付金事業は16億156万
5,000円と5,000円までつくわけですね。事務費
とかを計算したらこうなるのかなと思うけど、

ネクストステージは6億円とぽっきりになる。
この中身のつくり込みはどういうふうにして6
億円と出されたか、まずお尋ねしたいと思いま

す。

【宮地企業振興課長】今、吉村委員からお尋ね

がございました端数が出ないのは、事務費を取

っていないということで、全て企業様への補助

金べースということで丸まった数字になってお

ります。

6億円のうち、資料の中で事業再構築促進型、
小さい100万円までの企業様をご支援する分と、
1億円を上限としてご支援する右側の県内調達

拡大プロジェクト型と、大きく2つのメニュー
を構えております。

左側の100万円までのものにつきましては、
上限までお使いいただくとして100万円を100
者で1億円。
右側は、事業内容のところに成長分野5分野

をお書きしておりますが、1分野に1つは認定を
したいということで、上限額1億円で5分野で5
億円というふうな全体のつくり込みをいたして

おります。

【吉村委員】 ざっくりだけど、100万円を100
者、補助上限が100万円。これで上の補助対象
経費を見ると研究開発、設備投資、生産効率と

営業経費まで含まれておりますが、どのくらい

のレベルのことができるのかなと。

例えば設備投資となると、3分の2で100万円
ですから150万円ですね。ここら辺がどうなの
かなと、この100万円という金額の設定の仕方
がね。そこら辺は、これを今回予算化するに当

たって何か考えられたことがあるのか、お知ら

せいただきたい。

【宮地企業振興課長】今、吉村委員からお尋ね

がございました、今回なぜ100万円か、なぜ1億
円かというところでございます。

まず一つとしまして、今年度、企業振興課で

製造業支援を、これも合わせて5事業、補助金
額にしまして28億円、今まで補正予算を計上し
てきております。

昨年5月、第1波が来た時に緊急的にご支援し
た事業としまして、感染症対応型サプライチェ

ーン強靭化支援事業をやりました。小さい企業

がスピード感をもって取り組むような、今回と

同じような事業内容で上限が150万円で設定い
たしました。実績としましては、その時は食料

品製造業も含んで191者のご支援ができまして、
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平均で120万円程度の支援金額でございました。
その時にお伺いしましたのは、少額の設備投

資、中古も含めていろいろスピード感をもって

やるには、営業経費も含めて助かったというふ

うなお話を頂戴しておりまして、一定小規模で

あってもご支援する予算は大事だろうと、その

時に考えたところでございます。

今回、まず国の方で事業再構築補助金という

大型の、3次補正で全国で1.1兆円出ておりまし
て、これは製造業に限らずサービス業も活用で

きます。それのメニューが幾つかあるんですが、

メインのところが補助金額で100万円から
6,000万円まで大きく出ております。
私どものネクストステージにつきましては、

それから漏れてしまうところを、企業目線でシ

ームレスなご支援をしたいということで、100
万円以下のところと、6,000万円以上から1億円
と上限を定めたところでございます。

1億円の根拠につきましては、前回はコロナ
交付金の状況もありまして上限3億円でやらせ
ていただいたんですが、やはりサービス業中心

に非常に影響が広がっておりまして、財政状況

を考えると、製造業に対しては6億円がいっぱ
いいっぱいというところで、今回は6億円のご
提案をしているところでございます。

【久保田分科会長】 分科会長を交代します。

【山口(経)副会長】 吉村委員、どうぞ。
【吉村委員】今の課長の答弁で大体、この再構

築促進型というのは、ある程度これまでの実績

に基づいて構築をしたんだということが理解で

きました。

拡大プロジェクト型が5億円、5分野1億円ず
つと、何か具体的なめどがあって組まれている

のか。最後は予算も限界があるから、これだけ

しか組めなかったということですけど、必要性

があれば、どがんかして絞り出さんねと私たち

は言いたくなるわけよ。それで、ここら辺のめ

どについて、何かあればお知らせいただきたい

と思います。

【宮地企業振興課長】前回のネクストステージ、

同様なものをやらせていただいた時に、今回と

同様な大きな規模拡大をご支援するところが、

件数ベースで申し上げますと採択の倍率が3.2
倍でございました。3件に1件しか採択できなか
ったということ、ご活用希望の企業はたくさん

いらっしゃるという状況がございます。

あと、吉村委員がおっしゃっていただきまし

たように、今回の補正で足らざる部分、またコ

ロナの影響が引き続くというような状況になっ

てまいれば、財政状況はあるかと思いますが、

担当課としては躊躇なく予算の要求をしていき

たいと思っているところでございます。

【吉村委員】 3.2倍ね。うかうかして、私もそ
の数字を捉えておらんやったから、びっくりし

たけど。補助で1億円だから、事業費でいくと
1.5億円とかということで、そうそうおるのかな
と思っておったら3.2倍と。その実績を後で資料
を出してもらえれば、参考にさせていただきた

いと思います。

これを言ったのは、この前から長崎県の、特

に佐世保市の大きな3本柱の大きな一つとも言
えるようなＳＳＫが新造船を廃止、休止すると

いうニュースを見てびっくりした。これで佐世

保市はどうなるかと。長崎にも三菱造船がある。

長崎県の基幹産業の大きな一つが造船ですよね。

ここにテコ入れをしていかんと。

知事のインタビューなどでも、ＳＳＫは250
人の離職者を募集すると、その再就職先を見つ

けてやらんばいかんと、ちょっと消極的で。そ

れも手当てとして当然必要だろうけど、この事
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業自体を存続させんばいかんわけよね。そうい

うことで、こういうところにこういう補助事業

とかというメニューが入っていかんとかなと。

ＳＳＫは新造船をやめて護衛艦の修繕に特化

してやると。売上なんて、新造船から比べたら

微々たるものになるんだけど、そこにそれだけ

の域内技術があるとやろうかと心配も出てくる

わけ。だから、そういうところにネクストステ

ージ投資とかがぱんとはまるのかなと思ったり

するんだけど、そこら辺についてはどうですか。

【山口(経)副会長】 分科会長を交代します。
【久保田分科会長】 企業振興課長、どうぞ。

【宮地企業振興課長】ただいま吉村委員からお

尋ねがございましたＳＳＫに関することでござ

いますが、我々として、ＳＳＫの今回の件につ

きましては大きく2つに分けて考えております。
1つはＳＳＫ本体のお話と、あとは県内の協力
会社の皆様の話。

ＳＳＫの本体につきましては、造船の市場環

境は、世界的に日本が残念ながら今は競り負け

ていると。韓国、中国が、国の支援もあって、

ほとんどの需要を安い単価で取っていると。こ

れはＳＳＫに限らず国内造船はいずれも、三菱

もそうですが、厳しい状況にあると。

市場環境の改善については国の方で、国内の

船舶会社が国内の造船会社に発注すると固定資

産税を免除するとか、いろいろそういう動きが

ございますので、その辺については国の方にお

願いをしたいと思っております。

もっぱら我々としましては、協力会社の皆さ

んを見ておかないといけないと思っていまして、

まさに今回のネクストステージの左側の事業再

構築促進型は、どんどん活用していただきたい

と思っています。実際に新しい仕事を取ろうと

する時には、試作品をつくって何度も足を運ぶ

とか、そういうことが必要でありますので、そ

この支援にどんどん使っていただいて、ご支援

になればと思っています。これはＳＳＫの協力

会社の皆様方に限らず、長崎の三菱の方も含め

てご活用いただければと思っているところでご

ざいます。

【吉村委員】最後にしますが、ここに県として

できることとできないことがあるんだけど、そ

れと国がやらんばこと、国に働きかけを県がや

らんばことと、いろんな柱があるわけです。

長崎新聞を見ると、これは企業努力にもよる

んだろうけど、今治造船が世界で4位、ジャパ
ンマリンが8位、大島造船11位、名村造船14位、
三菱は16位なんですね。ＳＳＫは箸にも棒にも
かからないところでね。

ＳＳＫの売上は、新造船をしよった2020年3
月期で320億円、これが修繕だけになると30億
円から70億円と下がるわけよね。だから、やっ
ぱりこれはもうゆゆしき事態なので、地域の経

済が崩れていくような事態になるんじゃなかろ

うかと、あまり心配し過ぎかもしれんけど。

コロナの影響も受けているし、それ以外の影

響もあるんだけど、産業労働部として長崎県の

産業を育成して県民所得を上げるというところ

ですから、両面をにらみながら、これをもう少

し、必要があれば発展的に取組を進めることを

要望させていただきたいと思います。

以上で終わります。

【久保田分科会長】 ほかに。

【溝口委員】 第64号議案ですけれども、先ほ
ど位置とかなんとかについては、予算、意見を

聞いてということになるわけですけれども、今

回、5億5,800万円から9億800万円に増額されて
いるわけですが、その増額についてはブロック

の製作等になるのかどうかわかりませんけれど
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も、全体的に42億円の予算になっているんです
けど、今の進捗状況についてお尋ねをしたいと

思います。

【内田水産部参事監】直轄の特定漁港漁場整備

事業、今回3億5,000万円が足されまして総事業
費が42億円に対して、事業費ベースでは大体3
分の2ということでございます。

【溝口委員】 わかりました。3分の2というこ
とは、まだ3分の1ということですけれども、事
業期間が来年度、令和3年度までになっている
んですが、完成のめどはどのようになっている

のかお尋ねします。

【内田水産部参事監】計画が始まったのが平成

29年度で、その時は令和3年度までに完成させ
ると、予定では来年度で終わらせることになる

とは思うんですけれども、そこは予算の措置状

況とか、あとは実際にそういう工事が可能かど

うかということもございますので、本当に令和

3年度で終わるのかどうかということは、引き
続き国の方に確認していきたいと思います。

【溝口委員】そうしたら、期間を延長するとか、

そんな形になってくると思うんですけれども、

そのことについてずっと触れていなかったと思

うんです。

湧昇流漁場の整備について、やはり漁業者の

方々も待ち望んでいるんじゃないかと思うんで

す。それについて遅れるということは、また次

にするところが遅れていくことになるんです。

その辺について、やはり国直轄ですから、国が

期間を決めたなら、期間どおりにやっていかな

いといけないと思うんです。そのことについて

の国の考え方はいかがでしょうか。

【内田水産部参事監】 令和3年度に終わるのか、
もしくはそれ以降に計画変更しなければいけな

いのか、このところについては国と今後調整を

させてください。

ほかでもニーズがあるということであれば、

現在は対馬でやっていますが、これが終わらな

いと、その話ができないとは考えておりません

ので、今のところは早期に完成させるように引

き続き国にも働きかけますし、ほかにも事業を

やりたいとか、やるべきであるというところが

あれば、対馬の現在の事業とは別に、しっかり

と国に要望をしていこうと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いします。

【溝口委員】国としては日本全体を考えながら

やっていくと思うんです。長崎県としての考え

方です。漁業者がどのように思っているのか、

漁協長会とかに投げかけながらやっていかない

と、どこで発生していくか、それを希望してい

くかというのはわからないと思うんです。だか

ら、この事業が終わってからそれを話していた

ら、全国のどこか違うところでやっていくこと

になるんじゃないかと思うので、その辺につい

ての漁業者への聞き取りについてどのように考

えていこうとしているのかお尋ねしたいと思い

ます。

【内田水産部参事監】マウンド礁に限らず、実

は長崎県の漁場整備の計画が令和3年度で終期
を迎えます。すなわち令和4年度からの事業の
立ち上げが必要だろうと思っておりまして、漁

場整備はずっとやってきましたけれども、まだ

足りない部分があるという認識でございますの

で、現在、どういうような漁場整備を今後して

いくべきなのかとか、こういったところを地元

の意見を聞いたりして、海域ごとの課題とか望

まれる整備とか、こういったところの整理を進

めているところでございます。その中で、マウ

ンド礁は国直轄ですけれども、そういう声があ
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るのかといった確認を現在進めているところで

ございます。しばらくお待ちください。

【溝口委員】魚礁としてはいろいろな形で整備

をしていただいているんですけれども、コンク

リート魚礁は海を汚すのではないかという話も

出ていると思うんです。いろんな魚礁をつくっ

ていただいて、魚を集めるようなことを考えて

いただければと私は思っておりますので、ぜひ、

この事業が遅れないように努力をしていただき

たいと思っております。以上です。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【山口(初)委員】 あまり時間がないようですの
で、簡単に2つ。
今の魚礁の関係で、6ページに事業整備の箇

所が地図で示されていますが、南部の関係で県

営2か所やるということです。海域が4つありま
すが、どこでやろうとされているのか、教えて

いただけますか。

【内田水産部参事監】それぞれの魚礁設置の詳

細な箇所は現在調整中でございまして、この場

で、このポイントに設置しますということまで

はですね。実は、いろいろと調べたり調整中で

ございまして、現時点ではまだ確定はしており

ません。

【山口(初)委員】 それぞれの海域で、この事業
は結構有効な事業だと思っていますが、現状で

は決まっていないと。（発言する者あり）

【久保田分科会長】発言は手を挙げてお願いし

ます。

【内田水産部参事監】 地元の意見を聞いたり、

あとは海域の状況などを調べて、最終的に確定

をさせていくものと思っておりますので、現時

点で、このポイントに入れるというところまで

お示しすることができない状況でございます。

【山口(初)委員】 極めて簡単な話ですが、林政

課ですか、原木を切り出すわけですが、林業の

専用道は後世に残っていくものだと思います。

しかし、森林作業道というのは、山を切り開い

て作業をするための道路として造るわけです。

今は機械化の時代ですから、人では出せないの

で、これが極めて重要な役割を果たすわけです。

その面積が、その山に比較して相当数ないと機

能しないと思うんです。伐採が終わって切り出

した後は、その作業道は残るわけです。それを

どう使うかというのは、その地域にとっては極

めて大事なことではないかと思うんですが、今

はどういうふうにお考えになっていますか。

【永田森林整備室長】先ほど委員ご指摘のとお

り、専用道というのは恒久的な道で、作業道と

いうのは一時的な道でございますが、今は壊れ

にくい作業道という形で造っていますので、そ

の後の活用、例えば皆伐した後に森林所有者が

どういうふうに活用していくのか、林業事業体

がその道をどう活用するのかというのも含めた

上で、検討をしっかりやっていきたいと考えて

いるところです。

【山口(初)委員】 ここをよく考えておかないと
いかんだろうと思います。それを考えるほど森

林伐採が、利用ができていく状況があるという

のが非常に望ましいとは思っているんですが、

伐ってしまった後は、かなりの面積が残ります。

おそらく5分の1ぐらいは林道、作業道に使わな
いと仕事ができないと思いますので、改めて周

りも植え込みをするわけですから、一緒にまた

植えてしまってもいいのかなという気はします

けれども、その辺は専門家の皆さんが当然検討

されていると思いますけど、どうなんですか。

【永田森林整備室長】昨日、森林整備の主要事

業の中でもご説明いたしましたが、現在、専用

道が1ヘクタール当たり85メートルほど入って
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います。これを100メートルまで延ばそうと。
委員ご指摘のとおり、道が入らないと山の活用

が進まないということでございますので、そう

いったものについてはしっかりと道を入れてい

く。

その後の活用については、先ほど言いました

とおり1ヘクタール当たり100メートル入って
いけば、その後の植林、保育にも活用できます

ので、しっかりと残していくことを基本にしな

がら、先ほど言いましたとおり森林所有者のも

のでございますので森林所有者の方、林業事業

体が整備をしますので、その辺とよく話し合い

をしながら、どういう形で森林作業道を残して

いくのかというのはしっかり検討していきたい

と思っております。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】ほかに質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第75号議案のうち関係部分、第76号議案及び
第64号議案については、原案のとおり可決する
ことにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

議案の審査結果について整理したいと思いま

す。

しばらく休憩します。

― 午後 零時 ３分 休憩 ―

― 午後 零時 ３分 再開 ―

【久保田分科会長】分科会を再開いたをします。

これをもちまして、分科会の審査を終了いた

します。

引き続き、3月9日からの委員会の審査内容等
を決定するための委員間討議を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 零時 ４分 休憩 ―

― 午後 零時 ４分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

これより、令和3年2月定例会の審査内容等に
ついての委員間討議を行います。

審査の方法についてお諮りいたします。

委員会を協議会に切り替えて行いたいと思い

ますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ご異議ないようですので、そ

のように進めることにいたします。

委員会を協議会に切り替えます。

しばらく休憩します。

― 午後 零時 ５分 休憩 ―

― 午後 零時 ８分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者に正式に通知すること

といたします。

ほかにご意見はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ほかにないようですので、こ
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れをもちまして、農水経済委員会及び予算決算

委員会農水経済分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 零時 ９分 閉会 ―



第 １ 日 目



令和３年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月９日）

- 32 -

１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年３月９日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ５時 ４分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 久保田将誠 君

副委員長（副会長） 山口 経正 君

委   員 溝口芙美雄 君

〃 坂本 智徳 君

〃 外間 雅広 君

〃 西川 克己 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 堤  典子 君

３、欠席委員の氏名

   な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 廣田 義美 君

産業労働部政策監
（産業人材育成・県内定着
促進・働き方改革担当）

貞方  学 君

産業労働部政策監
（新産業振興担当） 三上 建治 君

産業労働部次長 村田 誠 君

産業労働部参事監
（大学連携推進担当）

森田 孝明 君

産業 政策課 長 松尾 義行 君

企業 振興課 長 宮地 智弘 君

新産業創造課長 福重 武弘 君

新産業創造課企画監
（海洋・環境産業担当） 黒島  航 君

経営 支援課 長 吉田 憲司 君

若者 定着課 長 宮本浩次郎 君

雇用労働政策課長 井内 真人 君

雇用労働政策課企画監
（働き方改革担当） 佐倉 隆朗 君

雇用労働政策課企画監
（産業人材対策担当）

末續 友基 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（農水経済分科会）

第2号議案
令和3年度長崎県一般会計予算（関係分）
第4号議案
令和3年度長崎県農業改良資金特別会計予算
第5号議案
令和3年度長崎県林業改善資金特別会計予算
第6号議案
令和3年度長崎県県営林特別会計予算
第7号議案
令和3年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計
予算

第8号議案
令和3年度長崎県小規模企業者等設備導入資
金特別会計予算

第11号議案
令和3年度長崎県長崎魚市場特別会計予算
第78号議案
令和2年度長崎県一般会計補正予算（第14号）
（関係分）

第79号議案
令和2年度長崎県農業改良資金特別会計補正
予算（第1号）

第80号議案
令和2年度長崎県林業改善資金特別会計補正
予算（第1号）
第81号議案
令和2年度長崎県県営林特別会計補正予算
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（第3号）
第82号議案
令和2年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計
補正予算（第1号）

第83号議案
令和2年度長崎県小規模企業者等設備導入資
金特別会計補正予算（第1号）

第89号議案
令和2年度長崎県港湾整備事業会計補正予算
（第3号）（関係分）

７、付託事件の件名

○農水経済委員会

（1）議 案

第37号議案
長崎県工業技術センター条例の一部を改正す

る条例

第38号議案
長崎県新型コロナウイルス感染症対応資金繰

り支援基金条例

第39号議案
長崎県地方卸売市場長崎魚市場条例の一部を

改正する条例

第40号議案
長崎県漁港管理条例の一部を改正する条例

第41号議案
長崎県手数料条例の一部を改正する条例

第63号議案
公の施設の指定管理者の指定について

第65号議案
直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担

について

第71号議案
ながさき産業振興プラン2025について

第72号議案
長崎県水産業振興基本計画について

（2）請 願

    な  し

（3）陳 情

・要望書（本県における農業競争力強化のため

の農地基盤整備の強力な推進に向けて）

・要望書（令和3年度漁場整備事業関係予算の
確保について）

・長崎県【独自】緊急事態宣言の発出に伴い酒

類小売業者等に対する協力金の支給を求める

要望書

・要望書（防災重点農業用ため池の整備につい

て）

・陳情書（壱岐東部漁業協同組合の運営の正常

化を求める）

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【久保田委員長】 おはようございます。

ただいまから、農水経済委員会及び予算決算

委員会農水経済分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

37号議案「長崎県工業技術センター条例の一部
を改正する条例」のほか、8件であります。
そのほか、陳情5件の送付を受けております。
なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を、

農水経済分科会において審査することになって

おりますので、本分科会として審査いたします

案件は、第2号議案「令和3年度長崎県一般会計
予算のうち関係部分」ほか13件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は従来どおり、分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、各部ごとに、お手元にお

配りしております審査順序のとおり行いたいと
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存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ご異議ないようですので、そ

のように進めることといたします。

これより、産業労働部関係の審査を行います。

分科会に入ります前に、委員の皆様にお諮り

いたします。

本日、審査を行う予算議案と、条例議案の第

38号議案「長崎県新型コロナウイルス感染症対
応資金繰り支援基金条例」及び事件議案の第63
号議案「公の施設の指定管理者の指定について」

は、関連があることから、予算議案及び条例議

案、事件議案について説明を受け、一括して質

疑を行った後、予算議案についての討論・採決

を行い、委員会再開後、条例議案及び事件議案

についての討論・採決を行うことといたしたい

と存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】それでは、そのように進めさ

せていただきます。

【久保田分科会長】それでは、分科会による審

査を行います。

議案を議題といたします。

産業労働部長より、議案説明をお願いいたし

ます。

【廣田産業労働部長】 おはようございます。

産業労働部関係の議案についてご説明いたし

ます。

資料といたしまして、予算決算委員会農水経

済分科会関係議案説明資料でございます。お手

元にご用意いただければと思います。

資料の1ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、第2号議案「令和3年度長崎県一般会計予算」
のうち関係部分、第8号議案「令和3年度長崎県

小規模企業者等設備導入資金特別会計予算」、

第78号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予
算（第14号）」のうち関係部分、第83号議案「令
和2年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特
別会計補正予算（第1号）」であります。
議案の説明に先立ちまして、産業労働行政の

取組方針についてご説明いたします。

令和3年度は、「第2期長崎県まち・ひと・し
ごと創生総合戦略」及び「長崎県総合計画チェ

ンジ＆チャレンジ2025」に定める方向性を踏ま
えながら、議案として提出しております、次年

度からの産業振興計画である「ながさき産業振

興プラン 2 0 2 5
にせんにじゅうご

（案）」に掲げるスローガン

「進化と創造、未来への挑戦。危機を克服し持

続可能な発展を目指す長崎県」のもとに基本指

針として3つの柱を定め、本県産業が令和7年度
に目指すべき姿へ向け、各種施策の推進に取り

組んでまいります。

まず、1つ目の柱である「進化に挑戦する～
危機を克服する事業継続支援と企業変革力の強

化～」については、新型コロナウイルス感染拡

大により、本県においても、宿泊・飲食などの

サービス産業をはじめとして多くの業種で急激

な業績の悪化が見られる状況下において、事業

の継続と雇用の維持を図るため、労働環境の整

備促進や雇用機会の創出に取り組むとともに、

県内中小企業者に対する県制度融資による資金

繰り支援等により、事業を継続するための経営

基盤強化を支援してまいります。また、県内中

小企業のデジタルトランスフォーメーション

（ＤＸ）推進への意識醸成を図り、デジタル技

術を活用した経営革新に取り組むための人材育

成や設備導入などを支援してまいります。

2つ目の柱「人が未来を創る～若者の県内定
着と地域で活躍する人材の育成～」については、
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将来を担う若者の就業支援と魅力的な職場づく

りを促進するため、高校生へのきめ細かな就職

支援、企業説明会の充実や更なる働き方改革の

促進による雇用環境の改善に取り組んでまいり

ます。また、大学と連携した地域が求める人材

の育成と地元定着を推進するため、県内企業の

魅力向上、学生と企業の交流強化、県外進学者

等のＵターン就職に引き続き取り組んでまいり

ます。

このほか、キャリア教育の推進と企業を支え

る人材の育成・確保を図るため、新たな基幹産

業分野等における専門人材の育成や人材活躍支

援センターを中心として、女性や高齢者等の活

躍の促進を図るとともに、外国人材の活用によ

る産業、地域の活性化を進めてまいります。

3つ目の柱「地力を高める～力強い産業の育
成による、魅力ある仕事の創造～」については、

新たな基幹産業の創出を目指し、海洋エネルギ

ー関連産業等、ＡＩ・ＩoＴ・ロボット関連産業、
航空関連産業の3分野において、引き続き各分
野のクラスター協議会を中心として、専門人材

の育成やサプライチェーンの構築を推進してま

いります。また、県内における産学官金の様々

なスタートアップ支援機関との連携を進め、起

業家の発掘・育成やスタートアップの創出に向

けた取組を強化してまいります。

さらには、地域金融機関とも連携し、県内製

造業・サービス産業の企業の競争力強化・付加

価値向上、創業や事業承継による事業の継続・

発展等の取組を支援するとともに、戦略的な企

業誘致に取り組んでまいります。

それでは、はじめに、第2号議案「令和3年度
長崎県一般会計予算」のうち関係部分及び第8
号議案「令和3年度長崎県小規模企業者等設備
導入資金特別会計予算」についてご説明いたし

ます。

歳入予算、歳出予算は、記載のとおりであり

ます。

一般会計予算の主な内容についてご説明いた

します。

3ページ下段をご覧ください。
◎産業政策課

（中小企業振興費について）

商工会・商工会議所による小規模事業者対策、

中小企業団体中央会による協同組合の連携組織

化対策等に要する経費として、中小企業団体指

導育成費16億7,316万6,000円等を計上いたし
ております。

◎企業振興課

（工鉱業振興費について）

県内の中小製造業企業が企業間連携により取

り組む設備投資や研究開発などへの支援や、地

場企業の新たな雇用を伴う規模拡大等の支援に

要する経費として、地場企業総合支援事業費9
億7,271万8,000円等を計上いたしております。

4ページ中段をご覧ください。
◎新産業創造課

（工鉱業振興費について）

県内事業者のＤＸ推進への意識醸成を図り、

デジタル技術を活用して生産性向上や新たな付

加価値を創出するための取り組みへの支援に要

する経費として、県内中小企業ＤＸ促進事業費

9,120万1,000円等を計上いたしております。
5ページ上段をご覧ください。
◎経営支援課

（商業振興費について）

サービス産業事業者が、生産性向上・処遇改

善など経営体質の強化に取り組み、若年層や女

性から「選ばれる企業」となるための組織・経

営に係る大胆な変革を促進するための支援に要
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する経費等として、サービス産業活性化事業費

2億6,611万1,000円等を計上いたしております。
（中小企業金融対策費について）

中小企業の経営基盤の安定等に必要な資金の

貸付に要する経費として、金融対策貸付費421
億530万円（融資枠2,162億870万円）等を計上
いたしております。

下段をご覧ください。

◎若者定着課

（雇用安定対策費について）

県外大学進学者に対し、大手ナビサイトを活

用してオンライン企業説明会などの県内就職に

関する情報をダイレクトに提供することなどに

より、Ｕターン就職の促進に要する経費として、

県外進学者Ｕターン就職促進事業費3,365万円
等を計上いたしております。

6ページ上段をご覧ください。
◎雇用労働政策課

（職業能力開発運営費について）

県立高等技術専門校の管理運営、若年求職者

や中小企業の在職者等に対する職業訓練等に要

する経費として、職業能力開発校費4億7,219万
9,000円等を計上いたしております。
（債務負担行為について）

6ページ下段に記載のとおりでございます。
7ページ中段をご覧ください。
小規模企業者等設備導入資金特別会計につい

て、ご説明いたします。

歳入予算、歳出予算は記載のとおりであり、

その主な内容は、高度化資金に係る中小企業基

盤整備機構への償還金等であります。

7ページ下段をご覧ください。
次に、第78号議案「令和2年度長崎県一般会

計補正予算（第14号）」のうち関係部分及び第
83号議案「令和2年度長崎県小規模企業者等設

備導入資金特別会計補正予算（第1号）」につ
いてご説明いたします。

歳入予算、歳出予算は、記載のとおりであり

ます。

補正予算の主な内容についてご説明いたしま

す。

8ページ下段をご覧ください。
◎産業政策課

（中小企業振興費について）

新しい生活様式対応支援補助金の減に伴う、

新しい生活様式対応支援事業費5億6,568万
3,000円の減等を計上いたしております。
◎企業振興課

（工鉱業振興費について）

地場企業の規模拡大に対する補助金の減等に

伴う、地場企業総合支援事業費2億7,118万
2,000円の減、市町が実施している工業団地整備
に対する補助金の減等に伴う、新工業団地整備

事業費1億9,556万1,000円の減等を計上いたし
ております。

9ページ下段をご覧ください。
◎経営支援課

（中小企業金融対策費について）

中小企業向け制度資金の貸付額の減に伴う、

金融対策貸付費69億8,333万2,000円の減等を
計上いたしております。

10ページ中段をご覧ください。
◎雇用労働政策課

（労政福祉費について）

緊急雇用創出事業経費の減等に伴う、雇用環

境改善対策費3億270万5,000円の減等を計上い
たしております。

10ページ下段をご覧ください。
（繰越明許費について）

繰越明許費についてご説明いたします。
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国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金の活用事業において、年度内に適正

な事業実施期間が確保できないことなどから、

記載の事業につきましては、繰越明許費を設定

しようとするものであります。

11ページ上段をご覧ください。
（債務負担行為について）

債務負担行為の主な内容についてご説明いた

します。

「市町営工業団地整備支援事業費」は、市町

が実施している工業団地整備の支援に要する経

費について、債務負担行為を設定するものであ

ります。

また、小規模企業者等設備導入資金特別会計

について、歳入予算、歳出予算は、記載のとお

りであります。

最後に、令和2年度の予算につきましては、
本議会に補正をお願いいたしておりますが、国

庫補助金等に未確定のものがあり、また、歳出

面においても年間の執行額確定に伴い整理を要

するものもあります。

従いまして、これらの調整、整理を行うため、

3月末をもって、令和2年度予算の補正について
専決処分により措置させていただきたいと考え

ておりますので、あらかじめご了承を賜ります

ようお願いいたします。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【久保田分科会長】 次に、経営支援課長より、

補足説明を求めます。

【吉田経営支援課長】 お手元の資料の「令和3
年2月定例会県議会 予算決算委員会 農水経済

分科会補足説明資料（産業労働部）」と書いた

資料の1ページをお願いいたします。
長崎県新型コロナウイルス感染症対応資金繰

り支援基金条例について、ご説明いたします。

県では、新型コロナウイルス感染症の影響で

経営環境が悪化した中小企業者の資金繰りにつ

いて、県制度融資である緊急資金繰り支援資金

を発動しております。

この資金には、国の保証制度を活用し、一定

の条件のもとで国が利子と保証料の補助を行う、

実質無利子融資と呼んでいる区分と、無利子化

の要件に合わない案件に対応する県独自の区分

がございます。

この県独自の区分につきましては、スキーム

図の④にありますとおり、中小企業者の保証料

負担を軽減するために、県が保証料の一部を補

助しておりますが、今回、令和2年度に融資を
行ったものについての保証料補助については、

国の地方創生臨時交付金の交付対象となりまし

た。簡単に申しますと、県が保証料補助を行う

財源に国の臨時交付金が充当できるようになる

ということでございます。

これを受け、同交付金を活用して、令和3年
度から令和12年度までの間、県が保証料補助を
行うために必要な財源を積み立てるため、基金

を設置しようとするものでございます。

基金を設けるには、地方自治法の規定に基づ

き、条例によることが必要であることから、本

条例案を提案するものであります。

なお、国の交付金対象は、令和7年度分の補
助にかかる分までとなっておりますので、残り

の期間分は、一般財源を積み立てるという形と

しております。

試算に基づきまして、基金の積立額は10億
3,500万円としており、そのうち6億207万3,000
円を交付金の対象分として充当する予算として
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おります。

以上で説明を終わります。

【久保田分科会長】次に、雇用労働政策課長よ

り、補足説明を求めます。

【井内雇用労働政策課長】資料は、同じく補足

説明資料2ページをお開きください。
私からは、長崎県立諫早技能会館指定管理者

の指定について、説明をいたします。

本設置の目的でございますが、技能労働者の

養成及び技能の向上並びに福祉の増進を図るも

のでございまして、諫早市に設置をしておりま

す。

施設の構造は、鉄筋コンクリート造の2階建
てとなっておりまして、計7つの会議室や実習
室などがございます。

3番の指定管理者でございますが、諫早市に
あります職業訓練法人長崎県央職業訓練協会で

ございまして、4番の指定期間は、令和3年4月1
日から令和6年3月31日までの3年間としており
ます。

5番の指定管理者が行う業務につきましては、
会館使用の承認に関する業務、会館の使用料金

の徴収に関する業務、会館の維持・修繕に関す

る業務などでございます。

続いて、資料3ページをご覧ください。
6番、選定経過でございますが、募集期間は、

令和2年12月23日から令和3年1月29日までと
しまして、2者の応募がございました。外部の
有識者4名で構成します選定委員会により審査
を行いまして、安定した管理運営や体制、収支

などの観点から、適切に実施できる能力がある

と判断をしまして、当者を選定したものでござ

います。

なお、詳しい審査基準や採点結果については

4ページに記載をしております。

最後に、7番、債務負担額（予算）でござい
ますが、2月補正予算に、指定管理期間であり
ます3年分807万6,000円を債務負担として計上
しております。

以上で説明を終わります。

よろしくお願いいたします。

【久保田分科会長】次に、提出がありました「政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料（政策的新規事業の計上状況）」について、

説明をお願いいたします。

【松尾産業政策課長】お手元にお配りしており

ます資料の農水経済委員会提出資料「政策等決

定過程の透明性等の確保及び県議会・議員との

協議等の拡充に関する決議に基づく提出資料

政策的新規事業の計上状況」をご覧ください。

産業労働部関係の令和3年度新規事業につき
ましては、1ページに記載いたしております、
成長産業サプライチェーン強化支援事業費ほか

7件がございます。各事業の事業概要と当初要
求額及び本定例会においてご提案しております

当初予算計上額は、記載のとおりでございます。

以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【久保田分科会長】以上で説明が終わりました

ので、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はございませんか。

【川崎委員】 おはようございます。

経営基盤強化事業費について、お尋ねいたし

ます。

資料は、概要版の23ページで、事前にいただ
いていたものですが、新型コロナウイルス感染

症の影響を受けた企業に対する支援として、事

業承継に触れていただいているんですが、事業

承継というのは、これまで私の認識では、企業
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さんの情報が飛び交うようなものではなく、非

常にデリケートなものという認識をしておりま

して、ここの説明の中に、「廃業などのリスク

を抱える事業承継対象者を抽出し」と、まず、

これはどんなにやって抽出をなさるのか、お尋

ねをいたします。

【吉田経営支援課長】ただいま委員からご指摘

がありましたとおり、廃業しようという事業所、

その廃業するという情報は、これまでネガティ

ブ情報といいますか、それが知れることによっ

て銀行取引等に影響を与えるのではないかとい

うふうな観点で、割と表に出にくい情報でござ

います。

一方で、近年、事業承継の必要性というのも

次第に皆さんにも理解されてきておりまして、

廃業、後継者がいないことが、必ずしもネガテ

ィブ情報とはならないというふうな状況も一部

起きつつあるものと考えております。

今回の事業におきましては、民間の信用調査

会社に委託をしまして、企業情報を持っている

情報会社に、そういう対象となるような事業所

の抽出をしていただき、その情報をその後、市

町や商工団体等と連携して、どうやってその企

業を支えていくかというふうな観点から、協力

をして取組を進めるということを考えておりま

す。

【川崎委員】ありがとうございます。民間の調

査会社からの調査によると。その調査は、いわ

ゆるネットで見られるようなオープンな情報と

いうことにはならないんですよね。

【吉田経営支援課長】関係者だけで情報共有す

るということで考えております。

【川崎委員】そうしましたら、議案外のところ

の資料の部長説明が後であるんでしょうが、そ

れを読み進めていく中において、これまで長崎

県の事業承継ネットワーク、そして、長崎県事

業引継ぎ支援センター、こういったものがサポ

ートをしていたと思うんですが、後々、今後統

合されるということも後で説明があるんでしょ

うけど、記されておりまして、今回の事業との

関係性というのはどのようになっていきますで

しょうか。

【吉田経営支援課長】今、委員からお話があり

ました2つの事業につきましては、国が直接長
崎商工会議所に委託をして行っている事業でご

ざいまして、親族間承継を支援するネットワー

クと第三者承継、Ｍ＆Ａを支援するセンターが

統合されて、事業承継に関する相談等がワンス

トップで行われるということで統合を予定され

ております。

そこにも県はしっかり関与をしていくんです

けれども、そこの動きの中で得られた情報につ

きましては、それぞれの支援機関が独自に情報

を持っている形となっておりまして、なかなか

共有というものができていないというところに、

県の事業によって共通で持てるようなデータを

抽出して、それをもとに関係者が協力をして取

組を進めていくというふうな形につなげていき

たいと考えております。

【川崎委員】 つまり、親族間の承継、そしてＭ

＆Ａ、これは統合しながら、今回の新たな経営

基盤強化事業費、こういったものを利用しなが

ら、しっかりとこの苦境に向けて支援を行って

いくと、そういう理解でよろしいでしょうか。

【吉田経営支援課長】委員おっしゃるとおりで

ございます。

【川崎委員】 ありがとうございました。

次に、長崎県スタートアップ強化支援事業費

について、お尋ねいたします。

同じく概要版では22ページに記していただ
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いているところでありますが、これまでＣＯ－

ＤＥＪＩＭＡというスタートアップ事業が稼働

して丸2年ということですが、まず、これまで
の創業の実績、そして、特筆すべき業種、ある

いはそこで生まれた雇用、これについて実績に

ついてご説明をお願いいたします。

【福重新産業創造課長】スタートアップ創出の

取組につきましては、2年前にオープンいたし
ましたＣＯ－ＤＥＪＩＭＡを中心に積極的にセ

ミナー、そして、ワークショップ等を開催いた

しまして知名度向上、そして利用者拡大に努め

てまいりました。

その結果、ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡには、スター

トアップとして事業化を目指す方が入居できる

ブースがございますが、こちらに7社の方がこ
れまで入居いただきまして、既に5社が退居し
ておられますが、このうち1社につきまして、
観光施設向けの3Ｄバーチャル映像のコンテン
ツを制作するという新たなビジネスモデルでの

事業を県内で展開しておられるという状況でご

ざいます。

入居企業の業種といたしましては、ばらつき

はございますが、主に多いものといたしまして

は、デジタルコンテンツの制作やＩＴを活用し

た新サービス関連の事業、もしくは観光産業向

けの新サービスといったものが多い傾向にござ

います。

雇用者数につきましては、まだ企業を立ち上

げたばかりということで、各社数人程度の小規

模なものでございますが、ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡ

を退居された後も、ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡが持ち

ます専門家の助言機能であるとか、県外産業交

流拠点とのネットワーク等をご活用いただきな

がら、引き続き成長支援を行ってまいりたいと

考えております。

【川崎委員】 ありがとうございました。7社チ
ャレンジをされておられるということ、できれ

ば一覧にして、後ほどでも結構ですけど、お知

らせをいただくとありがたいです。

私も、福岡の大名というところで廃校跡を利

用した取組を視察して、そこでいろいろ話を聞

いていましたら、長崎からも利用しているとい

うところから、チャレンジする思いがある人は

こういうところに来て頑張るんだなと。それが

長崎にはないために、そのようなことになって

いると。つまり、起業意欲が高い人が県外に流

出しているということはゆゆしきことだという

ことで、これは県の方に求めてつくっていただ

いたところで、非常に期待をしているところで

ございまして、これはベンチャーという類なの

かもわからないので、大人数ということではな

いのかもわかりませんが、何でもスタートは小

規模でしょうから、大きく育てていただきたい

なというふうに思っております。

そういったゼロからのスタートを支援するＣ

Ｏ－ＤＥＪＩＭＡの機能だというふうに承知を

しておりますが、今回、新規ビジネス創出支援

においては、既に起業されている、いわゆる事

業者が取り組むものに対しても支援をするとい

うことが記載をされておりました。ゼロではな

く、既に中小企業者の方に対しても支援をされ

ると、このようなことがどういった事業内容と

なっているのか、お尋ねをいたします。

【福重新産業創造課長】こちらの事業の内容で

ございますが、そもそもスタートアップを創出

していくためには、企業、大学、公的機関など

がネットワークをつくりまして、それぞれの立

場でスタートアップ志望者を支援し育成してい

く、スタートアップエコシステムが必要と考え

ております。
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本県でもＣＯ－ＤＥＪＩＭＡを整備いたしま

して、大学や長崎市、金融機関等と連携しなが

ら支援を行っておりますが、支援する側の企業

の層が薄いという現状がございます。

一方で、都市部では、新規ビジネス創出のた

めに、地方の課題解決に対して自社のリソース

を活用しながら事業化に取り組むという企業が

ございまして、そういう企業に本県にお越しい

ただきまして、県内産学官と連携して新事業創

出を行うことによりまして、県外企業の県内に

おける新しい事業の立ち上げであるとか、県内

企業の第二創業などの動きを活発化しようとい

うのが、今回出している新規事業の狙いでござ

います。

実際の動きといたしまして、今年度、本県の

地域課題に都市部の企業が興味をお持ちになり

まして、新規ビジネス創出のための実証事業を

既に実施されているところでございます。その

実証に県内企業も参加したところ、実証に参加

する費用の負担が大変だというお声を多くいた

だきましたので、そういったお声も参考にしな

がら、今回の補助制度をつくった経緯がござい

ます。

支援制度を設けることで、同様の地域課題を

持つ地方が多い中、実証事業をする場所として

本県を選んでいただく後押しにもなると考えて

おります。

【川崎委員】つまり、県内企業の方にしてみる

と、新たな分野にチャレンジする、いわゆる実

証事業というところに支援ということですので、

これは情報発信をしていただいて、ご活用いた

だけるようにお取り組みください。

次に、県内中小企業ＤＸ促進事業費、資料は、

同じく概要版の16ページでございますが、今議
会はＤＸ、ＤＸで染まっているような状況であ

りますが、一般質問等聞かせていただいて、本

事業についても一定理解をしているところでご

ざいますが、いま一度、確認の意味で質問させ

ていただきます。

企業におけるＤＸの推進に当たっては、記載

のとおり、経営者層、そしてそれに実際に取り

組むリーダーの皆様、こういった皆様への意識

改革が何よりも必要なものと私は思っておりま

す。幾ら現場の方が必要ですと言っても、経営

者が、いやいやとなれば、先に進まないわけで、

やはりこういった啓発というところが非常に重

要なものだろうというふうに思っております。

これは、ぜひ成果を出していただきたいとい

うふうに思っておりますが、少し具体的に、ど

ういった取組になっていくのか、お尋ねをいた

します。

【福重新産業創造課長】今回考えておりますＤ

Ｘ関連の事業の流れといたしましては、まず、

川崎委員ご案内のとおり、県内企業におきまし

てＤＸの取組を進めていただくには、まず、経

営者に、ＤＸは何たるか、そしてその必要性を

ご理解いただいた上で、率先してその経営者が

企業内で体制を整えて取り組むべきものと考え

ております。

そういったことから、まず、経営者セミナー

におきましてわかりやすい事例であるとか、導

入事例を紹介することで、ＤＸの必要性につい

て確実に理解を促すことが重要と考えておりま

す。そういった部分をまずやった後で、経営者

が自社に戻りましてＤＸを実施すると決定した

場合、その経営者は、現場リーダーにＤＸに取

り組むように指示をすることになりますので、

リーダー層に対しても、別途、より実務的なＤ

Ｘのセミナーを実施することとしております。

それ以降、セミナーで補えない個別企業のＤ
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Ｘへの取組のフォローにつきましては、相談窓

口であるとか、専門家からの助言を受けるため

の招聘費用の補助制度を設けておりますので、

こちらを積極的にご利用いただきまして、企業

における取組が円滑に、そして確実に進むよう

に支援してまいりたいと考えております。

【川崎委員】ＤＸ（デジタルトランスフォーメ

ーション）、本当に言葉だけでぱっと理解でき

るものではないんですが、少なくともこれまで

言っていたデジタル化のレベルじゃないんだろ

うと、ペーパーレスとか、そういうような次元

じゃなくて、本当にドラスティックな改革をも

たらす、そこで新たな価値を生み出していく、

そのような取組かと承知をしております。

ぜひこのセミナーで、やはりぐっと意識改革

をしていただいて、新たな長崎の発展といいま

すか、そういったところにつなげていただける

ように、初年度ですから、ここでいかに意識改

革を図っていただくかということが勝負かと思

いますので、お取り組みいただきたいと思いま

す。

次に、県外進学者Ｕターン就職促進事業費、

同じく概要版では46ページです。
就職ナビサイトの活用について、お尋ねいた

します。

今はもう当たり前ですけれど、こういったス

マホだったり、パソコンだったりを使って情報

を入手していく、そういった意味でいけば、こ

の就職ナビサイトの活用は避けて通れないもの

だというふうに思っていますが、これまで利用

された実績、県としてこれを活用するに当たっ

て、どの程度予算をかけていきながら取り組ん

でおられるのか、お尋ねいたします。

【宮本若者定着課長】大手ナビサイトの今回の

予算でございますけれども、これにつきまして

は、県外の進学者に対して県内の就職情報を届

けていくという手段のために活用するというこ

とで組み立てていますが、実質的には、今回が

新規というところでございまして、今年度の4
月補正で、一部県外の人に、そういった大手ナ

ビサイトを使って県の就職情報を届けるという

ようなことをやりましたけれども、本格的に大

手ナビサイトを使ってやるのは今回が新規とい

うふうになりますので、予算額の推移等はござ

いません。

我々が今までやってきたのは、Ｎなびで県直

営で運営している分については、引き続き力を

入れてやっていこうと思いますが、そこで、県

外の学生に県内の情報が、いろいろやってはき

ているんですけれども、なかなか届いていない

ので、今回、大手ナビサイトを使って情報を届

けようというものでございます。

【川崎委員】初めての取組ということでしたの

で、やはりそこには価値があるということのご

判断だというふうに思いますが、そうするとＮ

なびと並行しながらＵターンを促進していく、

そういうことでよろしいですか。

【宮本若者定着課長】 大きなくくりで言えば、

まさにＮなびと並行しながらというところにな

ります。

一つは、Ｎなびの方を説明いたしますと、Ｎ

なびはまさに県内企業の求人情報がそのままど

んと載っているものでございます。ですから、

学生は、Ｎなびを見ていただくと、県内の企業

の求人が載っていると。

一方で、今回狙っていますのは、県外の学生

に、もちろんＮなびを直接見てほしいという思

いはあるんですけれども、それが一番いいんで

すが、要するに、まさに今日から長崎県が主催

して、県内企業のオンライン説明会というのを
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開始しております。例えばそういうのを、今、

長崎県内企業が企業説明をオンラインでやって

いるよということをまず伝えるのが大事かなと

思っていまして、それについて大手ナビが、い

わゆる県外の学生の登録とか、全国の学生はほ

とんど登録していまして、そのうち長崎県出身

といいますか、帰省地が長崎県である人、ある

いは長崎県を就業先で希望している人、そうい

ったところに、長崎県が県内企業のオンライン

説明会をやっているという情報を届けます。あ

るいは、私どもの方でＵターン旅費助成制度と

かもありますので、そういった制度もあります

よというところを、併せて県外の学生に届けて

いくと、大きく言えばこういう二本立てなんで

すけれども、そういった内容の中身になってお

ります。

【川崎委員】 そうすると、今の話だと、就職ナ

ビサイトを、どっちかというと入り口みたいに、

そしてＮなびにリンクをさせて、より詳しく県

内企業の情報を発信して結びつけていくと、結

びつけていく強化と、そのようなことかという

ふうに理解をいたしましたが、じゃ、この就職

ナビサイトは長崎出身、県外の学校とかに通っ

ておられる方に届ける、積極的に届けるという

ことはあり得るんですか。それとも、もう待ち

の世界なんでしょうか。

【宮本若者定着課長】まさに積極的に、長崎県

で開催されているイベント、あるいは長崎県の

旅費助成制度を積極的に届けるための予算でご

ざいます。

【川崎委員】ちょっと質問の仕方が悪かったで

す。就職ナビサイトを利用するのは、就職ナビ

サイトがそういった方たちにアプローチをする

なんていうことはできないですよね。だから、

興味がある人がそこに入ってきて、中身を見て

もらうということにしかならないんでしょう。

いわゆる県外の方に、こちらから何がしこんな

ことやっていますからというような、そういっ

た通知をするということは可能なんですか。

【宮本若者定着課長】少し説明が足りてないの

かもしれません。

リクナビ、マイナビとかという大手ナビサイ

トというのは、全国で例えば50万人ぐらいの学
生が登録していると言われております。もちろ

ん50万人の中には、長崎県の出身者も当然入っ
ておりまして、学生が、いわゆるリクナビを使

おうと思った時に、もちろん自分の名前、卒業

年度、大学学部、そして帰省地、いわゆる実家

になります。あるいは、あなたはどこが就業地

の第一希望か、そういうボタンがありまして、

ですから、我々がやろうとしているのは、大き

く言えば50万人ぐらい登録しているうち、長崎
が帰省先である人とか、長崎を第三希望ぐらい

までで就職希望地にしている人とか、その辺は、

我々は直接は選別はできませんけど、大手ナビ

サイトがその情報を持っておりますので、そう

いった長崎に関心のある人というのを大手ナビ

サイトの方でリストアップするわけです。そこ

に対して、私どもが大手ナビサイトに、じゃ、

こういう情報を流してください。こういう情報

というのが何かというと、それはオンライン説

明会の情報であったり、旅費助成、そういうの

を大手ナビサイトを通じて、50万分の長崎県に
関心がある人に届けてもらうというのが、この

予算の一つの大きな役割のところでございます。

【川崎委員】初めての取組ですから、今後の動

きを確認したいと思います。

最後に、外国人材受入促進事業費ですが、こ

れは令和2年度も計上されて、そして、今回は
倍以上の計上をされていますが、どのようなと
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ころを強化されているのか、お尋ねいたします。

【井内雇用労働政策課長】こちら外国人材受入

促進事業でございますが、予算を倍増している

部分、強化をしている部分については、この計

上事業一覧に技能実習生の日本語教育支援

1,000万円がございますが、この部分を新たに実
施するものでございます。

この日本語教育支援、なぜ行うかというとこ

ろでございますが、技能実習生の方々の日本語

能力を高めることによりまして、もちろんコミ

ュニケーション能力が上がる、それによって実

習効率も上がるし、ひいては企業の生産性向上

にもつながる。さらには、製造業の現場などで

機械とかを扱う場合も多々ありますが、そうい

う中で安全確保にもつながるものではないかと

考えまして、今回計上しております。

【川崎委員】やっぱり日本語がなかなか厳しく

て、コミュニケーションが図れなくて、要は定

着しないといいますか、そのことで、時には飛

び出してしまったり、あるいは、ちょっとよろ

しくないような行いもやったりとかということ

が、よく一般的に言われている中で、やはりコ

ミュニケーションをとってあげる。

そういった意味で、日本語を少し理解してい

ただいて、現地のこちらの方とコミュニケーシ

ョンをよりとっていただいて、家族的なつき合

いぐらいまでやっていければ、技能実習生も安

心して取り組んでいけるのかなというふうに思

いますので、大変重要なことかと思います。

具体は、これはどこか一堂に集めて行うよう

なものなんでしょうか。あるいは、オンライン

等で開催するものなのか、お尋ねいたします。

【井内雇用労働政策課長】予算の根拠としまし

ては、20の監理団体が行うことを想定しており
まして、そこが行う日本語教育を支援したいと

考えております。

そのやり方についてなんですが、できれば、

感染防止に配慮をしながら対面での研修を実施

したいということはあるんですが、コロナの状

況もありますので、オンラインでの講義という

ものも平行して、そういうものにも対応できる

ように柔軟に支援をしていきたいと考えており

ます。

【川崎委員】 もう終わりにしますけど、今、オ

ンラインをやるのは、それはいいんですけど、

恐らく、またWi-Fiの環境とかそんな話になっ
てきて、今頃いろいろサービスも拡充してきて

いるので、普通の電話回線とか、4Gでも5Gで
もいいのかもわかりませんが、ぜひ監理団体の

皆様には、そういったことの支援ができるよう

な形で、県も柔軟に対応していただきたいと思

いますが、いかがでしょうか。

【井内雇用労働政策課長】この日本語教育が効

果的に進みますように、そのあたりも含めまし

た柔軟な支援、ニーズに合った支援というもの

に努めてまいりたいと考えております。

【久保田分科会長】ほかに質疑はございません

か。

【吉村委員】今の日本語の、ここの文章だけ見

ると、県内監理団体とか書いてあるものだから、

どういう団体かなと思うんだけど、今、20ぐら
いの団体という話だったので、日本語学校とか

そういう感じになるのかなと思ったんですが、

中身をもう少しつまびらかにしてください。

【井内雇用労働政策課長】県内に監理団体が約

40ございまして、今回、この予算を構築するに
当たりまして、監理団体にアンケートをとりま

した。その中で、日本語教育に対して前向きに

取り組んでいきたいと考える監理団体が20ご
ざいまして、それを根拠に20団体で1,000万円
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の予算を計上しているところでございます。

【吉村委員】数を聞いたのは、そういう人材を

受入れる監理団体が40幾らあるということね。
それがそれぞれ日本語学校か何かに行かせるわ

けですか。

そうすると、例えば、今、産業労働部だけれ

ども、農林部とか水産部でも外国人労働者を受

入れ、日本語教育とか研修とか載っているわけ

よね。そういうところで部局間の連携でやれん

もんかなと思うところが出てくるんだけれども、

そこら辺の部局間連携というのは考えられたか

どうか、お知らせいただきたい。

【井内雇用労働政策課長】委員おっしゃられま

すように、外国人に対応する課は、部局をまた

いであるところでございまして、どういう事業

を今回予算計上して実施するかというところも

含めて、情報共有しながらやっておるところで

ございます。

この日本語教育についても、私どもの産業労

働部は製造業に限定をするというものではあり

ませんで、幅広い業種に対応して、かつ各部局

間で情報共有しながら進めていきたいと考えて

おります。

【吉村委員】やっぱり一緒にやった方が合理的

かつ経済的でもあると考えられるから、そこら

辺、連携を取ってやっていただきたい。これは

農林部も水産部も、今度次にある時に言うとく

けんが、一緒になってやってください。

それから、続けていいですかね。

まず、説明資料4ページの新工業団地整備事
業6億2,400万円、この中身について、もうちょ
っとお知らせいただけないですか。

【宮地企業振興課長】今、委員おっしゃられま

した新工業団地整備事業でございますが、これ

は市町が造成する団地に対しまして、県から補

助金を出しております。その令和3年度当初予
算における補助金の積み上げというふうになっ

ております。

具体的には、今、造成をしております長崎市

の団地でございます。あと、諫早市、西海市、

この3か所の団地の造成進捗に伴って、県から
補助金を支出するというふうな事業になってお

ります。

【吉村委員】 これは継続で、この3か所の造成
の今年度分の費用を出すということですね。

そうすると、この財源はどこからきているの

かというのをお知らせいただけますか。

【宮地企業振興課長】財源は、予算の横長資料

には細かく記載がございますけれども、基金を

繰り入れて財源としております。その基金につ

きましては、基本的に、国の電源立地地域対策

交付金を財源として、一旦基金に積みまして、

その基金を取り崩して支援を行っているという

流れでございます。

【吉村委員】 この電源立地地域対策交付金が、

工業団地造成というのが長崎県のいわゆる公予

算、最終的には県民所得の向上につながる重要

な政策だということで、この電源立地交付金を

ほぼほぼこの工業団地造成に使っているわけで

すよ。ほかに何か、団地造成以外に使用されて

いるということはありますか。

【宮地企業振興課長】電源立地地域対策交付金

につきましては、経済産業省からの交付金にな

りますので、経済産業省と協議を行いながら、

いわゆる産業振興に資するような事業に充当し

ております。

例えば私どものところでございますと、航空

機関係の事業に一部充当したりとか、よその部

局でいきますと、物産関係の事業に一部充当し

たりとか、県庁内の産業振興にかかる事業につ
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いていろいろ充当を、財政課の方で査定をして

行っているところでございます。

【吉村委員】取り組む事業は何でも大事だとな

るんだろうと思いますけれど、この電源立地交

付金については、立地地域とかそういうところ

の声が、もうちょっとそういう立地していると

ころに配慮をしてくれというような話が、前か

らあるじゃないですか。だから、工業団地造成

というのが、今後どういうふうになっていくの

かなという思いがあって尋ねたんですが、今回

の予算だけで言うと、3か所の継続中のものを
やる。今度、新規が出てくる予定があるのかど

うか。そのときに、やはりずっと電源立地交付

金を活用していくのか、立地地域の声も聞きな

がら、そちらにも予算を一定程度は配分してい

くという考え方になるのか、そこら辺をお知ら

せいただけますか。

【宮地企業振興課長】まず、現時点でどこか工

業団地の予定があるかという点につきましては、

足元コロナ禍によりまして、企業様自体がなか

なか投資の先行きが不透明感があるということ

で、そういうのもありまして、現時点で、私ど

もで次の団地の予定はしておりません。

吉村委員おっしゃられますように、立地地域、

例えば大規模の発電所が立地していますのは松

浦市でありますとか、西海市でありますとか、

そういうところから、なるべく自分たちの事業

にというお話は従前からお伺いしております。

私どももそういう地域で事業が実施されると、

当然国とも協議をして充当していくというふう

に考えております。

これからの工業団地についても電源立地交付

金でやっていくのかということでございますが、

実は、最近、九州電力管内におきましては、太

陽光発電、再エネルギーが相当、夏場は特にあ

っておりまして、石炭火力は調整として、当然、

今後とも必要ではございますが、いわゆる電力

量が減退気味でございます。あと、私どもの日

常の生活においても、なるべく電気を使わない

と、節電ということがございまして、電力量が

伸びることに伴って交付金の額が決まりますの

で、どちらかというと、交付金はちょっと縮小

気味でございます。

そういうこと等々、あと、不透明ではござい

ますが、脱炭素のお話もございますので、そう

いうことを考えますと、我々としては、今の時

点では、電源立地交付金で工業団地などのイン

フラをやっていきたいという思いはございます

が、それに支障が出てくるような時期がくるか

もしれないということは、併せて申し上げたい

と思います。

【吉村委員】この件は最後にしますが、ちなみ

に、令和3年度の電源立地交付金は、金額にし
て幾らになりますか。

【宮地企業振興課長】 電源立地交付金のうち、

私ども県の事業に充当する分が、移出県交付金

というのがございます。その分が、令和3年度5
億8,800万円程度でございます。
これは、前年度5億5,500万円ぐらいでしたけ
れども、松浦の九州電力の2号機が稼働したこ
とに伴いまして、若干増額しているということ

でございます。

【吉村委員】次に、事業承継の話がさっきから

出ているんですが、ちょっと気にかかるのが、

部長が読んだ最初の、説明に先立って、進化に

挑戦するとか、よう意味がわからんちゃけど、

両方にとれるごたるけれど、何で進化に挑戦を

せんばとかと思っているんですけど。

これで事業承継というのが、前向きに拡大す

るためという文章も入っているわけよね。私ら
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商工会地域とかは、小さな事業者、いわゆる零

細な小規模事業者となるわけね。そういうとこ

ろに対しての事業承継、ここもいわゆる跡継ぎ

がおらんと、それでもう廃業していくという話

になるんだけれど、そういう地域を守るために

廃業を防ぐという考え方というのは、そこに何

らかの形で入ってこないのかなと思うんだけど、

どうでしょうか。

【吉田経営支援課長】ただいま国におきまして

も事業承継の重要性というものが、ここ数年ず

っと話として上がっておりますけれども、その

大元は、後継者がいなくて廃業してしまう事業

者がいると、地域の雇用と技術や技能の伝承が

できなくなる。これが大きな課題ということで、

そこを進めましょうということで、先ほど申し

上げました親族間承継もそうですけれども、今

は少子化等によりまして、どうしても後継者、

子どもはいるんだけれども、子どもは継ぐ予定

がないというふうなところもございますので、

併せて第三者への承継、Ｍ＆Ａも支援をしてい

くということで、両方にらんだような取組とし

て進めております。

【吉村委員】説明はわかるんだけれど、いえば、

ここで成立している事業承継の形というのが、

見込みがあって、その事業を引き継ごうと思え

るぐらいの事業所ということになるのかなとか

思って、そうすると、これはもう言うてみれば、

企業のＭ＆Ａと一緒になるわけよね。そこに承

継をしようとする側に対するインセンティブだ

けでいいのかなと思ったりもするわけだけれど

も、県の政策として、それまで事業を承継して

もらう側という事業所に対する何らかのインセ

ンティブはあるのかなと思いますが、いかがで

すか。

【吉田経営支援課長】全ての廃業を防止すると

いうことは非常に困難になっております。その

中で、積極的にそこを受けようとするところに

対して補助の制度を設けているというのが、現

在の状況でございますけれども、先ほど申しま

した国の事業の中で、事業承継診断ということ

で、各事業所を商工団体とか金融機関等が回り

まして、経営課題があるところについて、その

経営課題の解決のために専門家の派遣であると

か、各種支援制度の活用であるとか、そういっ

た取組を行っているところでございます。

【吉村委員】そういうことで活路を見出せると

ころもあるのかもしれんけど、具体にもう廃業

に追い込まれる側が、例えば、今説明があった

ようなことで承継できるようになったと、身内

間でね。そうした時、その事業所に対して何ら

かのインセンティブはないのかなと。

【吉田経営支援課長】廃業を予定している事業

者に対しまして、廃業するのではなく、買って

いただくといいますか、そういうために事業価

値の簡易査定ということで、通常、企業を買収

したりする時に、デューデリジェンスと言われ

る資産等の調査がございますけれども、それの

簡易版をやることで、このままやめてしまうと

工場、あるいはいろんな設備の廃棄等にもお金

がかかると。それを買ってもらうんだったら、

のれん代も含めて幾らかの価値があるというふ

うなことを査定する制度は構えてやっておりま

す。

【吉村委員】 また後でよく、前、ちょこっとし

ゃべりよったとばってんね。

次、若者定着課、大学生の卒業者、特に県外

の大学に行った卒業生を呼び込もうと、このこ

と自体はいいことだろうと、そうせんといかん、

ベクトルは正しい方向を向いているんだろうと

思うんですが、高校生が県内に就職する、実業
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高校の生徒が県内に就職するとか、そういうと

ころについて、高校生が県内に就職したいなと

思うためにいろんなことをされているんですが、

直接、もっと県内に就職したいと思うようにす

るためのインセンティブとかいうのは考えられ

ないのかなと思いますが。

【宮本若者定着課長】議案外の方の部長説明に

もお書きしているんですけれども、高校生の県

内就職率については、令和元年度直近の実績が

65.6％ということで、過去最高でございまして、
途中経過でございますが、令和2年度もそれを
超えてきそうな感じでございます。

それというのは、県も予算を投じて高校現場

に、就職をする人が多い高校にキャリアサポー

トスタッフを配置しておりまして、令和2年度
から充実させたというところもございます。そ

の方たちが県内企業の求人を丁寧に自分たちで

調べて、その中で生徒に合ったものを生徒に紹

介していくと。地道ですけれども、その取組が

定着して、この2年、今年度の速報値も含めて
上がってきているような状況でございますので、

我々としては、今、いい感じで上がってきてい

ますので、今までのやり方を、キャリアサポー

トスタッフの資質、あるいは知識がより充実、

企業の求人とかの見方も大分わかってきており

ますので、そういうやり方で、引き続き、今の

好調な状態をキープしていきたいというところ

で考えております。

【吉村委員】そういうことよね。そういうこと

でわかるんだけど、この計上事業一覧なんかで

も、高校生の県内就職促進、高校生のためのふ

るさと長崎就職応援事業とか、これで約1億円
弱の予算が組んである。この予算をつけるとい

う観点から見ると、1億円近くあるんだけど、
その中身は、高校生に間接的にはいくんだろう

けれど、直接的にいかない。県外に進学した大

学生を呼び戻そうとするのは、その大学生に直

接的にインセンティブが与えられる部分がある

なと思って説明を見ている。だから、県内に就

職する高校卒業者に対しても、県外に行った大

学生と同じようなインセンティブがあっていい

んじゃなかろうかなと。今、就職率はいいんで

すよと言ったし、3月4日の新聞にも、「長崎女
子商業高校、県内希望96％」とか出ていて、す
ごかなと思ったんだけど、これはコロナの影響

もあってとかいうので、いろんな県の施策が成

功してこういうふうになったというばかりじゃ

ないと思うわけよね。

そういう意味からも、直接的なインセンティ

ブは考えられないのかなと思いますが、いかが

でしょうか。

【宮本若者定着課長】インセンティブというも

のかどうかしれませんけれども、すみません、

繰り返しになりますけれども、私どもが現場に

配置しているキャリアサポートスタッフは、県

外学生に対しては、長崎県で県内企業の説明会

がありますよという情報を届けると、そこは県

外学生に対して弱かったので。それよりももっ

と直接的に、現場のキャリアサポートスタッフ

は、この企業からこういういい求人が出ていま

すよと、まさに求人票そのものを直接的に見せ

ますので、そういったことで、令和2年度から
キャリアサポートスタッフも、令和元年度まで

22名だったものを、2名ですけれども、充実さ
せて、より生徒と向き合う時間が長くなるとい

ったようなところで伸びてきていると思ってい

ますし、今委員おっしゃったように、確かに、

一部コロナで、やはり県外に行かないという声

も聞いております。

だから、そこら辺が、県の施策だけで上がっ
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たかどうかと言われたら、確かにコロナの部分

もありますけれども、昨年度はコロナはなかっ

たところでございまして、今年度ももうちょっ

と上がりそうだ。上がりそうな部分は、ひょっ

としたらコロナなのかもしれないなと思ってお

りますが、いずれにしろ、直接的かどうかとい

う意味においては、まさに直接的に県内のその

生徒に合う求人票を見せて、どこにしようかと

いうようなところを考えているところでござい

ます。

今回の2つの高校生のふるさと応援、あるい
は県内就職、合わせて1億円弱ですけれども、
そういったうちの約7,000万円が、いわゆるキャ
リアサポートスタッフという現場の人件費にな

っておりまして、直接的に届ける予算だという

ところでございます。

【吉村委員】 だから、言いよっとたい。1億円
のうちの7,000万円がそういうキャリアサポー
トスタッフとか何かの予算で、県外に行った大

学生は引っ越し費用の一部を県が負担しますと

かなんとか説明資料に載っているわけよ。だか

ら、それを見ると、高校生にも、県内に就職し

たら就職祝い金ぐらいやるような直接的なこと

もあっていいんじゃないかというふうに思った

物だから聞いたんだけれども、部長どうですか、

そういうふうなのは。

【貞方産業労働部政策監】委員のおっしゃると

おり、確かに就職祝い金とかというのも、施策

と考えられるのかもしれません。

一方、委員が例示された県外大学生のＵター

ン就職の経費支援でございますけれども、これ

については大きく2つございまして、一つは旅
費助成、東京とか関西地区から長崎の企業を受

けに来た時に、実費支弁で旅費の一部を助成す

ることはございます。それとあと、制度として

用意しているのは、奨学金を借りた場合に、こ

れは県外、県内一緒ですけれども、大学生に対

してはその奨学金の返済を支援するということ

で、それは実費弁償的なものではございません

が、そういったインセンティブになるようなも

のについては、確かに設けております。

そういった意味での何らかの報奨金というか、

インセンティブになるようなものについては、

高校生については、特に今のところ、社会情勢

等も鑑みて、まだそういった状況にないものと

考えて、特に制度的には用意してない状況でご

ざいます。

【吉村委員】あまり長くなったら、皆さんもあ

るかもしれませんけど、そのような状況じゃな

いものと、今、政策監に答弁いただいたんです

が、高校生の県内就職についてはそれでよしと

思っているのか、もっと就職率を上げないとい

かんと考えれば、今やっていることで上がって

いくでしょうという話に、当局としてはなるん

だろうけれど、そういうことも、今後検討の俎

上に上がってもいいんじゃないかという話なん

です。今後、そういうことの検討というのもや

っていただければと思いますので、要望してお

きます。

次に、諫早技能会館の管理指定ですが、これ

について3年間の管理期間で、職業訓練法人長
崎県央職業訓練協会というところが指定管理者

に決定しているわけですが、まず、県内に技能

会館というのは何か所、現在あるんですか。

【井内雇用労働政策課長】県立技能会館でござ

いますが、現在は、この諫早の1施設でござい
ます。以前は佐世保にもあったんですが、現在

は1施設でございます。
【吉村委員】 1か所ですね。そうなんですよ、
佐世保が廃止になったものだから、何か所ある
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のかなと思って。

そうしたら、県全体をここで見るという話に

なるわけね。県有のこういう施設がどういう配

置をされればいいかというのが、いつも話の俎

上に上がるんだけど、1か所諫早に、県央だか
ら、ちょうど真ん中ということになるのかなと

思うんですけれども、ここの利用状況あたりが

わかっておれば、お知らせいただきたいと思い

ます。

【井内雇用労働政策課長】本施設の事業状況で

ございますが、令和元年度利用件数で言います

と、1,203件でございます。前年度の平成30年
度は1,140件でございますが、それよりやや微増
で、増えているという状況でございます。

【吉村委員】いろいろ細かなことは、後でまた

聞きますけど、この選定に当たって、これは選

定委員を決めて選定してあります。資料の別紙

に380点と303点でしたと載っているんだけど、
ここで77点差があったということになります。
しかし、中を見ていくと、安定した管理運営、

その他の運営事項、管理運営の効率性、それか

ら管理運営方針、方針とはあくまでも方針で、

実績ではないわけですけれども、ここら辺でも

う70点ぐらいになるわけで、指定されなかった
方が得点が高かったのが3つあるわけです。そ
ういうことを考えると、こういう選定、どこか

で選定せんばいかんのだからこうなるとやけど、

もう少し何かわかりやすい、数字が一番わかり

やすいとなるかもしれんけれども、合理的な選

定の仕方というのはないのかなと、いつも思う

んだけれど、いかがですかね。

【井内雇用労働政策課長】委員おっしゃられま

すように、安定した管理運営、あるいは管理運

営の具体の手法、最後に、趣旨というところで、

様々な観点から選定をする必要があると考えて

おります。

中に、例えば、別紙で言いますと、「事故、

緊急時の対応を考えているか」というところが、

今回の県央職業協会よりもＡ者の方が上回って

いるという状況がございます。このような点に

ついては、個別に、例えばこの事故、緊急時の

対応については、県央協会も警備会社等を活用

した対応でありますとか、マニュアルの完備と

か、そういうものが問題なく整備をされている

ものと捉えまして、総合的に判断して、この県

央協会としたところでございますが、それぞれ

を数値化することで比較することが、やはり一

番合理的な選定方法なのかなと考えております。

【吉村委員】 指定期間が3年ですね。この指定
管理制度は3年もあれば、5年もあるんですが、
3年になっている理由というか、それをお知ら
せいただきたい。

【井内雇用労働政策課長】こちら指定の期間で

ございますが、県の指定管理制度の運用ガイド

ラインがございまして、その中に会館などの施

設で、維持管理などが主たる業務である場合は

3年を目安とするというふうに定められており
ます。これに沿って、この施設についても、3
年間の指定期間としております。

【吉村委員】維持が主たる目的の場合、ここは

さっき稼働率というか、そういう話を聞いて

1,203件と。ということは、この1,203件の中身
としては、どういうのが一番メインなのかとい

うのをお知らせください。

【井内雇用労働政策課長】多いのが、例えば建

築関係の実技、設計、それと関連する電気工事

関係の訓練、さらには、コンクリート床の実習

場がありますので、そこを活用したフォークリ

フトとかクレーンの運転、さらには、一般的な

パソコン関係の講座などがございます。
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【吉村委員】結局、一般的な集会施設とかそう

いう使われ方というよりは、そういうちょっと

専門性を持った使われ方が現状かなと思います

けど、そうすると、指定管理者の職業訓練協会

というのも、そういう専門性を持っておられる

ところかなと思うんですが、いかがですか。

そうすると、例えば一般的な維持管理業務ば

かりじゃないんですよという色合いが出てくる

んじゃないかと思うんですが、そうすると、5
年でもいいんじゃないかと思ったりもしますが、

どうですか。

【井内雇用労働政策課長】この指定管理の業務

としては、あくまで会館使用の承認とか維持・

修繕とか、そういうものが指定管理の業務でご

ざいます。

この指定管理者であります県央職業訓練協会

が、この指定管理も行うと同時に、指定管理と

は全く別の動きとして、訓練を行う主体でもあ

るというところでございます。

【吉村委員】 わかりました。そこら辺は、一緒

のようで違ったりします。

最後に、この指定管理者が行う業務で、使用

承認とか使用料の徴取とか、そういう管理、そ

して3番目に、附属設備の維持及び修繕に関す
る業務というところがあるわけですね。4番目
が技能労働者への情報の提供に関する業務、こ

うなると、維持管理だけという話ではないよう

な気がするんですが、それが1点と、この修繕
に関する業務というのは、どこら辺までが修繕

か、そこら辺きちんとした決まり事があるのか、

その2点を最後に。
【井内雇用労働政策課長】 まず1点目、修繕で
ございますが、経年劣化による大きな工事など

については県が行うこと、あと、軽微な修繕に

ついては指定管理者が行うというふうにしてお

ります。

具体的なところにつきましては、毎年度基本

協定を締結しまして、直近で言いますと、費用

として6万円ぐらいまでの軽微な修繕について
は指定管理者がやると。それ以外の水回りの工

事とか、そういうものは県がやるという定めを

しております。

もう一点の情報の提供というところなんです

が、こちらは技能会館自体でこのような講座を

行う、あるいは一般向けの方にももちろん使っ

ていただきたいと考えておりまして、広く周知、

情報発信を図ると、この会館そのものの稼働率

向上に資する、そういう情報発信・情報提供も

していただきたいというふうに考えるものでご

ざいます。

【久保田分科会長】ほかに質疑はありませんか。

【堤委員】 2月補正の新しい生活様式対応支援
補助金の減、5億6,500万円についてお尋ねをし
ます。

予算額があって、支出があって、その内訳で

この減になったと思うんですが、ご説明をお願

いします。

【松尾産業政策課長】この新しい生活様式の補

助金につきましては、昨年の6月から事業を開
始したところでございます。

当初の目的としましては、感染拡大防止のた

めに、各業界団体で定められたガイドラインと

いうものがございますので、そちらの普及のた

めに行ったものでございます。

事業内容としましては、例えば消毒液であり

ますとか、マスクでありますとか、そういった

ものの購入、これに対して1事業者に対して上
限10万円ということで事業を行ったものでご
ざいます。

当初、私どもが算定に使いました経済センサ
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ス上、特に消費者等との接触が多い事業者、例

えば飲食店など、センサスの中の業種から、そ

うした不特定多数と接する機会が多いような業

種ということで、当初対象として3万7,000件を
そこから抽出いたしたところでございます。予

算的には、その8割程度であろうということで、
3万件ということで予算を計上したところでご
ざいます。

実際のところ、昨年6月から10月30日までの
期限ということで受け付けをしてまいりまして、

結果的に1万9,000件という数字でございまし
た。

10万円等の補助金と併せまして、7月～8月に、
県内飲食店で大きなクラスターが起きましたの

で、当初の予算を流用しまして、飲食店の換気

工事対策という、これは上限200万円でありま
すけれども、こちらの方も併せてこの予算で行

ったところでございます。

見込みの方は3万件でございましたけれども、
10万円の上限の方につきましては、結果として
1万9,000件、それから200万円の方につきまし
ては、現状約500件程度の申請があっておりま
して、3月中に支出する予定となっております。

3万件がなぜ1万9,000件となったかというと
ころでございますけれども、これにつきまして

は、周知におきましてはかなりの周知はしてき

たところでありまして、実際のところは、事業

者の方にお話を聞いたところでは、やはり単な

る給付ではなくて、一旦物を買わなくてはいけ

ないと、立て替えをしなくてはいけないという

ことで、その当時、持続化給付金でありますと

か、市町の給付金でありますとか、そういった

ものもございましたので、それからすると手続

的といいますか、一旦買わなくてはいけないと

いうところで繁雑なので、もうこちらは使わな

いというようなお声も幾つかいただいたところ

でございます。

当初の見込みでございますけれども、私ども

もどれくらいの事業者が提出してこられるかと

いうところの見込みというのはなかなかつけに

くいところがございまして、できるだけ広く支

給を使っていただきたいという思いがございま

して、当初3万件というところから、結果的に
は1万9,000件ということでございます。
後聞いたところでは、補助を使わずに自主的

にそういった取組をされているという方もかな

りおられたようですので、そうしたところで、

予算的にはこうした形で、5億6,000万円の減と
いうことになりましたけれども、一定皆様には

普及といいますか、使っていただいたというふ

うに我々としては思っております。

【堤委員】 今の説明、わかりました。春の休業

要請や時短要請に対する協力金は、定額30万円
の現金が支給される。それに対してこれは、品

物とか感染対策の物を購入して、その領収書で

その金額、上限10万円ということで支給される
ということで、やっぱり事業者の皆さんからす

ると、あまり進んでこれは取りに行きたいとい

うところまではいかなかったのかなと思います。

それと、言われたように、既に購入してしま

ったけれども、領収書が手元にないとか、そう

いう方もいらっしゃったし、協力金の時は、積

極的に書類とか何かたくさん聞かれたりしたん

ですけれども、今回はもういいですと、最初か

らしなかったり、あるいは申請に不慣れな方が

いらっしゃって、ハードルが高いと思われた方

もいらっしゃったように思います。

今回の1月補正の協力金、それから、2月の経
済対策の補正が先日ありましたけれども、そち

らの方では市町に申請をするということになり
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まして、その分、少し事務手続が分散して、給

付も早くなるかなと思っているんですけれども、

先日、佐世保市の方の申請書類など見ましたら、

こんなあってですね、記入例とか何かも合わせ

たら、物凄く分厚くなるんだろうと思うんです

けれども、そういったところのもう少し簡略化

といいますか、そういった工夫というのは考え

られないものでしょうか。

【松尾産業政策課長】これまで行ってまいりま

した協力金でありますとか、こういった補助金

につきましては、極力簡略化ということは行っ

てきております。

ただ、簡略化した中でもなかなか補助金等は

一般的に、飲食店の方とかは申請したことがな

いということで、難しい面もあったかと思いま

すけれども、やはり事業性というか、そういっ

たところをきちんとやっているかどうかという

ような確認、例えば確定申告書をつけていただ

くとか、事業の許可証をつけていただくとか、

そういったことというのはやはり必要になって

まいりますので、ある程度のところは致し方な

いのかなと思っています。

これに関しましては、もっと申請書の記入の

サポートといったこともできるように、昨年の

7月から、商工会、商工会議所の方のサポート
をするための人員を増やしまして、記入の仕方

とかそういったところをきちんと事業者の方に

教えていただくような体制をとってやっていっ

たところでございます。

どこまで簡略化できるかというところはござ

いますけれども、やはり今回の国の一時金にし

ましても、持続化給付金の方で対象とならない

方がかなり給付を受けたということで、今回の

一時金についてはかなりハードルが上がってい

るような状況もございます。私どももこれまで

の状況を見ながら、簡略できるところはやって

いきたいと思いますけれども、ある程度のとこ

ろで添付資料などをいろいろ求めるということ

については、致し方ないところかなと思ってお

ります。

【堤委員】不正があってはならないと思うんで

すけれども、前に、別のことで申請をした時の

書類とか、そのときの申請の情報とかが活用で

きるというようなことはないのかなと思ってい

るんですが、いかがですか。

【松尾産業政策課長】県におきましても、産業

労働部でもいろいろな補助金がございますので、

そうしたところでいろんな情報は入ってまいり

ますけれども、一つは、いろんなことにそれを

流用していいかというような承諾を、あらかじ

めご本人というか申請者にとっておくことが必

要だと思います。

今回、一時金とか協力金につきましては、誓

約書の中にそういった文言をつけておりますの

で、通常であれば、個人情報ということでいろ

んな流用ができないということになりますけれ

ども、これから先、そういったものに使ってい

いかというような誓約も今回は入れております

ので、この後何かある時は、そういった情報も

活用しながらやっていけるかと思っております。

【堤委員】 わかりました。今後の取り組み、本

当に改善できるところは進めていただきたいと

思います。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【山本(由)委員】 高校生の県内就職促進事業に
関してなんですけれども、これは継続事業とい

うことになっているんですけど、各振興局にお

ける県内就職促進事業ということで、後ほどの

委員会説明資料に、今春の高校生の県内就職率

が、12月末現在で68.6％ということで、非常に
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上がっているという話があったんですけれども、

県内の中でも、結局、長崎であったり、佐世保

であったり、県内の都市のところは比較的高い

のかなと。半島であったりそういったところ、

いわゆる域内就職率と考えた時に、やはりかな

り低いというふうな差が相変わらずあるんでは

ないかなと思うんですけれども、これは振興局

単位とか、そういったところで域内就職率とい

うのは把握されているんでしょうか。

【宮本若者定着課長】 把握はしておりますが、

例えば域内になりますと、どこが低い、高いと

いったような比べ方を、私どもはしておりませ

ん。そこの域内で競争していくというところが、

目的とまた違いますものですから、把握はでき

ておりますけれども、対外的な発表は控えさせ

ていただいているところでございます。

【山本(由)委員】 ただ、実際、出ているんです
よね。例えば市議会とかで、市内就職率は何％

かとか言われた時に、十何％ですよとか、そう

いうふうなやりとりもされているし、振興局で

も、島原振興局は、たしか50％を切っていると
思うんですけれども、そういった形で出ている

んですね。

ですから、いわゆる県内就職率をもちろん、

県内に就職していただきたいんだけれども、半

島の人間から見たら、長崎とか佐世保に就職す

るのは、県内就職率じゃないよねと、ないこと

はないんですけれどもね。ですから、やっぱり

できるだけ域内に就職をしてほしいというふう

な、半島であったり、いわゆる振興局単位であ

ったりとか、そういった意味で、公開をしろと

は言わないんですけれども、そういう把握をし

てらっしゃるということであるならば、域内の

中で就職率を上げていくというふうな取組もお

願いをしたいと思うんですけれども、その辺の

ところの取組というのは、いかがですか。

【宮本若者定着課長】私どもで高校生の予算を

計上しておりますけれども、委員おっしゃった

振興局内での動きというのは、私どもは本庁と

学校現場で直接つながっておりまして、もちろ

ん振興局とも連携しながらやっておりまして、

まさに振興局単位の動きが域内の就職のために

は重要だと思っております。

例えば島原半島でいきますと、3市共同と島
原振興局で、よその振興局よりも早いぐらいの

段階から協議会みたいなものをつくって、半島

内の企業を集めて、島原半島でやっている分は

高校3年生が対象なんですけれども、例年でい
けば6月、今年はコロナがあったので7月だった
んですけれども、そういった取組をされており

まして、私どももそこにもちろん入り込んで、

そういう取組が、域内というところでは、それ

ぞれの振興局での取組が重要になってくるもの

かと思っておりますので、引き続きそこは、振

興局の方にも力を入れていただきたいなと考え

ているところでございます。

【山本(由)委員】 たしか先々週ぐらいですかね、
来年に就職される高校2年生、これは早かった
なというふうに思っています。だから、そうい

うふうな形で振興局単位で、半島内の企業を集

めてやってらっしゃるというのは理解をしてい

ます。

それから、いわゆる普通高校生対象に1年生
とかそういったところに、ここ数年、インター

ンというふうな形でされていたものが、今年は

学校説明会ということで、20社ぐらいの会社が
普通高校に行かれて、もちろん2年後はなかな
か難しいでしょうから、6年後であったり、8年
後、9年後かもしれないんだけれども、こうい
ったところがあるというふうな形で、特にその
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学校のＯＢが、その高校を出てどこかの大学に

行ってここの会社に入ってきたというふうな経

緯まで説明をしたという形で聞いておりますが、

非常にリアルでいいなと思っております。

そういう取組をされているんだけれども、や

はり実業系高校、工業高校あたりが、まだ今も、

こんな状況でも求人があるわけですよね。そう

すると、どうしても目が行ってしまう。相変わ

らずまだ1社、1対1というんですかね、そちら
の方に先に行ってしまうというようなことがあ

ると、なかなか地元に残らないというようなと

ころがありますので、そういったところ、実業

系、これは先生も関係してくると思うんですけ

れども、今まで以上に県内に目を向けていただ

く、地域内に目を向けていただくというような

取組を引き続きしていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。

それから、2つ目が、さっき吉村委員も言わ
れたんですけれども、県外進学者のＵターン就

職促進事業費ということで、非常に集客力の高

い大手のサイトから学生にアプローチをしても

らうというふうな形のものは、それはそれです

ごくいいことだと思うんですけれども、インセ

ンティブということで、私もよく相談を受ける

のが、あんまり継ぎたくなかったんだけれども、

やっぱり家が商売をしているので帰ってこんば

いかんかなみたいな形の話がよく出てきて、特

に、昨年来のコロナで非常に厳しい業種の中で

も、あえて家業を継ぐために帰ってくるという

ふうな後継者がいるわけですね。そういう人た

ちに対するインセンティブはないんだろうかと

いうふうなご相談を受けるんです。

そういう人たちが帰ってきて、家業が非常に

順風満帆で、帰るべくして帰ってきた人ばかり

ではないと。やっぱり使命感を持って帰ってく

る人たちがいる。そういった人たちが帰ってく

ることによって、いわゆる親族間の承継がなさ

れるというふうなケースが出てくるだろうなと

思いますし、実際、私の周りにも、非常に厳し

い状況の中で帰ってきている、県外の大学に行

ったけれども帰ってきたというふうな事例があ

ります。

だから、そういったところに対するインセン

ティブ、先ほどなかなか難しいというお話はあ

ったんですけれども、事業承継という観点もあ

りますので、そういう観点から、何らかの支援

ができないのかなというふうに思うんですけれ

ども、この枠、あるいは別の枠でそういったこ

とを考えられるのかどうかというのをお伺いし

たいんですが。

【宮本若者定着課長】県外進学者Ｕターンにつ

きまして、午前中議論があっている分について

は、対象が大学生でございまして、これについ

ては、先ほど貞方政策監の方からもあったんで

すけれども、大学生が就職活動をする時に、例

えば東京でも大阪の大学でもいいんですけれど

も、何らかやっぱり旅費がかかります。そうい

ったところで、県内企業に対してインターンシ

ップであったり、あるいは就職の最終面接であ

ったり、そこはいいんですけれども、上限も設

けておりまして、例えば東京近辺だと3万円を
上限にするとか、やっぱり一定かかるお金を少

しやわらげるところが私どもの今の考えで、こ

の大学生のＵターンという部分の旅費助成とい

うのは、そういう考え方に立っております。

【山本(由)委員】結局、それは旅費であったり、
そういう経費の助成、実費の助成ということで

すけど、ちょっと変な言い方ですけど、この人

たちは必ずしも県内就職するとは限らないわけ

ですね。試験を受けに来るのを支援してあげる。
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それはそれで、もちろん必要なんだけれども、

今申し上げたような話というのは、既に家業が

あって、そこに帰ってくる。だから、確実に帰

ってくるわけですよね。そういった人に対する

インセンティブを与えること、それだけで帰っ

てくるわけではないですけれども、そういうこ

とを与えることによって、事業承継率も高まる、

違うかもしれないけれども、県内で就業すると

いう意味でプラスではないかと思うんですけれ

ども、政策監、いかがですか。

【貞方産業労働部政策監】産業労働部として考

えられるのは、やはり事業承継に当たって、委

員が今お話しされたような、息子さんが遠隔地

の大学から帰ってきて就職するとかという場合

の丁寧な支援というのは、当然考えられると思

います。そういったところについては、特に気

がけて丁寧に支援していく。そういったことは、

国や事業承継等のセンター等と連携して十分や

るべきだと考えています。

一方、委員がおっしゃったような、多分、も

ともと根っこにあるのは、恐らくは、ふるさと

移住なんかの場合に100万円あげますよという
制度がございますので、それは吉村委員も、多

分同じところをおっしゃったんだと思いますが、

そういったものに対する支援制度を、こういう

大学生の県内就職、高校生の県内就職でつくる

かというと、それはまだまだ、現状、今ある施

策をしっかりとやることが先決であって、そう

いった移住支援金みたいなものを措置するとい

うところまでにはないと、そういうふうに考え

ております。

【山本(由)委員】 地域づくり推進課とかそちら
の方の事業と絡む部分もあるだろうし、私が考

えているのは、第三者が事業承継をするという

のは、それなりの技術力であったり、第三者が

買うというだけのものがあるところだと思うん

ですよね。そうすると、そういう特徴がないと

ころというのは、第三者が入ってくるというの

はなかなか難しい。だから、同族が入ってきて

何とか立て直そう、あるいは新しいことを少し

横展開をしようというふうな形で入ってくるん

だろうなというふうに思います。それに関して

は、多分、別の補助制度があるかと思いますの

で、そちらも利用してほしいと思うんですけれ

ども、そういう後継者がいると、それが帰って

くるか帰ってこんかでその会社の命運が分かれ

てしまうような状況にあるかと思いますので、

そこのところはご理解いただいて、横断的に取

り組んでいただければと思いますので、よろし

くお願いいたします。

【吉田経営支援課長】ただいま親族が承継する

という部分でございますけれども、通常、税制

優遇が親族間はございます。というのと、もう

一つは、事業承継を契機として新しいことに事

業展開する場合、これは国の補助制度もござい

ますので、単に代替わりというよりは、それを

機に新しいことをやられるというふうな形であ

れば利用できる補助制度もありますので、そう

いったものの活用も図っていきたいと思います。

【山本(由)委員】 今、課長が言われたとおり、

今コロナ禍であえて帰ってこようとしている学

生というか、後継者というのは、それだけの覚

悟を持ってきているんですけれども、あまりい

い状況でない、それであえて帰ってこようとし

ているので、新しいことを今模索しているんだ

ろうなというふうに思いますので、ぜひよろし

くお願いいたします。

次に、政策的新規事業のところで教えていた

だきたいんですけれども、提出資料の1ページ
の中段ぐらいなんですけれども、先ほどご質問
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のあった経営基盤強化事業費であったり、サー

ビス産業経営体質強化事業費というのが、要求

額よりもかなり大きな計上額になっているよう

なんですけれども、これの経緯といいますか、

これだけ要求したんだけれどももっとついたと

いうふうな形なのかなと理解をするんですが、

そこを教えていただきたい。

【吉田経営支援課長】 委員のご意見のとおり、

この予算につきましては、財政当局とも一緒に

なって予算をつくり上げていくというふうなこ

とで、当初想定して要求していたものと、実際

にこんなこともやるべきじゃないかというふう

な議論の中で、予算がこの額になっているとい

う状況にございます。

【山本(由)委員】 所管の経営支援課としても、

こういったことをやろうというふうに想定をし

て要求をした。そうしたら、もっとやりましょ

うみたいな形で言われてきたということだと思

うんですけれども、その辺のところの意気込み

といいますか、これでこんだけついたんだから、

もっとこういうふうに、予算をちゃんと執行し

ようといいますか、そういったところの見込み

であったり、意気込みであったりをお聞きした

いんですが。

【吉田経営支援課長】経営支援課では、主にサ

ービス産業の振興を担っております。今回のコ

ロナ禍でも、製造業も含めて明らかになったの

が、社会経済がどんどん変化していくと、そこ

で消費者のニーズをしっかり捉えて、もうかる

商売をしていかないといけないと。特にサービ

ス産業におきましては、アイデア勝負みたいな

ところもありますので、世の中の変化をしっか

りと捉えて、それを経営そのものに生かしてい

くと、生産性の向上が必要ということ。

それで、稼いだお金で、今後、2040年問題と

いうものもございます。労働力人口が減ってい

く、国内の市場は縮小していくという中で、し

っかりと販路を確保しながら人手の方も確保す

るという観点から、生産性の向上は不可欠でご

ざいますので、財政当局もそのことを理解して

いただいて、この予算になったと認識をしてお

ります。この事業をフルに使って、繰り返しに

なりますが、2040年問題も踏まえて、今のＤＸ
の流れ、そういったところで生産性の向上と、

それを処遇改善に結びつけることで給与向上と

か、給与アップとか、そういったことで若者や

女性にも選んでもらえるような事業所、雇用の

場の創出に努めていきたいと考えております。

【山本(由)委員】 よろしくお願いします。
最後に、補正予算の絡みで、先ほど堤委員か

らありました、新しい生活様式なんですけれど

も、私は個人的に、これはすごくよかったと思

っているんです。周りを見ていても、かなり申

請しているな、早い時期から申請しているなと、

領収書の問題とかあるかもしれないけれども、

わかりやすかったなと、買った物の実費を給付

してもらえるというようなことで。

ただ、これが、今、ワクチンの接種が進んで

いく中で、収束に向かっていくとは思うんです

けれども、基本的なマスクであったり、消毒で

あったり、そういったものはやっぱり残るんだ

と思うんですね。そうすると、これが当たり前

のような形になってくる。ウィズコロナという

中ではなってくる。そうすると、常にその分だ

け経費がかかってくるというような形で、各業

界とか市町から、新しい生活様式の補助金に対

する継続、今後もまたしてほしいというふうな

要望が出ていると思います。

実績が1万9,000件というのは、思ったよりも
少ないなと正直思っているんですけれども、こ
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れはこれで実績でしたので、一応データといい

ますか、これぐらいだというのは、業種別にと

かそういうのも多分わかっておられると思いま

すので、今後、もしそういう要望に具体的に対

応するといった時に、このデータであったり、

やり方であったりを改善していただければなと

いうことを要望して、終わります。

【久保田分科会長】 休憩いたします。

― 午前１１時４９分 休憩 ―

― 午前１１時４９分 再開 ―

【久保田分科会長】審査の途中でございますが、

午前中の審査をこれにてとどめ、午後は、13時
30分から再開いたします。
しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５０分 休憩 ―

― 午後 １時２８分 再開 ―

【久保田分科会長】 分科会を再開いたします。

午前中に引き続き、分科会の審査を行います。

ご意見はございませんか。

【西川委員】 第2号議案、第8号議案の横長の
説明資料、14ページの企業振興課のふるさと産
業振興費ですけど、前年度予算と全く同額で、

長崎べっ甲対策事業費から、その下のページの

売れる！デザイン強化事業費まであるんですけ

ど、これは固定的というか、型にはまった最低

限必要な経費なのか、何か新しい事業は考えて

ないのか。

そして、べっ甲対策事業費で言えば、最近、

べっ甲の密輸入とか、または有名な老舗が廃業

したこともあります。そのようにべっ甲対策を

どう考えておられるのか。

また、次の段の陶磁器産業活性化推進事業費

は、ネット販売などのことが話題にもなりまし

たが、また、文化財指定とかということもなり

ましたが、それも令和3年度この予算でいいの
か。ほかに事業を考えているのがあるのか、こ

の商業費の中で企業振興課の考え方をお聞きし

ます。

【宮地企業振興課長】まず、予算額が前年と同

額は、査定の状況でたまたまそういうふうにな

っておりまして、当然コロナの状況を受けまし

て、取りかかる中身はいろいろ工夫をいたして

おります。全体的に予算を圧縮するというシー

リングの話もありまして、決められた予算の中

でいろいろ組み替えながらやっていくという状

況でございます。

その中でべっ甲の関係につきまして、今、西

川委員からお話がございましたけれども、べっ

甲につきましては、いわゆるワシントン条約の

関係で、国外への持ち出しとか持ち込みが禁じ

られております。その関係で、先般報道等には

そういう記事が載ったということですが、これ

は私どもが取り組むべっ甲振興事業とは無関係

でございます。連合会あたりにもお話を聞きま

したら、自分たちとは全然面識がない方という

ことで、その件は全然別のお話でございます。

そこで、今どういうふうなことを我々が考え

ているのかということでございますが、販路開

拓の予算もいろいろあるんですが、一番メイン

は、今べっ甲に関して支援をしていますのは、

長崎県と東京都でございます。おのおの団体を

通じて、その一部で石垣島で養殖をやっており

ます。これは、最初はずっと国が支援してやっ

ていただいたんですけれども、数年前から、東

京都と私どもがおのおの補助金を原資として団

体が持ち寄って、そこでタイマイの養殖をして

おります。そこはプールに天然の亀を持ってき

まして、3回卵がかえると、3回目は、いわゆる
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第三世代ということで、これは加工してもワシ

ントン条約にかからないという整理になります。  

国外への持ち出しが可能になるということで、

我々としましては、マーケットの拡大が一番だ

と思っていますので、そこを粘り強くやってい

るところでございます。

陶磁器につきましては、先ほど委員からもお

話がございましたように、コロナもありまして、

やっぱり販売の多角化が必要だろうと。今まで

対面販売に頼っていた陶磁器についてもネット

販売なんかもすべきということで、来年度予算

につきましては、そういうネット販売の内容も

ございますし、あと、コロナが一定収束した場

合には、従前のいろいろな展示会に出るとか、

東京で大きな展示商談会もありますけれども、

そういうものに出るとか、そういう予算も盛り

込んでおります。

あと、文化財指定の件につきましては、これ

は教育庁の方で担当されておりますので、申し

訳ございません、私の方では承知しておりませ

ん。

【西川委員】緊縮財政で、全部署に対して大方

1割カットの指示があったというのを聞いてい
るんですけど、こういう商工費、商業費などに

関しては、コロナ禍だからこそ何か事業をする

と。そのための予算はちゃんと明示、当初から

提案してもよかったんじゃなかろうかと思う気

持ちで質問したんですけど、そうしたら、令和

3年度内に補正でいろんな事業が出てくるんで
すか。その見込みというか、そういう案があっ

て、多分こういうのが出ますよというのがあっ

たら、お示しいただきたいと思います。

【宮地企業振興課長】今、西川委員おっしゃら

れましたように、コロナ関係で、令和2年度に
おきましては企業振興課全体で5事業で、およ

そ28億円の補正予算を獲得しております。
うち、今お話がありました陶磁器関係、地域

の産業をお支えするという予算としましては、

令和2年度の5月専決補正予算におきまして約
6,400万円の事業を組ませていただきました。こ
の中では、テレビショッピングをやったりとか、

産地のホームページの改築、ＥＣ、通信販売の

取組等々支援をしております。

足元、コロナの状況に左右される分でありま

すが、担当課としましては、コロナの状況で支

援の拡充が必要だという状況になれば、躊躇な

く補正予算の要求をしていきたいと思っており

ます。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【溝口委員】 まず、「政策的決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議」に基づく提出資料の政策的新規事

業の計上状況なんですけれども、経営基盤強化

事業費が8,112万3,000円から、計上額としては
2億3,324万2,000円、それからサービス産業経
営体質強化事業費には1億4,627万9,000円から
2億2,722万8,000円、それと成長分野人材確
保・育成事業費が3,900万円から5,828万5,000
円と、それぞれ増額になっているんですけれど

も、他の事業関係については全て減額という形

なんですけれども、この増額になった理由につ

いてお尋ねをしたいと思います。

【廣田産業労働部長】溝口委員のご指摘でござ

いますけれども、今年度の予算に関しましては、

例年と状況が多少変わっておりまして、まず、

要求を行いましたのが、11月に予算要求書を財
政課の方に提出いたしました。そして、それか

らは査定があって、1月から2月にかけて最終的
な予算の計上額というのを決定したわけでござ

いますけれども、今回は、コロナの第3波が年
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末から流行いたしまして、国が、いわゆる3次
補正を12月に発表いたしました。
そういったことから、当初要求時点ではそう

いう状況になかった特殊な事情がございまして、

3次補正で示されました国の各種事業を県の事
業にも最大限連動しながら組み立てていくとい

うことがございました。そして、財源的にも、

臨時交付金というものが措置をされるというこ

とがございまして、その臨時交付金を活用しな

がら事業の組み立てをやったわけでございます。

その結果といたしまして、ここにある3つの
事業については大幅な増額計上になったという

ことでございます。

【溝口委員】わかりました。臨時交付金が入る

ということで、大変いいことだと思うんですけ

れども、ただ、ここに入っている増額になった

部分だけに、この事業としては臨時交付金が入

ってくるのかどうか。コロナ第3波の国、12月
の発表の中で補正がどこに反映されてきている

のかというのはわかるでしょうか、このほかに。

【廣田産業労働部長】手元にその内訳は準備し

ていないんですけれども、こういった事業に活

用したものと、ほかの継続事業においてもコロ

ナの関係の事業を盛り込んだというものが幾つ

かございます。交付金についても限りがござい

ますので、そこのところは従来の財源と交付金

の活用というところで、財政当局と調整をしな

がら、財源措置を行ったということでございま

す。

【溝口委員】 それでは、大体この3事業に、産
業労働部としては主に交付金が入ってくるとい

う形の中で増額になったということで理解して

いいわけですかね。

【久保田分科会長】 しばらく休憩します。

― 午後 １時３９分 休憩 ―

― 午後 １時３９分 再開 ―

【久保田分科会長】 分科会を再開いたします。

【廣田産業労働部長】ただいまのご質問でござ

いますけれども、最終的に臨時交付金を当初予

算で充てたというものについては、経営基盤強

化とサービス産業、この2事業に交付金を充て
たというところでございます。

もう一つの成長分野の人材確保については、

これはコロナ関係の事業内容を含んでおります

けれども、最終的には、ここは交付金を充てず

に、一般財源で措置をしたところでございます。

【溝口委員】 わかりました。それでは、成長分

野人材確保・育成事業については、第3次補正
予算の方は入ってないで、一般財源から入れた

ということで理解していいわけですね。わかり

ました。

それでは、もう一つですけれども、県内中小

企業のデジタルトランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）促進についてですけれども、外間委員が予

算の方で聞かれたと思うんですけれども、また

こちらの方から聞かせていただくんですけれど

も、ＤＸ推進による生産性向上、処遇改善のた

めにこの事業を行っていくのだということです

けれども、具体的にどのような形で実施してい

こうとしているのか、お尋ねしたいと思います。

【福重新産業創造課長】ポストコロナを見据え

まして経済活動の回復、そして拡大に向けた支

援といたしまして、県内中小企業の皆様がＤＸ

を理解されて、そしてその取組を進めていただ

くということは非常に重要だと考えております。

そこで、新年度予算におきまして、産業労働

部で関連予算をパッケージ化してお示ししてお

りますので、全体の方をまず私からご案内をさ
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せていただいた方がわかりやすいかと思います

ので、ご説明申し上げますと、まず、この事業

の入り口では、皆さんにまずＤＸを知っていた

だくということで、セミナー等を開催する。こ

れも経営層、そして社内リーダー層に個別に啓

発を行うということを予定しております。

その次の段階としまして、それぞれの企業の

個別の相談に対応すべく情報提供、そして、相

談を受ける窓口を設けまして、そこで国や県の

補助金の制度であるとか、企業支援機関の紹介、

そして、アドバイザーとしてそれ以降の補助事

業で招聘する専門家の情報提供、もしくはＤＸ

の技術の導入をお手伝いする、県内業界団体へ

のつなぎといったことをやっていくこととして

おります。

その次のステップといたしましては、現場の

課題からＤＸの導入計画の策定まで綿密な計画

を立てていく際に、専門家等の助言が必要にな

ってまいりますので、その専門家の招聘を行う

費用についての補助を行う。

この3つの事業、セミナー、相談窓口、専門
家招聘補助というのが、新産業創造課が所管し

ております、県内中小企業ＤＸ促進事業費で実

施する部分でございます。

これ以降、この計画をつくった後、実際投資

をする段階になりますと、国の補助制度等のご

案内も行いますし、また、県独自の支援制度と

いたしまして、サービス産業のＤＸ促進支援で

あるとか、製造業におけるＤＸ促進支援という

のも設けております。

これらまた、全体の取組をする際に、ＤＸを

導入する企業の中で、ＤＸ人材というところの

育成をしなければいけない。そちらにつきまし

ても、そういった支援メニューを設けますとと

もに、技術を導入するＩＴ企業の方も、そうい

った県内企業のニーズに応えられるように技術

提案ができるような高度な技術を身につけてい

ただくための講座を実施する。

そして最後に、実際に県内企業が、我々はユ

ーザー企業と申しますが、その企業がＤＸに取

り組む際に、こういった課題を解決してほしい

といった課題を募集しまして、その課題と県内

のＩＴ企業をマッチングして実証、実際にこの

技術が有効かどうかというところを試していた

だくというところ、この事業につきましても、

来年度拡充して実施しようと思っております。

一連のこれら事業によりまして、県内におけ

るＤＸの推進に総合的に取り組んでいく予定で

ございます。

【溝口委員】わかりました。粗筋なことは大体

わかりましたけれども、今、新産業創造課長が

言ったのは、1番のこの新ＤＸにかかる意識醸
成や相談体制の整備ということになってくると

思うんですけれども、その中で導入に重要な経

営層、リーダーに対するＤＸの啓発ということ

になっているんですけれども、重要な経営層と

いうのは、どこをどのようにその企業を見てい

るのか、その企業の種類についてお尋ねしたい

と思います。

【福重新産業創造課長】このセミナー等、まず、

我々が狙っております部分としましては、ＤＸ

自体が付加価値額の増大というところ、向上と

いうところを目指すものでございますので、も

ともと付加価値額が高い製造業であるとか、県

内において事業者が多いサービス業といったと

ころを主な対象として捉えているところでござ

います。

ただし、ＤＸという考え方につきましては、

こういった業種にかかわらず、どんな業種でも

考え方として使っていただけるものだと存じて
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おりますので、このセミナーにつきましては、

どんな方々でも受講いただけるという立てつけ

で進めてまいりたいと考えております。

【溝口委員】 わかりました。ただ、セミナーを

開催するにしても、ある程度業種を絞った形で

はなくて、いろんな人にセミナーには参加して

いただきたいということですけれども、大体何

社ぐらいを対象に考えているのか、お尋ねした

いと思います。

【福重新産業創造課長】セミナーの開催は、ま

ず、経営層につきましては、県内5か所で、そ
れぞれ2回ずつ実施しようと考えております。
ただ、それぞれのセミナーは、実際現場にお越

しいただいて聞くことも可能ですし、また、リ

モートの方で聞いていただくということも可能

ですので、物理的に何人までという条件はござ

いませんが、それぞれの会場において、やはり

100人ほどは来ていただきたいなと思っており
ます。

また、リーダー層向けのセミナーも開催いた

しますが、こちらは2回開催することにしてお
りまして、ここは主に現場のリーダー層ですの

で、恐らくＩＴの方にも明るい方々が多いかと

思いますので、リモートの方で積極的に、なる

べくたくさんの方々に参加いただくようにとい

うふうなことを考えております。

【溝口委員】 先ほど5か所と言いましたけれど
も、その地区については、大体どことどこを考

えているんですか。

【福重新産業創造課長】申し訳ございませんで

した。地区のご案内をしておりませんでした。

今、考えておりますエリアが、長崎、佐世保、

壱岐、対馬、五島、この5か所でございます。
【溝口委員】わかりました。ありがとうござい

ます。

ただ、もしよかったら、大村とか、諫早とか、

大変企業なんかも多いところだと思うんですけ

れども、その辺についてもなるだけ普及させて、

せっかく県の事業としてＤＸを促進していこう

と、それである程度経営改善してもうかってい

ただきたいと、そういう望みがあると思うので、

先ほど3年間と言ったんですかね、これから事
業を進めていくのが。

【福重新産業創造課長】この事業を進めていく

のは、今のところ3年間を考えておりますが、
それよりもセミナー等につきましては、最初の

1～2年が勝負だと思っていますので、開催は、
その前半の方の年度で重点的に実施しようと考

えております。

そういった中で、地区につきましてもより広

いエリア、多くの地点で実施するということに

ついて、今後も、地元の商工会議所等と連携し

ながら、また、セミナーのコンテンツ等も共有

しながら周知するということは可能と考えてお

りますので、そちらの方で検討してまいりたい

と思います。

【溝口委員】そういうセミナーを受けて、そし

てＤＸを進めていきたいという人たちが何件で

も来るかもわからないんですけれども、そのと

きにアドバイザーを派遣するということですけ

れども、アドバイザーとしては何名ぐらいの体

制で行おうとしているのか、お尋ねしたいと思

います。

【福重新産業創造課長】アドバイザーの助言に

ついてですが、こちらは、企業がそれぞれ助言

を受けたいアドバイザーを招聘すると、その費

用を補助するという立てつけにしておりまして、

大体50社を想定して予算取りをしております。
このアドバイザーの人選というか、人材がど

れだけいるかというところにつきましては、
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我々がつかんでおりますのが、現在、主に県外

の方々が多うございまして、今後、県内の人材

も、今数人存じ上げている部分なんですけれど

も、そちらにつきましても調査を進めて、リス

トをより充実させた形で案内していこうと思っ

ています。現時点では、まだ、アドバイザーと

してそんなに多くの人数を名簿として持ってい

るものではございませんが、今後、より調査を

進めて充実させていきたいと考えております。

【溝口委員】このセミナー等が終わったら、ア

ドバイザーを派遣して、いろいろ納得したら先

に進めたいということになってくると思うんで

すけれども、そのときに2の中に入ってくるん
ですかね。製造業におけるＤＸ促進支援とか、

それから、サービス産業のＤＸ促進による経営

体質強化、それと、4番のＤＸ促進のための高
度専門人材等の育成ということになってくると

思うんですけれども、製造業におけるＤＸ促進

支援2億3,000万円を組んでいるんですけれど
も、この実施についてはどのようにやっていこ

うとしているのか、お尋ねしたいと思います。

【宮地企業振興課長】 ただいま溝口委員から、

製造業関係のＤＸのお尋ねがございました。こ

この2億3,000万円は、もともと事業としまして
は、成長産業サプライチェーン強化支援事業と

いうものと、長崎県航空機クラスター強化推進

事業という2つの事業の補助金の部分を引っ張
り出して、ＤＸ関連で2億3,000万円という表記
をさせていただいております。

製造業につきましては、足元、造船関係が非

常に厳しいということで、企業間連携で成長分

野の仕事を取りに行くというのを平成30年度
ぐらいから推進しております。その取組の中で、

補助率が、例えば通常ですと2分の1とかで補助
をしておりますところを、ＤＸ案件を織り込む

のであれば3分の2ということで、さらに支援を
強化するということを考えております。

実際の具体的な支援の内容につきましては、

企業様でいろいろございます。私どもが、一つ、

今年度実例として承知していますのは、小規模

事業者の皆様3者集まられて、これは20名以下
の企業様になりますけれども、設計のシステム

を共有化して、それで作業を短縮化して新しい、

今までは県外企業がとっていた仕事を自分たち

が受注したということで、価格競争力にも反映

して、そういうＤＸ、いわゆる情報関係の取組

を進めて、具体的に仕事をとってきているとい

う事例がございます。

おのおの企業のレベルに応じて、製造業にお

いても取組を進めたいと思っておりますが、基

本的には、企業様は売上が立つ事業でないと、

なかなか足元が厳しい中、取り組めないという

こともございますので、そういうふうな取組を

支援してまいりたいと思っております。

【溝口委員】企業間連携ということで、大体小

さい会社が3社ぐらいあってシステムを共同化
していくということですけれども、3社を一組
として、大体何組ぐらいを考えているのかどう

か、お尋ねしたいと思います。

【宮地企業振興課長】先ほど申し上げました成

長産業サプライチェーンと航空機の関係、2事
業を合わせまして10グループ、1グループ3社以
上という要件を従前からも設けておりますので、

少なくとも30社以上のご参加をいただきたい
と思っているところでございます。

【溝口委員】 それでは、10グループで30社と
いうことですけれども、この2億3,000万円のそ
れぞれの補助金というのは、最高限度というの

はもう決まっているんですか。

【宮地企業振興課長】 1グループ当たり上限で
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5,000万円というのがあります。ですので、1年
間、単年度に直しますと、上限2,500万円という
中でお取り組みを進めていただくという内容に

なっております。

【溝口委員】 今、5,000万円で、2年間やった
ら2,500万円ずつということで、研修としては、
やはり結構、3年ぐらいかかると思うんですけ
れども、3年間5,000万円ずつくるのではなくて、
5,000万円が、その3年間で、一つの事業として
は最高限度ということで考えていいわけですか

ね。

【宮地企業振興課長】 1グループ2年間で5,000
万円が上限でございます。

【溝口委員】 わかりました。

それでは、3番目なんですけれども、サービ
ス産業ＤＸ促進による経営体質強化事業が2億
2,700万円組まれているんですけれども、この事
業についてはどのように取り組んでいこうとし

ているのか、お尋ねしたいと思います。

【吉田経営支援課長】先ほど新産業創造課の方

から、全体的なセミナー等を行うというお話が

ございましたけれども、それと平行する形でサ

ービス産業に絞って、コンサルに事業を委託し

まして、希望する企業の伴走型支援、計画、こ

のＤＸの計画策定及び実践を支援するような形

での伴走支援を行おうと思っております。

それを実践する中で、別途補助制度を設けて

おりまして、2年間で上限2,000万円の補助制度
を構えて、予算的には、それで2億円を計上し
ております。

例えばの取組ですけれども、先ほど少し申し

上げましたけれども、サービス産業は非常にア

イデア勝負で、どんどん先を行っているような

状況がありますので、多少陳腐化するような話

かとも思いますけれども、例えば取引先とのシ

ステムの共有、あるいは相互乗り入れ、商品在

庫のデータを業界で共有するとか、あるいは、

今、副業とか兼業がだんだん広がっております

ので、そういったものを活用した人材会社をつ

くって人材を共有するとか、そういったことが

出口としては考えられるのではないかと想定を

しているところでございます。

【溝口委員】 わかりました。それでは、これは

10グループぐらいですかね。
【吉田経営支援課長】 申し訳ありません。2年
間で上限2,000万円で、初年度の2億円はその10
社分ということで想定をしております。

【溝口委員】 そうしたら、これはもう1社でで
もやっていけるということになるわけですね、

経営支援課としては。

ただ、さっき言っていた人材会社と業界が一

緒になってということですけれども、その辺に

ついては、地域地域で分かれてくると思うんで

すけれども、どういう地域ごとにまとめていこ

うとしているのか、そこら辺についてどのよう

に考えているのか、お尋ねしたいと思います。

【吉田経営支援課長】 支援先は1社になろうか
と思いますけれども、先ほど申し上げましたよ

うに、取引先と一緒になって取り組むとか、同

業者が一緒になって取り組む、あるいは地域で

一緒になって取り組むというふうな形で、どの

地域がどれだけというふうな規定はしておりま

せんで、実際、支援先を選定する時に審査会を

開く予定としておりまして、やはり波及効果が

高いとか、そういったところを選定して支援を

行っていきたいと考えております。

【溝口委員】 わかりました。ただ、ある程度絞

った形で、どこをターゲットにしていくかとい

うことは考えていかないと、そういう人が来る

のを待っていても事業の推進がなっていかない
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んじゃないかと思うんですけれども、その辺に

ついては、10社ということですけれども、それ
ぞれ1社が中心になってということですけれど
も、そこら辺は考えてないんですかね、ある程

度。

【吉田経営支援課長】この事業及びその予算を

考えるに当たりまして、先進的な取組をされて

いるような企業にいろいろヒアリングをしてお

ります。13社ほどヒアリングをいたしまして、
そのほとんどが、そういう話があるんだったら、

ぜひ自分たちも取り組んでみたいというふうに

おっしゃっていますので、そういったところか

ら提案してもらって、選定をしていきたいと考

えております。

【溝口委員】 この事業も、一応3年間と思って
いいわけですか。

【吉田経営支援課長】 3年間で予定しておりま
す。

【溝口委員】 やっぱりこの1年目というのが物
凄く大事になってくるんじゃないかと思うんで

すね。だから、今、13社がきているということ
ですけれども、それを成功させることによって、

2年、3年と続いていくんじゃないかと。また、
よかったら先の方まで続けるような、そういう

事業にしてほしいなと思っております。

それで、あと、ＤＸ促進のための高度専門人

材等の育成ということですけれども、これは物

凄く大事な、人材育成のための大事な事業にな

ってくるんじゃないかと思うんですけれども、

このことについてお尋ねしたいと思います。

【末續雇用労働政策課企画監】雇用労働政策課

におきましては、ＤＸにかかる基礎的スキルの

習得セミナーを担当しております。

基礎的スキルとはどのようなものが必要なの

かということを考えるに当たりまして、実際に

民間でＤＸのコンサルティングをやっていらっ

しゃる事業者にもお話を伺いますと、やはり多

くの企業が、まずはバックオフィス業務、いわ

ゆる財務経理や勤怠管理、スケジュール管理、

そういった業務のスリム化を図り、経営体質を

スリム化することで、いわゆる攻めの部分に人

員を配置していくということに取り組んでいら

っしゃると伺っております。

そうなりますと、やはり最初のスキルとして

は、いかに業務を改善するか、その業務改善の

手法であったり、どういったＩＴツール、例え

ば、今、ＲＰＡとか、ＡＩとかございますが、

どういったツールを使うとその業務改善がなさ

れるのか、そういった知識を、まず在職者の方々

にしっかり身につけていただくことで、例えば

コンサルティングやＩＴベンダーの方と協議を

する際もしっかりとしたお話ができるものと考

えております。

この基礎的スキルの習得セミナーに関しまし

ては、予算額として約1,000万円を計上しており
まして、県内各地で6回、地域といたしまして
は、長崎市を中心とした長崎地域、大村・諫早

を中心とした県央地域、島原半島を中心とした

県南地域、佐世保市を中心とした県北地域、五

島地域、壱岐・対馬地域としております。

実際の開催方法につきましては、対面式とオ

ンラインを併用した形で考えておりまして、い

わゆる対面式でやっているセミナーをオンライ

ンでも配信するという形を考えております。よ

り多くの方に参加をいただきたいと考えており

ますので、オンラインの方につきましては、可

能な限り多くの方に参加できるようなツールも

選んで実施していきたいと考えております。

【福重新産業創造課長】私の方からは、この人

材育成の方にもう一つ書かれております、ＩＴ
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技術者を対象とした専門研修の実施等の部分で

ございます。

今までＤＸ技術を自社に導入するユーザー企

業のお話が中心でございましたが、やはり県内

情報関連企業にも、こういった技術を導入する

際に、事業としてそれに取り組んでいただいて、

ＤＸ導入のビジネスを拡大して、それを成長の

糧にしてほしいと考えております。新産業創造

課の方では、そういった先端的な技術、ＤＸ導

入に大いに活用できるＡＩであるとか、ＩoＴの
技術について、より高度な講座を実施すること

によりまして、県内情報関連企業における高度

人材育成というところを引き続き継続してまい

りたいと考えているところでございます。

【溝口委員】それでは、そういう高度な専門家

を育てていくということになれば、それ相応の

講師の先生が大事になってくると思うんですけ

れども、その講師の先生についてはどのような

方を考えているのか、お尋ねしたいと思います。

【福重新産業創造課長】この高度人材育成につ

きましては、平成30年度から長崎大学の方に委
託をしまして実施しております。

現在も情報データ科学部の教授を中心として

7名の体制で実施していただいているところで、
来年度につきましても、こちらの体制で、より

高度かつ実践的な内容で開催していただく方向

で、今調整を進めているところでございます。

【溝口委員】 平成30年度からずっと教えてき
ているということですけれども、その教えてい

ただいた方々は、それを実際に実行に移してや

っているのかどうか、その講習だけ受けてその

ままということでは、ちょっと成果が出ないん

じゃないかと思うんですよね。だから、追って

いって、その人たちがどういう印象を受けたか

というのは、私は大事になってくるんじゃない

かと思うんですけれども、そのことについて、

お尋ねしたいと思います。

【福重新産業創造課長】 これまで3年間の受講
の結果につきまして、受講生に対してフォロー

アップ調査等をやったところ、実際に事業に活

用いただいているという実績も多数確認できて

おります。

実際にＡＩを活用した作業効率化のソフトウ

ェアを開発して県外にも売っているであるとか、

国のサポイン事業で、より高度な研究開発の実

施につながった等の実績を得ておりますので、

引き続きこういった実績をより多く積み上げて、

県内情報関連企業の高度化につなげたいと考え

ております。

【溝口委員】 終わりたいと思います。

せっかく県内中小企業のデジタルトランスフ

ォーメーション（ＤＸ）促進を県の方としてし

っかりとやっていこうと、そういう形になって

おりますので、ぜひこれを利用した形で、中小

企業が、やはり生産性向上と処遇改善につなが

っていくように努力をしていただきたいと思っ

ております。

【福重新産業創造課長】 一点、先ほどの答弁、

修正させていただければと思います。

セミナーの経営層のセミナー、県内5地域で
開催ということを申し上げました。これは、5
地域としては長崎地区、佐世保地区、そして県

央島原地区、五島地区、壱岐・対馬地区、こう

いった区分になっておりまして、それぞれの地

区で2回ずつ開催ということにしております。
失礼いたしました。

【三上産業労働部政策監】 溝口委員の方から、

県内の各地で幅広くやっていくべきだというお

声をいただきました。

県の事業はミニマムとしまして、実は中小機
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構であったり、あるいは十八親和銀行様であっ

たり、あるいは工業技術センターであったり、

今、様々なところでＤＸに関するセミナーが行

われております。それら機関と連携をいたしま

して、幅広く、かつテーマもうまく重ねたり、

あるいは散らせたりして、効果的にやっていき

たいと思っております。

デジタルトランスフォーメーションというの

は、ややデジタルばかりが強調されがちですけ

れども、新産業創造課長からもありましたよう

に、経営改革そのものでございます。いかに変

わるかという強い意思と、どうやって変えるか

というプロセスですね、ここに初めてデジタル

ツールがありますので、もしかすると、変える

かという検討の中に、デジタルを使わないとい

う選択肢すらあるわけですね。こういったこと

も含めて、経営者の方にしっかり理解していた

だいて、我々は変わりたい人を支援するととも

に、変える人をサポートする人をさらに県が支

援するという形でやっていきたいと思いますの

で、どうぞご支援をよろしくお願いいたします。

【溝口委員】 ぜひ、今のような形で、県内の中

小企業に幅広く広げていただきたいと思ってお

ります。要望いたします。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【山口(初)委員】 お尋ねします。資料は、農水
経済委員会配付資料の8ページの関係からです。
先日の一般質問の中でも、脱炭素社会の関係

でご質問しましたけれども、潮流発電機とか洋

上風力発電事業等々に関する質疑をさせていた

だいたんですが、今日の昼のニュースを見てお

りましたら、小泉環境大臣が、この種の脱炭素

に向けた日本の窓口として外国との折衝担当に

なるということが報道されていました。いよい

よ動き始めるのかなという気がしたんですが、

具体的に、ここに新産業創造課の関係で予算化

がされておりますので、予算の委員会ですから、

予算に関して少しお尋ねします。

まず、3,848万円ついていますね。事業概要と、
あと、共同受注体制構築支援事業という中に、

海洋クラスター協議会ということが記載されて

いるんですが、この辺の関係を、全体事業概要

とこの海洋クラスター協議会等々に関して、い

ま少し詳しく教えていただければと思います。

【黒島新産業創造課企画監】私の方から、海洋

エネルギー関連産業につきまして、ご説明させ

ていただきます。

この海洋エネルギー関連産業創出促進事業費

でございますが、事業概要といたしましては、

県内企業の海洋エネルギー関連産業への参入促

進のため、専門人材の育成に加え、中核企業を

中心とした企業群、サプライチェーンの構築や

アンカー企業の誘致に向けた取組を推進してい

くものでございます。

具体的には、海洋エネルギーの商用化を見据

えた取組の中で、共同受注体制の構築というと

ころでございまして、海洋エネルギー関連産業

において中核企業を中心としたサプライチェー

ンを構築していくために、海洋クラスター協議

会にコーディネーターを配置いたしまして、企

業間連携を支援してまいりたいと考えておりま

す。

このコーディネーターの配置によりまして、

各発電事業者、発電メーカー、そういったとこ

ろのヒアリング等を実施いたしまして、県内事

業者とのセミナーを開催するなど、マッチング

や県内企業の連携の構築を行い、サプライチェ

ーンの構築につなげていきたいというものでご

ざいます。

また、この中におきまして、海洋エネルギー
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関連企業のカタログ、冊子を作成いたしまして、

洋上風力発電をはじめとした、海洋エネルギー

関係に参入可能性がある県内企業の保有設備で

ありますとか、生産能力、製品実績等の情報を

確認してその冊子を作成いたしまして、アンカ

ー企業の誘致、そういったものにつなげてまい

りたいということを考えております。

また、現在、昨年10月に長崎大学内におきま
して長崎海洋アカデミーを設置いたしまして、

県内企業等の社会人向けの専門人材の育成に取

り組んでいるところでございます。こうした取

組を引き続き行ってまいりたいと考えておりま

す。

また、長崎海洋産業クラスター形成推進協議

会につきましては、平成26年に地元の企業が中
心となりまして、海洋再生可能エネルギーの関

連産業を次なる基幹産業として大きな柱とする

べく、民間の企業様が集まって設立された団体

でございまして、これまで各実証事業等に取り

組んでこられまして、県といたしましても、こ

の海洋産業クラスター協議会と連携して事業を

進めてきているところでございます。

【山口(初)委員】 ありがとうございます。
この海洋クラスター協議会ですね、具体的に

県内のどこに事務局があって、もう少し、どう

いうことを主としてやるのか、教えていただけ

ますか。

【黒島新産業創造課企画監】長崎海洋産業クラ

スター形成推進協議会につきましては、現在、

長崎市内のＤ－ＦＬＡＧに事務局がございまし

て、今、その会員の企業、会員数につきまして

は79社でございます。
また、会員企業につきましては、一般会員で

ありますとか賛助会員、そういった県内、県外

の企業が会員となって事業等を進められている

ところでございます。

【山口(初)委員】 海洋エネルギー関連企業のカ
タログの関係ですが、先ほど一通りご説明いた

だきましたけれども、いまひとつこの目的、そ

してどう展開するのか、どう利用するのかを含

めて、その思いを聞かせてください。

【黒島新産業創造課企画監】 平成31年4月に再
エネ海域利用法が制定されまして、全国各地で

洋上風力の市場拡大が広がっているところでご

ざいます。

こうした各地の事業につきまして、県内事業

による受注拡大が可能になりますように、県内

の企業様の情報等を集めたカタログ、冊子を作

成しまして、全国でそういった事業を展開、計

画、予定されている企業、そういった方々に冊

子を活用いたしまして、全国各地の受注を県の

地場企業の方に広げてまいりたいと考えており

ます。

【山口(初)委員】 具体的な利用としては、県の
関係者が持ち回っているというやり方をするん

ですか。

【黒島新産業創造課企画監】各事業者、また発

電事業者や発電機メーカー、そういった方が私

ども県の方に来られる時には、そういった活用

も考えておりますし、私どもが各地に出向いた

際につきましても活用を考えておりますが、メ

インといたしましては、海洋産業クラスター協

議会に配置をするコーディネーターが、発電事

業者や発電機メーカー等にヒアリングに伺う際

に、そういった冊子について活用してまいりた

いと考えております。

【山口(初)委員】 ④の洋上風力発電の商用化を
見据えた技術研究等活動経費支援、300万円予
定されていますが、これは具体的にどこに支援

をしようとされているのか。
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【黒島新産業創造課企画監】商用化を見据えた

研究開発につきましては、今後、洋上風力発電

事業が全国で広がっていくというところを見据

えまして、洋上風車へのメンテナンスの時のた

めにアクセス船、船で近くまで行って風車の方

に移るというアクセス船の需要が高まってくる

ところでございますので、そうしたアクセス船

の揺れを低減する、そういった装置の実用化に

向けて研究を進めているところでございまして、

これにつきましては、補助の方につきましては、

先ほどご説明差し上げましたクラスター協議会

の方に補助をして、その研究について実用化を

目指していただきたいということで考えており

ます。

【山口(初)委員】 （2）の海洋産業フォーラム
を開催するということで記載されていますが、

具体的な計画というのはどういうふうな状況に

なっているんですか。

【黒島新産業創造課企画監】海洋産業フォーラ

ムにつきましては、国内外の方から新しい海外

の洋上風力の状況でありますとか、国内の状況、

そういったものにつきまして有識者の方を講師

としてお招きいたしまして、県内、もしくは国

内から、関係の事業者の方にお集まりいただき

まして、そうしたセミナーの開催、また意見交

換を行っていただくことを予定しております。

また、一昨年度に開催しました時には、2セ
ミナー翌日に県内の五島の洋上風力施設の視察

も行ったところでございます。

今年度におきましては、新型コロナウイルス

感染拡大防止のために開催を中止させていただ

いているという状況でございます。

【山口(初)委員】 この海洋エネルギー関連の事
業そのものが、今後、いわゆる脱炭素化に向け

ても大きく飛躍する状況にあると思うんですけ

れども、県内のそういう関連事業者を見た時に、

特に造船関係と類似した事業であるわけなんで

すが、造船関係がやや厳しい状況、ＳＳＫの問

題もございますけれども、やろうとしている仕

事そのものは非常に近い部分になります。

そういうことで、新しくこの種事業を、いわ

ゆる造船関連産業あたりに取り込むということ

をしっかり県としてサポートしていく時期にき

ているのではないかと思うんですが、その辺に

ついては、部長の方からお考えをお聞きしてお

きたいと思います。

【廣田産業労働部長】 山口(初)委員ご指摘のと
おり、本県におきましては、これまで海洋エネ

ルギー関連産業を基幹産業化するということで、

先ほど答弁いたしましたように、海洋クラスタ

ー協議会を中心として、産学官連携によりサプ

ライチェーンの構築や専門人材の育成というこ

とに努めてきているところでございます。

そういった中で、再エネ海域促進法の法律が

できたと。そしてまた、昨年12月には、2050
年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦

略が発表されたところでございます。そういっ

たことから、その柱となります洋上風力発電の

市場は急速に拡大するということが見込まれて

おります。

今後、国内外でそういった企業の動きが活発

化するということが予想されます。そういった

ことから、市場の動向に注視すると、そういう

ことをやりながらサプライチェーンの構築等の

取組を強化していきたいと思っております。

そういった中で、造船関連企業については、

やはりこの洋上風力を担う企業との親和性、非

常に高いものと考えておりますので、今もう既

にクラスター協議会の中には造船関連の企業も

数社入っておられます。そして、今後そういっ
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た働きかけを強化しまして、ぜひそういうもの

に、新しい産業分野に参入を図っていただきた

いと。

その結果として、ひいては基幹産業として成

長すれば、長崎県の経済の活性化につながるも

のと思っておりますので、強力に推進を図って

まいりたいと考えております。

【山口(初)委員】 ありがとうございました。ぜ
ひしっかり周囲を見渡して、長崎県が元気にな

る一つの方策だと思いますので、よろしくお願

いをしておきたいと思います。

次に、18ページの新型コロナウイルス感染症
の関係での雇用対策の関係なんですが、緊急雇

用維持対策事業費の関係で予算化がされている

んですけれども、ここにアドバイザーによる助

成金の申請支援ということで、それぞれ雇用調

整助成金の申請に関する作成助言等を行うアド

バイザー（社会保険労務士）を事業所に派遣す

るとなっていますが、これは、もう少しこの仕

組みそのものについて教えていただけますか。

【井内雇用労働政策課長】②にございます、ア

ドバイザーによる助成金申請支援ということで

ございますが、このアドバイザーについては、

令和2年度の補正予算の中で、実は、この部分
については計上しまして、令和3年度において
も、引き続き実施をしたいと考えております。

今年度の当初、特に雇用調整助成金について、

制度そのものがわからないという方も結構いら

っしゃいます。さらに、書類が、大分簡素化は

されたんですけれども、かなり複雑だというお

声を大変多く頂戴しまして、それの指導ができ

る社会保険労務士を県の社会保険労務士協会に

20名お願いをいたしまして、その20名というの
は、県内各地にいらっしゃる方なんですが、そ

の方に、ご要望があった事業者様に対して、社

会保険労務士であるアドバイザーを派遣しまし

て、制度の説明であるとか、実際の申請に向け

た書類の書き方などの支援を行うというもので

ございます。これについて、来年度も引き続き

予算化をしているというものでございます。

【山口(初)委員】 この事業は、今、もう既にや
られているということですね。そういうことで

あるんですが、いまひとつ、仕組みそのものを

よくご存じないというか、わかりづらいという

こともあるんですが、端的に窓口というのが、

県内21市町それぞれの事業所があるんですけ
れども、どこを窓口として申し込みをしていけ

ばいいのか、これはもう単純な話なんですけど。

【井内雇用労働政策課長】雇用調整助成金自体

の窓口は労働局になるんですが、このアドバイ

ザーについては、私どもの雇用労働政策課にご

連絡いただければ、その地域の近い社労士の方

を調整させていただいて派遣するというものに

しております。

【山口(初)委員】 ということは、県が窓口で運
営するということですね。わかりました。

では、その次の緊急雇用創出事業費の関係な

んですが、これに類似したことで、県内の学生

さんもアルバイトでというのが募集があってい

たと思うんですが、それとはどう違うのかとい

うことについて、まずお尋ねします。

【井内雇用労働政策課長】こちら緊急雇用創出

事業の中には、内訳としまして、まさに、今、

委員おっしゃられます、大学生の方等をアルバ

イトで、コロナの影響が大分出ておるとお伺い

しておりますので、それらの方についても、こ

の予算をもって支援をしたいと考えております。

【山口(初)委員】 ということは、313名予定さ
れていますが、全て学生ではない、学生も含ま

れるという見方なんですか。
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【井内雇用労働政策課長】先ほど申し上げた大

学生の方、あるいは、これは県の直接雇用、会

計年度任用職員を想定しております。大学生の

方はアルバイトなんですが、それらの事務の方

であるとか、あと、コロナの対応に当たる保健

師、看護師の方々、そういう方も含めての313
人となっております。

【山口(初)委員】 この事業そのものの期間とい
いますか、どの時期を想定されているんですか。

【井内雇用労働政策課長】緊急雇用創出事業に

つきましては、令和2年度の4月と6月の補正で
それぞれ実施をしてまいりました。当初の予算

でも、今回予算化をしているわけでございます

が、コロナが雇用に及ぼす影響がどこまでにな

るかわかりません。その状況を踏まえながら、

どこまでやるかというのは判断したいと思いま

す。

この事業については、単年度の雇用になりま

す。短期の雇用になります。

【山口(初)委員】 帳面上計算すると、313人で
割ると、1人当たり150万円程度という予算規模
になっているようですね。

もう一つは、雇用労働政策課の関係で、長崎

で輝く人材マッチング事業費の関係なんですが、

人材活躍支援センターを運営していくというこ

とですが、ここのところも少し教えていただけ

ませんか。

【末續雇用労働政策課企画監】県の人材活躍支

援センターにつきましては、今年度、昨年4月
に新しくオープンをいたしまして、主に就職の

支援及び企業の採用力、いわゆる人材確保に対

する支援を実施しております。長崎と佐世保に

センターを持っておりまして、合わせて12人の
支援員を配置いたしまして、これは会計任用職

員になりますが、それぞれの支援を実施してお

ります。

【山口(初)委員】 これは、コロナの関係で新し
く発足したセンターなんですか。

【末續雇用労働政策課企画監】この人材活躍支

援センターにつきましては、それ以前、令和元

年度以前は総合就業支援センターという名称で、

就職支援等を行っておりまして、民間の事業者

に委託をして実施をしていたんですが、今回、

企業の人材確保の支援に比重を強く置くという

ことで、県の直営にいたしまして新たに開設し

たものでございます。特にコロナ禍だからとい

うわけではございません。

【山口(初)委員】 もう一つのバーチャル人材活
躍支援センターというのは、コロナの関係でつ

くられたものなんですね。

【末續雇用労働政策課企画監】バーチャル人材

活躍支援センターの構築費につきましては、来

年度事業として予算を計上させていただいてい

るんですが、今、山口(初)委員がご指摘のとお
り、コロナ禍の中で、なかなか実際のセンター

に来所できない方というのが増えております。

相談数で言いますと、前年度比約7割減の状況
でございまして、そのような中、県民に広く、

こういった就職支援のサービスを提供するため

には、やはりオンラインを活用した相談といっ

たものをもう少し集中的にやっていかないとい

けないと考えておりまして、ただ、なかなかい

きなりオンラインで相談を申し込むというのは

ハードルが高いものですから、ウェブ上にセン

ターをつくりまして、そこの中で、相談しやす

いような仕組みをつくりまして、オンラインに

よるサービスを展開することで、遠隔地にいら

っしゃる県民の皆様にも、こういったコロナ禍

で外出を自粛されている皆様、そういった方々

にきちんと就職サービスを提供できるというこ
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とで、このようなセンターを構築する予定とし

ております。

【山口(初)委員】 （2）県外人材確保等の事業
費につきましては、人口減少対策としてもきっ

ちりいい事業だと思っています。これは新年度

の予算に入っておりますけれども、これも今ま

でもやってきた部分があるのかなと思うんです

が、その実績についてお知らせください。

【末續雇用労働政策課企画監】県外人材の確保

につきましては、この資料に記載しております

とおり、来年度3つ事業を予定しております。
そのうち、オンラインＵＩＪターン企業面談

会につきましては、今年度、既に実施をしてお

りまして、これまで5回開催をいたしました。
結果として300名を超える県外の方に参加をい
ただきまして、県内企業の人材確保、採用機会

の創出に一定成果があったものと考えておりま

す。

ただ、私どもとしましては、やはりもう少し

集客を強化したいという思いがございまして、

そういった関係で、県内企業情報の全国発信と

いう事業を新たに始めまして、こういったイベ

ントへの誘客も含めて、県内企業の情報を発信

していきたいと考えております。

もう一つの人材紹介キャリアアドバイザー活

用につきましては、現在、県内には誘致企業を

中心にＩoＴ関連の企業が立地しております。ま
た、県内企業でも、先ほどもございましたが、

ＤＸ関係等でＩＴ人材のニーズが非常に高まっ

ております。

ただ、一方で、県内にはなかなかこういった

高度ＩＴ人材というのはいらっしゃいませんの

で、県外からいかにしてそういう人材を確保す

るかという観点で、長崎県独自の方式を考えて

おります。いわゆる民間の人材紹介会社にキャ

リアアドバイザーを置いていただきまして、企

業へのヒアリングであるとか、実際の人材候補

へのヒアリングを同じ方がやって、それでしっ

かりと紹介をするということが1点と、例えば
県内企業に紹介する時に、この企業とは合わな

かったという時に、通常ですと、その方をもう

手放してしまう、人材を手放してしまうんです

が、その場合に、では、次に県内のＢ社、そこ

がだめだったら、また県内のＣ社にということ

で、県内企業に順次、その人材の方を紹介して

いくような仕組みを今考えております。

このような形で、高度専門人材の確保をしっ

かりと支援していきたいと考えております。

【山口(初)委員】 コロナ禍の中で、人の動きが
どうしても止まっている状況ですね。これを逆

手にとって、長崎県としてはうまく、長崎はこ

うやって、コロナもおかげさまで落ち着きつつ

ある状況ですから、それをうまく利用して、関

東、関西から人を呼び込んで定着させる。移住

を含めてそういう政策を、ここが一番大事な時

期かなと思っていますので、しっかりやってい

ただければと思います。

【村田産業労働部次長】申し訳ありません。先

ほど溝口委員のご質問で、政策的新規事業の計

上状況についてのお尋ねの中で、コロナの臨時

交付金の充当状況についてお尋ねがございまし

た。

その際に、一覧表の中で2つの事業について
充当されているというふうにお答えをしました

けれども、確認をしましたところ、政策的新規

事業でお示しをしております事業のうち、経営

基盤強化事業について交付金を充当しておりま

す。下のサービス産業経営体質強化事業の方は、

最終的にはコロナの臨時交付金の対象にはなっ

てないということでございます。
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それ以外の事業で継続事業も含めまして、合

わせて産業労働部で10本の事業に総額11億
6,000万円余りの臨時交付金を充当していると
いうことで確認ができましたので、ご報告をさ

せていただきます。

【久保田分科会長】ほかに質疑はございません

か。

【山口(経)副会長】説明資料の35ページの人材
育成の観点でお尋ねをしたいと思います。

新規事業で、新時代の若手人材定着・育成促

進事業という形で、雇用労働政策課所管で上が

っておりますけれども、まず基本的なことで、

「若手」と「若者」とどういう定義でやってお

られますか。

【末續雇用労働政策課企画監】今回の若手人材

の事業につきまして、特に「若手」、「若者」

を使い分けているわけではございませんが、今

回、早期離職の防止に観点を置いた事業として

おりまして、新規学卒者で県内就職された方で

3年目ぐらいまでの方を、基本的にこの事業の
対象としております。

ですから、「若手」、「若者」どちらの言い

方でも、特に区別はございません。

【山口(経)副会長】 新規学卒者で3年以内の方
が「若手」という形で定義のようですが、若者

定着課として一つの事業形態で取り組むのがい

いんじゃないかというふうに思いますけれども、

県内に就職されて、そして早期離職が多いとい

うことでこういう事業も組み立てられているわ

けですけれども、それを若者定着の一貫として

捉えてやるのが、そういう事業がいいんじゃな

いかというふうに考えますけど、いかがですか。

【貞方産業労働部政策監】若手ということだか

ら若者と一緒にして、いわゆる新卒者と一緒に

にして、一つの課で所管させてはどうかという

お尋ねでございますが、副会長がご指摘のとお

り、そういった考え方もあろうかと思います。

一方で、若者定着課というのはもともとなか

った組織で、雇用労働政策課の中の一部で所管

していたものを外出しをしました。そのときに

議論させていただいて、やはり高校・大学の新

卒の対策に特化した方がやりやすいんじゃない

かということで、今、3年目を経過していると
ころでございます。

今のところすみ分けとして、卒業後の対策に

ついては、第二新卒等も含めて雇用労働政策課、

新卒については若者定着課ということで、十分

うまくいっていようかと思います。

その間の整合性を保つために、私は括弧の中

に若者の県内定着という所管事項が入っていま

すので、問題があれば、私の方で適宜調整をし

たいと思っています。少なくとも来年度までは

これでやらせていただければと思っております。

【山口(経)副会長】 高卒者を含めて、若者の県
内定着を目指して、その目玉として若者定着課

というのを外に出して、そしてわざわざそうい

う位置づけをしているわけですから、これも一

つの若者という考え方の中で県内定着していた

だいたら、次のフォローまでするというのが若

者定着の考え方じゃなかろうかと思うんですよ。

その点についてしっかり、目玉を出したんだか

ら、そこの表現をもうちょっとやっていただき

たいと思うんですけど、いかがですか。

【貞方産業労働部政策監】大変貴重な視点でご

ざいますので、今後、組織を見直す際には、そ

の点についても十分検討させていただきたいと

思います。

【山口(経)副会長】 組織を見直す際じゃなくて、
所管を見直す際でしょう。組織は、若者定着課

という形で組織をつくって、目玉として、やっ
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ぱり若者を県内にとどめていこうという形を出

しているわけですから、それを進化させていく

必要があると思うんですよ。ですから、それは

所管分けの件で私は言っているわけで、そこら

辺は誤解なくお願いしたいと思います。

【廣田産業労働部長】 今の山口(経)副会長のご
指摘ですけれども、考え方がいろいろございま

して、対象者を中心として所管を分けるという

ことと、対象者に対する対策に着目して所管を

分けるという考え方があろうかと思います。

それで、基本的には若者定着、新卒、そうい

ったものについての対応は、関わりがある分に

ついては連携をしてやるという形をとっている

んですけれども、先ほど政策監がご説明したよ

うに、若者定着の中で新卒者の県内就職という

ものを県の主要施策として、数年前から取り組

んでいるところでございます。

それで、今回、若者定着のところに特化した

形で若者定着課はやっていますけれども、あと、

「若者」、いわゆる就職後3年以内に離職する
とか、そういったところも新たな課題として上

がってまいりました。そうしたときに、それを

新卒者の対策と併せてやるのか、それとも離職

者ですね、若者に限らず氷河期とか、そういっ

た幅広い離職者に向けた対策をとるのかという

ところがございまして、今年もそうなんですけ

れども、来年度につきましては、やはり新卒者

については若者定着課で特化させようと。これ

は、高卒については一定効果が出ておりますが、

大学生については、まだ成果が出てないという

ところがございますので、それを重点的に来年

までやりたいというところで、それ以外のとこ

ろについては、これまでどおり、雇用労働政策

課なり人材活躍支援センターの方で対応させよ

うかと思っております。

ただ、正直申しまして、若者定着課と雇用労

働政策課のやっている業務というのは、ほとん

ど密接不可分のところがございます。そういっ

たこともございますので、今後の事業の効果な

り、成果なりを見極めた上で、所管については

また検討してまいりたいと考えております。

【山口(経)副会長】 ぜひ、系統立った、皆さん
にわかりやすい所管であったり、事業であった

りやってほしいというふうに思います。

次の成長分野人材確保・育成事業ですけれど

も、成長分野は海洋エネルギー関連、それから

ＡＩ・ＩoＴ・ロボット関連、それから航空機関
連、この3分野じゃないかと思うんですけれど
も、その3分野で必要とされる人材、どのよう
な人材を想定しておられますか。

【末續雇用労働政策課企画監】本事業におきま

しては、成長産業分野の人材確保を図るための

事業でございますが、現在、足元で人材確保の

ニーズが高まっております、一つは半導体関連

産業、もう一つが情報関連産業、いわゆるＡＩ・

ＩoＴ関連産業を、今、主なターゲットとしてお
ります。

その背景といたしましては、半導体関連産業

におきましては、県内で工場の増設等による設

備投資がある中で、人材確保のニーズが非常に

高まっている状況にございます。また、情報関

連産業につきましては、企業誘致により、大手

企業の研究開発拠点が県内に集積していること

や、今後のＤＸ推進によりまして、非常に波及

効果等が見込まれる現状から、人材確保が今後

必要と考えております。

具体的には、例えば半導体関連産業で言いま

すと、協力企業も含めて半導体製造の業務に就

くことになるんですが、その経験がある方とい

うのが、やはりあまり労働市場にいらっしゃら
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ないと。情報関連産業につきましても、やはり

それなりのスキルが必要になってまいりますの

で、そういう方々も県内には少ないということ

で、その方々が、未経験者の方を含めて、雇用

した際にしっかり人材育成をやっていただこう

ということで、そういった経費に対する支援措

置として、今回の事業を計上いたしております。

それぞれの産業でしっかり働ける方々の雇用、

人材確保について支援をしてまいりたいと考え

ております。

【山口(経)副会長】 そこで必要とされる人員で
すね、どれくらいの人員を想定し、そしてどの

ように育成についてやっていこうというふうに

考えておられますか。

【末續雇用労働政策課企画監】この事業全体に

おきまして、想定している確保人数は100名分
を想定いたしております。

訓練の方法なんですが、例えば企業様が、実

際に訓練施設であるとかそういったところで3
か月とか半年とか訓練をされますけれども、や

はりそこに必要な経費をしっかり支援をしてい

く必要があると思っておりまして、一つは、ど

うしても訓練期間中は賃金の額が下げられる傾

向にあるものですから、いわゆる人材確保の訴

求力がちょっと下がってしまうと。例えば半導

体関連で申しますと、県外の自動車産業などに

人の確保で採り負けてしまうような状況も見受

けられますので、そこが劣後しないように、し

っかり我々の方で支援をして、賃金を下げずに

訓練をしていただけるように、そういった支援

をしていきたいと考えております。

【山口(経)副会長】 先ほどのＤＸの関係でも、

高度情報人材が求められる。この成長分野でも

そういった高度人材が求められるということな

んですけれども、県立大でそういう人材育成を

やったり、今度は長大でもそういう人材育成を

やったり、そういう下地ができつつあるわけで

すね。そういったことをしっかりと県内企業の

人材と、育成も含めて、確保を含めてやってい

かないといけないと思うんですけれども、部長、

どういうふうにお考えでしょうか。

【廣田産業労働部長】 副会長ご指摘のとおり、

昨今、情報関係の推進が目まぐるしく進展をい

たしております。

そういったものに対応できるように、情報関

係の人材育成を図ろうということで、県立大学、

あるいは長崎大学、そして佐世保高専等で、県

内の大学等で育成が進んでいるところでござい

ます。

学卒者はそういう形で養成をやるわけですけ

れども、やはりそれだけではなかなか、一人前

になるまでには時間がかかるということがござ

いまして、いわゆる在職者、現在働いている方

のスキルアップも併せて図らないといけないと

思っています。そういうことから、長崎大学に

委託する中で、そういったリカレント教育もや

っているところでございます。

そしてまた、今回、新たな事業といたしまし

たのが、中小企業等が新分野に進出する中で、

やはり人材も必要だろうというところがござい

ますので、一定、学卒者の教育、そしてリカレ

ント教育ということで、長崎大学等での教育も

ありますけれども、さらに、その人材確保の手

法を新たに今回の事業で設けたということでご

ざいます。

今後、ますます情報化というのは進んでまい

ると思いますので、それを担える人材を育てて

いくというのが、ひいては、県内経済の活性化

にもつながっていくものと考えておりますので、

今後あらゆる手法をとりながら、その育成を図
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っていきたいと考えているところでございます。

【山口(経)副会長】 しっかりとそういう高度情
報人材を育てていって、また、在職者のそうい

うニーズもあるということから、セミナー等で

技術の発展というのをしっかりやって、産業の

振興につなげていっていただきたというふうに

思います。

それから、もう一点、16～17ページでありま
すけれども、地場企業立地推進助成事業という

のがあります。これは県内の企業が工場を県内

に立地したり、設備投資をしたりする点に助成

していくということなんでしょうけれども、そ

の予定数とか、今現在わかっている部分はどの

くらいありますか。

【久保田分科会長】 休憩します。

― 午後 ２時４９分 休憩 ―

― 午後 ２時４９分 再開 ―

【久保田分科会長】 分科会を再開いたします。

【宮地企業振興課長】 ただいま山口(経)副会長
からお尋ねがございました、地場企業立地推進

助成事業でございますが、これは過年度に立地

協定をした企業様が工場を稼働されて、本格稼

働になって1年経過して確認した時点で補助金
を出すというふうな立てつけになっておりまし

て、来年度につきましては、合計9社に対して
補助金をお出しする予定になっております。

中身としましては、航空機関係や産業用機械

や半導体などの企業様にご支援する予定となっ

ております。

【山口(経)副会長】 設備投資関係でほとんどで
すか。

【宮地企業振興課長】制度としましては、新た

な雇用を伴う取組に対してご支援しますけれど

も、金額として、やっぱり設備投資にかかる分

が大きいものですから、設備投資の補助金がほ

ぼメインというふうになってまいります。

【山口(経)副会長】 9社に支援をするというこ
となんですけれども、まだまだその先も予定が

あって、今回の分では充足してないということ

もあり得るんですか。

【宮地企業振興課長】 今、山口(経)副会長おっ
しゃられましたとおり、企業様としては雇用も

十分、稼働もしっかり、設備投資も入ったとい

う一番マックスの状態で申請して補助金を受け

られるというのが有利なものですから、そうい

うふうに至ってないというところは、次年度に

スケジュールがずれたりとか、また、事業自体

の状況で、コロナ禍もいろいろございますので、

企業様の状況でいろいろ後ろにずれたりという

ことはございます。

【山口(経)副会長】 そういう元気な企業が地場
企業として育っていただくというのが、県内の

雇用に一番プラスになるわけで、しっかりやっ

ていただきたいと思います。

それから、もう一点、25ページのヘルスケア
産業創出促進事業なんですけれども、県の一つ

の大命題として、「健康寿命日本一」をやろう

ということなんです。それには延伸に寄与する

ヘルスケアサービスの創出・促進という形なん

ですけど、もう少し詳しくご説明いただけない

でしょうか。

【吉田経営支援課長】介護分野、あるいは健康

分野につきましては、医療保険とか介護保険と

いう保険の制度がございますけれども、その保

険でカバーされない部分については産業化の余

地があるということで、県内の事業者の中で、

運動とか、食事とか、旅行などに関する取組を

されている事業者を集めてワークショップ等を

行いまして、また、ヘルスケアで先進的な取組
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をされている事業者のセミナー等も行った上で、

異業種が一緒になって新商品だったり、あるい

は新サービスを生み出していくということをマ

ッチングしていきたいということで取組を進め

ております。

コンサル業者に委託をしましてセミナーを開

催し、ワークショップを開催するという中で、

お互いが取り組んでいる内容等を紹介しあいな

がら、自分のところの取組をそこに組み合わせ

ることで事業化が図られるというふうなアイデ

アを具体化していこうという取組を進めており

ます。

【山口(経)副会長】 対象の業種とか者について
は、どれくらい想定しておられますか。

【吉田経営支援課長】対象の業種としましては、

特に制限は設けておりません。ただし、先ほど

申しました運動、旅行、食というものを、今後

ヘルスケア関連で伸びていく大きな3つの分野
と考えておりまして、そこに関連して取り組も

うとされているアイデアをお互いが持ち寄って、

それを一緒になって進めていくというふうな形

で、そこにコンサルが計画策定だとか、そうい

ったことを支援するというスタイルでやってお

ります。

【山口(経)副会長】 実際に具体的な取組の例が
ございますか。

【吉田経営支援課長】今年度取組をされている

中で幾つか申し上げますと、電動自転車でＱＲ

コードを活用して観光スポットを回るようなデ

ジタルスタンプラリー、これによって健康を増

進するというふうなことで、ホテルの事業者、

情報系の企業、あと、電動自転車をつくってら

っしゃる企業、そういったところが一緒になっ

て取り組めないかというふうなことをやってお

ります。

また、ニューノーマルなヘルシー食品を何と

か開発できないかということで、ハンバーガー

をつくってらっしゃる事業者とハムをつくって

いる事業者等が、一緒になって事業化できない

かというふうなことで取り組んでいるような事

例がございます。

【山口(経)副会長】 今、具体例を伺えば、観光
産業にも関連が強くあるような感じがするわけ

ですけれども、そういう横のつながりですね、

そういったものを庁舎内でも考えておられます

か。

【吉田経営支援課長】 この分は、主に国保・健

康増進課、あるいは長寿社会課といったところ

に情報提供しておりますけれども、その具体の

内容で、観光に関連するような分につきまして

は、観光振興課の方にもこういう動きがあると

いうふうなことは情報提供しておりまして、ワ

ークショップとか、成果発表会とかあるんです

けれども、そういうところに観光振興課から担

当が参加したりというふうなこともされており

ます。

【山口(経)副会長】 地域おこしにもそういった
ものが関連してこようかと思うんですけれども、

十分横の連携を取りながら、ヘルスケアという

のが今から伸びつつあるんだということで、い

ろんなアイデアを募る、そういったものも必要

かと思うんです。

そういうことで、十分協議をしながらやって

いっていただきたいと思います。

終わります。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】ほかに質疑がないようです

ので、議案に対する質疑を終了いたします。

次に、予算議案に対する討論を行います。
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討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第2号議案のうち関係部分、第8号議案、第78
号議案のうち関係部分及び第83号議案につい
ては、原案のとおり、可決することにご異議ご

ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり、可決すべ

きものと決定されました。

ここで、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時５８分 休憩 ―

― 午後 ３時１０分 再開 ―

【久保田委員長】 再開いたします。

次に、委員会による審査を行います。

議案を議題といたします。

産業労働部長より総括説明をお願いいたしま

す。

【廣田産業労働部長】産業労働部関係の議案に

ついてご説明いたします。資料といたしまして、

農水経済委員会関係議案説明資料とその追加1
がございますので、お手元にご用意いただけれ

ばと思います。

農水経済委員会関係議案説明資料、当初版の

1ページをお開きください。
産業労働部関係の議案についてご説明いたし

ます。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第37号議案「長崎県工業技術センター条例の一
部を改正する条例」、第38号議案「長崎県新型

コロナウイルス感染症対応資金繰り支援基金条

例」、第63号議案「公の施設の指定管理者の指
定について」、第71号議案「ながさき産業振興
プラン2025について」であります。
はじめに、条例議案についてご説明いたしま

す。

第37号議案「長崎県工業技術センター条例の
一部を改正する条例」につきましては、施設の

増設及び設備機械類の廃止に伴い、所要の改正

をしようとするものであります。

第38号議案「長崎県新型コロナウイルス感染
症対応資金繰り支援基金条例」及び第63号議案
「公の施設指定管理者の指定について」につき

ましては、先ほど分科会においてご説明いたし

ましたので、説明を省略させていだきます。

計画議案についてご説明いたします。

第71号議案「ながさき産業振興プラン2025
について」につきましては、「長崎県総合計画」

の部門別計画の1つである「ながさき産業振興
プラン」が本年度で終期を迎えるため、これま

で県議会をはじめ、民間企業、大学、商工団体

等からなる「次期ながさき産業振興プラン（仮

称）」に係る有識者会議や県民の皆様からのご

意見をいただきながら検討を進めてまいりまし

た。

本プランは、令和3年度からの5か年計画とし
て策定しようとするものであり、コロナ禍から

の本県産業の再生を優先課題としながら、新た

な総合計画に定めた方向性に基づく施策を着実

に実行していくことを表すスローガンとして、

「進化と創造、未来への挑戦。危機を克服し持

続可能な発展を目指す長崎県」を掲げ、本スロ

ーガンのもとに、基本指針として「進化に挑戦

する」、「人が未来を創る」、「地力を高める」

の3つの柱を定め、本県の製造業、サービス産
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業がコロナ禍の危機を乗り越え、新たな時代に

向かって、さらなる生産性向上、付加価値向上

を図ろうとするものです。

「進化に挑戦する」では、危機的な状況の中

において事業の継続と雇用の維持を図るととも

に、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）

の推進や多様なイノベーションの創出により、

企業変革力の強化に取り組んでまいります。

次に「人が未来を創る」では、若者の県内定

着や地域で活躍する多様な人材の育成・確保に

取り組んでまいります。

さらに、「地力を高める」では、ＡＩ・Ｉo
Ｔ・ロボット関連産業、海洋エネルギー関連産

業、航空機関連産業といった次なる基幹産業の

創出に取り組むとともに、地域産業を支える中

小企業者の成長促進、事業承継や創業・起業の

推進に取り組んでまいります。

今後の施策の推進にあたっては、それぞれの

基本指針の下に構築した各振興施策及び5つの
重点推進プロジェクトを中心に、コロナ禍を乗

り越え、本県産業の持続的な発展に向け、関係

機関と連携して各種施策を積極的に推進してま

いります。

次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。

本日、ご説明いたしますのは、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響を受けた事業者への支

援について、経済・雇用の動向について、佐世

保重工業株式会社（ＳＳＫ）の希望退職者募集

等の対応について、県内企業のデジタルトラン

スフォーメーション（ＤＸ）の推進について、

航空機関連産業の振興について、ＡＩ・ＩoＴ・
ロボット関連産業の振興について、海洋エネル

ギー関連産業の創出について、県内製造業の支

援について、事業承継の推進について、企業誘

致の推進について、県内定着の促進について、

産業人材の確保について、外国人材の受入れに

ついて、長崎県行財政運営プラン2025（案）の
策定について、第2期長崎県まち・ひと・しご
と創生総合戦略の改訂について、令和3年度の
組織改正について、綱紀の保持についてでござ

います。

内容は記載のとおりであり、そのうち、新た

な動きなどについて、ご説明いたします。

追加1の1ページをご覧ください。
（新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け

た事業者への支援について）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け

た事業者への支援につきましては、「感染拡大

防止」と「経済活動の回復・拡大」の両立を図

るため、県議会でご承認をいただきました施策

を中心とし、これまで各種対策を講じてきたと

ころであり、その主な実績について、ご報告い

たします。

（1）資金繰り支援
昨年3月2日に発動した県の制度融資「緊急資
金繰り支援資金」については、現在、1,600億円
の融資枠を確保するとともに、年末以降の新型

コロナウイルス感染症拡大の深刻な状況を踏ま

え、国の制度を活用しながら、中小企業者の資

金繰り支援に万全を期すべく、実質無利子とな

る融資について、申込期限の3月末までの延長
や融資限度額の4,000万円から6,000万円への
引き上げを行っております。

2月26日時点で、長崎県信用保証協会の保証
承諾実績は8,958件、約1,322億円となっており
ます。

また、中小企業者が円滑に融資を受けられる

ようにするため、これまで、県内各地で専門家

による相談対応や融資申請書類の作成支援を行
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ってきたほか、県内の制度融資取扱金融機関と

保証協会に対して、中小企業への融資の迅速な

対応等を要請してまいりましたが、去る2月1日
に、改めて県から関係機関に対し、追加融資も

含めた相談への迅速かつ丁寧な対応を文書で要

請したところであり、今後とも資金需要の動向

を注視しつつ、必要な対策を講じてまいります。

（2）製造業への支援について
製造業については、新型コロナウイルス感染

症の長期化による事業への影響や、国内回帰を

含むサプライチェーンの変化などに対応するた

め、県内製造業者が行う成長分野における取組

を支援する「成長産業ネクストステージ投資促

進補助事業」を実施し、77件、18億2,000万円
を採択いたしました。

さらに、未だコロナ禍にある本県の経済状況

等を踏まえ、令和2年度2月経済対策補正予算に
おいても、同様の事業実施のための予算6億円
をご提案したところであり、コロナ禍にあって

も成長分野において規模拡大等を行う県内製造

業者の支援を実施し、引き続き、地域経済の活

性化と雇用の下支えを図ってまいります。

（3）飲食店等に対する支援
サービス産業については、コロナ禍により影

響を受けた事業者の事業継続や再起に向けた取

組を支援する「非接触サービス対応普及支援事

業」を実施し、218者、約9,000万円を採択した
ほか、商店街や商店街内の事業者が行う3密回
避、衛生改善等の取組を支援する「安全・安心

な買い物環境整備事業」を実施し、3月1日時点
で65件、約1億5,400万円の採択を行っておりま
す。

また、密閉された空間で経営せざるを得ない

など、感染拡大のリスクが高いとされている飲

食店等に対し、新たな換気設備等の導入や更新

に要する経費について、3月1日現在で475件の
交付決定を行いました。

なお、1月20日から2月7日までの期間、飲食
店及び遊興施設に対し営業時間の短縮を要請し、

ご協力いただいた事業者に対しては、県と市町

が共同で、一店舗あたり76万円の協力金を交付
することとし、1月18日に開催された臨時県議
会において関係予算をご承認いただいたところ

であり、速やかな支給に向け、市町と連携し、

取り組んでおります。併せて、飲食店等の時短

営業や不要不急の外出・移動の自粛により影響

を受けた県内事業者を市町と連携して支援して

まいります。

（4）雇用の維持・創出への支援
経済上の理由により従業員を休業させる事業

主の負担を軽減し、雇用の維持を図るため、国

の雇用調整助成金に本県独自の上乗せ助成を実

施する「長崎県緊急雇用維持助成金」について

は、国から支給決定を受けた県内中小企業を対

象としており、3月1日時点の支給実績は456件、
約5,440万円となっております。
さらに、離職者の体験就労を支援する「チャ

レンジ体験就労補助金」においては、14名分を、
正規雇用を支援する「離職者雇用助成金」にお

いては、153名を支援する予定であり、併せて、
支援対象の拡大について検討してまいります。

新型コロナウイルス感染症の収束の見通しが

不透明であることから、今後とも、感染症が及

ぼす影響と経済活動の動向を注視し、国の施策

も最大限活用しながら、それぞれの分野におい

て、適時適切に必要な対策を講じてまいります。

同じく、追加1の4ページをご覧ください。
（佐世保重工業株式会社（ＳＳＫ）の希望退職

者募集等の対応について）

去る2月12日、ＳＳＫから、新造船事業の一
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旦休止及び修繕事業の強化、それに伴う希望退

職者募集の発表がありました。県としては、世

界的な造船不況や韓国・中国との競争激化、更

に新型コロナウイルスの影響などもあり、非常

に厳しい環境にある中、ＳＳＫとして事業を継

続していくために、苦渋の決断をされたものと

認識しております。

まずは、離職された方々への再就職支援につ

いて、ＳＳＫや国、佐世保市などと連携し対応

するとともに、可能な限り県内で再就職いただ

けるよう努めてまいります。また、協力企業の

皆様に対しても、今後の仕事量の減少に備えて、

商談会などの取引マッチングや資金繰りの支援

を行うなど、対策を講じてまいります。

こうした中、2月17日には、県主催で長崎労
働局、産業雇用安定センター、佐世保市、佐世

保商工会議所等の関係機関が参加する「緊急雇

用対策会議」を招集したところであります。

今後の動向に注視しながら、関係機関が連携

し、再就職支援や経営支援、取引拡大支援を実

施してまいります。

最後に、当初版の12ページの下段をご覧くだ
さい。

（綱紀の保持について）

先般、令和2年6月から10月の間、複数の出張
において業務を行わず不正に交通費等を受給し

た職員に対して、令和2年12月24日付けで停職2
月の懲戒処分等を行いました。

職員の服務規律の確保については、これまで

も再三にわたり周知徹底を図っているところで

あり、再発防止に取り組んでいる中で、職員が

このような不祥事を起こしたことは、誠に遺憾

であり、県議会をはじめ県民の皆様に対しまし

て、深くお詫びを申し上げます。

今後、県民の皆様の信頼を回復するため、職

員一人ひとりが法令遵守はもとより、全体の奉

仕者として高い倫理観を持って行動するよう、

綱紀の保持のさらなる徹底に全力を尽くしてま

いります。

なお、その他の事項につきましては、記載の

とおりであります。なお、「政策等決定過程の

透明性等の確保及び県議会・議員との協議等の

拡充に関する決議に基づく提出資料」、「令和

3年2月定例会県議会 農水経済委員会補足説明

資料」の2種類について説明資料を配付させて
いただいております。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【久保田委員長】次に、産業政策課長より補足

説明を求めます。

【松尾産業政策課長】それでは、計画議案とし

て、今回提出させていただいております、第71
号議案「ながさき産業振興プラン2025」につき
まして、プランの本体は63ページございますの
で、本日は、委員針の皆様のお手元に、補足説

明資料としてお配りしております概要版を使っ

てご説明をさせていただきます。

1ページをお開きください。
先ほど産業労働部長からご説明いたしました、

本プラン策定の趣旨や、計画としての位置づけ

をお示ししております。

本プランは、「長崎県総合計画チェンジ＆チ

ャレンジ2025」の部門別計画であると同時に、
長崎県中小企業・小規模企業の振興に関する条

例に定められた「中小企業の振興を図るための

施策を総合的に推進する計画」として位置づけ

を持つものでございます。

2ページをご覧ください。
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左側に記載しております国の方向性、右側に

記載しております本県産業の課題を踏まえまし

て、本県が抱える課題への取組を着実に実行し、

コロナ禍がもたらした時代の潮流や国の方向性

と連動し、新たな時代への変革を一挙に進める

ことを本プランの基本姿勢としております。

3ページをお開きください。
中段に、本県産業振興に向けて、左側からコ

ロナの影響の克服という課題、人に関する課題、

仕事に関する課題の3つの重点課題をお示しし
ております。

この重点課題に対応していく上で、ニューノ

ーマルへの適応、デジタル強靱化社会の実現、

オープンイノベーションによる価値創造という

3つの共通視点を持って施策を展開していこう
と考えております。

4ページをご覧ください。
今回、新たにスローガンを設けたいと考えて

おります。総合計画が掲げる理念を踏まえなが

ら、官民が一丸となって、コロナ禍の難局を乗

り切り、時代の変化をチャンスと捉えて進化を

目指すという思いを、「進化と創造、未来への

挑戦。危機を克服し持続可能な発展を目指す長

崎県」というスローガンに込め、このスローガ

ンのもとに、4ページにお示しする3つの基本指
針を定めております。

まず、基本指針1「進化に挑戦する」では、
危機的な状況を打開する事業継続の支援、デジ

タルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進、

多様なイノベーションを創出する環境づくりの

3つを施策の柱に据え、コロナ禍からの再生に
向け、スピード感を持って取り組んでまいりた

いと考えております。

次に、基本指針2「人が未来を創る」と基本
指針3「地力を高める」では、次期総合計画と

連動して、若者の県内定着と地域で活躍する人

材の育成、そして、力強い産業の育成による魅

力ある仕事の創造を目指し、4ページ下段に記
載しております施策の柱を中心に、各施策に取

り組んでまいりたいと考えております。

5ページ、6ページをお開きください。
これまで説明してまいりました内容を施策体

系図にまとめております。スローガンのもと、

3つの基本指針と11の施策の柱があり、施策の
柱のそれぞれに、6ページに記載の25の事業群
を位置づけて、施策の全体を構成しております。

また、プランの本編におきましては、それぞ

れの事業群ごとに、主な県の取組、施策の目指

す姿とそれに向けて取組を進める組織や団体、

いわゆる主な活躍主体についても記載をしてお

ります。

施策体系図の6ページ、右の方に記載してお
ります重点推進プロジェクトについては、次の

7ページからをご覧ください。
7ページから11ページには、基本指針にはか

り、今後、県が中長期にわたって注力していく

施策を5つの重点推進プロジェクトとしてまと
めております。

まず、7ページの1、県内中小企業ＤＸ推進プ
ロジェクトでございます。

コロナ禍を契機としまして、感染症や災害と

いった、今後想定される様々なリスクに備え、

また、生産性の向上、競争力の維持・強化のた

めに、県内の中小企業を対象として、ＤＸを強

力に推進していく必要があるものと考えており

ます。

そのためには、まず、中小企業の経営層、リ

ーダー層へＤＸ推進の意識醸成を図ります。そ

して、各事業者のＤＸ計画の策定と実行に関し、

それぞれのステップで支援し、県内中小企業に
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おけるデジタル技術を活用した新事業展開など

の経営革新の後押しをするとともに、県内情報

関連産業のＤＸ市場への参入による産業振興を

目指してまいります。

次に、8ページをご覧ください。
産業人材育成・確保プロジェクトは、本県の

重点課題の1つである、産業人材の育成・確保
に向けた取組でございます。

県内企業の人材確保を後押しするため、採用

力向上に向けた職場環境の改善、処遇改善を伴

走型で支援するとともに、ＵＩＪターン人材を

含む県内外の人材とのマッチングを進めてまい

ります。

また、成長分野への産業人材の転換を目指し、

企業における人材育成の充実に向けた支援にも

取り組んでまいりたいと考えております。

次に、9ページをお開きください。
3、海洋エネルギー関連産業振興プロジェク

トは、海洋エネルギー分野における拠点形成と

雇用の拡大を目指す取組でございます。

昨年10月には、長崎海洋アカデミーが長崎大
学内に開講し、専門人材の育成が形となって進

んできたところでございます。

本取組におきましては、アンカー企業の創出、

サプライチェーンの構築が重要でありますので、

今後も、引き続き取り組んでまいりたいと考え

ております。

10ページをご覧ください。
4、ＡＩ・ＩoＴ・ロボット関連産業振興プロ

ジェクトは、この分野の関連産業があらゆる産

業の生産性や付加価値の向上に必要な成長産業

と見込まれることに加え、県内のユーザー側へ

のＤＸ推進に対して、県内サプライヤー企業が

課題解決ツールなどを提供できる存在となり得

ることから、誘致ＩＴ企業との連携による県内

サプライヤー企業の事業拡大の取組への支援な

どを行い、技術力のある県内企業群が形成され

るよう取り組んでまいりたいと考えております。

11ページをお開きください。
最後に、5、航空機関連産業振興プロジェク

トでございます。

昨年11月、大手重工メーカーのエンジン工場
の稼働が開始され、新たな県内企業との取引も

期待されるところでございますが、県としまし

ては、サプライチェーンの構築強化、企業誘致、

人材育成・確保の支援を行うことにより、航空

機関連産業需要を県内に取り込み、地域の仕事

と雇用の拡大を実現できるよう取り組んでまい

りたいと考えております。

以上、5つのプロジェクトを、今後重点的に
進めていきたいと考えております。

最後に、12ページをお開きください。
12ページから14ページに記載しております

のは、本プランの数値目標の一覧でございます。

以上、大変駆け足で恐縮でございますが、補

足説明とさせていただきます。

【久保田委員長】以上で説明が終わりましたが、

第38号議案及び第63号議案に対する質疑は終
了しておりますので、第37号議案及び第71号議
案に対する質疑を行います。

質疑はございませんか。

【外間委員】ただいま産業政策課長より、補足

説明資料「ながさき産業振興プラン2025（概要
版）」のご説明をいただきまして、一定期待を

いたしておりますが、私は、今回の議会を通し

まして、知事が人口減少に歯止めをかけるため

に、一丁目一番地として、この人口をどうやっ

て増やしていくかということを、若者の県外の

雇用を創出することに歯止めをかけたいとかい

ろいろおっしゃっていた中で、2025の県の総合



令和３年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月９日）

- 84 -

計画も含めて、どうしても一つ足らないものが

あるのではないかとずっと引っかかっているの

が女性問題でありまして、やっとこのプランの

中にも、ＤＸの中にサービス産業の女性と若者

という光がここに当たって、いよいよこういう

産業の創出に女性の活躍する社会や、女性の登

用や2040年問題にも、経営支援課長がご説明を
なされたとおり、変化に対応していくためには、

これらの問題をどう克服していくかのキーワー

ドは、私はこの「女性」にあると思っておりま

す。

今日の長崎新聞にも、経団連が女性の副会長

をついに登用いたしております。単にこのこと

は操り的なのか、本当にこのまま日本の全ての

社会の構造を変えていくために、一定女性の登

用をもってこれからの社会の変革に対応してい

くんだという、もしかしたら、機会のあらわれ

ではないかと。

あるいは、一昨日の長崎新聞の議員の女性登

用についても、クォーター制度の導入というこ

とをもって、4分の1システムを生み出しながら、
理屈抜きに女性を入れ込んでいくというふうな

ことでの女性の内容が、こういうプロジェクト

の中に、まだまだ小さくしかできてないという

ことは、もっともっと研究していかなければい

けない。人口減少対策がどうしてもうまくいか

ないところは、もしかしたら、こういったとこ

ろにあるのではないかなというふうに感じざる

を得ないのであります。

もう一つ、参考までに言わせていただくなら

ば、世界経済の、例えばＧＡＦＡと呼ばれるサ

ービス業、マイクロソフトと合わせて5社で東
証一部の2,170社の時価総額をはるかに超えて
いると。アメリカのサービス産業のわずか5つ
の業者が日本の東証の一部の全てを超えている

と。しかも、それはこの30年間の間に、つい平
成の初頭では、世界の企業の20社が、20位の中
に日本が14社入っていたと。今では、30年後に
はゼロ、トヨタが33位という程度で、一体どこ
に向かって日本は経済のかじ取りをしてきてい

るのか。

そういった時に、やっと今、ＤＸだ。さあ、

これからのサービス産業はということで、行政

も全庁挙げて企業に働きかけをしながら、一緒

にこれからの社会を変えていこうという動きが

やっと出てきて、まだしかし、その中に女性と

いうのが入っていない。サービス産業の市場の

7割は女性であって、我々は、その女性の欲し
がるものもわからない状態で、果たして女性の

登用を操り的にやっているのではないかという

ふうなことを感じてならないのでありまして、

そこでもう一回、ＤＸにおけるサービス産業の

「女性」というキーワードを御課としてどのよ

うに捉えておられるのか、ご説明をお願いいた

します。

【吉田経営支援課長】今回、コロナ禍で明らか

になってきましたのが、社会はどんどん変わっ

ていく。消費者のニーズが変化し、特に日本に

おいて、あるいは長崎県においては人口も減少

しますし、生産年齢人口も減少していくと。

そういう中で、経営自体が変わっていかない

といけない。そこには、女性もそうですけれど

も、女性や高齢者、障害者、そういった多様性

を持った組織体というものが必要になってくる

と考えております。

従前は、サービス産業には女性の就職が多い

というふうに言われておりましたけれども、非

正規社員という関係もあって、どうも最近は女

性が必ずしも県内のサービス産業に就職するわ

けではないと。要は魅力がないということでご



令和３年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月９日）

- 85 -

ざいますから、そこをＤＸによってしっかりと

稼いで、稼いだ分を従業員の処遇改善に充てる

ということで、しっかりと女性に魅力ある職場

をつくっていく。そして、今後とも環境の変化

にしっかり対応して稼ぎ続けていく。それが、

社内においては女性の企画力であったりとか、

デザイン力であったりとか、そういったものを

大いに活用しながら稼いでいくサイクルを回し

ていくことが大事だというふうに考えておりま

す。そこをしっかりと後押しをしていきたいと

考えております。

【外間委員】 ありがとうございました。

ダイバーシティの女性の可能性を、今経営支

援課長からのご説明で、企画力を持って、ある

いは女性の持っている能力をふんだんに発揮す

るというふうなことで取り入れてやっていきた

いんだということで、一定了としておきますが、

先ほど紹介をいたしました経団連の副会長の女

性のことは、私は詳しくわからないんですが、

ただ、今日の長崎新聞を見た限りにおいては、

高学歴でオックスフォード大学を出て、専門分

野で勉強し、恐らくシリコンバレーといったと

ころで、ＧＡＦＡを生み出したようなところで

大変な勉強されて、そして、今おっしゃったよ

うなダイバーシティといいますか、あえて多種

多様な人たちと手を取り合って、今のＤeＮＡを
つくり上げた方なんだろうというふうに、そう

いう高学歴で勉強して、新しい産業に挑戦をさ

れた女性だというふうに理解をしておりますけ

れども、こういうふうな今のような多様性を持

って、しかも、シリコンバレーのようなところ

で研究をしてイノベーションを起こして、そし

て、女性の持っているものを今回生かしていく

んだというふうなＤＸだというふうに一定理解

をしておりまして、そうなると、今度は女性の

雇用の問題については、配偶者控除とか、産後

被保険制度とか、女性は、要するに10万円程度
で働かなくてそういう控除があるということが、

逆に足止めになってしまっていて、本来の登用

がうまくいくのかどうかという問題もあります

し、プラン2025を操り的に計画を立ててやると
いうことではなくて、本気になってそういう登

用を生み出すことになったら、もしかしたら、

女性が自立を大黒柱になって、共稼ぎの男性と

一緒に働きながら、本当に安心して子どもを生

む社会、そういう日本の将来を見据えて、この

国だったらというふうなところで、フランスの

「シラクの3原則」のように、一定10年間で出
生率を2位に持っていけるようなことだって、
この国ならできるのではないかと。そのできな

い構造の仕組みの中に、こういう産業構造のあ

り方に問題があるということで、私はそういう

意味でのＤＸを大いに期待をいたしております。

本来、もっともっとたくさん質問しなければ

いけなかったんですが、このプランの中で、あ

えて「女性」という小さな文字が入っていたも

のですから、若者と共にこの雇用のあり方とい

うことをどうぞ取り入れながら、この産業振興

プランが前に進んでいきますよう、心から祈っ

て質問を終わります。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもちまして質疑を終了いたします。

次に、議案に対する討論を行います。

討論はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、
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採決を行います。

第37号議案、第38号議案、第63号議案及び第
71号議案は、原案のとおり、可決することにご
異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり、可決すべ

きものと決定されました。

次に、陳情審査を行います。

お手元に配付いたしております陳情書一覧表

のとおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

審査対象の陳情番号は5番でございます。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】質問がないようですので、陳

情につきましては、承っておくことといたしま

す。

次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。

質問通告に基づき進めさせていただきます。

事前通告された委員の方で質問はございませ

んか。

【堤委員】 3点質問させていただきます。
議案の審査の時にありましたので、そこでお

聞きしてもよかったのかなと思ったんですが、

まず、事業承継の推進についてです。

ほんと基本的なことなんですが、1,691件診断
を行ったとありますが、この診断というのはど

ういった事業者に対して診断をされているのか、

そういうところを詳しく、基本的なところをお

聞きしたいと思います。

【吉田経営支援課長】事業承継診断といいまし

て、基本的には、商工団体の経営指導員とか、

金融機関の各担当者がそれぞれのお客さんであ

ったり、担当する企業を訪問いたしまして、経

営者に対して事業承継についての気づきを促す

ために、まず、後継者はもう決まっていますか

とか、決まっているのであれば、その人を会社

の中でどういうふうな教育をしていますかとか、

決まってないのであれば、今後どのようにお考

えですかというふうなことを、基本的に経営者

やと対面で面談をして、それぞれの企業が事業

承継についてどういうニーズを持っているのか。

例えば後継者がいないから、第三者に承継して

もらいたいんだとか、従業員の中でいい人材が

いないか探しているんだとか、あるいは、息子

に事業を引き継ぐには、どうも経営の状態がよ

くないので、経営をもう少してこ入れをしない

といけないんだとか、そういうふうな状況に応

じて、それぞれの専門家を派遣したり、あるい

は支援機関につないでいくというふうなことを

行っております。

【堤委員】議案の時も、課題のある事業者に対

して、解決のための専門家を派遣したり、支援

制度を紹介したりというご説明がありましたけ

れども、この診断を、担当の方が行ってされる

というのは、経営者が高齢であったりとか、そ

ういうことで選ばれているんでしょうか。

【吉田経営支援課長】経営者が高齢のところを

選んで行っているということではなくて、自分

の担当するところに行って、事業承継に対して

気づきを促すということでやっております。

【堤委員】それぞれで担当されるエリアがある

ということですね。

【吉田経営支援課長】この事業承継診断につき

ましては、同じ企業に、例えば金融機関の人が

行って、しばらくして商工関係の人が行くとい

うふうなことも逆に必要であるということで、

特にここの企業はＡさん、どこが見るとかとい
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うふうな形の役割にはなっておりません。

【堤委員】 そうしますと、診断をした結果、ど

んなふうに事業者さんを、課題があるとか何と

かと分類というか、そういうふうにされるのか

と思いますが、その辺がわかりましたら、お願

いします。

【吉田経営支援課長】今年度の数字はちょっと

動いているところですので、令和元年度の実績

で申し上げますと、事業承継診断を実施したの

が1,337件ございます。その中で、先ほどの専門
家につないだというのが17件、支援機関、これ
は先ほど少し申し上げましたけれども、第三者

に引き継ぎたいという時に事業引き継ぎ支援セ

ンターにつないだりとか、あるいは、事業が、

大分赤字も積み重なって、今後どうやっていく

かというふうな時には、中小企業再生支援協議

会という機関がございます。そういった支援機

関や金融機関につないだものが21件、それと、
事業承継ネットワークの事務局に事業承継コー

ディネーターという方がいらっしゃいますけれ

ども、そこにつないだものが75件、今の3番目
の事業承継コーディネーターにつないだものと

いうのは、基本的に一歩進んで、事業承継計画

をつくっていこうということで判断をされたも

のが引き継がれているという状況にございます。

それも含めまして、事業承継計画ということ

で、今後5年ぐらいかけて事業承継をやってい
くんですという計画を策定しましたのが、令和

元年度について申し上げますと、356件となっ
ております。

【堤委員】 ありがとうございました。大分、具

体的な中身がわかってきました。

3月1日時点で17件、前の資料では18件となっ
ていましたけれども、17件の中身についてわか
りましたら、お願いいたします。

【吉田経営支援課長】 ただいまの件数は、9月
補正で予算化しました事業承継加速化補助金の

件数でございます。

事業承継を後押しするために県が補助制度を

つくって、事業の認定をして交付決定をしてい

くという流れですけれども、その分の18件で申
し上げますと、我々が支援しますのは買い手側

の方、受け手側の方ですけれども、地区で申し

上げますと、受け手が18社いるうちの長崎が6
件、県央が4件、島原が1件、県北が6件、五島
が1件、業種別で申し上げますと、卸小売が3件、
製造業が1件、介護等の医療・福祉が3件、運輸
業が2件、その他従業員による引き継ぎである
とか、新たに創業して引き継ぐといったものと

なっております。

【堤委員】 ありがとうございました。

第三者への承継についてお聞きします。今度、

2つの国の機関が統合されるということですけ
れども、第三者に承継する場合、譲りたいとい

う人と、それを引き継ぎたいという人のマッチ

ングはどんなふうに行われているんでしょうか。

【吉田経営支援課長】先ほどの国の事業につき

ましては、各県が同じような事業をやっており

まして、そこに共通のシステムがございます。

事業を引き渡したい、あるいは事業を引き受け

たいという事業者が、ノンネーム、名前がない

状態で、例えば業種であるとか、事業規模であ

るとか、そういったものを掲載しまして、それ

をそれぞれの支援センターの方で、この案件と

マッチングできるんじゃないかというふうなこ

とでつないでいくという作業をしております。

【堤委員】 少し見えてきました。それで、技能

や技術の伝承ということになりますと、そんな

に簡単にはいかないというか、今、実際に経営

していらっしゃる事業者のところでいろんな技
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術などを受け継いでいかないといけないと思っ

ているんですが、その辺はどういうふうにされ

ていますか。

【吉田経営支援課長】実際の事業内容によって、

引き継ぎ方は様々なものがあろうかと思います

けれども、例えば新たに引き受ける人が1年間
とか、2年間、今の経営者のもとで一緒になっ
て仕事をするとか、そういったケースもあると

聞いております。

【堤委員】わかりました。ありがとうございま

す。

それから続いて、県内定着の促進ということ

で、高校の就職内定者はかなり高い内定率であ

るということが言われて、大学はもう少し頑張

らないといけないのかなと思っているんですが、

この中で、先ほど外間委員から女性の登用とい

うことが言われましたけれども、今、若い女性

が長崎県は県外流出が非常に大きな問題となっ

ているのではないかと思うんですが、女性の若

い人たちの定着促進にどういうふうに取り組ん

でいかれるのか、お尋ねします。

【宮本若者定着課長】一つは、高校生につきま

しては、男性、女性といいますか、午前中も議

論があった、キャリアサポートスタッフで丁寧

にやっていこうというところでございます。

一方で、大学生につきまして、女性に特化し

てといいますか、女性が多い大学に限らずなん

ですけれども、例えばその中で女性が多い大学

に関しましては、大学でいわゆるキャリア教育

とかいたします。そこら辺に県の私ども、ある

いは、私どもで就職支援でキャリアコーディネ

ーターがおりますので、そこら辺のキャリアコ

ーディネーターあたりが大学の先生と授業を一

緒にやるような感じですね、キャリア教育とか。

その中で、例えば長崎県内で女性が活躍して

いる企業とかの交流を深めていくとか、そのよ

うな取組を特に意識しながら、女性が生き生き

としている姿をできるだけ女性が多い大学には

見せていくというようなところを取り組んでい

くこととしております。

【堤委員】活躍している女性のロールモデルが

あると、やっぱり次に続いていく女性にも励み

になると思うので、しっかりそういうことの取

組を進めていただきたいと思います。

県外の人なんですけれども、娘さんがせっか

く念願の仕事に就いたのに、妊娠がわかったと

たんに、産休も育休もやれないとか、ほかの部

署に回すこともできないとかと言われたと、そ

ういう相談を先日受けました。労働相談の機関

にしっかり相談して、簡単に諦めないでくださ

いということを言ったんですけど、やっぱりそ

ういうのが少子化にもつながるし、本当に女性

が働きにくい環境というのを改めていかなけれ

ばならないと思いますので、そういうところに

も力を入れていただきたいと思います。

それから、産業人材の確保ということでは、

新卒の3年以内の離職率が高いというのがあり
ましたが、どういう取組をするかというのは、

予算のところでも、事前のヒアリングでも説明

を受けたんですが、県内出身者だけじゃなくて、

県外から長崎の企業にもたくさん来てもらえた

らと思っているんですが、長崎の企業で働きた

いと思ってもらうことも必要だと思いますが、

そういった県外から呼び込んでいるような企業

の例とかはありませんでしょうか。

【宮地企業振興課長】今、堤委員おっしゃられ

ました実例としましては、私ども企業振興課で

は企業誘致を所管しておりますので、例えばと

ある情報関連企業では、採用された方のうち北

海道からＩターンでお見えになられたりとか、
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あと、これはオフィス系企業、事務とかコール

センターにつきましても、県外大学の方を多数

採用していただいているところもございます。

【堤委員】ありがとうございます。本当に県内

の企業にも、長崎にはこんないい企業があるん

だという魅力を発信していただいて、県外から

たくさん集めてもらいたいと思うんですが、レ

アケースかもしれませんけど、山梨県で建設機

械の製造販売・整備を行っている会社が、対人

地雷の除去機を開発して、それで今名前を上げ

ているという企業があります。私も十数年前に

テレビで見て、すごく感銘を受けたんですが、

商談に行ったカンボジアで、対人地雷で被害を

受けた人たちから、日本人は優秀なんだから、

こういうのを除去する機械をつくってください

と言われて、収益の一部を研究費に充てて、4
～5年かけて開発して地雷除去機をつくった。
各国の埋設されている地雷に対応した機械をそ

れぞれ輸出している。首都圏の有名大学から、

この会社に入りたいと志願してくるとか、ある

いは地域の人から社員が、「地雷除去の機械を

つくっている会社ですよね」と言われて、すご

くモチベーションが上がって、会社に対する帰

属意識が高まるとか、地元の人もそういう国際

貢献、社会貢献に尽力している企業があるとい

うことで、市民も誇りに思っている。

私はこのお話を聞いて、中学校の現場にいた

んですが、5～6年前に経営者に講演に来ていた
だきました。そういうことでお話ししていただ

いて、皆さんにも知ってもらってすごくよかっ

たなと思っているんですが、今の人は、単に有

名企業とか、給料が高いとかだけで動くとは限

らないと思うんですね。そういうモチベーショ

ンが上がるような、誇りに思えるようなところ

に共感して来てくれるという人もいるんじゃな

いか。長崎にこの企業ありと言われるような、

そういう企業を育てるために、県もしっかり応

援していただきたいと思いますし、企業の皆さ

んにも、議案の中にも「選ばれる企業になる」

という言葉がありましたが、皆さんから選ばれ

る企業になる、そういう企業を育てるというこ

との取組に頑張っていただきたいと思っており

ます。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【川崎委員】通告にあります海域を活用したエ

ネルギーの創造について、お尋ねいたします。

先ほども議案の中で説明をいただいたんです

が、「ながさき産業振興プラン2025」の海洋エ
ネルギー関連産業振興プロジェクト、この中で

個別に確認をしておきたいと思うんですが、主

な取組に、目指すアンカー企業の創出をしてい

くということが記載されていましたが、具体ど

のようなのをイメージされているのか、お尋ね

いたします。

【黒島新産業創造課企画監】目指すアンカー企

業の形態といたしまして、今、我々が考えてお

りますのが、今後、国内各地で事業の計画を予

定されている発電事業者や発電機メーカー、ま

た、製造部門や設置・メンテナンス等の各分野

の発注、計画等を取りまとめることができる企

業がアンカー企業となり得ると考えております。

【久保田分科会長】 分科会長を交代します。

【山口(経)副会長長】 分科会長を交代しました。
【川崎委員】発電事業、あるいはメーカーとい

うことでしたが、これはやはり、ぜひ長崎の中

でも企業さんにもチャレンジをしていただきた

いなと思います。

あと、海洋エネルギーが一つ、県民に富を与

えるということは、地球環境の保全だとかそう

いったことについても大きく期待をされるもの
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だというふうに思っておりますけど、県民が実

感ができるようなこと、そうあってほしいと思

いますし、それが促進にもつながってくるんだ

ろうと考えます。今、県民が実感できる部分と

しては、どういったことが考えられますでしょ

うか。

【黒島新産業創造課企画監】洋上風力発電につ

きましては、温室効果ガスＣＯ２の削減によりま

して地球環境保全、温暖化対策に資するものと

されております。また、国のカーボンニュート

ラルに伴うグリーン成長戦略として成長産業を

設定し、洋上風力産業もその成長分野の一つと

されているところでございまして、県としまし

ても、海洋エネルギー関連産業を新たな基幹産

業とすることを目指してきております。

引き続き、基幹産業化による地場企業への発

注増、それに伴う魅力ある雇用の場の創出を目

指し、県民の皆様へその効果をお示ししてまい

りたいと考えております。

【川崎委員】そういったものが実感できるよう

な促進を、ぜひお願いしたいと思います。

その海洋エネルギーで生み出されるものとし

て、次の2番目に、水素エネルギーというのが
あると思います。離島における洋上風力発電で

生み出された電気をそのまま使い切るのではな

く、蓄電をしていく一つの手法として、水素へ

の転換があったというふうに考えます。今、新

聞等でも連日、「水素」というものを目にしな

い日はないというぐらい、カーボンニュートラ

ルに非常に期待を持っている分野だと考えてい

ます。

そういった中において、長崎県として水素エ

ネルギー、まずどのような認識をお持ちなのか、

お尋ねいたします。

【山口(経)副会長】 分科会長を交代します。

【久保田分科会長】 分科会長を交代しました。

【黒島新産業創造課企画監】国におきましても、

水素は重要な技術とされておりまして、今後、

供給量、需要量の拡大、インフラ整備、コスト

低減を図り水素産業の創出に取り組むというこ

とでされております。

県としましては、現在、水素分野においての

取組としまして、県内企業による商用化、事業

化に対しての支援を実施しているところでござ

います。

具体的な取組といたしましては、産業振興財

団の方へプロジェクトマネジャーを配置いたし

まして、再エネフォーラムでありますとか講演

会、また、水素分野の技術研究ごとに県内企業

や研究機関等でワーキンググループを設け、参

加機関で事業化研究会を開催し、新技術の開発、

技術の確立の支援を行っているところでござい

ます。

今後、この研究会をスタートといたしまして、

特許の取得でありますとか、今後のインフラの

整備に資する研究を行っていただくことを予定

しておりまして、今後も、支援を行いまして、

事業化につなげてまいるとともに、県内企業に

おける技術の集積及びビジネス機会の拡大に努

めてまいりたいと考えております。

【川崎委員】今お話がありましたように、様々

な研究が進んでおるし、どのようなビジネス展

開があるかということが検討されているという

ことでありました。

いろんな発展をしていく要素があるように、

いろんな書物等を見ても期待ができるところで

ありますし、この水素エネルギーを、例えば長

崎の中で大きく製造していく、そういったこと

ができる企業さんとか、そういったところもぜ

ひ検討いただければなと思うんです。相当な広
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い面積の、いわゆる工業団地も必要かというふ

うに伺っておりますが、先端を切って、皆様の

研究、努力を身につなげていくような形で、ぜ

ひご検討いただきたいなと思いますので、よろ

しくお願いいたします。

次に、企業誘致の件でお尋ねでございますが、

これもプランのところで聞けばよかったんです

けれども、令和3年度から令和7年度の目標で立
地50件、雇用2,500名ということが記されてお
ります。企業誘致は、とにかくやり続けていか

なきゃいけないし、この委員会での質疑もずっ

と聞かせていただいておりますが、ここに記さ

れている「戦略的、効果的をもってして立地50
件、雇用2,500名」ということでありますが、こ
の「戦略的、効果的」という部分での取組につ

いて、ご説明をいただきたいと思います。

【宮地企業振興課長】 まず、成長分野、どうい

う分野が成長しているのか、成長の見込みがあ

るのかというのを戦略的に定めまして、そこか

ら対象企業、ターゲティング企業をしっかり明

確にして、効果的に企業誘致活動をするという

ことで、「戦略的、効果的」というふうな文言

を用いております。

【川崎委員】そうですね、そのとおりでしょう

ね。

やはり先ほどから、若者の定着のために様々

な施策が講じられているところですが、都会に

向かう、首都圏に向かうという思いを何とか長

崎の中で勤めていただく、定着していただくと

いう意味でいけば、若者の方に魅力ある企業を

誘致していくというところが非常に大事なポイ

ントなのかなというふうに考えておりますが、

若者定着のために誘致をしたい、誘致をすべき

業種というものはどのようなものか、お尋ねを

いたします。

【宮地企業振興課長】まず、若者定着としての

企業誘致というものもございますが、造船に次

ぐ基幹産業を創出するという視点の企業誘致も

ございますので、そういう点から、先ほどから

出ていますけれども、海洋エネルギー産業であ

りますとか、ロボットでありますとか、航空機

でありますとか、あと、最近でございますと医

療関係でございますとか、まず、そういう成長

するところに県内の若い方々にぜひ活躍をして

いただきたいというのが1点ございます。
それと、金融情報関係につきましても、非常

に高度な知識が生かせる仕事が出てきておりま

すので、そういう分野についても企業誘致を進

めていきたいと思っているところでございます。

【川崎委員】その情報系については、私も一般

質問で県立大学の情報セキュリティ学科の卒業

生の皆様が就職できるような、そういったＩＴ

企業の誘致についてぜひお取り組みいただきた

いということで質問させていただきましたが、

こういったところにぜひ力を入れていただいて、

今、数字は私も持ち合わせておりませんが、恐

らく、情報セキュリティ学科の卒業生の皆さん

は半分も残っておられないんじゃないかという

ふうに思いますが、せっかく県費を投じて優秀

な人材を育てておられるわけですから、とどま

っていただけるような業種をぜひ誘致、あるい

は育てていただきたいなというふうに思います。

そして、もう一つ、工業団地の開発というテ

ーマなんですが、これについては市町がやるこ

ととは承知をしておりましたが、県としてはど

のような方向性というか、方針を持って市町を

支援していくのか、お尋ねをいたします。

【宮地企業振興課長】工業団地の整備方針につ

きましては、今、川崎委員おっしゃられたとお

りでございます。
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現在、いわゆる大規模用地としましては、諫

早市の方で合計20ヘクタールの団地を造成中
でございます。片方、企業側は、午前中にも少

し申し上げましたけれども、コロナ禍にあって、

投資動向が不透明になっているということで、

足元は、投資が強いか弱いかと申し上げますと、

弱い状況でございます。そういう工業団地とし

ての供給の方と、企業側の需要の方と見極めな

がら、市町とも話をして、今後、整備する必要

が出てくれば、今までと同様なスキームで整備

を推進していきたいと思っているところでござ

います。

【川崎委員】わかりました。先ほどの水素のと

ころでも触れさせていただきましたが、やはり

長崎は大規模な広い面積の工業団地はなかなか

乏しくて、大きなものが誘致できないという地

理的に不利な部分があるかもしれませんが、ぜ

ひ工夫をしていただきたいと思います。

最後に、就職状況で、高卒の未内定者への対

応についてお尋ねをいたします。

部長説明の中で触れられたところがあります

が、このコロナ禍によって、非常に高卒の就職

については憂えておりますが、先ほどから説明

があって、大方いい流れになっているものの、

未内定者ということについては、非常に心配を

しております。現在、未内定者の実態について

説明をいただきたいと思います。

【宮本若者定着課長】 現在の未内定、1月末時
点で申し上げますと、高校で就職を希望されて

いる方が、県全体で3,166人、そのうち内定が
2,927人、引き算いたしますと239人が未内定と
なっておりまして、これについては、年度末ま

で、最後の照会をきめ細かくしてマッチングを

図っているところでございます。

【川崎委員】 もう3月の半ばに差しかかろうと

していまして、4月から新たな生活をスタート
していただく上では、本当に一日一日どういう

状況かということはぜひつかんでいただいて、

しかるべき支援、なるべく地元企業とのマッチ

ングをしていただいて、一人も残すことなく希

望者が就職できるように支援をしていただきた

いとなと思うんです。

一方、就職氷河期世代の問題もありまして、

この教訓を生かしてどうすべきかということ、

ぜひお取り組みをしっかりとお願いしたいと思

います。

もう一つ、最後に、地方回帰ということなん

ですが、このコロナ禍で、いわゆる密を避ける

ということがいろんなところで叫ばれていて、

いわゆる満員電車に揺られて都会で通勤という

ことよりは、この地方にとどまって、安全・安

心なところでという思いも出てくるやに、そう

いった地方回帰と言われる傾向があるというふ

うに言われておりますけれども、まず、県の認

識についてお尋ねいたします。

【末續雇用労働政策課企画監】現在、特に都市

部にお住まいの若者の中では、地方への移住・

転職、そういった傾向が非常に高まっていると

感じております。そのように認識しております。

例えば、昨年6月に内閣府が行いました意識
調査におきましても、東京23区の20代の3割超
が地方移住への関心が高まった。また、同時期

に行われました就職情報会社の20歳代向け転
職サイトでのアンケート調査でも同様に、「Ｕ

Ｉターンや地方での転職を希望します」という

お答えが3割超あるということで、非常に大き
な流れがきていると思います。

県といたしましては、その流れをしっかり捉

えて、オンライン面談会等を含めまして、新規

学卒者にかかわらずＵＩＪターン人材も含めて、
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しっかりと確保してまいりたいと考えておりま

す。

【川崎委員】今、しっかり確保していくという

ことでしたが、少し具体、何か動きがあればご

紹介いただけませんか。

【末續雇用労働政策課企画監】例えば私の方で

中途採用を中心にオンライン面談会を開催して

おりますが、一般の就職されている方、大卒者

の方だけではなくて、かなり学生も参加されて

いまして、学生の参加も排除はしていないんで

すが、我々の想定以上に県外の学生も参加され

ているような状況が見受けられます。

そのようなオンライン面談会であるとか、企

業情報の発信であるとか、そういったものとし

っかり連携をして呼び込むというか、そういう

取組をまた新年度において強化していきたいと

考えております。

【川崎委員】これはコロナがもたらした様々な

劇的変化の中の、ある意味長崎にとってはよか

ったといいますか、コロナ禍にあってこういっ

たことも出てくるんだなというところです。ピ

ンチをチャンスにというのは、常に考えること

ではありますが、ここをぜひ生かして、長崎の

魅力をしっかりとアピールしてふるさと回帰、

就職に結びつけていただくよう、ぜひお取り組

みをよろしくお願いいたします。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【山本(由)委員】 2項目通告をしておりました
ので、よろしくお願いします。

1点目が、通告ではコロナによる経済損失と
コロナ対策予算の効果についてということで出

しておりましたけれど、経済損失というのが難

しいということでしたので、昨年来のコロナで

非常に幅広い業種、業態、業界が影響を受けた

ということで、個々にはご相談を受けたりとか、

体験したりとか、見たり聞いたりということで

わかるんですけれども、なかなか全体像という

のが見えないところがありましたものですから、

どれくらいの割合の業者さんがマイナスの影響

を受けているのか。産業労働部の関係で、特に

どの業種が影響を受けたのか、どれくらいの売

上減などの影響があるのかというのがなかなか

わからないところがありまして、これについて、

今、産業労働部の方で把握されている、所管内

のところで総論、あるいは一部各論的なところ

で概要をご説明いただきたい。

【松尾産業政策課長】今、委員おっしゃられま

したとおり、経済損失ということで、明確な数

字ということになりますと、県民経済計算とか

そういったことになりますので、それはあと数

年しないと出てこないような状況でございます。

私どもが、県内企業がどういった状況にある

かということにつきましては、商工団体をはじ

め各業界の団体から直接お話を伺ったり、また、

議員、県議会からの要請・要望等も受けている

ところでございます。

その一方で、今回私どもの方で、今年1月に、
県内の商工会、商工会議所の会員企業にアンケ

ートを実施したところでございます。1月に実
施しましたので、昨年10月から12月期の売上高
が対前年比で減少したという回答が、飲食業で

は87％、宿泊業では85％、小売業では80％、製
造業では70％でございました。
また、今年の1月から3月期、売上高が前期か
ら減少するというふうに回答された企業が、飲

食業では91％、宿泊業では100％、小売業では
69％、製造業では53％と、そういった状況でご
ざいました。特に、やはり飲食、宿泊業につい

ては厳しい状況であるということは、そのアン

ケートでもわかったところでございます。
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今後とも、そういったアンケートもとりつつ、

厳しい状況について、私どもも注視してまいり

たいと考えております。

【山本(由)委員】ありがとうございました。400
社ぐらいですかね、このアンケートをとられて

いるということで拝見をしたんですけれども、

これに対して対応策としては、例えば、一番最

初は、とにかく止めんばいかんということで、

雇用を維持する、それから資金繰り対策という

ことで打っていかれたと。それから、当然感染

防止ということで打っていかれた。それから、

業種、業態によっては需要喚起策というものを

打っていったと。それから、併せてポストコロ

ナをにらんで、いろんな投資をされる部分につ

いて支援をしていったというふうな形になろう

と思うんですけれども、その中で産業労働部の

方で、いわゆる需要を喚起する、あるいは需要

を発現させる、表に出すような施策というのは

どういうものがあったのか、お願いします。

【松尾産業政策課長】需要喚起策ということで

言いますと、例えば、これは県が直接やってい

るわけではございませんけれども、Go Toイー
トであったりとか、あとは、市町でやっておら

れますとプレミアム商品券であったりとか、そ

ういったこともございますし、Go To商店街、
そういったものにも取りかかっておりましたけ

れども、昨年11月～12月以降の急激な拡大で、
どうしても止めざるを得なかったというところ

がございまして、これが一定落ち着けば、イベ

ントの支援であったり、商品券の支援であった

り、そういったような需要喚起策というのは引

き続き、実施されると考えられます。現状、一

定落ち着いたので、Go Toイートに関しては再
開をして、今、販売をしているところでござい

ますので、できるだけそういった支援を行って

いきたいと考えております。

【山本(由)委員】 それに関連して、本来、こち
らの所管ではないんですけれども、飲食店の関

係の対策で、去年からなかなかうまくいかんな

と思っていたのは、物産ブランド推進課の方が

やっている「長崎よかもん・よかみせキャンペ

ーン」の特に「よかみせ」の方ですけれども、

結局、飲食店に前払いといいますか、先にお金

を払って、「さきめし」とか、未来の食券とい

う形でお金を払いますよと。そうすると、払っ

た金額の3割相当額の県産品を買った人にプレ
ゼントしますよというふうなものがあって、こ

れは物産流通というふうなことがメインではあ

るんですけれども、想定される飲食店の販売額

の目標が3億円に対して、今現在もまだ3,000万
円もいってないということで、1割ぐらいの実
績になっています。

これ自体は物産対策ではあるんですけれども、

やっぱり飲食店対策なんだろうというふうに思

っていて、これは幾ら買ってください、買って

くださいと進めても、店が登録せんことにはス

タートしないんですね。だから、店を登録して

いただくことというふうな形になってくると、

ここに産業労働部は関われなかったのかな、も

しくは関わっておられるのか、それはわかりま

せんけれども、ここがなかなか物産ブランド推

進課だけでは進まなかったなと。まだ1か月ぐ
らい期間はあるんですけれども、そこについて

の見解というのをお聞かせいただけますか。

【廣田産業労働部長】飲食店ということになり

ますと、そこに働きかけるに当たって、やはり

業界団体を通してやるというのが通例、この事

業に限らずほかの事業でもありますので、私は、

今ご指摘のあった事業でどういう啓発をしたか

ということを承知しておりませんけれども、ま
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だ、あと1か月あるということでございますの
で、私どもが所管しております商工団体等を通

じて働きかけるということを検討してまいりた

いと思います。

それで、やはり消費喚起策ということであっ

たんですけれども、一定飲食店に対する施策は

いろいろ講じているわけですが、なかなか売上

が伸びないというのは、Go Toイートも同じ状
況でございます。

そういうことで、飲食店に消費者が戻るとい

うことになりますと、どうしても消費者の方の

感染リスクに対する心理的な要因がどうしても

働いているんじゃないかと、これは確認したわ

けではございませんけれども。ですから、そう

いうことから、お客さんを呼び戻すということ

になると、やっぱり店側の安全・安心だという

環境なりをつくっていくことが非常に大事だと

思っております。

Go Toイートなりそういったものが再開され
ておりますけれども、残りの期間は相当ありま

すので、今後、そういうものを活用いただく環

境について、商工団体等、業界団体等と協議を

しながら進めていきたいと考えております。

【山本(由)委員】 これ自体、今、部長がおっし
ゃった、飲食店になかなか行けないよと、だか

ら、前もって買いましょうよというふうなもの

だったわけですね。ですから、今は行けないけ

ど、先にとにかく、苦しいでしょうからという

ことでお金を払ってと、つくり込みとしては決

して悪くなかったんだなと、しかも、買ったら

物産を送りますよと、物産対策にもなるしとい

うことでよかったと思うんだけれども、なかな

か、なぜ進まないのかなと。

かなりＰＲも、私どももしましたし、ただ、

一つは、確かにGo Toトラベルが始まった、Go 

Toイートが始まったとかというふうなことも
あって、たくさん来たのと同じような利用が進

んだというのはあるんですけれども、いずれに

せよ、物産ブランド推進課がやるのはどうかな

というふうな感じもちょっとしましたので、そ

の辺のところ、関連するところについては横断

的に対応していただければなと思いますので、

これも、後よろしくお願いします。

それからもう一点は、Ｎぴかについてなんで

すけれども、県では平成28年からとお聞きをし
たんですけれども、働きやすい職場づくり実践

企業認定制度ということで、Ｎぴかという形で

していらっしゃって、今、90何社あったかと思
いますけれども、これのそもそもの目標と実績

といいますか推移について、それから併せて、

今後の取組についてお伺いします。

【佐倉雇用労働政策課企画監】Ｎぴかにつきま

しては、委員のご紹介がありましたように、平

成28年11月に制度を創設いたしております。平
成29年2月から今年昨月末までに約4年間経過
しておりますが、91社を認定しております。

91社の内訳でございますが、平成28年度につ
きましては14社、平成29年度16社、平成30年度
29社、令和元年度24社、今年度は、現時点で8
社という形になっております。

この目標値というのは特別設けておりません

が、総合計画におきましては、働き方に取り組

んでいるという企業を目標値に設定して、その

一つのツールとして、このＮぴか、働きやすい

職場認証制度というのをやっております。

4年ほど経過しているところでございますが、
制度当初から4年を経過しまして、今年度取得
された企業様からは、採用応募者の約3割の方
がぴか企業ということを知って応募されてきた

とか、学生さんから、働きやすさに引かれて、
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Ｎぴかの認証を取得しているＮぴかの制度につ

いてご説明をしてアピールをすることができた

とか、中途採用に効果があったというような声

をお聞きしているところでございます。制度創

設から4年が経過いたしまして、制度の認知度
も高まってきており、一定程度定着してきたの

ではないかと考えております。企業の採用力向

上や職場環境の改善のきっかけ、また会社の意

識の向上に寄与しているものと考えているとこ

ろでございます。

今後の取組についてでございますが、Ｎぴか

認証取得を含む、誰もが働きやすい職場づくり

ということにつきましては、これまで職場づく

りの研修会やアドバイザー派遣、学生とＮぴか

企業との交流会などの取組を行ってきたところ

でございます。

新型コロナウイルスの感染やデジタル化の進

展によりまして、人々の価値観や就業感に関す

る変化が大きく出てきており、働き方に関する

考え方も、経営者、労働者どちらも変化への対

応というのが求められているのではないかとい

うふうに認識をしているところでございます。

こうしたことから、労働力が減少していくとい

うことで、企業が人材を確保して維持成長して

いくためには、業務を見直し、働き方の改革に

取り組んでいくことが極めて重要であるという

ふうに考えているところでございます。

こうしたことから、来年度につきましては、

こうした働き方改革に対する意識、研修会、こ

れを商工会、商工会議所等の商工団体やいろん

な業界団体が実施する研修会等に対して、県の

方から補助金という形で支援をしたいと考えて

おります。

それと、県内のいろんな製造業、建設業など

の業界から5社程度に、働き方改革の専門コン

サルタントを数か月間導入して、伴走型支援に

よる魅力ある職場づくりの実践企業を創出して

いくということを考えているところでございま

す。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。働
きやすさというのは、県内就職の時にも出てき

ますし、いわゆる3年以内の離職のところでも
出てくる話であって、働きやすさを挙げる。そ

れから、昨年からですかね、統計課の方で大学

生の就職意識アンケートというのをやっていて、

その中で、去年の段階では、たしか「働きがい」

というのが就職の動機のトップだったんですか

ね、そういうふうな話を聞いています。ただ、

その中身をもっと分析せんばいかんということ

で、今、会議所等を通じて、県の方から働きや

すさのアンケートというのが回っています。こ

れは令和2年度から取り組んでいて、年度内に
間に合わないから、多分、令和3年度にずれ込
むと思うんですけれども、この働きがいのは中

身を、今、学生にアンケートをとっている。で

すから、それを今度Ｎぴかであったり、そうい

った県の企業の働きやすさにぜひ活用していた

だきたいと思うんですね。

こういったところ、Ｎぴかというのが一つの

基準でありますので、例えば3年以内に離職し
た原因の中に、やっぱり会社側の問題がある。

表向きは、うちは有給の取得をさせていますよ

と言いながら、実際入ってみたら、そうでもな

かったというふうなずれによる離職という話も

聞いておりますので、Ｎぴかの場合は、一応審

査もあって、現地にも行かれているという話に

なりますから、ある意味、やっぱり働きやすさ

の認証になるだろうと思うんです。

ですから、そういったところで、数を増やす

ことだけがどうかわかりませんけれども、ぜひ
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そういったところでＮぴかというのを活用し、

また、そこの企業に対しても支援をしていただ

きたい。そして、実際Ｎぴかに入ってらっしゃ

る企業の方にお聞きをしたら、高校生あるいは

大学の先生、それから大学の就職担当者の方と

会う機会というのが増えたというふうなお話も

聞いておりますので、非常にメリットのある部

分があるんだろうと思いますので、ぜひ活用し

ていただきたいと思いますので、部長か政策監

のどちらか、今後の取組について、再度お尋ね

いたします。

【貞方産業労働部政策監】委員ご紹介がありま

した統計課のアンケート、長大の先生が実際に

やってらっしゃるところでございます。

そういったものについても、私どもも、今度

3月中旬に報告会もありますので、そういった
ものにも出席しながら、Ｎぴかを活用した若者

の定着促進、特に女性等も含めた若者の定着促

進、働き方改革の推進、そういったものに活用

してまいりたいと考えております。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【吉村委員】何点か出しているんですが、もう

大分議論が尽くされたのもあるので、手短にお

尋ねしたいと思います。

まず、緊急資金繰り支援資金についてという

ふうに書いているんですが、これは予算総括で

もありましたが、協調倍率が5倍になりました
と、よかったねということになるわけです。こ

れを言うと、やっぱり預託金の何倍稼ぐかと、

貸出枠があるかということで、倍率が低いと、

やっぱり預託額が大きくなって、これは毎年出

し入れをして、預託は実際に貸付けができるの

で、その分でできていると言ったらいいんだけ

ど、真水の資金というのが、ずっと動かんであ

るわけですよね。

そういう意味では、これも5倍になってよか
ったなと言うんだけど、金融機関とも話をして、

まだまだ上げていただくというのもありますし、

この緊急資金繰り支援資金がコロナ関連で特別

なんですけど、これは昔は中小企業経営安定化

資金と名称がついていたわけですね。そういう

ところからいくと、小さい事業所の経営安定を

図るという意味を持っているわけで、そういっ

たので県の制度融資、全部そういう意味合いを

持つんだろうと思うわけですよ。これが令和3
年の当初予算で421億円に増えてきているわけ
ですね。それで、融資枠は2,162億円ということ
です。ここ全体を見る時に、ほかの制度融資に

ついても、この協調倍率を上げていくというこ

とをせんといかんのじゃなかろうかと思います

が、その点についていかがでしょうか。

【吉田経営支援課長】もともと金融機関とは利

率とか、協調倍率とか、そもそも制度の中身と

か、そういったことで県がこう考えているとい

うふうなことを、日々までいかないんですけれ

ども、一定定期的に話をしながら対応しており

ます。

今回、緊急資金繰り支援資金は、足元で1,300
億円を超えるような状況ということで、これは

リーマンの時の690億円とか、その辺からいく
と、はるかに超えているというふうな状況にご

ざいまして、県の方で金融機関と協議をした結

果、預託の倍率を引き上げると。その結果、同

じ預託において融資枠を倍程度確保できるとい

う状況になっております。

あまりにも緊急資金繰り支援資金の割合が高

いので、ほかの分を見直すということは、今後

協議の中で行っていきたいと思いますけれども、

直接的な効果としましては、一番大きい緊急資

金繰り支援資金を上げたことで、相当効果が出
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ているものというふうに考えております。

【吉村委員】今の答弁、それなりに了とするん

ですが、やはりこれもきっかけがあって言わな

いと、金融機関だって自分からは、「上げます」

なんていうことは言わんわけですから、そうい

う引き続きの努力をやってもらいたいと。県の

制度融資というのは、そういう方々を助けてい

くという話になるわけですから、そういう継続

した努力をお願いしたいと思うところです。

それと、もう一つこれについて、協調倍率は

5倍になって、コロナ関係の資金もよかったん
ですが、枠も広がって、もう既に1,300億円を超
えているというところですから、ただ、それで

も借りられない人もいるわけですね。やっぱり

金融機関は言うわけですよ、「いいですよ、貸

せますよ」と言うわけです。なんでかといった

ら、信用保証協会が必ずだめなのは断ってくれ

ると、そこがずっとあるわけですよ。それは、

借りる側にも瑕疵があるわけですよ、自己破産

したり返さんかったりとかいって。それなりの

誠意を見せてくれればできるんでしょうけど、

この際、心機一転やるとかという時に、それが

引っかかってできんわけですたいね。

見ると、県の出資額は、信用保証協会は50億
円です。それでこれがあって、委員会の説明の

最後の方を読むと、お願いしておりますという

ような文章ぐらいだから、もう少し信用保証協

会に対しても強く申し入れをするというような

ことを、特に、このコロナ禍の緊急事態ですか

らやっていただきたいと思うんですが、いかが

でしょうか。

【吉田経営支援課長】県の制度融資におきまし

て、県が預託をする信用保証協会が保証すると

いうスキームを組み立てて現在行っているとい

う中で、保証については保証協会、融資につい

ては金融機関の審査というものが、当然そこに

は発生しております。このコロナという状況の

中で、できる限り柔軟にということは国の方も

おっしゃっておりますし、県からも申し上げて

おります。

ただ、一定、今委員ご指摘がありましたよう

に、既に借り切れないような状況の中で、どこ

まで対応できるかということにつきましては、

万が一、代位弁済が発生した時に、資金によっ

ては保証協会のかぶりといいますか、負担、あ

るいはそこを県が補助をするというふうな仕組

みの中で、県費にも反映してくるということも

ございますので、とにかく貸せというふうなこ

とはなかなか難しい状況にあると。

ただ、状況はしっかり保証協会なり、金融機

関とも共有して、できる限りのご協力をお願い

しているというのが現状でございます。

【吉村委員】まさに課長の言うとおり、わかっ

ているわけですけれども、そういう事業者に対

しては、商工会なり会議所なりというところが、

例えば可能性調査とかをするとかして、新規に

始める時にそこら辺がクリアできる、それから、

また安定したら、それ以前の焦げつきに対して

も支払いを進めていくというような条件をつけ

てでもできることがあるんじゃなかろうかと思

うので、そこら辺はいろいろと検討する中で前

向きに取り組んでいただきたいと思います。

それと、九州各県のこういう緊急資金繰り支

援資金ということについて、長崎県は先進的に

頑張っておられるという資料があるので、その

評価はしておきますが、なお一層頑張っていた

だきたいと、エールを送るところでございます。

エールを送るというのは、お願いじゃなかと。

次に、事業承継ですけど、これも先ほどから

ずっと出ているんですが、大体答えはわかって
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いるんですけど、やっぱり我々商工会地域とか

いう旧郡部の地域というのは、非常に小規模な

事業者が多い。我々はこの事業承継支援事業と

いうのができた時に、そういう地域にも光が当

たってくるんじゃなかろうかと思ってちょっと

期待をしたんですが、なかなかこない。先ほど

からも第三者承継、規模のちょっと大きいとか、

可能性が強いというところは進むんですよね。

ここに、長崎新聞の3月5日にも出ていたんで
すけど、「浅漬けの味、次世代に」といって、

これは第三者承継ですよ。これがうまくいった

というので、こういうのも確かにいいんですけ

れども、やっぱり地域を支えると、さっきも言

いましたが、そのためにも、親子でずっと承継

していくということについて、何らかの助成措

置ができないものかなと思うわけです。

それで聞いたら、先ほどちょっと出ましたけ

ど、例えば父親の事業を子どもが引き継いで、

引き継ぐ時に相続税か何かが免除されます。免

除だけど猶予なんです。そして、子の子どもが

継いだ時に初めて免除になるという話でよかっ

ただろうと思いますけれども、そこら辺は、こ

れは法律ですからあれでしょうけど、国にも働

きかけて、いきなり免除というぐらいのことは

やってもらえないものかなと思いますけど、そ

こら辺の考え方について、いかがですか。

【吉田経営支援課長】 この税制優遇の制度は、

もともと割合が3分の2とか、対象者が何人まで
というふうな制限があったものが、特例的に緩

和されて、割合も100％になっているという状
況で、一定緩和されてきているという状況にご

ざいます。

一方で、親族承継というものが、今後どうい

うふうに進んでいくのか、進んでいかないのか、

そういったところを踏まえて、国においてもし

っかりと対応してもらえるものと思っておりま

すけれども、そういったところでしっかり県の

考えもお伝えしていきたいというふうに考えま

す。

【吉村委員】よろしくお願いします。そういう

ことは国が決めることでしょうから、働きかけ

を頑張ってやっていただきたいとお願いします。

次に、造船関連ですけど、先ほどからも出て

おりましたが、ＳＳＫ、こういう委員会資料を

見ていると、まず250人の離職者の再就職を頑
張ってやりますとか、そこら辺までしか見えて

こないんですけど、やはりＳＳＫ自体を存続さ

せると、そこら辺に何が、どういう手が打てる

のかというのが出てくるとうれしいんですけど、

離職者対策ばかりとなるので、少し寂しいので

聞こうかと思ったんです。

これも長崎新聞ですけど、2月6日の記事に、
「造船再編で国際競争力強化」と国が打ち立て

てきよるわけですね。この中で、海運会社に対

して費用を低利で貸して、それで船を造り替え

ると、そういうことは外国では前からあってい

るんですが、日本でもそういうことを国がやろ

うと。国が認定すれば、技術開発への助成とか、

政府系金融機関による低利融資が受けられると、

こういうことがあるので、これは、それを利用

しようとすると、海運会社は国の計画認定を受

けた造船所、だから、計画認定を受けないとい

かんわけですね、造船所が。そして、一定性能

の船舶を購入する計画をつくれば、国が認定し

て、船舶にかかる固定資産税の軽減などが適用

されると。

こういうところがあるので、これをいち早く、

国内には造船所は幾らでもあるわけです。この

長崎県にとっては三菱の次にＳＳＫが佐世保の

経済の基幹だったわけですから、そういう意味
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でこういうことに素早く対応して、ＳＳＫ自体

の存続、また、元に戻る、新しい船舶をつくる

というところまで戻すようなことを図っていた

だきたいと思うんですが、いかがでしょうか。

【宮地企業振興課長】今、吉村委員おっしゃら

れました国の支援策につきましては、私どもか

らも名村造船所並びにＳＳＫの方にはお伝えし

ております。どういうふうに活用されるかは、

企業様のお考えですので、それは、今、いろい

ろご検討されていると思います。

存続の件につきましては、ＳＳＫの名村社長

も会見でおっしゃっておられますけれども、佐

世保という地の利がございますので、修繕等々、

新造船がなくなって仕事のボリュームが下がる

というのは間違いないんですが、佐世保の地の

利を考えますと、名村社長がおっしゃられてい

るとおり、存続ということについては問題ない

のではないかと、現時点で考えております。

知事の方からも、発表の時にコメントを出さ

せていただいておりますが、我々長崎県としま

しては、ぜひとももう一度新造船を佐世保の方

でやっていただきたいという思いでございます。

【吉村委員】よろしくお願いします。名村造船

は、函館ドックとＳＳＫと名村の3社で、3本の
矢作戦でいこうとしていたけど、こけよるわけ

ですね。そういうことで、よもや売却とかとい

うことはなかろうと思いますけれども、そこま

で思いを伸ばしながら対応していただきたいと

思います。

最後に、小規模事業者支援ということですが、

これも3月5日の長崎新聞に、「伊東精麦所が特
別賞を受賞」と、食と健康アワード2021、製造
特許3商品と書いてある。これが食と健康アワ
ード2021で受賞されたと。そういうことで、特
許を3つもとらしたとねと思って、特許を取得

するための何らかの支援措置とかいうのがあっ

たんだろうかというふうに考えがいくわけです

よ。

これは、もっと前のインターネットからプリ

ントアウトしたものですが、長崎のオランダ屋

さんの記事なんですけど、「タスカッター」と

いう機械をつくって特許を取得したと。それで、

これは商工会の方でもあるので話す機会があっ

たんですけど、それを考案から開発、それから

特許申請、取得まで全部自費でやったんだと。

製作とかつくるとかというところは何らかの対

応ができたんじゃなかろうかと思うんですけど、

特許を取得する費用というのも結構かかるんじ

ゃなかろうかと思うんですが、そこら辺に対す

る県の助成ということは考えられないのかなと

思うんですが、いかがでしょうか。

【福重新産業創造課長】知的財産活用支援事業

といたしまして、県の方では、一般社団法人長

崎県発明協会というところがございまして、こ

ちらの方に知的財産セミナーの開催であるとか、

知的財産活用を推進するために人員を配置いた

しまして、公設試験研究機関などが持っている

県有特許であるとか、県内の大手企業が持って

いる特許というところを県内の中小企業の皆様

にマッチングをして活用を促進しようという事

業をしているところでございまして、直接的に

は、特許取得等の支援は行っていないところで

ございます。

一方、この発明協会の方で国の委託を受けま

して、特許や商標権、意匠権等の出願、権利侵

害等の相談の総合窓口を設けて、知的総合支援

窓口として対応している状況でございます。

【吉村委員】社団法人長崎県発明協会、そこら

辺を通じて特許の関係はやっているんだという

話の説明が今あっただけですけれど、そういう
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動きに、こういう小規模な事業者が特許まで取

ろうと頑張っていると、そして、その特許が取

れて、この機械が販売できれば、それは長崎県

の所得向上にもつながるわけですから、そうい

う意味で、何らかの協力助成というのを考えて

いいんじゃなかろうかと思うんですけど、部長

どうですか。

【廣田産業労働部長】今、特許取得にかかりま

す経費に対する支援というお話でございました

けれども、この間、地域の小規模事業者に対す

る支援のお話を各委員の皆様からいただいてい

るところでございますけれども、やはり地域を

支える小規模事業者、やはり地域を維持してい

くために必要な事業者だという認識は持ってお

ります。

ただ、人口減少により消費者が減少している

とか、後継者がいないとか、様々な課題を抱え

ておられます。そして、また今回、コロナ禍の

中で大きなダメージを受けられているというこ

とは、私どもは十分認識をしているところでご

ざいます。

そういうことから、今後、地域の小規模事業

者を維持、そして振興を図る上でどういったも

のが必要かということを、私どもは今後、具体

的に研究し検討させていただきたいと思ってお

ります。

ですから、そういった中で、今日お話があり

ました事業承継にかかる問題でありますとか、

新事業、事業を拡大する問題でありますとか、

今ご指摘があった特許にかかる経費であります

とか、そういったものを総合的に調査し検討さ

せていただきたいということで考えております。

【吉村委員】今、部長の答弁が非常に前向きで

よかったなと、政策監じゃなくてよかったなと

思うわけですけれど、こういう県内の、多くは

小規模事業者なんですよね。そこがこうやって

頑張って右肩上がりにしていこうという、唯一

明るい光が見えるような、そういう活動、努力

に対しては、やっぱり何らかの協力をしてやれ

ればいいなと思うので、答弁どおり、今後研究、

検討をやっていただくように、よろしくお願い

します。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【山口(初)委員】 通告は2件していますが、一
つの海洋エネルギー関連産業の創出については、

予算議案の中で議論させてもらいました。そう

いうことで、部長からも一定の答弁をいただき

ましたので、これは省略させてもらいます。

新型コロナウイルス感染症第4波に対する事
前対策についてと通告していますが、今、第3
波が、ご承知のように、長崎県、九州は一定の

落ち着きを見ていると思いますが、東京を中心

とする1都3県、神奈川、千葉、埼玉については、
3月21日まで緊急事態宣言が延長された状況に
あります。要はぶり返し、リバウンドがこない

ようにということで延長しているわけですが、

第3波を予見した埼玉医科大の総合医療センタ
ー長の岡先生が、第4波は来るということで毎
日新聞に投稿をされているようであります。

そういう意味で、そのことを議論するんです

が、その前に、長崎県としても飲食業の休業協

力金を実施しました。そういうことで、スピー

ド感を持ってやるということで、4万円掛ける
19日の76万円が、約1万店舗に対策がされてい
ると思いますが、現状どういうふうな状況にな

っているのか、お尋ねします。

【松尾産業政策課長】委員からお話のございま

した、今回の時短要請協力金につきましてです

けれども、当初、食品衛生法の許可を持ってい

る業者ということで、約1万店舗を想定してお
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りましたけれども、2月26日が締め切りでござ
いました。最終的には6,500件程度でおさまった
というところでございます。

実際のところ、営業許可というのも、時短要

請にかからないようなところも入っておりまし

たので、そういったところからしますと、若干

減ったというのは当然のことかなと思っていま

す。

それに対しまして6,500件、今申請がございま
して、2月8日から受け付けを開始しまして、先
週の3月5日時点で92％の支払いとなっており
ます。

【山口(初)委員】 1万店舗のうちの6,000店舗余
りが利用されているんですが、これはある一定

評価はされていると思います。

ただ、一つ、これが一律だったものですから、

これはスピード感を持ってやるためにも一律で

やらざるを得ないという状況だったんだと思い

ますけれども、その店舗においても、企業規模

とか従業員数がそれぞれ異なるわけですね。そ

うしますと、若干の不公平感を持っておられる

方も多少おられるわけです。そういう意味では、

第4波について来ないことを望んでいるわけで
すが、あと変異ウイルスの関係とか、あるいは

ワクチンの関係で状況は変わってくると思うん

ですが、第4波は来ないように祈っているんで
すが、しかし、第4波に備えておくべきではな
いかなと思っています。

そのためには、いろいろな支援、助成をして

いただいているんですが、この飲食業の休業協

力金だけについて言いますと、これはやっぱり

企業規模、従業員数等々に応じて、第4波の時
の支援は、それぞれクラス分けをして、そう不

公平感が出ないように準備をしておくべきでは

ないかと思います。

第4波が来るか来んかもわからんとにという
ことを、いろいろ準備される方は思われるかと

思いますが、備えあれば憂いなしで、やってい

ただければと思いますけれども、その辺の見解

をお伺いしておきます。

【松尾産業政策課長】委員がおっしゃられると

おり、我々としましても、事業者の皆様に第4
波が来ないように対策をとっていただくととも

に、我々も気をつけるということが一番必要な

ことかと思っております。

今回、確かに県においては、一律76万円とい
うことで支給をしたところでございます。全国

において、時短の要請をしたところにおきまし

ては、そういった事業規模によって、全くそう

いった売上がないのに76万円もらっていると
か、そういったようなご批判というのもたくさ

んあるということは承知しております。

これまでいろんな協力金でありますとか、補

助金を行ってまいりましたけれども、まずこれ

につきましては、感染症の状況を見まして、コ

ロナ戦略チームの方でどういった感染段階のス

テージをとっていくのか、それに対して例えば

休業要請とか、そういったことをどうやってい

くかというところを決めていくことになりまし

て、そこから給付の話になりましたので、委員

ご指摘のとおり、これまでは緊急的に組織を立

ち上げて、その中でやってきて、なおかつ、国、

他県の状況を見ながら一律で支給というような

ことでやってまいりました。一定いろんな支援

金等経験をしてまいりましたので、今後は、少

し具体的に、シミュレーションできるものは少

し準備をしておくといったようなことが必要か

と考えております。

【山口(初)委員】 そういうことで、一定時間が
ありますので、4波が来ないことが一番いいん
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ですけれども、準備だけは、先ほど申し上げた

ことを念頭に置いて、これだけではありません

けれども、それぞれ周辺事業を含めて準備をし

ておいていただきたいと思います。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ほかに質問がないようですの

で、産業労働部関係の審査結果について整理し

たいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ５時 ２分 休憩 ―

― 午後 ５時 ２分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

予算決算委員会 農水経済分科会長報告及び

農水経済委員長報告に関する協議を行います。

各委員からのご意見等をお聞かせ願います。

休憩します。

― 午後 ５時 ３分 休憩 ―

― 午後 ５時 ３分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、産業労働部関係の審査を

終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時から委員会を再開し、水産部関係の審査を行

います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ５時 ４分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年３月１０日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ４時２６分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 久保田将誠 君

副委員長(副会長) 山口 経正 君

委 員 溝口芙美雄 君

〃 坂本 智徳 君

〃 外間 雅広 君

〃 西川 克己 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 堤  典子 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

水 産 部 長 斎藤  晃 君

水 産 部 次 長 西  貴史 君

水 産 部 次 長 川口 和宏 君

水産部参事監 内田  智 君

漁 政 課 長 小田口裕之 君

漁業振興課長
（ 参 事 監 ）

岩田 敏彦 君

漁業取締室長 松本 啓一 君

水産経営課長 渡邉 孝裕 君

水産加工流通課長 吉田  誠 君

水産加工流通課
（ 企 画 監 ）

齋藤周二朗 君

漁港漁場課長 橋本 康史 君

漁 港 漁 場 課
（ 企 画 監 ）

一丸 俊雄 君

総合水産試験場長 中村 勝行 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【久保田委員長】 おはようございます。

委員会を再開いたします。

これより、水産部関係の審査を行います。

【久保田委員長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

水産部長より、予算議案説明をお願いいたし

ます。

【斎藤水産部長】それでは水産部関係の議案に

ついて、ご説明いたします。

お手元にお配りいたしました「令和3年2月定
例県議会予算決算委員会農水経済分科会関係議

案説明資料 水産部」、1ページ目をお開きくだ
さい。

今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

2号議案「令和3年度長崎県一般会計予算」のう
ち関係部分、第7号議案「令和3年度長崎県沿岸
漁業改善資金特別会計予算」、第11号議案「令
和3年度長崎県長崎魚市場特別会計予算」、第
78号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予算
（第14号）」のうち関係部分、第82号議案「令
和2年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正
予算（第1号）」、第89号議案「令和2年度長崎
県港湾整備事業会計補正予算（第3号）」のう
ち関係部分であります。
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本県の水産業は、造船、漁業資材、流通及び

加工等の幅広い関連産業を支え、特に離島・半

島部において、地域の経済・社会維持に大きな

役割を担う重要な基幹産業でありますが、漁業

就業者の高齢化や減少が進んでおり、さらには

新型コロナウイルス感染症拡大や水産資源の変

動、国内消費の低迷などの影響を受け、大変厳

しい状況にあります。

このような中、県におきましては、平成28年
度にスタートした「長崎県水産業振興基本計画」

のもと取組を進めておりますが、現計画は令和

2年度で終了するため、水産施策の指針となる
新たな基本計画は、「多様な人材が活躍し、環

境変化に強い持続可能な水産業と賑わいのある

漁村づくり」を基本理念として、各種施策を効

率的かつ重点的に取り組むこととしております。

新たな基本計画のスタートとなる令和3年度
は、漁村の暮らしや漁業の魅力を漁村自らが発

信し、漁村に人を呼び込む仕組みづくりや収益

性の高いスマートな経営モデルの確立、新幹線

開業を見据えた県産水産物の消費拡大、国の水

産政策の改革に沿った水産資源の管理と利用を

図るための漁業者の取組支援、藻場回復のため

の母藻供給体制の実証など、これまでに推進し

てきた事業の強化を図るとともに、様々な国の

予算や地方創生推進交付金等を活用し、必要な

予算を計上いたしました。

それでは、まず、第2号議案「令和3年度長崎
県一般会計予算」のうち関係部分についてご説

明いたします。

歳入は、合計121億2,044万3,000円、歳出は、
合計209億5,696万5,000円を計上しております。

3ページを、ご覧ください。
歳出予算の主な内容についてご説明いたしま

す。

（離島漁業再生支援について）

離島の漁業集落が行う漁業生産力の向上や新

たな漁法導入等の漁業再生活動新規就業者に対

する漁船・漁具等のリースの取組、特定有人国

境離島地域の雇用創出の取組等を支援するため

の経費として、離島漁業再生支援事業費10億
4,095万4,000円を計上しております。
下段をご覧ください。

（新たな資源管理推進について）

国の水産政策の改革に沿った水産資源の管理

と利用を図るため、漁業者が資源管理目標の設

定と検証・目標達成のため実施する取組に対し

て支援するための経費として、新たな資源管理

推進事業費1,088万6,000円を計上しておりま
す。

4ページでございますが、中央をご覧くださ
い。

（水産業の経営力強化について）

収益性の高い経営モデルの確立を進めるとと

もに、持続可能な水産物供給体制の実現のため、

漁協等が行う計画的な施設整備を支援するため

の経費として、持続可能な新水産業創造事業費

9,150万円を計上しております。
5ページ目をご覧ください。
（漁業就業者の確保、育成対策について）

集落の担い手となる漁業就業希望者の相談か

ら技術習得、独立・定着まで切れ目のない支援

体制を整備し、持続可能な漁村づくりを推進す

るための経費として、ひとが創る持続可能な漁

村推進事業費7,930万4,000円を計上しており
ます。

中段でございます。

（県産水産物の国内販売強化について）

県産水産物の販路の拡大を図るため、水産加

工品の商品力の向上や新たな需要を取り込むた
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めの商品開発、機器導入等を支援するための経

費として、県産水産物国内販売強化事業費3,411
万円を計上しております。

続きましては、6ページ下段をご覧ください。
（水産基盤整備について）

1．公共事業
漁港・漁場・漁村・海岸整備については、水

産改革に即した水産業の成長産業化に向けて、

水産業の競争力強化と輸出促進に向けた生産・

流通機能強化対策、水産資源の維持・回復、大

規模自然災害に備えた漁業地域の強靭化対策、

持続的な漁業生産力の確保を推進するための経

費として、漁場水産基盤整備費で、水産環境整

備費等39億8,586万9,000円、県営漁港水産基盤
整備費で、水産生産基盤整備費等73億1,646万
5,000円、市町村営漁港水産基盤整備費で、農山
漁村地域整備交付金事業費等17億9,368万
8,000円を計上しております。

2．単独事業
県単独事業については、修築・維持補修事業

により漁港及び海岸整備を図るとともに、漁港

の管理、調査のための経費として、県営漁港水

産基盤整備費で、漁港施設維持補修費等4億
8,406万円を計上しております。

3．漁港災害復旧事業
漁港災害復旧事業については、令和3年の災

害に迅速に対応するための経費として、3年災
害復旧費4億7,000万円を計上しております。
（藻場対策の推進について）

漁業者、行政、研究機関等が連携して、藻場

回復手法の普及啓発や自立型母藻供給体制の実

証を行い、漁業者による藻場の回復活動等を支

援するための経費として、藻場回復対策事業費

7,492万7,000円を計上しております。
債務負担行為については、記載のとおりでご

ざいます。

次に、第7号議案「令和3年度長崎県沿岸漁業
改善資金特別会計予算」の主な内容についてご

説明いたします。

歳入、歳出、それぞれ合計1億6,608万2,000
円を計上しております。

これは、沿岸漁業者等が自主的に、その経営

や生活環境を改善するため、経営等改善資金、

生活改善資金及び青年行業者養成確保資金を無

利子で貸し付けるものであります。

次に、第11号議案「令和3年度長崎県長崎魚
市場特別会計予算」の主な内容についてご説明

いたします。

歳入、歳出、それぞれ合計2億2,469万2,000
円を計上いたしております。

これは、長崎魚市場の維持・管理並びに生鮮

水産物等の取引の適正化等を図るための経費で

あります。

債務負担行為については、記載のとおりでご

ざいます。

次に、第78号議案「令和2年度長崎県一般会
計補正予算（第14号）」の関係部分についてご
説明いたします。

歳入は、合計7億4,769万4,000円の減、歳出
は、合計14億9,479万9,000円の減を計上いたし
ております。

11ページをご覧ください。
補正予算の主な内容について、ご説明いたし

ます。

（水産基盤整備等について）

事業費の精算見込み等に伴い、漁場水産基盤

整備費で、水産環境整備費等1億8,619万7,000
円の減、県営漁港水産基盤整備費で、水産流通

基盤整備費等9億3,791万4,000円の減、市町村
営漁港水産基盤整備費で、漁港施設機能強化事
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業費等4,831万5,000円の減を、それぞれ計上い
たしております。

繰越明許費については、記載のとおりであり

ます。

12ページをご覧ください。
次に、第82号議案「令和2年度長崎県沿岸漁

業改善資金特別会計補正予算（第1号）」につ
いてご説明いたします。

歳入、歳出、それぞれ合計6,645万4,000円の
減を計上いたしております。

これは、貸付見込額の減等に伴うものであり

ます。

次に、第89号議案「令和2年度長崎県港湾整
備事業会計補正予算（第3号）」のうち関係部
分について、ご説明いたします。

土地売却収益の減等に伴い、収益的収入で

3,298万2,000円の減、土地売却原価の減等に伴
い、収益的支出で3,468万3,000円の減を計上い
たしております。

最後に、令和2年度予算につきましては、本
議会に補正をお願いいたしておりますが、国庫

補助金等に、なお未確定のものがあり、また、

歳出面でも年間の執行額確定に伴い整理を要す

るものがあります。

したがいまして、これらの調整、整理を行う

ため、3月末をもって、令和2年度予算の補正に
ついて専決処分によって措置させていただきた

いと考えておりますので、あらかじめご了承を

賜りますようお願いいたします。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますよう、お願いいたし

ます。

【久保田分科会長】 ありがとうございます。

次に、漁港漁場課長より補足説明を求めます。

【橋本漁港漁場課長】繰越明許費について、補

足してご説明をいたします。

お手元にお配りしております資料1「予算決
算委員会農水経済分科会補足説明資料【繰越事

業理由別調書】」、Ａ4縦長の資料でございま
すが、ご覧ください。

1ページをお開きください。
上の表は、繰越理由別に、件数と繰越額を示

した表でございます。

主なものは、⑤その他（経済対策補正と昨年

の台風9号及び10号並びにコロナの影響によ
る）ものが47件で、69億7,178万5,000円で、全
体額の74％を占めております。
次いで、②施工計画・設計及び工法変更によ

る遅れが39件、20億2,422万7,000円で、全体額
の21％となっております。
なお、上段括弧書きの数字につきましては、

昨年の11月議会でご承認いただいた件数、金額
でございます。

続きまして昨年の11月議会からの主な増額
理由について、ご説明いたします。

まず、①事業計画決定の遅れでございますが、

長崎県離島地区の水産業強化対策工事におきま

して、年度途中の令和3年1月に、国より追加で
内示されたため、適正な工期が確保できないな

どの理由で繰越が増加し、8件、4億5,009万
6,000円となっております。
次に、②施工計画・設計及び工法変更の遅れ

でございますが、長崎漁港の臨港道路畝刈琴海

線における道路改良工事におきまして、工事区

間内に沿道の事業者等の出入口がございまして、

施工時期や施工時間帯の制約を受け、工程が遅

延し、年度内完成が困難となったものや、佐世

保市の楠泊漁港において、物揚げ場の地盤改良

工事に先立ち施工する仮設の機材が調達困難で
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あったため、急遽、規格の変更が必要となり、

施工計画の見直しで時間を要し、年度内完成が

困難となるなどの理由で繰越が増加し、39件、
20億2,422万7,000円となっております。
次に、⑤その他（経済対策補正、台風災害、

コロナの影響による遅れ）でございますが、令

和2年度の経済対策補正予算によるものや、佐
世保市の平漁港において離岸堤の工事を予定し

ておりましたが、仮設道路が、昨年9月の台風9
号及び10号で被災をいたしまして、仮設道路復
旧後の工事となるため、年度内完成が困難とな

るなどの理由で繰越が増加し、47件、69億7,178
万5,000円となっております。

1ページ目の一番下の方に【参考】といたし
まして、経済対策補正や台風災害、コロナの影

響によるものを除いた最近3年間の繰越状況及
び昨年度との比較を記載しております。

2ページから7ページまでは、漁場水産基盤整
備費、県営漁港水産基盤整備費、市町村営漁港

水産基盤整備費、漁港災害復旧費の予算科目別

に繰越理由、事業名、箇所名、工事概要等を記

載しております。

説明は、以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【久保田分科会長】次に、提出がありました「政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料（政策的新規事業の計上状況）」について説

明をお願いいたします。

【小田口漁政課長】お手元にお配りしておりま

す「農水経済委員会提出資料 政策的新規事業の

計上状況」をご用意願います。

水産部関係の令和3年度新規事業につきまし
ては、1ページの下段から2ページ中段に記載い
たしております。新たな資源管理推進事業費ほ

か6件でございます。
各事業の事業概要と当初要求額及び今議会に

上程しております当初予算計上額は、記載のと

おりでございます。

以上でございます。よろしくご審議賜ります

よう、よろしくお願いいたします。

【久保田分科会長】以上で説明が終わりました

ので、これより予算議案に対する質疑を行いま

す。

質疑はございませんか。

【川崎委員】 おはようございます。

まず、予算議案の長崎産水産物輸出倍増事業

費についてお尋ねいたします。

計上事業一覧の25ページの分ですが、6,676
万7,000円、対前年比2,400万円ほど増というこ
とで、輸出に対する県の意気込みということは、

その数字から受け取れるわけですが、輸出の実

績について、ここ数年をお知らせいただければ

と思います。

【齋藤水産加工流通課企画監】本県の水産物の

輸出の実績についてでございますが、数字とい

たしましては、関係団体や民間企業への聞き取

りにより集計をした数字となりますが、直近の

5か年の輸出につきまして、平成27年度は17億
円、平成28年度19億円、平成29年度21億円、平
成30年度33億円、令和元年度31億円ということ
で、令和元年度につきましては前年度に比べて

減少ということになっておりますけれども、こ

れにつきましては令和2年2月から3月に中国、
それからアメリカ向けの輸出が停滞ということ

で、その影響が出たということでございます。

【川崎委員】 5年間、ありがとうございました。
着実に伸びてきて、令和元年度は残りの2か月
がコロナの影響ということですね。これは致し

方ないとしても、順調に伸びてきていることを



令和３年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月１０日）

- 109 -

確認いたしました。

主にどういった部門が増加傾向だったんでし

ょうか。

【齋藤水産加工流通課企画監】やはり主力とな

っております中国への鮮魚の輸出が伸びてきて

いるところと、コロナ前まではアメリカ向けの

ブリのフィレあたりも順調に伸びていたところ

がございました。

【川崎委員】中国向けの鮮魚が伸びてきたとい

うことは、上海にはたしか「長崎鮮魚」という

ブランドで展開されているのは視察させていた

だいたこともありまして、非常にうれしく思っ

ているところでありますが、これは輸出の実際

に物が流れているルートについてお尋ねいたし

ます。

【齋藤水産加工流通課企画監】コロナ前までは、

福岡から上海とか中国の主要都市に直行便とい

うことで鮮魚を運んでおりましたけれども、コ

ロナ禍の影響で航空便が止まったこともござい

まして、現在は関西空港から中国に運んでいる

という状況にございます。

【川崎委員】鮮魚ですから、時間が短ければ短

いほどいいわけでありますので、早く正常に戻

って福岡から、あるいは長崎－上海便も増便が

計画されておりましたし、そういった部分の貨

物の活用とかもすることによって、さらに伸び

ていくんだろうというふうに思っておりますの

で、お取り組みいただきたいと思います。

この予算の中に中国市場の維持・拡大という

ところのＰＲという部分でありますが、取組が

記載されていますけれども、どういったところ

を対象地域として、どういった部門を伸びして

いこうとされているのかをお尋ねいたします。

【齋藤水産加工流通課企画監】まず、中国国内

の状況でございますが、水産物の需要につきま

しては、コロナの影響で一時期停滞をしており

ましたけれども、若干回復傾向にあることもご

ざいまして、今後も輸出に向けた増額に向けて

取組を進めていくことにしております。やはり

現実的には使用可能な輸送のルートが限られて

くるところ、それから、現在は他県の鮮魚も少

し出ているという状況もございまして、そうい

ったところとの競合もあって課題の多いところ

でございます。

本県といたしましては、長崎魚市と現地の業

者とで築き上げました、「長崎鮮魚」というブ

ランドを維持していくことが第一だと思ってお

りますので、まず、基盤となる上海での足固め

をしていくというところ、それから北京での展

開もずっと強化をしていきたいというところが

ございます。

さらに、南部の深圳であるとか、内陸部の重

慶など、新しい市場が有望という話もございま

すので、そういったところも狙って市場開拓を

図っていきたいということで、現地での商談会

とか販売促進フェアの実施について、関係者と

一体となって取り組んでまいりたいと思ってお

ります。

【川崎委員】上海の足固め、そして北京に深圳

に重慶にと、新たな市場開拓が非常に期待をさ

れるところです。内陸部も国策でしょうね、す

ごい工業団地ができたり、ＩＴ企業だったり、

本当にすさまじく人口も増えているような地域

であります。

いかんせん、繰り返しになりますが、ルート

といいますか、速やかにお届けをしていくこと

が非常に大事なところというふうに考えており

ますので、例えば長崎港からスムーズに送り届

けることができるような、いわゆる物流の開発

とか、お取り組みいただきたいと思います。
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逆に、輸送に時間がかかるに当たっては、鮮

魚とはいえ、保存の仕方によって長期間品質を

保ちながら市場にお届けをするというところも

一つ工夫ができる分野かと思いますが、そうい

ったところの技術革新といいますか、そういう

お取り組みはいかがでしょうか。

【齋藤水産加工流通課企画監】委員がご指摘の

とおり、鮮度を保つためには、いろいろ技術的

な開発も必要になるかと思っております。もう

一つが、中国の内部でコールドチェーンという

のがどこまで浸透しているかわかりませんので、

そういったところを見ますと、冷凍水産物あた

りも輸出をもっと強くしていかなきゃいけない

ということもございますので、中国に通用する

ような冷凍品の開発、そういったところにも取

り組んでまいりたいと思っております。

【川崎委員】その開発について、ご答弁できる

方はおられますか。

【中村総合水産試験場長】水産試験場でも長期

保存できるような方法ということをいろいろ模

索をしているわけですが、例えば養殖ブリにつ

いては、時間がたちますと身の色が悪くなって

くるといったことがございますので、そういっ

たものを長崎大学と協力しながら、少しでも長

もちする手法について現在研究しております。

それから、最近では常温で流通できる水産加

工品についても、例えばレトルト食品といった

ものについても、これから海外でも需要が高ま

ってくるだろうということで、そういうものに

も力を入れながら、今、加工技術の開発を進め

ているところでございます。

【川崎委員】ぜひ、委員会で視察等もさせてい

ただければと思います。よろしくお願いいたし

ます。

次に、第一次産業のスマート化ということで

お尋ねいたします。

計上事業一覧で、たしか2つ事業があったと
思います。スマート水産業推進事業費と持続可

能な新水産業創造事業であります。今、ＤＸ、

ＤＸということで、どの分野も取り組んでいる

ところで、デジタルという言葉なのかもわかり

ませんけど、要は、大きく業態変革を求めると

いうところで、水産分野にも、ぜひそういった

ことも取り入れながら進めていかれるんだろう

と思っておりますが、このスマート化は、どう

いった分野に力を入れて成果を見出そうとされ

ているのか、お尋ねをいたします。

【渡邉水産経営課長】今、委員ご指摘のこの事

業については、持続可能な新水産業創造事業と

スマート水産業推進事業と2つあります。これ
は一緒に併せて進めていく事業であります。

ご指摘の、どのような分野でスマート化を進

めていくのかという点については、これまで経

営指導をする中で、3Ｄ ＧＰＳとか、そういう
ふうな最先端機器を使って所得を向上させるこ

とができたという事例もございますので、ＩＣ

Ｔとか、そういうものを使っている機器は最先

端機器ということになりますので、そのような

ものを使って漁業者に利用していただいて所得

を向上させていこうと。漁業の操業の効率化を

図りながら、漁業の所得を向上していこうとい

う目的で進めております。持続可能な新水産業

創造事業ということで、事業の機器を入れる時

に支援をしていこうと、そういう流れで考えて

いるところです。

【川崎委員】ありがとうございます。スマート

というのは、賢いということでしょうけど、単

なるデジタル化じゃなくて、いろんな分野で効

率化を図って、人材不足も叫ばれておりますの

で、効率化でお取り組みいただきたいと思いま
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す。

いま一度、先端技術への支援ということに触

れられたと思いますが、どのようなことが今想

定されているのか、お尋ねいたします。

【渡邉水産経営課長】最先端機器ということで、

今想定されているものは、先ほど申しました3
Ｄ ＧＰＳとか、グラフ魚探とか、そのような漁

業の操業の効率化を図る目的の機器、そういう

ものをまずは考えています。それを最終的には

グループで共有する。今回、高度な無線機を導

入して、そのデータを各漁船間で共有できるも

のが最近ついているということなので、グルー

プでそういうものを活用して操業の効率化を図

れないかというふうなことも考えておりまして、

そういうものを導入する時には事業を活用して

補助事業で支援するという形につくっておりま

す。

【川崎委員】 最後にいたします。

先日、佐世保の事業者さんだったでしょうか、

アプリを開発されて、まさに夢のようなものが、

本当にこんなことが現実になるんだなという、

すばらしいものが紹介されておりましたが、Ｉ

Ｔ技術をもっともっと、これは産労部の話なの

かもわかりませんけど、人材育成といいますか、

ＩＴを使った人材育成をしつつ、水産業の分野

でもぜひ生かしていただきたいと思いますが、

そういうＩＴ分野における人材の取組、人材を

成長させて、アプリでもって、もっと効率のい

い漁業といいますか、そういったものの展開と

いうことも今からやっていくべきだろうと思い

ますが、いかがでしょうか。

【渡邉水産経営課長】先ほどお話がありました、

最近、地元の新聞で取り上げられたアプリでし

ょうけれども、このアプリの会社とは、これま

でも複数回、いろいろ意見交換を行っておりま

して、私たちも、このスマート化に関しては様々

な技術が出てきて、どれだけ技術の情報を収集

するかということが非常に問題なので、そうい

うことで進めております。

そのようなものを、これは漁業の効率化につ

ながるツールであれば、そういうものを使って

試験研究機関、大学なども含めて協議をして、

それが十分活用できるということであれば事業

の支援につなげていければということで考えて

おります。

まだまだ幅広く、いろんな分野があると思い

ますので、これから研究させていただいて進め

ていきたいと考えております。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【堤委員】おはようございます。ひとが創る持

続可能な漁村推進事業費7,930万4,000円を計
上してありますが、新規に、重点項目として事

業名を掲げてありますけれども、新規というこ

とですから、これまではこういう事業費はなか

った。これまであった事業費とどう違うのかと

いうことをまずお聞きしたいと思います。

【渡邉水産経営課長】今回、ひとが創る持続可

能な漁村推進事業というものを新規事業でつく

らせていただきました。

これまでは、実を言うと、次代を担う漁業後

継者育成事業という事業がございました。これ

は、直接、就業希望者に対して技術研修支援を

行う、また、その方々が来るための情報を受入

機関から発信する、また、受入れる側の体制を

つくるとか、そのようなものを行ってまいりま

した。この部分については、今回の事業も、そ

のまま引き継ぐ形で考えております。

これまでの事業と新しい事業の違いというの

は、実を言うと、これまで漁業者の就業をする

中で、やはり地元漁村というものの受入体制が
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非常に重要だなと。漁業者も、漁業の所得だけ

ではなくて様々な所得を得て収入を安定化させ

ないと、やはりそこに定着できないという議論

がございましたので、私たちは今回の事業で受

け入れる側の漁村というものをどのようにつく

っていくかと。

今回は、今までの事業に漁村の魅力とか、そ

のようなものを分析して、その場所でいろんな

話し合いを行って、地元の住民の方と話をして、

発信をしていく。地元で足らざるところは、地

元で何とか工面するような形のものができない

かということを協議していこう、ワークショッ

プみたいなものをやっていこうというのが1つ
加わっています。

もう一つは、漁業だけではなくて、多様な所

得を入れることも考えて、兼業の方々に対して

も支援をしていこうと。これまでは専業でやる

方だけを支援していたのですけれども、そうい

うようなことも含めて幅広く取り組もうという

ものを入れたのが、今回の事業になります。

【堤委員】 確かに、今度、兼業漁師コースの研

修制度創設というのが入っていますし、これま

での専業コースと一緒に、ほかの分野から収入

を得られるという取組も支援していこうという、

そういうことだということで理解しました。

新規参入する人たちにとっては、やはり地域

になじんだり、地元の人たちとの交流の中から、

やっぱり就業を続けていこうという意欲も高く

なっていくと思うんですが、今議会の論議の中

でも定着率が73％ですか、そういったことが答
弁があっていましたけれども、そこのところを

具体的にどういうふうに捉えていらっしゃるの

か、お尋ねしたいですが。

【渡邉水産経営課長】漁業外の方が県外から来

られるとか、そういう場合なんですけれども、

定着がしにくい理由として、やっぱり漁業だけ

では安定的な収入の確保がなかなか難しいと、

技術の習得が非常に厳しい、難しい、住居が不

足している、地元住民の理解が得られない、地

元住民となかなか交流できない、そういう問題

があって、やはり離れていくと。ほかにも家庭

の事情とかで離れる方もいらっしゃいますけれ

ども、やはりそういうことをおっしゃる方が多

いと認識しております。

【堤委員】確かに、漁業に新規参入するだけで

なくて他の地域から漁村に入るというのは、本

当に、農山村もそうでしょうけれども、やはり

地域に溶け込むというのは大変厳しいのかなと

思っているんですが、この研修制度は大体どの

くらいの期間で、参入する人たちはどういった

支援が具体的に受けられるんでしょうか。

【渡邉水産経営課長】 この事業については、4
つのコースがございまして、1つは、漁家の子
弟の方々とかを受け入れる、雇用の方々を受け

入れる、独立を目指す方々を受け入れるという

3つがございました、これまでは。それに、今
回、兼業のコースを加えて4つのコースをつく
っております。

独立型については、3年間の研修ができるよ
うに行っております。漁家子弟についても、若

干、研修費は下がりますけれども、その方々も

定着を支援するという形で進めております。

雇用型については、会社から給与をもらって

やりますので、その分やはり研修費は少なくて、

1年分という形になっております。
県外から来る方については、独立型とか、そ

ういう形で来られるんですけれども、先ほど3
年と言いましたけれども、これは2年で、県外
から来る方々、Ｕターン者、Ｉターン者につい

ては研修期間を1年延ばすことができますので、
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3年間までは支援をするということで考えてお
ります。生活費、研修費に当たる部分で10万円
から大体12万円ほどの支援をやってまいりま
す。

【堤委員】住宅の支援というところでは、どう

いった支援があるのでしょうか。

【渡邉水産経営課長】 住宅の支援については、

ありません。

【堤委員】住宅についても、できれば何らかの

形で支援をする、住宅をその研修の期間でも確

保していただくとか、そういうこともできたら

ということを要望したいと思います。

それから、これまでの実績というか、新規参

入の漁業者の数とかなんかありましたらお願い

します。

【渡邉水産経営課長】 昨年度は187人の新規就
業者ですけれども、その前からいけば、平成27
年度が163人、平成28年度が175人、平成29年
度が165人、平成30年度が183人ということで、
徐々に増えて、今回、187人だったという状況
でございます。

【堤委員】新年度の目標とか定めていらっしゃ

るんですか。

【渡邉水産経営課長】 来年度の目標は、190名
ということで考えております。

【堤委員】人口減少が続く中で、やはり農山村

漁村に人口を定着させる、そして、この一次産

業を続けていただく人材を確保していくという

のは本当に重要なことだと思いますので、まだ

まだ予算が足りないような気がしています。ぜ

ひもっと予算を獲得して、この事業が拡大して

いけるように取り組んでいただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

【久保田分科会長】 ほかに。

【西川委員】 水産加工の振興というか、販売、

生産増についての気持ちから、横長26ページの
県水産物国内販売強化事業とか、25ページの水
産加工振興対策費などを中心に、長崎県は、今

まで活魚、鮮魚で相当な成績、生産販売をして

いたけど、どうしても他県に加工の分野で負け

ている点というか、遅れている点があったとい

うことで、水産加工にもっと力を入れていただ

きたいというのが、私の気持ちなんですけど、

このたび3,411万円とかが計上されております
が、どのような指導、また、どのような加工機

器の設置とか、そういうご指導をなされている

のか、お尋ねいたしたいと思います。

【齋藤水産加工流通課企画監】委員、ご承知の

とおり、長崎県というのは加工の原料の供給県

ということでこれまできたところでございます

けども、加工につきましては、やはり力を入れ

ていかなければいけない分野でございますので、

今後、伸びていくという分野でいくと即食性で

あるとか簡便性といったところ、そういった加

工品というのが伸びていくのではないかという

ことがございますので、そういったレトルトの

加工品の開発であるとか、お土産で持って帰れ

るような常温品の加工品の開発であるとか、製

品的には、そういった加工品の開発を進めてい

きたいと思っております。これまで取り組んで

きたバイヤーとの連携によって商品を開発して

いくであるとか、少し商社と商談をしながら、

もう少し大きい単位での加工品の開発であると

か、そういったところにも取り組んでまいりた

いと考えておるところでございます。

【西川委員】新たな考え方の機器、機械の導入

とか、それを使えば、こうなって、こうなる。

そういうふうな業界に対する、漁業者に対する

指導とか、そういうのは何か計画はあるんです

か、この3,411万円の中に。
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【齋藤水産加工流通課企画監】県といたしまし

ては、先ほど申し上げたような即食性、簡便性

というところが非常に大事と思っておりますけ

れども、各加工業者さんの中で、それぞれ考え

方が違うかと思いますので、そのような要望を

踏まえながら、例えば、先ほど申し上げたレト

ルトの加工機器であるとか、あとは冷凍品であ

っても急速の凍結をして、解凍すれば刺身でも

食べられるような高鮮度の冷凍品であるとか、

そのような加工というのは、やはり需要が伸び

てきているところがございますので、そのよう

なことができる業者の方々とも話を進めながら、

事業の推進を図ってまいりたいと思っておりま

す。

【西川委員】 たまたま今朝7時半過ぎにテレビ

を見ていましたら、四国のあるところで真空パ

ックした魚が骨まで食べられる、そのような加

工をしてタイとかアジとか出して相当な販路拡

大、販売拡大につながっているという話が出た

んですが、一番骨が硬いと言われているタイを、

普通のアジの開きとかのような感じでなくて、

そのまま食べられる、しかも老人施設の入居者

の方が、「おいしい、こんなに軟らかいなんて」

というようなことで放送がされていましたが、

長崎県内の業者で、そのような加工品の開発と

かはまだできてないんでしょうか。

【吉田水産加工流通課長】幅広い世代の方に食

べていただくためには、やはり作る側も様々な

工夫が必要だと思います。

例えば、今年度でいきますと、県外の学校給

食に対馬のアナゴを県漁連が受注いたしました。

対馬の加工業者で一次処理をいたしまして、そ

れを、かまぼこ組合にレトルト機がありますの

で、そこに持っていって骨まで軟らかくして納

品しております。

一つの企業だけでは、そのような設備投資、

販路が確定しない中で難しい面もありますけど、

県内の中ではレトルト機を入れている業者が結

構今ありますので、そういったところを結びつ

けながら、商品開発、販路拡大を進めていきた

いと思っております。

【西川委員】ありがとうございました。引き

続き加工に力を入れていただきたいと思います。

あと一つは、近年、大型台風、強風などで定

置網とか、相当傷んでいるんですね。養殖業者

の方もそういう被害を受けている。定置網とか、

養殖業者の方の網が、台風など接近の時に水中

に少し沈められる。そのような方法などは、例

えば、23ページの定置網漁業育成強化事業費の
中に入ってないのか。また、成長産業化のため

養殖産地育成事業費の中の2,308万円の中にも、
そのような施策というか、実証の事例をつくる

ための予算とか、そういうのは令和3年度はま
だ計画されてないんでしょうか。

【吉田水産加工流通課長】環境に負荷がかから

ない海域で、また、災害から回避できるように、

例えば沈下させてやるような養殖につきまして

は、国の方でも、そのような試験等を行ってお

ります。

県内におきましては、長崎大学が「次世代養

殖戦略会議」というのを立ち上げておりまして、

現状を申しますと、沈下させてやる試験の実証

段階、フィールドに入って実証をやるという段

階の試験を今開始しようとしているところでご

ざいます。

県の方は、私ども行政も水産試験場の方も、

その会議の中に入って、共に協力しながら進め

ているという状況です。

県の予算につきましては、もう少し基礎固め

の部分、それぞれ地域ごとに特色がある取組を
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進めるべきということで、その点を支援すると

いうような予算の組み立てにしております。

【渡邉水産経営課長】 委員がご指摘のように、

定置網については、23ページにございます定置
網漁業育成強化事業ということで対応するよう

になっています。

この事業は、まさに委員ご指摘のように、台

風とか、急潮とか、そういうことで被害を受け

たという実績がございます。そういうふうなこ

とに耐えられるような網とか、垣網とか、そう

いうふうなものを試験場と一緒に調査をしなが

ら、そういうふうなものに網を入れると、それ

に対して支援をするという事業でございます。

実際、今年度も2カ所、この事業を活用して実
施しようとしているところでございます。

【西川委員】被害に遭わないということは、事

業者も、県も、市も、お金が要らないようにな

るんですね。被害に遭ったら急にお金が要る。

つまり、もう経営が厳しくなるわけです。そう

いう中で被害にできるだけ遭わない装置の網、

定置網、または養殖の網などにしたら水産業者

も、自治体も、どっちもよくなるし、生産も上

がると思いますので、研究費、または実証のた

めの事業にはけちらんで予算の充実をしていた

だきたいと思います。

終わります。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【坂本(智)委員】 先ほどの部長説明の3ページ
でございます。

3ページの上の段に「離島漁業再生支援につ
いて」という項目がございますが、そこにいろ

いろ書いてあります。10億4,000万円強の予算
で、漁法の導入等の漁業再生活動だとか、新規

就業者に対する漁船・漁具等のリースの取組だ

とか、特定有人国境離島地域の雇用創出の取組

等を支援するための経費として10億4,000万円
強を計上しておられます。

離島漁業再生支援交付金事業でございますが、

この予算を積み上げて、10億4,095万4,000円と
いうふうになったんでしょうけれども、部長の

先ほどの説明の中での部長の思いというものを、

離島漁業再生支援事業費を組み込んだ時の部長

の思いというものを聞かせていただけませんか。

【斎藤水産部長】離島漁業再生支援ですけれど

も、ここに書いてありますように、様々な取組

があるというふうなことでございます。

また、長崎もそうですけれども、とにかく離

島が多いというふうなことで、離島というのは

水産業というのが物すごい主力の産業というふ

うなことになっています。水産業なしに離島は

振興していかない、あるいは離島の機能という

ことで、国防ですとか、そういったいろいろな

多面的な機能といったものも発揮するというこ

とも期待できるということでございます。

ですので、ある程度の額を様々な取組に用意

することによって、離島の方にぜひ活用してい

ただいて水産業を振興するとともに、離島地域

の振興につなげていただければということで期

待しているところでございます。

【坂本(智)委員】ありがとうございます。部長

の思いはよくわかりました。

その下に423万7,000円で、地域を担う漁協機
能強化支援事業費というのがございます。いろ

いろとありましょう。コロナ禍で皆さん方が居

酒屋にも行けない、行かない、行ってはだめだ

というようなこと等々もありました。1年以上
になりましょうか、もう。

本会議でも私は申し上げたんですが、本当に

漁協なのかというような、要するに漁協の経費

が出てくるのか、従業員に給料が払えるのかと
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いう思いがしてならないわけでございますが、

その前に漁協が長崎県には幾つあるのか教えて

いただけませんか。

【小田口漁政課長】沿海地区の漁協としまして、

現在64ございます。
【坂本(智)委員】 ありがとうございます。64
の漁協があるそうでございますが、いずれの漁

協も、経営的にやっぱり厳しいのではないかな

というふうに思うんですよね。

その下に、水産業の技術開発について試験研

究費として9,990万円、約1億円の予算がついて
おりますけれども、423万7,000円という、この
漁協機能強化支援事業費、少ないのではないか

なというような気がしてならないんですが、い

かがでございますか。

【小田口漁政課長】 この423万7,000円の事業
につきましては、漁協経営の基盤強化のための

指導や、中小企業診断士の助言等の費用、また

は合併についての取組支援という、いわゆるソ

フト的な経費を対象としているところでござい

ます。

委員ご指摘のとおり、昨今、水揚げの減少や

漁業者の減少等で漁協の経営は大変厳しくなっ

ておりますけれども、そういう面も含めまして、

この事業で今後の漁協の計画や、経営の方向に

ついての助言、指導をしっかり行っていきたい

というところで、この事業を計上しております。

【坂本(智)委員】わかったような、わからない

ようなことでございますけれども、しっかり頑

張っていただきたいというふうに思います。

終わります。

【久保田分科会長】 ありがとうございます。

ほかにございませんか。

【山本(由)委員】 お伺いします。 長崎海の恵

み消費拡大事業ですけれども、長崎俵物、それ

から魚愛用店の店の販促ということですけれど

も、長崎俵物と魚の愛用店の目標と近年の実績

をまずお伺いいたします。

【齋藤水産加工流通課企画監】まず、長崎俵物

でございますが、これにつきまして目標という

ところでございます

すみません、先に愛用店についてご説明させ

ていただきます。魚の愛用店につきましては、

現在195店舗を認定をしているところでござい
まして、目標としては200店舗を維持していこ
うというので、現在、目標を掲げているところ

でございます。

俵物につきましては、ちょっとお時間をいた

だきたいと思います。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。こ
れは新規事業となっているんですけれども、今

まで同じような形のことをされていたと思うん

ですけれども、今回、新たに取り組む内容とい

うんですか、長崎俵物の利用促進、販売強化に

ついて、それから県産水産物の消費拡大につい

て、新たに取り組む内容というのがありました

ら教えてください。

【齋藤水産加工流通課企画監】先に、俵物の売

上の状況でございますが、令和元年度で6億
3,900万円ということで、平成30年度に比べて
約6％の減少となっているところでございます。
目標につきましては、過去に10億円という最
大の売上があったかと思いますが、そのあたり

を目指して取り組んでいくというところで、な

かなか非常に厳しい数字ではございますけれど

も、そういうことで頑張ってやっていきたいと

いうように思っているところでございます。

事業の新しい取組でございますが、国内の販

売の強化につきましては、今後、ネット等の販

売というのがだんだん大きくなっていくという
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ところもございますので、ネットスーパーなど

の新たな取組にも力を入れていきたいと思って

おりますし、あとは情報発信というところで、

インフルエンサーを使って県産水産物の情報の

発信もやっていきたいと思っております。

それから、海の恵みの事業につきましては、

主に俵物になりますけれども、俵物につきまし

てもやはり今後、ネットの販売がだんだん広が

ってくるのではないかというところもございま

して、インターネットで販売キャンペーンを実

施するような取組をしていきたいというところ

を考えているところでございます。

それから、今現在、長崎空港でショップをや

っておりますが、そのあたりのリニューアルに

ついても計画をしているような状況にございま

す。

【山本(由)委員】 愛用店の方で新たな取組とい
うのは何かありますか。

【齋藤水産加工流通課企画監】愛用店につきま

しては、現在、ホームページ等で広告をしてい

ますけれども、もう少し見やすいホームページ

にするというところと、スマートフォンでも検

索できるような、そのような新たな情報発信に

取り組んでまいりたいと思っております。

【山本(由)委員】 長崎俵物の利用促進販売強化
の事業の中で、首都圏での認知度調査というの

があるみたいですけれども、これは俵物につい

てだけやるんですか、それとも県のほかのブラ

ンド・・の中でやるのかというのを教えてくだ

さい。

【齋藤水産加工流通課企画監】当該事業につき

ましては、俵物に限ってというところで、例え

ば県の日本橋の物産館、そのあたりでお客様を

対象にアンケート調査ということを計画してい

るところでございます。

【山本(由)委員】 この辺の認知度調査というの
は、結構いろんな種類があるだろうと思います

し、これだけやるというのは非常にもったいな

い。長崎のブランドということになってくると、

それ以外にもいろいろあるかと思いますので。

長崎県自体は、よく言われるブランド調査で

は高いところにあるんだけれども、個別に見た

時に知られていないというようなことがあるか

と思いますので、「日本橋 長崎館」でやるとい

うことであれば、もちろん俵物もでしょうけれ

ども、ほかの商品もいろいろあるでしょうから、

一緒にされた方が効率的ではないかと思います。

それから、魚の愛用店の話ですけれども、夜

型というか、居酒屋さんとか、そういったとこ

ろが多いんだろうなと思いますけれども、長崎

に来て昼に魚を食べられるところがなかなか少

ないというのが、私の地元でもそうなんですけ

れども、昼にもっと、観光客の方がそれを目当

てに来る、それがある程度集積していると、こ

のあたりに行けば魚が食べられるというような

形のものが観光客にとっても非常にいいのかな

というふうに思うんですけれども、そういった

昼に魚を提供するとかということに関して、何

か取り組みみたいなものはありますか。

【齋藤水産加工流通課企画監】今現在、水産部

の方で特段、それに向かって取り組んでいると

いうようなところはございませんけれども、本

県でちょっと足りていないというのは、やはり

お魚センターとか、そのようなイメージだと思

います。これにつきましては、関係の部局であ

るとか、長崎市の担当の方々と少し意見交換を

しているような状況でございまして、今後どの

ように進むかはわかりませんけれども、そのよ

うなところでお魚を昼でも食べられるようなと

ころについては、愛用店の利用を図っていくと
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いうところが一つありますけれども、それとま

た別立てで、そういった集積したような施設が

要るのか要らないのかも含めて、いろいろその

ようなところを協議していきたいと思っており

ます。

【山本(由)委員】 やっぱり長崎の食を売ってい
くといった時には、ある程度集積とか、そうい

うのがあった方がいいのかなというのがありま

すし、提供機会もどうしても夜というようなイ

メージになってしまうので、昼の食の強化とい

う意味で、そういった取組に対する支援であっ

たりとか、そういう情報発信であったり、そう

いった形のものを引き続きよろしくお願いいた

します。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【吉村委員】大分出てきたんですけど、何点か

お尋ねいたします。

先ほど堤委員が質問された、人が創る持続可

能な漁村推進事業で、県外から新しく漁業を始

めようと研修に来る人のためにいろんな施策が

用意してありますが、最後に住むところは準備

しておりませんと。聞いてもらえばよかったん

だけど、これは準備せんばやろうと思うけど、

どうですか。農業のそういう関係は住むところ

を準備してあるわけです。だから、やっぱり漁

業もせんといかんとじゃなかろうかと、「どこ

に住むとね」となるんじゃないですか。答えて

ください。

【渡邉水産経営課長】委員ご指摘のように、県

外から来られる方々の住まいというのは、非常

に大きな問題として様々な地区で意見として出

ます。

この問題については、農業で一部そういうふ

うなところもございますけれども、水産だけで

はなくて、いろんな産業の方々を県外から呼ん

だ時に住まいがないということが引っかかって

います。

この点については、水産だけではなくて、ほ

かの担当部局、地域づくりとか、産労とか、い

ろんなところがありますので、そういう方々と

共同で、いろんな知恵を出し合いながら、住ま

い問題をどうするかということを考えていかな

ければならないと。特に、地元住民の住まいの

提供の仕方とか、そういう問題も非常に大きな

問題なので、その点も含めて、今後、幅広く進

めていきたいなと。

そういうことを含めて漁村づくりで地域の漁

村の話し合い、共有の場を持とうというのが今

回の事業の一つの目的でございます。

【吉村委員】さっき、その程度ぐらい答えても

らえればよかったんじゃけど、「ありません」

で終わるけんさ、やっぱりそこら辺は水産部だ

けで解決できる問題じゃないかもしれんけど、

既に農業関係は一部でもやれよるわけよね。だ

から、それを見ると「ありません」では済まん

とやけんが、やっぱり漁業集落あたりにも、残

念ながら空き家があったりすると、そういうと

ころを積極的に活用して住まいも提供するとい

う方向に積極的に取り組んでもらいたいと思い

ますので、よろしくお願いします。

それと、同じ人が創るですけど、これを見て

いて、カラーでよくできているんだけど、右側

の「漁師を育成する仕組み、兼業の推進」と。

育成しようという時に、いきなり半漁半Ｘ、こ

こを最初から押し出すというのはどうやろうか

と思うんだけど、これだったら、もう漁業一本

では食えんとですよと言いよるような感じたい、

取り方にもよるんだけど。そこら辺の考え方、

ここに最初からこういうふうに出すということ

については、何か議論があって、ここにやっぱ
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り載せようとなったのか、そこら辺の経緯をお

知らせいただきたい。

【渡邉水産経営課長】この半漁半Ｘ、兼業です

けれども、これまでの事業は、資料右側の1番
から3番までの事業、だから、漁業を専門にや
る方々に対して支援をするというスタイルでま

いりました。

今回、兼業漁師ということを入れたのは、先

ほど、漁村づくりの中でもありましたけれども、

来る中で、希望を聞く中で、ほかに働くものは

ないんでしょうかと。当然、漁業はやりたいと

いうことで来られるんですけれども、それだけ

では最初、なかなか物足りないので、何か一緒

に、アルバイトではないんですけれども、何か

することができないだろうか、そういうことで

収入を確保したいという要望というか、今年は

特に県外からの要望というのが、向こうからテ

レワークでこっち側に来てやるという話もある

んですけれども、そこまでいくとちょっと厳し

いなと思ったんですが、そういう形で要望とし

て、やっぱり来る方々にあります。

もう一つは、漁村の中で、そういう場をつく

ってあげれば定着しやすいんじゃないかと。そ

ういうことは漁村の方々が考えていただいて、

その人たちを定着させるためにはどうすればい

いかという中で、兼業プラスアルファの所得向

上の場所ができるんじゃないかと。そういうこ

とを促す目的でも、この兼業というものを打ち

出したものです。

ただ、専業でやる方々と差をつけているとい

うのが、この兼業で最長180日間で、時間制で1
時間1,000円ずつしかあげませんよということ
で、ほかの方々は1か月で10万円とか12万円と
いうことですけれども、この方々については1
時間で、最大でも180日間しか支援しませんよ

という形で差をつけさせていただいているとこ

ろです。

【吉村委員】 今、課長が話すのは、やっぱり何

というか、先の方まで考え過ぎるというか、そ

こまで考えるのはいかがなものかと、この事業

でね。やっていて、そういう声が出てきたりす

るよね。そうすると、そこでそういう人たちが

考えて自分なりに構築していくということにな

るんだろうと思います。

だから、最初からこれをうたって、④の兼業

漁師コース、これで制度的に差をつけておりま

すとか、こういうことをするためにやっている

ような感じで、なんかちょっと、余りサービス

が良過ぎるというか、考えんでいいことまでし

ているような気がするので、そこら辺は今後ち

ょっと改善してもいい部分があるんじゃないか

なと思いますので、よろしくお願いします。

それから、スマート漁業、この頃、スマート

って。魚は太っとった方がいいんじゃろうけど、

スマート漁業と。それで、主な計画掲上のとこ

ろに、先ほどもちょっとあったんですけど、持

続可能な新水産業、スマート水産業、ここに2
つ、9,150万円と1,270万円があるんだけど、新
水産業は「漁協等が行う計画的な施設整備」、

それから、スマート水産業は「最先端の漁労機

器の活用に係る学習会」となっています。これ

は同じくベクトルなんだろうと思うけど、中身

は対象が全然違うし、この2つでどういうこと
をスマート化していこうと思っておられるのか

なと。

それで、これをずっと探っていくと、結局、

高性能な機器を入れて、それで所得向上を目指

すというふうなところなんだけど、そこら辺ま

での予算はここには入ってない、研修までかな

と。機器をつけんとできんとじゃなかろうかと
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思うんですけど、その中身についてもう少し詳

しく。

【渡邉水産経営課長】持続可能な新水産業創造

事業とスマート水産業推進事業の関係性です。

まず、スマート水産業推進事業につきまして

は、これまで行っておりました経営指導の延長

でございまして、個別個別の漁業者に対して経

営指導を行うというのが基本でございます。

その基本の中に、これからはやはりスマート

化と、最先端機器、様々な考え方がございます

けれども、スマート機器を入れて、さらに所得

を向上させて経営をよくしようということを目

指す方々を経営指導の中で指導しながらつくっ

ていく。所得であれば500万円以上を目指して、
また、現状よりも10％以上を目指そうという
方々を支援していく方々に対しての事業でござ

います。

スマート水産業の経営指導は中小企業診断士

を入れた協議会を開いて、そういう中で経営の

中身を検討して経営計画をつくっていくのが基

本でございます。

その中でスマート水産業に関係するような最

先端機器を入れた場合、この事業の中の事業概

要でいけば、スマート経営体育成対策というと

ころが、スマート機器を入れる方々を支援する

ための事業と。持続可能な新水産業創造事業の

中には、実をいうと、スマート経営体育成対策

と所得向上対策と地域施策展開支援対策、この

3つの枠だけがありまして、上の部分のスマー
ト経営体育成対策と所得向上対策が、先ほどの

スマート水産業から流れてきた方を支援すると。

（発言する者あり）

【吉村委員】 短くいこうね。わかるとよ。わか

るけど、この2つを組み合わせてするんだろう
けど、わかりやすいのは、研修とか勉強する方、

それと経営計画を立てる。ここに中小企業診断

士あたりを入れてきちっとした計画を策定する

というのと、機器を整備するというのと、2つ
に分けてもらうとわかりやすい。事業概要の中

に、「最先端機器、ＩｏＴを駆使して取り組む

経営計画の策定」となっているから、それを導

入する費用の幾らを助成するというのがないか

ら、これでできるのかなと思うわけです。その

点、予算的には先端機器とか入れることを想定

しているんですか。

【渡邉水産経営課長】予算的には個人対策とし

て3,000万円ほど用意しております。
【吉村委員】さっきから、「ほど」とか「程度」

とかというのが多いけど、きちっと計画して、

こういう機器を、これぐらいの規模でつけて実

証してみるというところをきちっともっと計画

的に。あなたたちが経営計画を策定するのを支

援すると、自分たちが計画をざくっとしとった

らさ、示しがつかんごとなる。

それと、経営計画ですが、漁業者というのは、

やっぱり昔は丼勘定と言ったら失礼に当たるか

もしれんけど、とってきたのを売って、もうそ

れでというのを、きちっと見える化するわけね、

経営計画で。だから、必要なことで、まずこれ

からやらんといかんと思うんだけど、非常にい

いと思うけど、この経営計画支援対策県補助率

2分1から6分の1とか、こういうところはもう、
例えば全額出して経営計画をきちっとつくらせ

るということを徹底した方がいいんじゃないか

と思うんですけど、補助率がこれぐらいとした

理由というか、そこをちょっと聞かせてもらえ

ますか。

【渡邉水産経営課長】 補助率が2分の1から6分
の1、やはり目指す内容が違うと。非常に高い
所得を目指す方々と、低位な、所得が非常に低
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い方々、やはり経営の求める先が違いますので、

その部分で差をつけさせていただいているとこ

ろでございます。

【吉村委員】経営計画を立てたら効果はあるの

よね。でも、毎日忙しくして特に所得が低い人

というのは、この計画を立てたからといって魚

がつれるわけじゃない。だから、なかなか取り

かからないというのがあるんじゃないかと心配

するんだけど、これは商売でもそうですから。

でも、効果があるのよね、見込まれる。だから、

そこは手厚く、これを2分の1補助しても、半分
は手出しになるわけよね。そのお金を出してま

で経営計画をつくらんとなるんじゃないかと心

配するわけよ。老婆心と、さっきの老婆心も一

緒やけど。

だから、そこら辺は、今後、こういう補助率

でどれぐらい事業が進むのかということを見な

がらやらんばいかんとやろうけど、進まんよう

だったら、なんで進まんとかを考えて、もっと

先に進むようなことを考えてもらいたいと思う

んだけど、いかがですか。

【川口水産部次長】ただいま委員がご指摘のよ

うに、経営計画につきましては、ソフト事業と

してスマート水産業推進費を用意していると。

経営計画を中小企業診断士とか我々が入ってつ

くっていただくんですが、その費用は全て見る

ということにしております。

計画をつくって、いろんな取組を進めるに当

たっての機器の導入というものについて、少し、

6分の1から3分の1まで差をつけて支援をさせ
ていただいて、その計画につきましても3年か
ら5年の計画をつくっておりますので、その進
捗管理をしっかりやって、悪ければ何が悪いの

か、よければ何がいいのか、そこを分析しなが

ら、そこを横展開して普及していきたいという

ことで、この事業を2本建てで推進していると
ころでございます。

【吉村委員】 最後ですけど、藻場回復対策、こ

れもう何年もされよると思う、磯焼けとかかれ

これで。これまでの実績がどうだったのか、そ

してこれ、新規で藻場回復を、部長は母藻と読

んだね。これは母藻でよかとかね。母藻、この

供給体制等の、またここで実証試験なのよね。

これまでの藻場回復対策とどこら辺が違うのか

いうところを、もうちょっとお知らせください。

【一丸漁港漁場課企画監】今回、藻場回復対策

推進事業で上げさせていただいているものの一

番大きいところは、水産多面的機能発揮対策事

業という国庫の支援がある事業でございまして、

これは従来からあっている事業を継続するとい

う形で行おうとしております。

この成果でございますが、いろんな浜、浜の

活動組織が藻場回復にずっと取り組んできてお

りまして、その中で藻場の、要は面積の割合と

いうか、それが、例えば被度といいますけど、

覆っている割合が3割から4割とずっと上がっ
てきたとか、そういうふうにそれぞれの活動組

織の努力によって藻場回復が実現してきており

ます。

もう一つ、委員のご質問がありました新たな

藻場の実証試験の方ですが、こういった活動組

織が事業を進めていく中で、一つの課題として

出てきているのは、いろんな浜、浜に必要な母

藻、つまりいろんな藻場を広げていくための種

の元となる、そういったものを入手したいとい

うふうに考えるわけですが、そういったところ

をしっかりやっていくために、それがなかなか

手に入りにくいということで、そういったとこ

ろの供給基地をつくっていこうということで、

一つの手法としては、網でしっかり仕切る中で、
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こういったところをつくっていこうということ

で、その取組の中でそれを実証しようというの

は、その活動、網を仕切って漁場を維持するた

めに維持費がかかるわけです。そこをその活動

組織の、そういう実証試験の中で、次にいろん

な収益を得ていってメンテナンスに充てると、

そういったことが実証できないかということで

新たに取り組もうとしているところでございま

す。

【吉村委員】結局、今までやってきた経験値が

あるわけよね。それの実績があるんだけど、そ

れの経過を見ながら、今度は新たなこういうこ

とで、もっと効果を上げるようなことに取り組

むということで理解していいんですかね。

【一丸漁港漁場課企画監】委員のご指摘のとお

りでございます。

【吉村委員】最後にちょっとですけど、母藻の

意味がようわからんちゃけど、やっぱり母とつ

けるとかね。

【一丸漁港漁場課企画監】次の世代を生み出す

海藻という意味で、母という言葉をつけて母藻

と言っておりますが、要は再生産、次の海藻を

生み出していくための元となる藻という意味で

ございます。

【吉村委員】わかりました。やっぱり女性が強

いわけね。

【久保田分科会長】 ほかに。

【山口(初)委員】 4ページ、漁業取締りについ
てお尋ねしますが、それぞれ日本の漁業という

のは、一般的には沿岸漁業、あるいは沖合漁業、

遠洋漁業という形で言われていると思うんです

が、久しぶりに農水経済委員会に来たものです

から基本的なことを教えていただきたいと思い

ます。

沿岸漁業とはどういうものか、沖合の漁業と

はどういうものか、遠洋漁業とはどういうもの

か、概略はわかっているようなつもりはあるん

ですが、一定の定義みたいなものがあるのか、

教えていただけますか。

【松本漁業取締室長】明確な定義は、私はこの

場で承知しておりませんけれども、漁業取締り

上でやっておるのは、基本は長崎県の沿岸漁業

ということで、長崎県の漁業者が操業する範囲、

基本は12マイル、領海というのがございますけ
れども、基本は領海内、あるいは領海外も一部

ございますが、基本は沿岸漁業としては領海を

考えております。

沖合漁業というのは、一般的には大臣許可、

80トンとか135トンとかの大中型まき網漁業と
か、長崎でいえば以西底引き網漁業とか、男女

群島よりもはるか西沖で操業するようなものを

漁業取締りとしては沖合と考えております。

【斎藤水産部長】遠洋漁業についても、実はは

っきりした定義というはないです。ただ、一般

的に日本のＥＥＺ、要するに、200海里より外
でとっている、例えば黄海ですとか外国のＥＥ

Ｚ海域でとる、こういったものを一般的に遠洋

漁業と呼んでいるところでございます。

【山口(初)委員】そういうことで、身近な沿岸、
それから沖合、遠洋というのは、はるかに赤道

直下、向こうまでをいうということになるんだ

と思うんですが、基本的にはそれぞれの地域に

おいて、ここに取締りということがある以上、

密漁なり何なり不正が行われるということだと

思うんですね。

そうした時に、要は、沿岸は漁業としての取

締りはどこがするのか、沖合はどこがするのか。

また、地球規模の遠洋としてはどういう決まり

の中で役割分担を含めて、世界を含めてになる

んでしょうけれども、どうなっているのか、こ
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こも少し教えていただけますか。

【松本漁業取締室長】ご質問の取締りの権限で

ございますが、長崎県の漁業取締りとしては、

基本は長崎の海、長崎県海域を取締りの権限と

しておりますので、長崎県の漁民はもちろん、

他県の漁民が長崎の海に入ってきて違法操業す

ると取り締まると。それから、広い海域を操業

する大臣許可であっても、長崎県の海域で違法

操業すると検挙する。それから、外国人につき

ましても、基本的には県の取り締まりの権限は

ございませんが、領海内に入った場合には取締

りの権限があるということでございます。

それから、それよりも沖合の沖合漁業とか、

先ほどご質問がありました遠洋漁業につきまし

ては、水産庁、あるいは海上保安庁が取締りの

権限があるということでございます。

【山口(初)委員】 身近なところからいけば、漁
協のそれぞれの範囲とか、いわゆる操業可能範

囲というか、領海というか、悪く言えば縄張り

というか、そういうものが一定定義づけられて

いると思うんですけれども、長崎県の、ここで

いう3億4,475万円の漁業取締りとしては、どう
いうところにこのお金が使われていくのかとい

うことを概略で結構です、教えてください。

【松本漁業取締室長】取締りの経費の使い方で

ございますけれども、基本は、先ほど申しまし

たように長崎県海域の中でパトロールをしてお

りまして、漁業の許可に区域を定めております。

例えば、対馬海区のみで操業できるというよう

なことがございますので、海区が定められてい

る場合には、海区を飛び越えて操業する漁業者

があれば、それは区域外の操業という取締りに

なります。

それから、漁具についても、例えば、刺し網

で長さが1,500メートル程度と定められている

にもかかわらず、2,000メートルとか3,000メー
トルを使う漁具であれば、それは漁具の違反と

いう取締りをするという中身で、日夜、1隻当
たり200日程度、パトロールをしているところ
でございます。

【山口(初)委員】 ありがとうございました。オ
ーケーです。

【久保田分科会長】 ほかに。

【溝口委員】先ほど、吉村委員から聞かれたと

思うんですけど、藻場回復等総合推進事業とあ

りますが、その事業は、先ほど聞いていたら母

藻関係で違うんだと、そういう話でした。ハー

ド面でも少し対策をやっていくというふうな感

じで聞いていたんですけれども、その辺につい

てもう一回、今回の藻場回復に向けた取組の推

進についてということで、どのようなことをや

っていこうとしているのか、お尋ねしたいと思

います。

【一丸漁港漁場課企画監】先ほど、吉村委員か

らご質問があった時には、藻場回復対策推進事

業費という、どちらかというとソフト面のこと

をお答えさせていただきました。

今、溝口委員からご指摘があっているのは、

ソフトだけではなく、ほかのものもあるんじゃ

ないかということだと思うんですが、それとは

別に公共事業の関係で取組をしております。藻

場の関係でいうと、藻場礁、つまり増殖場を整

備していくように計画しております。

また、その新しい技術といたしましては、海

水温の上昇に伴って食害も増してきて、また、

海水温に適応できないということもありまして、

藻場が衰退しているということで、南方系のホ

ンダワラ類に着目いたしまして、そういった種

類を増やしていくために、現在、種苗生産の技

術を開発しているとか、また、新たな候補開発
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ですとか、そういったことに取り組んでいると

ころでございます。

【溝口委員】 わかりました。去年ですか、おと

としですか、藻場造成ということで漁協等に補

助金をやって、いろいろな事業者がおって、そ

れをぬかですか、何か知らないけど、埋めたり

なんかした事例があるんですけど、そういうこ

とじゃなくて、今回は漁港漁場課関係の皆さん

方と一緒に取り組みながらやっていくというこ

とですか。

【一丸漁港漁場課企画監】少し繰り返しになる

部分があるかもしれませんが、ソフト対策とし

ては、それぞれ浜の漁業者の皆さん、活動組織

の皆さんと一緒に藻場回復に取り組んでいくと

いうことでございます。それとは別にハード事

業の関係では、それぞれ浜、浜に増殖場、つま

り藻場を増やすためのブロックとかを設置して

いくということで取り組んでいきたいと考えて

おります。

【溝口委員】 わかりました。それでは、ソフト

事業というか、漁協関係とか漁業者との関係で

やっていく予算としては、大体どのくらいを見

込んでいるんですか。

【一丸漁港漁場課企画監】今、予算書に計上し

ておりますソフト面で一番大きいのは、藻場回

復対策推進事業費、横長資料の30ページですが、
予算規模でいうと7,400万円ということになっ
ておりますが、これは実は水産多面的機能発揮

対策という事業の仕組みが、県の協議会に対し

ての支援でございまして、県から出す部分が、

この事業に掲上しているということで、先ほど

の新規の取組も含めて7,400万円ほどとなって
おります。それ以外に国から直接事業費がござ

いまして、規模でいうと3億円か4億円程度の事
業が長崎県で展開されると考えております。

【溝口委員】 国からの直轄で4億円ぐらいある
ということですけど、それは漁場関係に投入す

る形になるわけですか。ソフト面には、それは

全然充てられないんですか。

【一丸漁港漁場課企画監】すみません。説明が

誤解を招いたかもしれません。最終的に水産多

面的機能発揮対策で、事業費が国と県、市町込

みでそれぐらいの規模という話をしましたが、

それはソフト対策の方でございます。

ハード面ということでございますれば、横長

資料の一覧表、29ページの水産環境整備費がハ
ード面の事業でございます。これには藻場の育

成礁以外に漁礁も含んでおりまして、およそ半

分ほどが増殖場として計画しております。

【溝口委員】わかりました。ソフト面とハード

面でやっていくということで、今、漁業者とし

ては藻場がなくなって、アワビ、ウニなんかが

だんだん減ってきているということがあります

ので、ぜひ藻場の造成に努力していただきたい

と、このように思っております。

それに関連して、研究費というのが要るんじ

ゃないかと思うんですけど、総合水産試験場の

維持費はわかるんですけれども、16ページに試
験研究費ということで9,900万円出ております。
それで本当に足りるのかなと思っております。

例えば、種苗放流のところで藻場回復技術の開

発にも使いますよということですけれども、そ

れが2,600万円です。本当に試験研究費がこれで
足りるのかなという感じがします。

もう一つは、魚類の病気関係です。その研究

費が全体で、赤潮とか貝毒等いろいろな調査研

究費で1,300万円ということで、本当にこれで足
りるのかという気がするわけですけれども、場

長、どうでしょうか。

【中村総合水産試験場長】当初予算では、ここ
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に試験研究費が上がっておりますが、それ以外

に12ページに公設試連携研究推進事業費とし
て5,745万3,000円がございます。これは外部か
ら公募等で評価を受けて採択されれば試験研究

に使えるといった競争的資金になっております。

これを積極的に活用しているところでございま

す。

それから、これ以外に行政分野から調査研究

ということで令達予算もございまして、トータ

ルいたしますと、試験研究費全体で約2億円を
確保いたしまして研究に取り組んでいるところ

でございます。

その中では、先ほどご心配がありました魚病

の問題についても、この中でいろいろ試験研究

を進めているところでございます。

【溝口委員】魚病関係については、養殖をして

いく上では、どうしても病気にかかるという部

分があります。その辺で陳情なんかもいってい

ると思いますけれども、ぜひ陳情があった部分

についてもしっかりとした研究をしていただく

ことになれば、予算を獲得していかないと本当

の研究にはならないと思うんですけれども、こ

のことについては国からのいろいろな研究費も

あるんだろうと思いますけれども、その辺につ

いて部長としてどのように国に働きかけていこ

うとしているのか、お尋ねしたいと思います。

【斎藤水産部長】 水産庁でも、いろいろな、要

するに技術開発等の予算等も用意しているとこ

ろでございます。

あと、ご承知のとおり、総合水産試験場の隣

に国の水産研究所がございます。昨年、国の水

産試験場も機構統合して、2つ拠点が置かれる
ところの1つということで、長崎を非常に重視
した国の研究機関の拠点が置かれているという

ことでございますので、こういった関連機関と

も連携しながら、必要な研究と情報を取って、

あるいは連携しながら共同研究を進める等取り

組んでいきたいと思います。

【溝口委員】わかりました。養殖していく上で

魚病というのが漁業者にとっては難解な問題で

す。だから、それを克服すると、ある程度の生

産ができていくと思うんですけれども、早く魚

病についての対策を、1年、2年と延ばさないよ
うにして、できる限り研究していただきたいと

思っております。

それと、ハマチの養殖については、ワクチン

ができてから魚が大変元気になって育つように

なったということもありますので、これから県

としても水産業は養殖業に力を入れていこうと

いう内容がかなりあるんですけれども、その辺

についてもう少し養殖業者が立っていくような、

大手を入れるのは構いませんけれども、大手ば

かりを見ないで漁家でやっている方々、また、

小さな中小企業でやっている方々がたくさんい

ると思うんですけど、養殖業の振興についてど

のように考えているのか、お尋ねしたいと思い

ます。

【吉田水産加工流通課長】県といたしましては、

産地の特性を生かした高品質な魚を安定的に供

給する体制づくり、大手であればロットをそろ

えたり、販売員を置いて販路開拓をやったりと

いうことができますけど、小さいところでは単

独でやっては、なかなか手が回らない部分があ

ろうかと思います。

そういうことで、県といたしましては、それ

ぞれの地域ごとに養殖産地育成協議会というも

のをつくりまして、それで少し先を見据えて、

自分たちの地域ではどういう取組をしていかな

いといけないのかという養殖産地計画をつくっ

て、その実践の段階で県において補助事業等で
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支援をさせていただいている。こうした取組を

県下全域に広げて、さらに連携の輪を広げなが

ら養殖振興を図っていきたいと考えているとこ

ろでございます。

【溝口委員】 先ほど、吉村委員からも、堤委員

からも言われましたけど、ひとが創る持続可能

な漁村推進事業ですけれども、概要的なことに

ついては、大体理解したんですけれども、漁村

の活性化という形の中で地域というものを定め

ていかないといけないと思うんですけれども、

地域を定めるに当たっての考え方ですね、今年

度、どのくらいの地域を考えて、どのようにこ

の事業を実施していこうと考えているのか、お

尋ねしたいと思います。

【渡邉水産経営課長】 2018年の漁業センサス
で申しますと、漁業地区ということで長崎県下

に152地区ございます。ただ、これを全部とい
うわけではなくて、今回は、まずは7地区を目
標に進めていきたいということで考えておりま

す。

【溝口委員】 せっかくですから、考えている7
地区の計画があれば答えていただきたいんです

けど。

【渡邉水産経営課長】 この7地区につきまして
は、各海区ごとに1地区ずつはとにかくつくり
ましょうということで考えているところでござ

います。対馬でいえば、現在活動を行っている

ような高浜とか上対馬とか、そういうところで

いろいろな事例がございますので、そういうこ

とを広げていければと。ほかの地区も同様にい

ろんな活動をやっていますので、そこを漁村に

入ってしっかり進めていきたいと考えておりま

す。

【溝口委員】わかりました。人を呼び込むとい

う形の中で、今回新しく移住希望者向けのおた

めし漁業体験をやっていきたいという形ですけ

れども、それも、この地区ですよということを

決めていかないと漁村活性化ということはやっ

ていけないと思うんですけれども、その辺につ

いて、今年、何名ぐらいを移住希望者として漁

業を体験させようと考えているのか、お尋ねし

たいと思います。

【渡邉水産経営課長】移住対象者、これはＵＩ

ターンの方々を中心に考えておりまして、令和

3年度に57名を目標に進めていきたいと考えて
おります。

【溝口委員】 わかりました。7,900万円の予算
があるわけですから、57名で考えていけば、そ
の人たちがある程度本格的にやっていこうとい

うことを考えた時に、研修生というか、漁業育

成という形の中で、予算の範囲で大体何名ぐら

いを、体験だけじゃなくて、そっちに進めてい

こうとしているのか、お尋ねしたいと思います。

【渡邉水産経営課長】予算の内容ということに

なると思いますが、現在、研修コース等で5,800
万円の予算をとって様々な研修を支援していこ

うと考えております。そのほかについては受け

皿づくりを行う。漁村の活性化等について200
万円近くの予算をとって、各漁村に入って、コ

ーディネーターを入れて漁村の魅力等を発信と

いうか、探していきたいと考えているところで

ございます。

【溝口委員】 7地区でということになれば200
万円の1,400万円ということで考えていいわけ
ですね。

【渡邉水産経営課長】 先ほどの7地区というの
は、漁村の地域づくりを行うところを7地区と
考えておりまして、研修等については、7地区
ということに限らずに、様々な地区に入ってく

る方々を対象にしております。
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【溝口委員】 わかりました。例えば、今回、1
年で7地区が決定したとなった時に、これを続
けていくという形では予算を確保していかなけ

ればいけないと思うんですけれども、この事業

については、何年間をめどに考えているのでし

ょうか。

【渡邉水産経営課長】この予算については、当

然これは県の事業でございますので、まずは3
年間をめどに進めていきたいと。毎年、7地区
を目指していこうと考えております。

【溝口委員】 わかりました。先ほど、百五十何

地区あると聞いたんですけれども、漁村の活性

化を必要としている地区がどのくらいあるかは、

まだはっきりはわからないんですけれども、3
年間で21地区ですか、やっていくということで
すけれども、それが効果があるような形でやっ

ていかないと、次に進もうとする人たちが、も

う、しても一緒だという考えにならないように

指導していただきたいなと、このように思って

おります。要望しておきたいと思います。よろ

しくお願いいたします。

【久保田分科会長】審査の途中ですが、午前中

の審査は、これにてとどめ、午後は1時30分か
ら再開いたします。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時４８分 休憩 ―

― 午後 １時２８分 再開 ―
こ３

【久保田分科会長】 分科会を再開いたします。

【山口(経)副会長】 藻場回復について、午前中
も議論があっておりましたけども、私からもお

尋ねをしたいと思います。

平成28年に長崎県の藻場回復ビジョンとい
うのを策定なさって、10年間で2,000ヘクター
ルの藻場回復を目指そうということでやってお

られましたけれども、現状をお示しいただけま

せんでしょうか。

【一丸漁港漁場課企画監】藻場回復ビジョンは、

おっしゃられたとおりに平成28年に策定いた
しまして、2,000ヘクタール、10年間で目指し
ていたところでございます。

実は、その根拠となる藻場の面積というのは、

県内全域の藻場を全て漏れなく調査したという

結果でございまして、それはかなりの費用がか

かるので、毎年調査はできてございません。今

年度から来年度にかけて、きちんと全域調査を

やろうとしております。

藻場に関しては、対策を打ってきたところ、

午前中の吉村委員からのご質問の中でも少しご

説明させていただきましたが、藻場の覆ってい

る面積が回復しているというところもあります

ので、そういった一定の効果はあると思います

が、全体的な評価は、これからでございます。

【山口(経)副会長】 目標を2,000ヘクタールと
した以上は、調査に金がかかると言われました

けれども、どれくらいの面積が回復しているか

という、そういうことはちゃんと基礎調査をし

ながらやっていかんといかんと思いますけれど

も、現状で2,000ヘクタールのうちどれくらいま
で達成しているというお考えですか。

【一丸漁港漁場課企画監】取り組んできた面積

で、ある程度の評価ができるかと思いますが、

午前中の質問の中でもハードとソフトで取り組

んできているというふうにお話ししております

が、その中で、ハードの方で言うと、520ヘク
タールほどが取り組んできた、造成を行ってき

た面積でございまして、あとソフトの方が592
ヘクタール、そういった取組をやってきており

ます。

【山口(経)副会長】 そこに開きがあるわけです
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けれども、取り組んではおっても、その成果が

現れておるかどうかというのを調査しないとい

けないと思うんですけれども、その点は、目視

でもいいですから、どれくらい成果が現れてお

るか検討しておられますか。

【一丸漁港漁場課企画監】その取組の成果とい

うのは、先ほどでいうと、ソフトの方では3割
だったものが4割程度に、平均でいうと上がっ
てきていると考えておりますし、ハードの方で

いいますと、藻場のモニタリング調査を、増殖

場のモニタリング調査を実施しておりまして。

【久保田分科会長】 休憩します。

― 午後 １時３２分 休憩 ―

― 午後 １時３２分 再開 ―

【久保田分科会長】 分科会再開します。

【内田水産部参事監】 平成28年度から令和7年
度まで2,000ヘクタールの藻場を回復させると
いうことで、今、企画監の方から報告がありま

したけれども、合わせておおよそ1,000ヘクター
ルを超える藻場の造成等を行ったところです。

ただ、整備をしたところは藻場が回復してお

りますけれども、最近、海水温の上昇が顕著に

なってきていて、急に食害生物が増えたりであ

るだとか、こういった今まで想定していなかっ

たようなことが起きていますので、その影響が

どれだけあるのかということも含めて、しっか

り現状の調査をしなければいけないと思ってお

ります。

そのため、現在、藻場の最新の状況について

は、改めて実測をしようということで、現在、

事業量だけではなくて、実際に藻場がどれだけ

回復して、同時にどれだけ磯焼けが進んでいる

のかということについては、現状の調査を、現

在進めているところでございます。

【山口(経)副会長】 そういう中で、有効な手法
というのがなかなか見いだせないでいるんじゃ

ないかと思います。先ほども説明があったとお

り、想定しておった以上に、ほかの食害が進ん

だりとか、そういうことがあるということで、

海の中ですから、なかなか難しい点もあろうか

と思いますけれども、種苗量産技術開発費とい

う形で磯焼けの藻場の回復技術というのも研究

なさっておられますから、現状、難しさに当た

っておる点とその研究の成果、技術の成果、そ

ういったものをお示しいただけませんか。

【中村総合水産試験場長】藻場の回復技術とい

うことでございましたので、試験場の方からお

答えをさせていただきたいと思います。

試験場では、これまで長年にわたって藻場の

回復対策に取り組んでまいりまして、その結果

については、「磯焼け対策ガイドライン」とい

う冊子にして、これは一度、平成30年に改訂を
して、それを県下各地に普及啓発をし、それに

基づいて、今、藻場回復対策に努めているわけ

です。先ほど参事監が申しましたように、例え

ば平成28年度では、離島方面で、かなりの高水
温の影響で大型海藻が大量に流出したというふ

うな事故も発生をいたしておりますし、食害生

物も、ますます活発に活動している地域もござ

います。

そういう中で、藻場については、もともと四

季を通じて育つ四季藻場、それから、それが少

し減少しますと春だけ育つ春藻場、さらに、そ

れよりも磯焼けが続きますと小型海藻のみ、下

草のみが生えて、最後は砂漠のようになってし

まうということになりますので、なかなか急に

大きな海藻を戻すのは難しいということでござ

いますので、減少していた逆をたどっていくと

いうことで、水産試験場では、まず、南方系、
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地元に最近定着してきている南方系のホンダワ

ラ類を増殖する手法について技術開発をし、現

在、現場の方におろしているところでございま

す。

さらには、南方系ホンダワラ類も難しいとい

ったさらに進んだところについては、さらに小

さい小型の海藻、マクサとかミルといった下草

に相当するものについて、まず、増殖を図って、

それに併せてウニの駆除をするだけでなくて、

下草を食べて少し実入りがよくなったものを漁

獲しながら、双方が両立するような形の技術開

発を進めているところでございます。

磯焼けの原因は、地域、地域によって複雑に

絡み合って非常に難しい問題ですので、いろん

な手法を、公共事業や駆除、いろんなものを組

み合わせながら、地道に継続していくというこ

とが重要でございますので、試験場も、その点

に関しては技術指導を、これからも進めていき

たいと考えております。

【山口(経)副会長】 午前中も溝口委員から、試
験研究費をもっと使って、早くそういう技術を

確立したらどうかというお話もございました。

やっぱり藻場回復というのは、漁業資源の確保、

そういったものにも直結しておりますので、藻

場回復のビジョンをつくって、こうして進めて

いるわけですから、それをしっかりとやってい

ただきたいと思います。

それから、説明書の14ページでありますけど、
検査指導費についてお伺いをいたします。

漁協の検査指導という形で上げられていると

思いますけれども、近年の組合員の減少とか、

漁獲の減等によって財務状況が非常に厳しくな

っておる漁協があろうかと思います。そういう

チェックの体制はどうしておられますか。

【小田口漁政課長】漁協に対しましては、条例

検査というところで、部分検査の手法も取り入

れながら、毎年1回、全ての漁協を回るように
しております。

漁協の経営状況ですけれども、委員のご指摘

のとおり、最近の水揚げの不漁や、コロナ等が

ありまして、経営環境は厳しくなっております。

事業利益につきましても、30年と令和元年を
比較すると、数値は悪化している状況にござい

ます。

【山口(経)副会長】財政状況が悪化した漁協は

どれくらいございますか。

【久保田分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 １時３９分 休憩 ―

― 午後 １時３９分 再開 ―

【久保田分科会長】 分科会を再開いたします。

【小田口漁政課長】現在、数値を把握しており

ますのは、平成元年度までですが、平成30年度
と令和元年度を比較しますと、令和元年度は水

揚額で申しますと、前年度に比べて約36億円減
少しており、当期利益ベースでいきますと、黒

字であった漁協は、平成30年度の50漁協から令
和元年度は42漁協となっております。
【山口(経)副会長】 いろんな漁協の不正とか、

運営に対して、指導というのも強化していかな

ければならないわけですけど、不正の芽を摘ん

だり、そういう体制の強化をしていかなければ

ならないわけですけれども、そのチェック体制

に対して、今の体制でいいのか、その辺をどう

判断しておられますか。

【小田口漁政課長】検査体制の充実というのは

必要でございまして、県におきましては、平成

30年度から検査部門の職員を本庁に集約いた
しまして、地方機関の協力も受けますけれども、

本庁に一元化をして、検査の専門性等を高める
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という対応を取っております。

そういう意味でいきますと、組織面では、一

定必要な対応をしていると考えております。

【山口(経)副会長】 漁協の体質の強化も図らな
ければならないという思いがしております。コ

ロナ禍にあってネット販売が顕著に伸びていっ

ているということで、漁協単位で、そういうこ

とも取り組む必要があると思います。職員の高

齢化とか、いろんな問題が存在しているという

ことで、指導体制をもっと強化して販売につな

げていくべきじゃないかと思っておりますけれ

ども、いかがでしょうか。

【小田口漁政課長】そういう経営改善面での助

言、指導は大事なことだと考えておりますので、

私どもの予算の、地域を担う漁協機能強化支援

事業は、経営診断士を求めに応じて派遣して、

改善計画等の作成に対して助言をするというで

すので、そういうった事業の活用を通じ、支援

をしていきたいと考えております。

【山口(経)副会長】 ここ1～2年、有明漁協の問
題がちょっとクローズアップされましたけれど

も、それについて、後の展開はどうなっており

ますか。

【小田口漁政課長】 有明漁協につきましては、

昨年6月に通常総会が開催され、元年度決算、
令和2年度予算が承認されております。組織面、
人事員面の体制についても、一定回復が図られ

ているところでございます。

現在、漁協をはじめ、県、系統団体を併せま

して検討委員会、会議をつくっておりまして、

その中で、残された課題であります今後の経営

改善計画の作成とか、漁協事務の確保・指導等

については、引き続き協議をしているところで

ございます。

県におきましても、引き続き、十分な支援を

行ってまいりたいと考えております。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【西川委員】有明海の再生につきましては、国

が全額出して、いろいろな施策を行っておりま

すが、20ページの有明海漁業振興技術開発事業
費及び28ページの有明海特産魚介類生息環境
調査費などでも2億2,500万円、1億3,000万円が
きております。

そのような中で、水産総合試験場などにおき

ましてもタイラギの生育に関しましては、相当

研究、努力なされておると思いますが、まだま

だ操業まで至っておらないようですけど、今後

のタイラギの育成、放流までどのような過程が

考えられるのか。そして、年数見込みですね、

何年ぐらいかかれば操業開始になれるものか。

相当難しい生育状態というか、習性などがあろ

うかと思いますが、その辺の研究の中身と予定、

計画を教えていただきたいと思います。

【中村総合水産試験場長】西川委員ご指摘のと

おり、タイラギの種苗生産と、卵を産ませるた

めの親貝を天然域で集団で飼育するという、「母

の貝」と書いて母貝団地と言いますが、そうい

う造成に今4県が共同で取り組んでいるところ
でございます。

来年度から、また次の3年間ということで今
目標を設定しているところでございますが、母

貝団地として人工的に作った種苗を親にして2
万個以上、有明海の中に造成をして天然種苗を

増やしていこうという大きな目標を立てて取り

組むこととしております。

それに合わせまして、熊本を除く有明海の3
県では、人工種苗の生産技術開発も共同で取り

組んでいるところでございます。

幸い、今年度、令和2年度につきましては、
長崎県が着底した1ミリから2ミリの稚貝7万個
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を生産することができました。これは過去に10
万個オーダーで一度できただけで、あまりでき

ておりませんでしたが、今年度、7万個を生産
することができました。これを中間育成をして、

そして母貝団地に造成をしていくという計画で

進んでいるところでございます。

おっしゃるとおり、漁場の環境の問題とか、

温暖化の問題とか、それからタイラギの細かい

生態もよくわかっていないところもあるといっ

たような課題から非常に難しい内容になってお

りますが、国のご助言、ご指導をいただきなが

ら、有明海の4県で、何とかこの3年間で2万個
が造成できるように取り組んでまいりたいと考

えております。

【西川委員】本当に毎年毎年真剣に取り組んで

おられて、その結果が、まだ出てないところが

あったり、ちょっと見え隠れしたりして本当に

ご苦労だと思いますが、有明海の再生の中で特

徴ある魚介類といったらタイラギ、採取のため

の漁法もそうですけど、有明海の特徴あるタイ

ラギ漁が一日も早く再開できるよう、力を合わ

せて頑張っていただきたいと思います。ありが

とうございました。

【久保田分科会長】ほかに質疑はございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】ほかに質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第2号議案のうち関係部分、第7号議案、第11
号議案、第78号議案のうち関係部分、第82号議
案及び第89号議案は、原案のとおり可決するこ
とにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり可決すべき

ものと決定されました。

【久保田委員長】次に、委員会による審査を行

います。

議案を議題といたします。

水産部長より、総括説明をお願いいたします。

【斎藤水産部長】資料は、農水経済委員会関係

説明資料と同資料の（追加1）がございます。
お手元にご用意いただければと思います。

それでは、説明資料の1ページをお開きくだ
さい。

今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

39号議案「長崎県地方卸売市場長崎魚市場条例
の一部を改正する条例」、第40号議案「長崎県
漁港管理条例の一部を改正する条例」、第65号
議案「直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の

負担について」、第72号議案「長崎県水産業振
興基本計画について」であります。

はじめに、条例議案についてご説明いたしま

す。

第39号議案「長崎県地方卸売市場長崎魚市場
条例の一部を改正する条例」については、長崎

魚市場高度衛生化荷さばき施設の整備に伴い、

新設された関係業者向けの事務室等の使用料を

定めるために所要の改正を行おうとするもので

あります。

第40号議案「長崎県漁港管理条例の一部を改
正する条例」については、漁港において、新型

コロナウイルスを含む感染症や漁港の保全上支
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障となる事案に対応するため、所要の改正を行

おうとするものであります。

次に、事件議案についてご説明いたします。

第65号議案「直轄特定漁港漁場整備事業に対
する県の負担について」は、漁獲量が減少して

いる対馬暖流壱岐のまあじ・まさば・まいわし

の資源増大を図るため、対馬海峡地区において、

国が行う特定漁港漁場整備事業に要する経費の

一部を県が負担することについて、同意しよう

とするものであります。

次に、計画議案についてご説明いたします。

第72号議案「長崎県水産業振興基本計画につ
いて」は、「長崎県総合計画チェンジ＆チャレ

ンジ2025」の個別計画として、令和3年度から5
カ年間の新たな「長崎県水産業振興基本計画」

を策定しようとするもので、「長崎県行政に係

る基本的な計画についての議会の議決事件と定

める条例」第2条の規定により、議会の議決を
得ようとするものであります。

この計画は、本年度5月から、県内各地での
意見交換のほかパブリックコメントの実施や、

漁業者や加工業者、大学関係者でつくる検討委

員会との意見交換を重ね、計画案の策定を進め、

このたび成案として取りまとめました。

本計画は、「多様な人材が活躍し、環境変化

に強い持続可能な水産業と賑わいのある漁村づ

くり」を基本理念として、前計画の成果検証等

や次期県総合計画の基本理念である「人、産業、

地域を結び、新たな時代を生き抜く力強い長崎

県づくり」に基づき、「人（ひと）、産業（し

ごと）、地域（まち）」の3つの柱の視点を踏
まえ、今後重点的に取り組む目標として、「1
漁村地域の生産力を支える多様な人材の確保・

育成」、「2 環境変化に強く収益性の高い魅力
ある漁業経営体の育成」、「3 資源管理の推進

による水産資源の持続的な利用と漁場づくり」、

「4 養殖業の成長産業化」、「5 県産水産物の
国内外での販売力強化」、「6 多様な人材の活
躍による漁村の賑わいや活力創出」の6つの基
本目標と目標達成に向けた12の事業群、達成状
況を管理・評価するための基本指標と関連指標

を整理しております。

また、計画案には、漁業、養殖業、加工・流

通の部門別、県内を8地区に分けた海区別、試
験研究の取組方針や具体的な取組などを取りま

とめており、就業情報の発信強化による担い手

確保・育成など、従来から力を入れてきた取組

を盛り込んだほか、新たにスマート水産業の導

入促進や多様な人材の活用による漁村の賑わい

や活力創出などを追加して、人口減少や高齢化

など、漁村が直面する課題に取り組んでまいり

ます。

続きまして、議案外の報告事項についてご説

明いたします。

（和解及び損害賠償額の決定について）

令和2年9月3日、長崎漁港多以良川護岸前泊
地で発生した県の管理瑕疵により、船舶に損害

を与えた事案について、和解及び損害賠償の額

の決定を地方自治法第180条の規定に基づく軽
易な事項として専決処分させていただいたもの

であります。当案件は、長崎漁港多以良川護岸

前泊地に係留していたプレジャーボートが、県

設置のアンカーが破損したため流されて、岸壁

及び隣接プレジャーボートに衝突したことによ

り、当該船舶及び隣接船舶に損傷を与えたもの

で、それぞれ81万1,536円及び34万2,238円を賠
償金としたものであります。

続きまして、議案外の主な所管事項について

ご説明いたします。

今回、ご報告いたしますのは、新型コロナウ
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イルス感染症にかかる県の対応について、新た

な資源管理について、クロマグロの資源管理に

ついて、コロナ禍における漁業就業者の確保対

策について、長崎県水産加工振興祭について、

長崎県行財政運営プラン2025（案）の策定につ
いて、第2期長崎県まち・ひと・しごと創生総
合戦略の改訂についてであります。

このうち主な事項についてご説明いたします。

まずは、説明資料の3ページをお開きくださ
い。

（新型コロナウイルス感染症にかかる県の対応

について）

昨年5月25日の全国の緊急事態宣言の解除以
降、ＧｏＴ０キャンペーン等により外食向け需

要に回復傾向が見られていましたが、本年1月
以降の県内の特別警戒警報や、11都府県を対象
とした緊急事態宣言の発出により、特に都市部

向けの中高級魚の荷動きの悪化等により、漁業

者は再び厳しい状況となっております。

この間、県といたしましては、県産水産物の

消費拡大対策として、令和2年4月臨時会で議決
いただきました「水産物学校給食活用推進事業」

などを活用した取組を積極的に進めてまいりま

した。

学校給食への食材提供については、昨年6月
から養殖ブリやマダイの提供を開始し、今年度

末までに県内外の小中学校等に約131万食、約
66トンを提供することとしております。
また、国の指定品目が拡大されたことを受け

て、トラフグやマグロ、ヒラメなど地域の水産

物を地元の学校給食に供給していく地産地消の

取組も、市町と連携して進めてまいりました。

併せて、産直ネットや県内量販店等での販促

キャンペーンの実施、新商品やホテル等での新

メニュー開発などにも取り組んできたところで

ございます。

また、漁業者の経営継続を支援するため、国

の「経営継続補助金」を活用する漁業者に対す

る上乗せ支援のほか、組合員に対する支援制度

の周知や申請サポート等の相談体制を整備した

漁業協同組合に対し、必要な経費を支援するな

どの対策を講じているところでございます。

さらに、このたびの経済対策補正予算で計上

しております「県産水産物販売促進緊急対策事

業費」により、荷動きが悪化した本県水産物の

価格安定や流通確保にしっかり取り組んでまい

ります。

（新たな資源管理について）

令和2年12月に施行された改正漁業法では、
資源管理は科学的知見による資源評価に基づき、

漁獲可能量（ＴＡＣ）による数量管理を行い、

持続可能な資源水準に維持・回復させることが

基本とされております。

具体的には、漁獲管理の対象魚種を漁獲量ベ

ースで現在の6割から8割まで拡大するととも
に、資源調査・評価の充実・精度向上のための

基本となる水揚げ等の漁獲情報収集については、

漁業関係者に対して、より詳細なデータの提出

が求められることになります。

県といたしましては、新たな資源管理措置の

導入に当たっては、現場に混乱が生じることが

ないように配慮するとともに、資源管理措置に

より資源回復まで一時的に見込まれる減収等に

対する支援策の充実など、漁業者が安心して資

源管理に取り組み、漁業経営の影響を踏まえた

制度となるよう、国へ要望していくとともに、

漁業者の意見を踏まえ、理解を得ながら資源管

理が着実に進むよう適切な管理に努めてまいり

ます。

その他の事項の内容につきましては、記載の
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とおりであります。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【久保田委員長】 ありがとうございます。

次に、水産加工流通課長より補足説明を求め

ます。

【吉田水産加工流通課長】 私からは、「長崎県

地方卸売市場長崎魚市場条例の一部を改正する

条例」につきまして、補足説明をさせていただ

きます。

お手元に配付しております資料2、「令和3年
2月定例県議会農水経済委員会補足説明資料
【第39号議案 長崎県地方卸売市場長崎魚市

場条例の一部を改正する条例】」についての1
ページをお願いいたします。

本条例では、施設使用者から徴収する使用料

を施設ごとに定めておりますが、令和元年9月
に着工した西棟Ⅱ期とⅢ期の建設工事が終わり、

本年4月から供用を開始するに当たり、新設し
た現場詰所と事務室の使用料を新たに定めよう

とするものでございます。

金額につきましては、卸売場西棟、現場詰所

使用料が1平方メートル当たり、1月につき700
円、西棟事務室使用料が600円とし、それぞれ
の金額は、取得価格と耐用年数等を基準として

算定いたしております。

金額の違いは、空調設備のあり・なしによる

ものであり、空調設備は市場関係者から現場で

荷さばき作業を行う作業員の方々が休憩される

現場詰所には、大型の空調設備が必要との要請

を受けて整備したものでございます。

2ページを、ご覧ください。
上段の概要図中に、新たに整備した現場詰所

と事務室を、青と赤で色分けし、それぞれの整

備数と配置箇所がわかるように記載しておりま

す。

現場詰所は、青で示しますＮｏ①・③・④・

⑥の位置に4カ所、事務室は、仲卸会社の社員
等が主に事務作業を行う部屋で、赤で示すＮｏ

②・⑤・⑦の位置に3カ所ございます。
また、右の写真のとおり、Ⅱ期、Ⅲ期には、

3階建ての建屋が1棟ずつあり、1階と3階に対象
施設がございます。

下段には、月額使用料を表にして記載してお

りますが、ここで申しわけございませんが、資

料の訂正をお願いいたします。

表最下段の⑦の月額使用料を3万8,478円に
訂正をお願いいたします。申しわけございませ

んでした。

月額使用料につきましては、表2のとおり、2
万円台から6万円台の範囲となります。

3ページをご覧ください。
上段は、1階の現場詰所、事務室の状況でご

ざいます。次に、下段は、3階の現場詰所、事
務室の状況でございます。

補足説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【久保田委員長】次に、漁港漁場課長より補足

説明を求めます。

【橋本漁港漁場課長】 私の方からは、第40号
議案「長崎県漁港管理条例の一部を改正する条

例」について補足説明させていただきます。

お手元にお配りしております資料3「農水経
済委員会補足説明資料【第40号議案 長崎県漁

港管理条例の一部を改正する条例】について」

をご覧ください。

新型コロナウイルスを含む感染症や漁港の保
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全上、支障となる事案に対応し、県民の安全・

安心の確保と漁港の健全な運営を図るため、今

回、長崎県漁港管理条例の一部を改正する条例

議案を上程させていただいております。

改正の内容でございますが、まず、感染症関

連について、次の3つとなっております。
漁港における国内クルーズ船や国外からのメ

ガヨット等の寄港実績を踏まえ、改正を行うも

のでございますが、1つ目は、船内での感染症
の発生が疑われる場合などに必要な情報収集を

可能とするため、船舶の係留に際して、乗員の

状態や船内での感染症対策等必要な情報を求め

ることができる条項を追加しております。

なお、求めることができる情報につきまして

は、規則で定めることとしており、寄港の目的、

船内における感染症対策などを検討していると

ころでございます。

2つ目は、先ほどの情報収集の結果、係留さ
せることにより県民の安全・安心が脅かされる

おそれがある場合は、係留させないことができ

るようにするため、使用の許可について許可を

しない、あるいは許可を取り消すことができる

条項を追加するものでございます。

3つ目は、目的の改正でございます。
現在の条例の目的は、漁港の維持・管理につ

いて必要な事項を定めるとなっており、感染症

への対応は、この目的に含まれないことから、

今回、「県民の安全・安心を確保する」ことを

目的に追加するものでございます。

次に、漁港の安全上支障となる事案関連につ

いてですが、これは、漁港の保全に支障がある

事案については使用等を許可しないことを条例

において明確にするため、「公の秩序又は善良

の風俗を害するおそれがある時や暴力的不法行

為を行う組織の利益になる時などは許可をしな

い、あるいは許可を取り消すことができるとい

った条項を追加するものでございます。

これらの改正により、感染症への水際対策が

可能となり、県民の安全安心が確保されるとと

もに、漁港の健全な運営が図られるものと考え

ております。

補足説明は以上でございます。よろしくご審

議を賜りますようお願いいたします。

【久保田委員長】次に、水産部参事監より補足

説明を求めます。

【内田水産部参事監】それでは、お手元にお配

りしております資料の4「農水経済委員会補足
説明資料【第65号議案 直轄特定漁港漁場整備

事業に対する県の負担について】」をご覧くだ

さい。

本議案は、国が行う特定漁港漁場整備事業に

要する経費の一部を令和3年度県負担限度額と
して、県が負担することを同意するに当たり、

漁港漁場整備法第20条第3項の規定により、議
会の議決をお諮りするものでございます。

それでは、1ページ目をご覧ください。
本事業の内容は、国が対馬東方沖の排他的経

済水域に、まあじ、まさば、まいわしの増殖を

図るための湧昇流漁場を整備するものでござい

ます。

事業費は、全体で42億円、施設の規模は、高
さ約20メートル、長さ約170メートル、幅約80
メートルを計画しております。

平成29年度に事業が開始され、早期の完成を
目指し、現在、工事を進めているところでござ

います。

整備箇所は、図に三角印で示している位置で

ございまして、ここは対馬市美津島町黒島灯台

から東へ約14キロメートルの地点となってお
ります。
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それでは、2ページ目をご覧ください。
マウンド礁の造成は、令和元年度までに石材

の投入が完了しております。令和2年度はブロ
ック製作を行っております。

続きまして3ページ目をご覧ください。
令和3年度については、マウンド礁造成のた

めのブロック製作や投入を引き続き行うもので、

その対象事業費は5億5,265万3,000円となって
おります。

この金額に、法令に基づく県負担金の基準

13.75％を乗じて算出しました7,598万9,787円
が、令和3年度の県負担限度額となります。
負担金の基準につきましては、漁港漁場整備

法の規定に基づき、事業に要する経費の25％と
なっておりますが、後進地域の開発に関する公

共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律

の適用によりまして、本県における令和3年度
の負担金の基準は、13.75％に低減されておりま
す。

また、本県の負担分につきましては、地方債

を充当することとしておりまして、その一部が、

後年度に交付税として措置されますので、実質

的な負担は、さらに軽減されます。

この費用負担に係る根拠法令につきましては、

4ページに規定をお示ししております。
補足説明は以上でございます。よろしくご審

議を賜りますようお願いいたします。

【久保田委員長】次に、漁政課長より補足説明

を求めます。

【小田口漁政課長】それでは、議案として提案

しております次期長崎県水産業振興基本計画の

概要につきまして、補足して説明いたします。

計画書の本体を配付しておりますが、今回、

資料5「長崎県水産業振興基本計画」の「概要
版」で、ご説明をいたします。

本計画は、今年度5月から県内各地区での意
見交換会のほか、パブリックコメントの実施や

漁業者や加工業者、大学関係者でつくる検討委

員会との意見交換を重ね、計画案の策定を進め、

最終検討委員会を得て、各ご意見を反映させた

ものでございます。

2ページをお開きください。
前計画の成果検証でございます。

現計画に設定した基本指標、これまで委員会

でお示ししましたとおり、6項目のうち2項目が
達成、4項目が未達成の見込みとなっている状
況でございます。

3ページをご覧ください。
このような厳しい状況を踏まえ、今後、重点

的に取り組むべき本県水産業の課題ということ

で6項目に整理させていただいているところで
ございます。

4ページをお開きください。
検証と課題等を踏まえまして、本計画の趣旨

を掲載しております。

まず、基本理念として、「多様な人材が活躍

し、環境変化に強い持続可能な水産業と賑わい

のある漁村づくり」を掲げております。

また、「長崎県総合計画チェンジ＆チャレン

ジ2025」の基本理念である「人・産業・地域を
結び、新たな時代を生き抜く力強い長崎県づく

り」に基づき、「人（ひと）、産業（しごと）、

地域（まち）」の3つの柱の視点を踏まえ、今
後、重点的に取り組むべき6つの基本目標と、
その下に目標達成に向けて、基本目標ごとに1
ないし4つ、合計12の事業群について整理をし
ております。

5ページの中段、下をご覧ください。
基本目標の進捗を管理するため、基本指標と

して、海面漁業・養殖業算出額をはじめ、8項
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目を、それぞれ掲げております。

6ページをお開きください。
6ページ、7ページにつきましては、ここでは、

先ほ申しました基本目標の下に整理した事業群

に対応するそれぞれの指標について整理をして

おります。

なお、これらの指標の項目や目標値につきま

しては、本計画が、県の総合計画の個別計画と

いうことになりますので、総合計画との整合を

図り、目標を立てているところでございます。

ここまでが、基本的な目標・推進方策でござ

います。

8ページをお開きください。
ここからは、部門別の取組方針になります。

部門の項目は、ここの1行目に書いてありま
すとおり、漁業（沿岸、沖合漁業）、養殖業、

そして加工・流通の3部門について、「人（ひ
と）、産業（しごと）、地域（まち）」の3つ
の柱に分類し、事業群や具体的な取組を整理し

ております。

1つ目の漁業は、近年の人口減少、少子高齢
化の進行、水産資源の変動、大型台風災害など、

環境が大きく変化する中で目指す姿として、地

域の生産力を支える多様な人材の活躍、社会・

自然環境の変化に強い収益性の高い経営体の育

成、スマート水産業の導入等による漁業者の経

営力強化を図るとともに、それらを支えるため

の水産資源の維持・増大、生産・流通基盤の強

化及び賑わいや活力のある漁村づくりを推進し、

県内外の若者などから選ばれる水産業を目指す

こととしております。

具体的な取組は、記載のとおりになります。

10ページをお開きください。
部門別の2つ目の養殖業についてでございま

す。

目指す姿として、本県の養殖産出額の増大及

び養殖業者の所得向上を図るため、水産政策の

改革に伴う国事業を積極的に活用しながら、輸

出など新たな需要に対応した養殖業の成長産業

化に向けた漁場再編や新規参入、販路拡大等を

推進し、収益性の高い養殖業の確立を目指すこ

ととしております。

具体的な取組は、記載のとおりでございます。

なお、人（ひと）、地域（まち）で漁業部門

と共通の取組は、漁業部門に記載しております

ので、表記を省略しております。

同じく10ページの中段ですが、部門別の3つ
目の加工・流通について記載しております。

目指す姿としましては、本県産の鮮魚・養殖

魚・水産加工品の有利な販売につながる商品力、

付加価値の向上、拠点港等における効率的かつ

衛生的な集出荷体制の構築等を推進して、社会

経済の変動に伴う多様な消費者ニーズに対応で

きる水産物の供給体制づくりに取り組むことに

より、国内外における安定した販路の確保を図

り、漁業者や水産加工業者等の収益性の向上を

目指すこととしております。

具体的な取組は、記載のとおりでございます。

続きまして11ページからになります。
県内を8海区に整理しておりますが、その海

区が抱える課題への対策について、例えば、西

彼海区では、産業（しごと）として海区の特徴

的な漁業種類、漁船漁業、養殖業、水産加工業

の各分野について、また、人（ひと）として、

多様な人材の確保と育成、地域（まち）として、

漁村づくりについて、具体的な取組を記載する

とともに、下段に記載しているように、活動指

標を整理しております。

11ページの西彼海区から18ページの対馬海
区まで、それぞれ8海区ごとに整理をしている
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ところでございます。

最後に、19ページをご覧ください。
試験研究の取組方針ということで、部門別や

海区別の取組方針の具体的な取組、水産業の振

興等を技術的側面からサポートすることを目的

として、取組方針や研究計画等を整理しており

ます。

取組方針を4項目、それに沿った研究計画に
ついて5項目を整理しているところでございま
す。

以上、簡単ではございますが、説明を終わり

ます。よろしくご審議いただきますよう、よろ

しくお願いいたします。

【久保田委員長】以上で説明が終わりましたの

で、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【溝口委員】長崎魚市場の高度衛生化施設の整

備で、事務所と詰め所の単位当たりの金額の違

いが、なぜこのような形になったのか、その辺

についてお尋ねしたいと思います。

【吉田水産加工流通課長】現場詰所につきまし

ては、魚市で荷捌き作業などを行われた皆様方

が休息をとる部屋でございます。

整備に当たりまして魚市場関係者の方とお話

をしました際に、大型の空調設備をあらかじめ

設置してほしいと。暑い中で汗をかいた方々が

入ってこられますので、そういった要望がござ

いましたので、現場詰所につきましては空調設

備を設置しております。それに投入した金額の

差によりまして100円という違いが生じており
ます。

【溝口委員】わかりました。中の整備等が違う

のかなと思ったんですけど、冷房設備だけの違

いで100円高くなったということで理解してい
いわけですか。600円とした根拠は、建物の値

段から割り当てたのかどうか、その辺について

お尋ねしたいと思います。

【吉田水産加工流通課長】委員おっしゃいまし

たように、取得価格、耐用年数、それに投じる

人件費等を算定の基礎として金額をはじいてお

ります。

【溝口委員】算定した額は、それで理解するん

ですけれども、これを使用する方々、仲買の方々

とか、そういう人たちとは話し合いをちゃんと

つけて、これに至ったということで理解してい

いわけですか。

【吉田水産加工流通課長】委員おっしゃるとお

りでございます。関係者の皆様との協議を通じ

て、この金額を設定させていただいております。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【川崎委員】 第72号議案「水産業振興基本計
画について」、お尋ねいたします。

まず、今、説明を聞きながら疑問に思いまし

たので、基本的なことで恐縮ですけど、概要版

の5ページに基本指標というのがあって、海面
漁業の生産量、産出額云々とずっと記載されて

ますが、海面漁業の産出額と海面養殖業の産出

額というのは、恐らくかぶることはないと思っ

ているんですが、水産食品加工品出荷額となる

と、海面あるいは養殖から産出されたものが加

工されて出るということですので、長崎の水産

業としての売上げといいましょうか、産出額は

単純に合計するというわけにはいかないんです

か。

【吉田水産加工流通課長】海面漁業と養殖業に

つきましては、それぞれ調査する対象が漁業と

養殖業で違いますので、そこは委員がおっしゃ

られましたように、かぶることはございません。

この2つは農林水産省の統計を活用して算定い
たしております。
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続きまして、水産食品加工品出荷額につきま

しては、工業統計に出されております数値を使

用しております。この統計につきましては、従

業員が3名以上の製造業者の産出額を工業統計
で調べて記載しております。漁業者の方、養殖

業者の方が生産したものが上記の生産の方、そ

こから流れてきます原料としての水産物の使用

がございますが、食品製造業の方が産出された

ものが水産食品・加工品出荷額というような捉

え方になります。

【川崎委員】 そうしますと、水産食品・加工品

出荷額は、要は、他県で生産されたものも当然

中には入っているということですね。わかりま

した。

そうしますと、令和7年に目標が設定されて
いる中に海面漁業産出額はプラス24億円で
3.8％の増、養殖は22億円の5.8％の増というこ
とで、順調に伸ばしていこうとしておられるこ

とは、よくわかります。

先ほど、輸出のことをちょっとお尋ねしたん

ですが、輸出のことが7ページに書いてあって、
水産物の輸出額は27億円から50億円、プラス23
億円、85％増し、ほぼ倍というふうに言っても
いいぐらいだと思うんですが、こういうところ

は整合性はあるんですか。

【齋藤水産加工流通課企画監】輸出額の目標に

ついてでございますけれども、令和7年度の目
標の中で今後の外国の市場を少しにらんだ中で、

まず一つが海外における水産物の需要が伸びて

いるというところの要素があるということがあ

ります。

それから、現在の輸出の増加のペースを維持

していくことで取り組んでいこうと思っている

ところでございます。

それから、先ほども説明いたしましたけれど

も、中国向けには内陸部とか、あと南部あたり

の新しい都市への進出を進めていこうというと

ころもありますし、養殖のクロマグロの輸出に

つきましても、海外の各国でのニーズが非常に

高くなっておりまして、大型のサイズを求めて

いるというような状況もございます。

そのようなところをいろいろ踏まえながら、

少し高い目標になるかもしれませんけれども、

50億円という目標を出しておりまして、それが
そのまま海面漁業の生産量とか養殖業の生産額

と直結をしているかということですが、それが

基礎になって、このような50億円を組み立てて
いるというような考え方になるのではないかな

と思っております。

【川崎委員】高い目標を掲げて取り組まれるこ

とに異論はないですが、実際、原料が地元でと

れるのか、あとは他県から回ってくるのかとい

うことは、現実問題として確認をしながら進め

ていかないといけないと思うんですが、この海

面漁業生産量は29万トンが31.5万トン、プラス
2.5万トンで8.6％伸ばしていこうと。養殖のと
ころが本編の方で記載されていませんが、海面

養殖業の産出額に基づく生産量というのは、ど

こかありますか、令和7年度の目標。
【吉田水産加工流通課長】海面養殖業につきま

しては、産出額のみを目標として設定させてい

ただいております。

【川崎委員】産出額だけ目標、でも生産しない

と。本編にはずっと数字が示されてますよ。例

えば、基準年の平成29年は2.3万トンと書いてあ
りますけどね。

【吉田水産加工流通課長】養殖業につきまして

は、例えば、真珠あたりは50億円弱の生産がご
ざいますが、重量換算をいたしますと非常に小

さいものでございます。そのようなことを考え
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まして、生産量のみの増加を指標とするのでは、

なかなか実態が捉えにくいということで、額の

みでお示しをしたというところでございます。

【川崎委員】そこはわかりましたとして、先ほ

どの海面漁業の生産量8.6％、そして、養殖業に
ついては指標は示されてないということであり

ましたが、こういう8.6％の伸びで、いわゆる輸
出も85％増まで頑張っていこうとされている
ということですよね。それは本当に地元だけで

賄えるようなものなんでしょうか。

【齋藤水産加工流通課企画監】輸出に関しまし

ては、もちろん、加工して出すというところも

ございますので、加工の付加価値もついていく

というところもございますので、そのまま生の

魚がいくというのもございますけれども、一定、

フィレにしたりであるとか、少し加工して付加

価値がついていくというところもありますので、

そのようなところも含めて50億円という少し
高い目標を掲げさせていただいているところで

ございます。

【川崎委員】引き続きいろいろ検討していきま

しょう。他県さんから持ってくることも必要か

と思います、あるいは外国から持ってこないと

いけないこともあるのかもわかりませんが、ぜ

ひこれは達成してほしいので、そこのところは

しっかりと見ていきたいなと思います。

次に、3ページに人材確保のことについて触
れていただいていますが、まず、外国人材です

が、現在、どのくらい従事されているんでしょ

うか

【岩田漁業振興課長】まず、私の方から漁船漁

業の分野でお答えさせていただきますけれども、

本県の漁船漁業の分野におきましては、外国人

の方が現在122名、研修若しくは雇用されてい
る状況でございます。

【川崎委員】他の分野は、いないということで

すか。

【久保田委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時３０分 休憩 ―

― 午後 ２時３０分 再開 ―
こ３

【久保田委員長】 委員会を再開します。

【渡邉水産経営課長】外国人については、技能

実習生と特定技能ということで2種類ございま
して、技能実習生については、漁業と養殖とい

う分野があります。養殖等については、ホタテ

とかカキとか、そういう種類に限られています

ので、長崎県ではほとんどありません。特定技

能については、確かに漁業と養殖業ということ

で分けられて様々な業種に入りますけれども、

現時点では漁業だけに入ってきているというこ

とで確認しているところでございます。

【吉田水産加工流通課長】水産加工業につきま

しては、多くの技能実習の方々が本県でもご参

入いただいておりますが、製造業として産労部

の方でトータルの数字を把握している関係で、

当課では個別の数字というのは持ち合わせてお

りません。申し訳ございません。

【川崎委員】 わかりました。そうしましたら、

担い手不足が言われている産業なので、今後、

確保について取り組まれるんでしょうが、今お

っしゃったように漁船の部門ということですの

で、こちらの方での確保・育成ということにつ

いては理解いたします。

今、社会問題といいますか、外国人の方が定

着して頑張っていただくには、やっぱりコミュ

ニケーションというところが非常に課題になっ

ているというふうに思っていて、産労部だった

かな、技能実習生の管理団体に対して日本語を

学ぶ体制を整えるということで支援を来年度組
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んでおるわけですが、この水産部門におきまし

ても、こういうコミュニケーションの強化、い

わゆる日本語の教育といいますか、そういった

ことについてお取組はありますでしょうか。

【渡邉水産経営課長】外国人については、おっ

しゃるとおり、日本語がなかなかしゃべれなく

て地域との交流がなかなか難しいということで

敬遠される方もいらっしゃいまして、そういう

方々に対して支援をという話が当然ございます。

ただ、現時点で水産部の中で、それを直接的に

支援するということはできておりませんけれど

も、現在、そのことに関しては、関係の団体と

か関係業者と協議をしながら、できるところか

らまず協力、支援をさせていただいて、特定技

能等については、入る時の在留資格等をスムー

ズに取れるような形での支援という形で今させ

ていただいているところでございます。

【川崎委員】今頑張っていただいている皆様が、

「日本はいい国だ」と言っていただけるように、

ぜひそこはサポートをお願いいたします。

次に、9ページの資源管理の推進による水産
資源の持続的な利用と漁場づくりということで、

赤潮のことを伺いたいんですが、発生状況と被

害額ということについてお尋ねしたいんですが、

直近の分で結構です。

【久保田委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時３４分 休憩 ―

― 午後 ２時３４分 再開 ―
こ３

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

【川崎委員】すみませんね、事前に言っておけ

ばよかったんですけど。私、13件で5,700万円
ということを報道で目にしたことがありまして、

比較的あちこちで発生しているということで、

この前、試験場さんも説明をしていただいた折

に取り組んでいただいているということについ

ては承知しております。

やはり様々な発達するＩＣＴ技術を活用して、

より早く養殖業の皆様等に情報を発信するとい

うことは大事なことなんだろうと思っておりま

す。

1月下旬だったと思いますが、長崎大学の山
本先生が採水装置つき、水をドローンでとって、

そしてＡＩで解析をして、わずか15分で結果を
出して皆様にお知らせする、そういったお取組

を島原の方でされていることを拝見いたしてお

りました。これは県の水産部は何か関係されて

いるんでしょうか。

【中村総合水産試験場長】委員から今お話しい

ただいた分は、長崎大学の工学部の取組だとい

うことで、ドローンで採水、海水を採って、そ

れから上から撮影した画像を用いてプランクト

ンの発生状況とか種別を判別しようという技術

開発に取り組んでおります。

水産試験場も、画像解析に必要なプランクト

ンのサンプルなんかを提供して協力をさせてい

ただいているところでございます。

ただ、実用化にはもう少し時間がかかるかも

しれませんけれども、ドローンの操作となりま

すと、なかなか天候にも影響される、あるいは

これから資格も必要になってくると伺っており

ます。水産試験場としても、長崎の別の企業が

今開発をいたしております自動採水、それから

自動顕微鏡で撮影するシステムの簡易なものを

開発している企業がございますので、そこと協

力して、遠隔地から画像で送られたもので試験

場にいながらプランクトンの判別ができないか

といったことにも取り組んでいるところでござ

います。

これは前にも説明させていただきましたが、
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県内に8か所、テレメーターシステムというも
の

を配置して自動観測を行ってスマートフォンで

リアルタイムで観測できるシステムなんかも進

めておりますので、そういう技術を積極的に導

入しながら進めてまいりたいというふうに考え

ております。

【川崎委員】ぜひ積極的に導入して進めてくだ

さい。

最後に、同じページ、漁業・漁村地域と海洋

エネルギー発電事業との協調・共生ということ

についてお尋ねいたします。

産労部の方で海洋エネルギーの取組について、

昨日いろいろご説明をいただいたわけですが、

五島沖で既に洋上風力発電の実証実験が終わっ

て、今から本格的に導入していこうという中に

おいて、地域の皆様との共生ということについ

ては、随分お骨折り、配慮されているんだろう

と思っております。

新たな漁礁、漁場というんでしょうかね、そ

ういったものも形成されるという、生産者の皆

様には非常に喜ばれるところもあろうかと思っ

ておりますが、これから恐らくかなりの数の洋

上風力等が、あるいは潮力発電とか、そういっ

たものが進んでいく、進めないといけないと認

識しているわけですが、漁業者の皆様の受け止

めということについてお尋ねをいたします。

【小田口漁政課長】既に促進地域として指定さ

れております五島市においては、発電事業と地

域漁業の共生について、市町と漁協間でしっか

りと話し合いがなされ、基金の設立等、漁業振

興策が示されたことにより、漁業者の同意が得

られております。

一方、反対する漁業者の意見としましては、

魚の回遊経路が変わることによる漁獲への影響、

漁場占有による操業の支障に対する懸念等があ

ります。

【川崎委員】 様々な懸念を含む中においても、

やはり海洋エネルギーの促進、促進する部門じ

ゃないというのはわかっていますが、生産者の

皆様ともよくよく連携を取っていただきながら、

協調・共生というところをしっかりと進めてい

ただければと思いますので、よろしくお願いい

たします。

【吉田水産加工流通課長】赤潮の被害状況につ

きましては、先ほど失礼いたしました。

県では、昭和50年代から被害状況の整理をい
たしております。過去最大の被害につきまして

は、平成11年に伊万里湾で発生いたしました赤
潮で、これが7億6,000万円、次に被害が大きい
のが平成29年の伊万里湾の6億1,000万円です。
その後の状況ですが、昨年は伊万里湾で令和元

年は5,600万円、平成30年は九十九島と有明海
でトータルで560万円という被害の発生の状況
でございます。

【久保田委員長】ほかに質疑はございませんか。

【吉村委員】今、基本計画の質問がずっとあっ

たので、その関連から聞かせていただきます。

海区ごとの取組方針が載っているわけですが、

先ほど、新規就業者等の質問をしたので見てい

たんですが、新規漁業就業者数の目標設定とい

うことについて、どういう考え方、計算の仕方

で設定されたのか、お尋ねします。

【渡邉水産経営課長】目標値の取り方について

は、新規就業者の目標は、各海区ごとで数字を

出しております。これはこれまでの実績を基に、

その平均から少しずつ増やすような形で出させ

ていただいております。

【吉村委員】実績値から推計したということで

捉えているのかなと思いますが、これが西彼は
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マイナス9、大村湾はプラス8、橘湾はプラス4、
有明海がプラス4、県北がプラス8、五島がマイ
ナス1、壱岐がプラス・マイナス0、対馬はプラ
ス13といろいろあるわけです。その海区という
か、地域ごとの特性もあるんでしょうけれど、

ここでマイナスが出るベクトルになっていると

いうのは、いろんな対策をせんならもっと減る

という今までの実績が出ているのかなと思いま

すが、そこら辺どうですか。

【渡邉水産経営課長】今、ご指摘の新規就業者

の数の減少部分とかですが、西彼海区だけで見

れば新規就業者は基準年が24で目標値が15と
いうことで減っているように見えます。

実を申しますと、これにつきましては、西彼

海区は平成26年度から平成30年度までの数字
を出しますと、平成26年度が5人、平成27年度
が11人、平成28年度が9人、平成29年度が11人、
平成30年度が24人ということで、平成30年度に
ぽんと上がっております。この基準年の取り方

が単年度の平成30年度を取っておりますので
24となります。
ちなみに、この24というのは、この年に以西

底引きの雇用者が9名入ってきたということで、
今まで以西底引きに9名も入ってくるというこ
とはなかったところに入ってきたところが、こ

の24という数字に反映されてしまって下がっ
たようになります。実際これを平均してしまう

と12名ほどの数字になります。基準というか、
先ほど言った平成26年度から平成30年度まで
で12名ということになりますので、平均的に考
えれば、そういう形で各海区、若干ずつ増えて

いるという状況でございます。

【吉村委員】今の説明を聞いて理解ができたん

ですが、そうであれば、この基準値の取り方を、

平均値を出して目標値をそれから設定する。絶

対マイナスにならんような設定をせんといかん

とやろうと思いますから、その辺は今後工夫し

て、これは資料は資料だから、結果が一番です

けれども、見る時に、そういうところがわから

んやったり、誤解を招いたりするようなところ

があるので、そこら辺を工夫して資料づくりを

していただきたいと思います。

それから、管理条例の改正ですが、これは基

本的に漁港管理条例を改正するきっかけになっ

たというか、そういうことは何だったのかなと

思うわけですが、改正の目的に書いてあるんで

すけれども、こういうことでつくることになっ

たのか、ほかにもまだあるのかなと思うんです

けれども、そこら辺からお知らせいただきたい

と思います。

【橋本漁港漁場課長】この条例の改正のきっか

けでございますけれども、昨年4月に長崎港に
停泊しておりました「コスタ・アトランチカ号」

の中で新型コロナウイルスに感染したクラスタ

ーが発生いたしました。これを受けまして、先

の11月定例会におきましては、港湾課所管の長
崎県港湾管理条例の改正が行われております。

漁港においては、これまで特段の問題は発生し

ていなかったものの、今後、起こり得る可能性

があるということを踏まえた上で、今回、同様

の改正を行うことにしたものでございます。

【吉村委員】「コスタ・アトランチカ号」のク

ラスターを受けて11月に港湾管理条例が改正
されたということ。11月は私はこの委員会にい
なかったのでわからなかったので聞いたんです

が、 この漁港管理条例の中で資料の右側の新

たに追加された部分は、この文章を見ればわか

るんだけど、これまでは、こういうことは全然

うたってなかった。管理条例自体はあったんで

すよね、漁港の、どうですかね。
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【橋本漁港漁場課長】これまで漁港管理条例は、

制定されておりました。しかしながら、これま

での漁港管理条例というのは、主に漁港の維持

管理をしていくというのがメインになっており

まして、その規定についてはいろいろ条文がご

ざいましたけれども、今回のような感染症対策

ですとか、住民を不安に陥れることがないよう

にとか、そういった関係の規定がなかったので、

今回、追加して改正しようとするものでござい

ます。

【吉村委員】占用の許可と使用の許可というの

があるわけですが、この許可自体の条例文はあ

ったわけですね。

【橋本漁港漁場課長】占用許可、使用許可の許

可条文自体はございました。

【吉村委員】なんで聞くかというと、以前から

五島とかの岸壁というか、そもそも岸壁の区分

というか、どこまでが管理する区分なのかなと

いうところも聞きたいんですけど、船は岸壁に

着くわけですけど、物揚場とかがあって、そこ

の県が造ったところは県の管理区域になるのか

なと思うんですけど、境界線というのはどこら

辺になるのかというのがわからんとですけれど

も、お知らせいただけますか。

【橋本漁港漁場課長】 境界線といいますのは、

陸上の境界線だと思いますが、漁港管理者が整

備した岸壁、それから、その後ろにあります用

地は漁港管理者が管理しておりますので、この

管理条例の規定を受けることになりますが、そ

れよりも陸側に、例えば、市が単独で埋め立て

た土地とか民地等がございます。そういったも

のにつきましては、市の用地であれば市の別な

条例、多分、一般財産だと思うので、行政財産

だと思うので、そちらの条例がかぶってまいり

ますし、民地ですと、そういった条例はかぶっ

てこない。つまり漁港管理者が整備した土地が、

この管理条例が及ぶということになります。

【吉村委員】 わかりました。そしたら、その境

界というのははっきりわかるように明示されて

おるわけですか、目視してぱっとわかるように、

どうですか。

【橋本漁港漁場課長】現地で、例えば側溝等で

目視ではっきりわかる場合もございますが、は

っきりわからない場合もあります。

【吉村委員】そこら辺を、こういう管理条例を

改正してきちっとやるというわけですから、は

っきりしとかんとさ。なんで言うかというと、

この前から県議会でも五島あたりの岸壁の物揚

場あたりの占有物、そういうものについての質

問があったりして、その答弁というのが、なか

なかはっきりしとらんというようなことが記憶

にあるものだから、こういうことできちっとう

たい込むのであれば、そこら辺もきちっとしと

かんといかんとじゃなかろうかと思いますけど、

いかがですか。

【橋本漁港漁場課長】私が先ほど申しましたの

は、一般の人が見てなかなかわかりづらい場合

もあると申し上げただけでございまして、現地

の、例えば、地方機関の管理班にはきちっとし

た図面もございますので、そういったもので境

界については、ほぼわかります。確かに、詳細

な境界となると杭を打ったりはしておりません

ので、そこは微妙なずれはございますが、きち

っとした平面図を地方機関に据え置いておりま

すので、それを見ることによって、ほぼほぼ間

違いない境界で判別はつくようになっておりま

す。

【吉村委員】 判別はつくんですよと言うけど、

つかんところもあるんじゃろうと思いますけど。

特に、この文章を見ると、「公の秩序を害する
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とき」、〔暴力的不法行為を行う組織の利益に

なるとき」などはと書いてあるわけですが、具

体的にはどういうことを想定されてこういうふ

うに文章化されているのかということをお聞き

したいんですけれど。

【橋本漁港漁場課長】今回の条例で想定してお

りますのは、例えば、漁船によって密漁をする

とか、それから覚醒剤の売買が行われるとか、

そういったことによって暴力団の組織としての

収入になるというような場合を想定しておりま

す。

【吉村委員】それ一つぐらいなんですかね。例

えば、条文を見ると、それ以外のところまで広

がってあるとやけど、五島なんかの話を聞いた

記憶をたどると、物を置いておると、それが今

の話のような人とか組織ではない。でも、動か

さない、邪魔になるという時に、今回の条例改

正で撤去について県が強制力を持つということ

が担保されるわけですか、いかがですか。

【橋本漁港漁場課長】今回も漁港の保全上、支

障となるものについては、許可の取消し、ある

いはそもそも許可を与えないというようなこと

ができます。これまでの条例上も、そこについ

ては漁港の保全上支障となる案件については、

移動命令とかができますので、そこは今までも

地方機関において、もしそういう事案があれば

対応はしていた案件ではないかと思います。

【吉村委員】そこら辺をきちっと整理して臨ま

んといかんとだろうと思います。そのためには、

ここは当然、漁港を整備する時に、この用地に

ついては登記はしてあるんですよね。

【橋本漁港漁場課長】竣工後、登記をしており

ます。

【吉村委員】そういうことであれば不法に物を

置いている場合でも、それを撤去せよというこ

との理由は十分できるということですね。わか

りました。

【久保田委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時５６分 休憩 ―

― 午後 ３時 ９分 再開 ―
こ３

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質疑はございませんか。

【山本(由)委員】第72号議案の水産業振興基本
計画についてですけれども、5ページの1経営体
当たりの平均漁業所得額ということで239万
4,000円から272万9,000円という目標になって
いるんですけれども、いわゆる過去の推移とい

いますか、平成26年から平成30年の平均が239
万４,000円ということですが、その前の5年、
10年の大まかな推移はわかりますか。
【川口水産部次長】平均漁業所得額につきまし

ては、現在、平成25年から平成30年の平均とい
うことで平成26年から取っておりますが、1経
営体当たりの所得というのが、もともとデータ

でございませんでした。なんで取れるようにな

ったかというと、国の「浜の活力再生プラン」

ということで、そのプランに応じて参加する漁

業者の平均所得を10％向上させるという計画
をつくれば、いろんな国の支援が受けられると

いうことで、平成25年からこれに取り組んでお
ります。その以前は、例えば、東シナ海区で全

体の統計でありますとか、今、経営指導の関係

で個別経営指導をさせてもらっていますけど、

その基礎データとして平成24年に所得を取っ
たという事例がございますが、継続的な調査は

平成25年以降ということでございます。
【山本(由)委員】 水産業経営支援協議会は、令
和2年3月に漁業経営の強化改善に取り組んだ
事例紹介というのを出されているんですけど、
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それを見た時に、これは沿岸漁業なんでしょう

けれども、全国は平成19年の所得が274万2,000
円が平成24年には204万1,000円ということで、
70万円ですから3割近く下がっていると。その
段階で、長崎県が平成24年の段階で135万3,000
円という形でしたので、趨勢的に下がってきて

いるんだろうなというふうに思います。長崎県

の漁獲高といいますか、産出額は全国で2位と
いう県でありながら、所得が非常に低いなとい

うことを改めて思いました。

そしてまた、後ろの方に海区ごとに数字が出

ています。県北とか対馬の四百何十万円に対し

て、有明海とかでは100万円とか、そういった
形でかなり格差があるなと。もちろん、漁業の

種類が違うということもあるんでしょうけれど

も。

それで、認定農業者の所得が600万円とか
1,000万円という目標を掲げて、これを何経営体
つくっていくというふうな目標を設定されてい

るようですけれども、漁業についてはそういう

ふうな、スマート漁業ということで300万円と
か500万円という数字が出てきたんですけれど
も、そういった目標というのはないんでしょう

か。300万円以上が何経営体とか、500万円以上
が何経営体とか、そういう目標はないんでしょ

うか。

【渡邉水産経営課長】今、委員ご指摘のように、

経営体について様々な方がいらっしゃいます。

私たちも、100万円、200万円、300万円、400
万円、500万円ということで、どの程度いらっ
しゃるのかということを確認させていただいて、

2018年のセンサスでいけば、500万円以上は全
体の1.4％、300万円以上は4％で、300万円未満
になると、かなりの部分が出てくるということ

で、こういう方々を底上げしていく必要がある

なということで、これまで経営指導を進めてき

ました。目標として500万円ということで経営
計画をつくるということで進めてまいったとこ

ろです。

今回も同じように経営指導を進めて、これま

でとはちょっと違う形で、当然、経営計画をつ

くる上では10％の向上を図るのはやっていく
んですけれども、さらに、500万円とか、そう
いうことを目指してやっていく方々をもっと増

やそうということで、今回のスマート水産業推

進事業というものをつくったところでございま

す。

【山本(由)委員】 わかりました。目標値が海区
によって若干違いますけれども、5年間で大体
13％というふうな形です。目標としてちょっと、
現実を見てそういうふうな形になると思うんで

すけれども、5年間の目標といった時に低いな
と、1割ちょっとということですよね、低いな
というふうな感じがしておりまして、漁村の魅

力を訴える、情報発信であるとか、訴えると言

っているんだけれども、これぐらいの所得では

魅力を訴えるのもなかなか大変だなという印象

を持っているんですね。

海区ごとに違うかもしれないんですけど、主

に収入を上げる策と経費を下げる策といますか、

漁業所得率を上げるというんでしょうか、そう

いう内容のようですけれども、ざっと言って増

収対策として、経費の削減策としてこういうこ

とというポイント的なものを幾つか挙げていた

だければなと思います。

【渡邉水産経営課長】経営を指導する中で様々

な業種の方々がいらっしゃいまして、先ほど言

ったように、300万円、100万円という形で、少
ない方々が多い中で、非常に頑張っている方々

をまずモデル的に皆さんに示した上で、それに
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追っかけていけばできるだろうという一つの方

向があります。経営指導の一つ一つについては、

先ほど言ったように、様々な漁業種類がありま

す。様々な漁業種類によって、様々に経営の仕

方が違うという状況です。

1つの例でいえば、今までイカ釣りばかりを
やっていた方々が漁獲が下がって、とれなくな

った。そういう時に別の漁業をやりましょうと

いうことで複合的な漁業をさせて所得を上げよ

うという形の方々もいれば、単純に経営の中身

だけを見て、ここを節減すればいいんじゃない

ですかという形で指導する部分もあります。

だから、経営の指導のポイントと言われると、

全体で言うものはないんですけれども、それぞ

れ個々の経営を見ながら、それに合わせて中小

企業診断士とかの助言をいただきながらやって

いくというのが、今のやり方だと考えておりま

す。

【山本(由)委員】 なかなか水産業のことがわか
らないんですけど、この改善事例といいますか、

漁業経営計画事例集は水産経営課でつくられて

いるんですかね。読ませていただきましたが、

大変だろうなと思うんですね。地元でも、ある

程度高齢化されていて、なかなか新しいことに

取り組もうとされてないというような状況の中

で、ここにも出てきているんですけれども、新

たにワカメの加工場をつくってというような形

で、かなり大きな投資をされていますが、そう

いったところがうまくいくようなことが見えて

くると、また、自分もやってみようかという形

のものが出てくるのだろうと思いますので、今

言われたような形でモデルとなるようなところ

を積極的に支援していただいて、成果を上げて

いただいて、その後を追うようなことができる

ような形でやっていくしかないのかなというふ

うに思っておりますので、引き続きよろしくお

願いいたします。ありがとうございました。

【久保田委員長】ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第39号議案、第40号議案、第65号議案及び第
72号議案は、原案のとおり、可決することにご
異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり可決すべき

ものと決定されました。

次に、陳情審査を行います。

お手元に配付いたしております陳情書一覧表

のとおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

審査対象の陳情番号は、114番及び15番でご
ざいます。

【吉村委員】 この陳情一覧表の15番ですが、
ざっと見ると内部のもめごとかなと思うんです

が、ようわからんとですが、書いてあることは、

なんか大変なことで、県としても今年度も漁協

の経営安定及び組織機能の強化ということで支

援事業で予算も組んであるわけですね。

そういう中で、こういうことが出てくるとい

うことは、あんまりよろしくないなと思うんで

すが、こういうことについて県は把握をしてお
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られるのかなと思いますが、いかがですか。

【小田口漁政課長】今回の陳情の内容や背景に

ついては、承知しておりません。

【吉村委員】承知しとらんというか、漁協の経

営安定のために県も支援をするという立場から

考えると、こういうことの中身を調査するとい

うことは、せんばいかんとじゃなかろうかと思

います。特に、対策強化の予算も組んであるし、

補助金でも壱岐東部漁協に24万7,000円、コロ
ナウイルス対策で出してあるわけですよね。そ

ういう中で全然把握しとらんということはどう

かなと思うんですが、いかがですか。

【小田口漁政課長】壱岐東部漁協の運営につき

ましては、これまでも調査等の要求があった場

合については、県はその都度、検査や指導等を

行い、漁協も一定対応してきているところでご

ざいます。

今回、このような陳情が出されましたので、

県としましても、事実関係を確認し、必要があ

れば漁協に組合員への丁寧な説明等について指

導を行いたいと考えております。

【久保田委員長】陳情について、ほかに質問は

ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ほかに質問がないようですの

で、陳情につきましては、承っておくこととい

たします。

次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。

質問通告に基づき、進めさせていただきます。

委員1人当たり20分以内で1回限りでお願い
いたします。

事前通告された委員の方で質問はございませ

んか。

【吉村委員】 通告しておりましたので、1～2

点質問させていただきたいと思います。

まず、消費拡大対策ということで何本も書い

てあるんですが、総花的な感じが拭えないと私

個人的には思うわけです。これは全体的に言う

と、県の農産物、大きく言えば県産品消費拡大

ということになるわけですよね。その割には、

いろんなメニューがあり過ぎて、どうなんだろ

うかなと思うわけです。

そういう中で、まず、国内販売強化とか、そ

ういうことにも予算がつけてあるんですが、例

えば、これを水産部だけでしようとされている

のか、いろんな関係団体と協調しながら相互作

用を高めていくというようなことを考えられて

おるのか、そこら辺をちょっとお聞かせいただ

きたいと思います。

【齋藤水産加工流通課企画監】水産物の消費拡

大の取組のことでございますけれども、関係の

部局であるとか関係者といろいろと協議をして

進めている場合と、それから水産部の関係者の

みで進めている部分と、場面によって分かれる

部分があるかと思っております。

例えば、水産に特化した商談会への参画とか、

あと水産のバイヤーとの直接的な商談、そのあ

たりにつきましては水産部の中で水産の関係者

とともにやっていくという動きになります。あ

と、県外の量販店とか百貨店での販売促進フェ

アであるとか催事、そのようなところへの参加

につきましては、県が一体となって長崎県とい

う看板の中でやっていく必要があると思ってお

りますので、そのようなところにつきましては、

庁内の関係部局と連携しながら、関係業界の皆

様と一緒に取り組んでいるというような状況に

ございます。

【吉村委員】これはどこでも私は言っているん

ですが、高級魚流通促進実証事業費にあっては、
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説明の中に事業概要で水産物と農産物と並べて

書いてあるわけです。だから、これは農林と協

調し合ってやられるのかなと思うんですが、こ

の中身についてお知らせいただければと思いま

す。

【齋藤水産加工流通課企画監】この事業につき

ましては、コロナ禍の影響で消費者の生活様式

が変わる中で、これまで飲食店の消費で支えら

れてきておりました水産の高級魚につきまして、

その消費が非常に苦戦しているところがござい

ます。そのようなところに新たな販路を設けて

いこうというところが目標としてございます。

そういった中で、一つに、まずはこれまで県

内に余り流通してこなかった高級魚であります、

例えばアカムツであるとか、そういったものが

県内の消費者に受け入れられるかどうかという

ところも含めて実証的な販売をしていきたいと

思っております。あと、県外におきましては、

高級魚を使った加工品が売れないのかというと

ころで、カタログ販売、ネット販売といったと

ころに県外に向けては取り組んで実証試験をし

ていって、最終的にはアンケートをとりながら

消費者の需要を把握していきたいと思っておる

ところでございます。

なお、農業との連携ということで申しますと、

もしかしたら、こういった取組をする店舗が重

なるところがあるかもしれませんけれども、今

のところ、どこでどうという具体的なことは、

これからということになるかと思っております。

【吉村委員】 「もしかしたら」と言われたら、

ちょっとつらいなと思うんだけど、そういうこ

とは積極的に連携を密にして、私どもの密は駄

目だけど、部局間の連携は密にして、最初から

事業を構築していくというようなことが合理的

になるんじゃなかろうかなと、成果も上がるん

じゃなかろうかなと思いますので、そこは「も

しかしたら」と言わんで、積極的にやってくだ

さいよ。

それから、今、農産物と書いてあったので農

林と言うたけど、これは産業労働部も一緒なん

ですね。そこは県産品販路拡大だから、そうい

うところとも情報を共有しながらやってもらい

たい。

昨日の産労部の審査でも言うたんだけど、私

は、商工会という団体の会員になっているわけ

ですけれども、「日本橋 長崎館」は県のアンテ

ナショップ、アンテナ機能ですから、それと、

商工会の県の連合会では「埼玉ながさき屋」と

いう事業をやっているわけです。知っているで

しょう、知らんかもしれんけど。「埼玉ながさ

き屋」はアンテナショップじゃないんですよ。

ネットではないけど、ネットも広げていこうと

しているけど、都市部に卸の流通拠点をつくる

ということでやっているので、そういうところ

とも連携していただければ、もっと効果が上が

るんじゃなかろうかなと思いますので、そこら

辺やっていただきたいんですけど、もう一度、

連携についてご答弁願いたいと思います。

【齋藤水産加工流通課企画監】県産品も含めた

水産物の消費拡大の取組につきましては、まず

は、県外であれば長崎県を知っていただいて、

それから水産物をはじめとした優れた県産品を

知っていただいて、それを食べたり食材として

利用するなど、そのおいしさを認識していただ

いて繰り返し購入していただくと、そういった

消費の好循環のサイクルをつくっていくのが非

常に大事だと考えているところでございます。

そのためには、やはり関係部局であるとか関

係団体などとの連携によるオール長崎での展開

は必須と考えておりまして、今後とも、関係者
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との情報共有、それから連携した販売促進活動

などを行いまして、水産物の販路拡大、消費拡

大ということに取り組んでまいりたいと思って

おります。

【吉村委員】 よろしくお願いします。

次に、新たな資源管理ということについて、

「新たな」という言葉がついたのでちょっとお

尋ねいたします。

先ほどからいろんな説明があったので、ある

程度わかってきたんですが、「クロマグロの資

源管理について」という追加の文章がありまし

たが、ここを見ていて、よくわからんのですよ。

漁獲枠、これが文章を読むと、「全国では12月
31日時点で、30㎏未満の小型魚が47.3％、大型
魚が61.3％、本県では2月16日現在で、小型魚
が52.8％、大型魚が32.4％と全体的に低調に推
移しています」と。意味がよくわからんとです

けど、解説してくれませんか。

【岩田漁業振興課長】クロマグロにつきまして

は、ＴＡＣの制度に基づきまして漁獲管理が厳

しく行われております。ここに書いております

のは、クロマグロの大型魚、30キロ以上です、
それから小型魚は30キロ未満ですね。これにつ
きましては、各県に、ここまで獲ってもいいで

すよという枠が与えられております。この枠を

細かく言いますと、大型魚につきましては、本

県は197.8トンは獲ってもいいですよという枠
でございます。これに対して、今お配りしてお

ります資料には「2月16日現在」と書いており
ますけれども、最新で2月28日、2月末で言いま
すと、大型魚の場合は、枠に対して42.8％まで
獲っておりますということです。それから、小

型魚につきましては、本県の全体の枠が882.6
トンございます。この枠に対して62.6％、2月末
でとっているということでございます。

【吉村委員】ということは、まだとれる量があ

るということですよね。それで、「低調に推移

しています」という文章の意味がわからんとで

すが、とれないのか、とっていいのにとってい

ないのかというところをもう少し詳しく説明し

てください。

【岩田漁業振興課長】先ほど申しました本県の

枠は、4月から3月の年度で与えられております。
これが先ほどの2月末時点で、あと1か月ほど残
してまだ42.8％と、62.6％ということでまだ枠
が残ってますよと。実際、今年度は今までと比

べてあまりたくさん獲れていないという状況に

ございます。ただ、3月に入りまして定置網に
結構入って漁獲が上向いている状況でございま

す。

【吉村委員】魚がおらんわけですね。それは枠

だけもらってもしようがないという話になるわ

けですかね。

そこで「有効活用を図るため、一時的に海区

ごとの枠の区分を無くし」という文章があるん

ですが、ここはあらかじめ海区ごとで漁獲枠を

決めてあって、それを外して、どこでもとって

いいですよということにするという意味ですか。

【岩田漁業振興課長】まさしくそのとおりでご

ざいまして、先ほど、本県に与えられました枠

につきましては、各海区に割り当てをしており

ます。1月末までは海区ごとの枠を守るように、
皆さん、操業されております。1月末時点で、
オリンピック枠といいまして、各海区に残って

いる枠の70％を全部、1回、県の方に返してい
ただきまして一斉に獲り始めると、もう制限し

なくていいですよということを今やっていると

ころでございます。これをオリンピック枠と呼

んでいますが、これで今やっている状況です。

【吉村委員】オリンピック枠というのは初めて
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聞きました。今年、オリンピックが開催されれ

ばいいですけどね。

それとは関係ないですが、上段が第6管理期
間、下段が、本年4月から第7管理期間に入ると
いうふうな表現になっていますが、この管理期

間というのは、1年ごとなんですか、何年ごと
か決まっているんですか。

【岩田漁業振興課長】 1年でまとめられており
ます。ですから、次の第7管理期間は4月から始
まるということでございます。

【吉村委員】そうすると、管理制度が始まって

丸6年たつということで理解していいんですか。
それ以前はなかったんですか。

【岩田漁業振興課長】 この制度は、第1管理期
間は平成27年から始まっておりまして、その以
前はございませんでした。

【吉村委員】 第7管理期間の本県の漁獲枠は、
今期同様の小型魚657.1トン、大型魚158.3トン
が決定しているということですが、さっきの漁

獲枠と数字がちょっとずれているように思うん

ですけど、どうですか。

【岩田漁業振興課長】先ほど申し上げましたの

は、最終的に配分された枠でございまして、当

初の配分と本年度につきましては、台湾から日

本に分けられました300トンの枠が追加で本県
にきた枠配分がありまして、この数字を超えて

おります。当初配分は昨年と同じという意味で

ございます。

【吉村委員】よくわかりました。知らんことを

聞いて申し訳ないんですが。

資源管理の推進について、県もいろんな計画

を立てられて資源管理の推進をせんばいかんわ

けですよね。ただ、これだけ枠があってもとれ

ないということは、漁業者は、なかなか厳しい

ということにつながっていくんだろうと思いま

すが、そこをきちっと管理して推進せんといか

んというのと、漁業者を守るというところがせ

めぎ合うのかなと思うんですけど、いかがです

か、そういうことにはならんとですかね。

【岩田漁業振興課長】現在、クロマグロにつき

ましては、国際約束に基づいて国も厳しい漁獲

制限がされております。先ほど言いましたよう

に、各県に割り当てがきて、それを厳格に守っ

ていると。今年度につきましては、獲り控えを

しなくても枠が足りているという状況でござい

ます。

ただ、実際に獲り控えをした年もありまして、

そういう場合には漁業収入の安定対策、漁獲共

済制度の充実というものを国もやっていただい

ておりますし、あるいはクロマグロの混獲をす

る時に逃がす費用を見てくれたり、漁具を改良

する改良費、そういうことも支援をしていただ

いているというところで、制限がかかった時に

は一方で支援をしていただくというように現在

なっております。その支援の強化は、我々も国

に要求しているところでございます。

【吉村委員】資源の管理と、それをして影響を

受ける部分については支援をしていくというこ

とで、そこのバランスはとれているんですかね。

【岩田漁業振興課長】今年度のクロマグロにつ

きましては、現在のところ、何とかやれている

と。ただ、皆さん、定置網の方々も、全国的に

枠配分がきます、枠といいますか、補助金につ

いて他県もたくさん要望があって、一定、金額

が削減されることはありますけれども、ある程

度支援はいただいているという状況でございま

す。

【吉村委員】「ある程度」とかいう表現じゃな

い言葉で言ってほしかったんですけどね。この

資料を見ると、この新たな資源管理推進事業の
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目的は、「資源管理計画から資源管理協定への

移行を推進する」と。計画は、あくまでも計画

であってぼやっと、ぼやっとしたらいかんとで

しょうけど、計画も。協定となれば、これは厳

しい管理が課せられるということになるんだろ

うと思うわけですね。ですから、その支援にも

力を入れていただかんといかんと思うので、そ

こを強くお願いをして、終わりたいと思います。

【久保田委員長】 ほかに。

【川崎委員】 2点、通告していますが、水産部
門におけるＤＸはスマート水産業ということで

いろいろ質疑をさせていただきましたので、こ

の場では割愛させていただいて、水産加工振興

祭についてお尋ねをいたします。

部長説明で、第58回長崎県水産加工振興祭が
開催され、その一環で水産製品の品評会が開催

された。その中で242点が出品されて、37点が
選定と。うち農林水産大臣賞に2点が輝いたと
いう説明をいただいて、そして、事前にパンフ

レットもいただいておりましたので拝見いたし

まして、どれをとっても大変おいしそうに見え

て、本当に生産加工業者の皆様のご苦労があっ

たんだなと思って敬意を表したいと思います。

そういった中、要は、それをどう売っていく

かということなんですが、販売については、展

示即売会というものを計画されていたようです

が、今回のコロナ禍によって、それは見送られ

て、ウェブによる取組を初めてやられたという

説明でした。初めてだったのかと思って、逆に、

もうちょっと早くからやっていればというふう

に思ったんですが、それはそれとして。

まず、ウェブで開催された中で成果がどのよ

うな状況だったのか、全体的な説明をいただけ

ればと思います。

【齋藤水産加工流通課企画監】水産加工振興祭

につきまして、今回、第58回ということで、昭
和38年から実施されている伝統的な行事と考
えているところでございまして、直前まで対面

で販売するための検討をずっと行ってまいりま

したけれども、どうしても密が避けられないと

いうこともあって、急遽、ウェブの開催にした

という経緯がございます。

そして、これにつきましては、実は昨年の12
月に新たに加工振興協会が立ち上げましたホー

ムページで初めて取り組んだところで、その中

の仕組みといたしましては、まず、送料が無料

ということ。それから、出展する商品につきま

しては、2,000円以上をめどとしてセット商品と
いうことで、そういったところの整理をさせて

いただいて業者に出展をしていただきました。

出展業者につきましては14社で、出展品目につ
いては123商品という結果でございました。売
上につきましては278万5,000円ということで、
一夜干しであるとか、蒲鉾とかに人気がござい

ました。例年、ここでは正月惣菜を買われる方

もいらっしゃるということで、カニ爪などもよ

く売れていたというような状況にございました。

【川崎委員】 ありがとうございました。では、

41社､123商品､278万5,000円の売上だったとい
うことですが、これ、例年の展示即売会と比較

すると、どんな感じでしょうか。

【齋藤水産加工流通課企画監】まず、令和元年

度で申し上げますと、対面販売というのは、長

崎地区と佐世保地区でそれぞれ行われておりま

す。令和元年の状況で、長崎地区では12月13日
から15日まで、おくんち広場で実施いたしてお
りまして、売上が3,000万円強という売上がござ
いました。佐世保地区では、令和元年12月7日
から8日の2日間、佐世保駅の港口の広場で行い
まして、売上げが1,000万円弱あったということ
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でございます。

【川崎委員】対面で、お正月に向けてという取

組だったから、令和元年というのは相当な売上

で、急遽、ネットに切り替えて、なかなか周知

がいかなかったんでしょうが、ちょっと比較に

ならないくらい少なかったということは、加工

業者さんも大変ご苦労なさったんだろうという

ふうに思います。しかし、時代が時代ですので、

力を入れていけば伸びていくんだろうと思いま

すので、引き続き、ウェブは頑張っていただき

たいと思います。

ウェブでやったので、お客さんの層というこ

とについて少し分析できるのかなというように

思っていますが、購入者がどういったところか

ら申込みがあったのかとか、お客さんの層とか、

そういったことについて分析をお願いいたしま

す。

【齋藤水産加工流通課企画監】まず、購入者で

ございますけれども、男女比率で申し上げます

と、女性が55％、男性が45％、年齢で申し上げ
ますと、そのうち50代が約半数を占めていたと
いうような状況にございました。

あと、お聞きするところでは、60代で14％、
70代が10％と、ウェブという開催の中でも高齢
者の方々も利用いただけたなと分析していると

ころでございます。

あと、購入者のエリアにつきましては、加工

祭というのは長崎県内の知名度が非常に高いイ

ベントということもあって、県内の方が95％の
購入ということでございました。

ただ、送料無料ということもございましたの

で、その約半数が県外へ発送されていたという

ような状況にございました。

【川崎委員】今、なかなかおもしろいお話でし

たね。県内の方が、前回までは自分で買って送

っておられたんでしょうが、送料無料というこ

とで、そういった流れもできたと。

だから、一つ形をつくっていけば、もっとも

っと多くの人に知っていただける、ウェブです

から世界中どこでも知ろうと思えば知ることが

できるわけで、そういうふうに販路が広がって

いくような工夫をして、次は開催ができれば、

それにこしたことはないんでしょうが、ぜひこ

こはよくよく分析されてウェブに入れていただ

きたいなというふうに思っておりますが、いか

がでしょうか、ウェブに対する強化といいます

か。

【齋藤水産加工流通課企画監】今回、ウェブを

やったということで、一定のウェブの基盤がで

きたかなというところがございますので、今年、

どうするかというところになるかと思います。

もちろん、コロナの状況によって判断していく

形になりますけれども、基本的には対面の販売

による加工振興祭をやっていきたいと思ってお

りますけれども、それと並行して、インターネ

ットにおいても開催していくということで、県

内外のお客さんを広く取り込んでいこうという

ような流れでつくっていけばどうかなと考えて

いるところでございます。

【川崎委員】 ありがとうございました。

最後にお尋ねいたしますが、まず、品評会に

242点、出品されたということでありました。
この242点は242企業数と考えていいんでしょ
うか。

【齋藤水産加工流通課企画監】 1業者が複数出
展するということもございますので、品目数が

そのまま加工業者の数ということではございま

せん。

【川崎委員】 何社ですか。

【久保田委員長】 休憩します。
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― 午後 ３時４９分 休憩 ―

― 午後 ３時５０分 再開 ―
こ３

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

【川崎委員】参画された企業数については、後

ほどまたお知らせいただきたいと思います。

これも産業労働部の話ですけど、いろいろチ

ャレンジする、いろんなメニューが備わってい

たんですね。当然、水産部でもご用意されてい

るというふうに思いますけれども、ぜひ地元の

企業さんにどんどんチャレンジをしていただい

て、新たな魅力ある商品を作り上げて、チャレ

ンジをして、もっと県外に、あるいは国外にで

も取り組んでいただきたいなと思うんですが、

加工業者の皆様への働きかけはどのような形に

なっていますでしょうか。

【齋藤水産加工流通課企画監】県で流通の促進

協議会というものをつくっておりまして、その

中に加工業者の方に参画をいただいております

ので、そのような方々への周知をはじめ、これ

を主催しております加工振興協会の会員の皆様

方にも、事業の内容であるとか、あと、どうい

う支援があるかとか、そのようなところもその

都度連絡を差し上げておりますので、そうした

中で皆様に積極的にご参加をいただいて、なる

べく加工の技術なりを向上していただきたいな

と考えているところでございます。

【川崎委員】 農林水産大臣賞を取って、今回、

2点ありますけど、こういう賞をいただくとい
うことは、販売数が大きく伸びるポイントにな

ろうかなというふうに思うんですけどね。先ほ

ど、輸出の話もあった中において、これが2つ
から3つ、4つ、5つ、10個とか、そうなってく
ると、先ほどの大きな目標と言われたのも現実

的に近づいていくんだろうと。そういったとこ

ろから高みを目指して頑張っていただきたい、

ぜひ積極的に取り組んでいただきたいと思うん

ですが、いま一度ご決意を。

【齋藤水産加工流通化企画監】長崎県でも水産

加工業というのは、最終的には生産者の支えに

なる業種にもなりますし、今後とも、いろいろ

業者の方と連絡を取り合いながら、どういった

ところの技術開発をしていくべきであるかとか、

どういったところに支援が必要かとか、そうい

った意見を踏まえながら取り組んでまいりたい

と考えております。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【山口(初)委員】 資源管理について通告させて
いただきましたので、お尋ねします。

長崎県の水産業は、全国で生産量が3位で産
出額が2位、そして、経営体、それから就業者
が2位ということで、まさに水産県ということ
になると思います。農業と違って、漁業も相通

ずるところが当然あるわけでありますけれども、

いわゆる乱獲等によって資源が減っていくとい

うことは、当然生じるわけでありますけれども、

県として、資源管理に対しましてどのように考

えられているのか、基本的な考え方についてお

聞きしたいと思います。

【岩田漁業振興課長】本県には、たくさんの魚

種、それから多くの漁業種類で操業されており

ます。この中にあって、その特性がございます

けれども、県による漁業権の免許、漁業の許可、

国の漁獲可能量制度、ＴＡＣ制度といいますけ

れども、このような公的な規制。それともう一

つ、漁業者による自主的な資源管理を組み合わ

せるということで、多様な漁業者の漁場利用を

調整しながら水産資源の効果的な管理をやって

水産資源を持続的に利用しようということで、

いろんな施策を進めているところでございます。
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【山口(初)委員】 いずれにしても、資源管理で
すから、管理せにゃいかんのですけれども、水

産庁の資料をちょっと見てみますと、いわゆる

インプットコントロール、投入量を規制すると。

どういうことかというと、漁船の隻数や馬力数

を制限する、そういうこと。それから、テクニ

カルコントロールというのは、技術的な規制と

して、いわゆる産卵期を禁漁にしたり、網目の

大きさを規制する。もう一つが、アウトプット

のコントロールで産出量の規制をする。要する

に、これはＴＡＣの設定等で漁獲量が制限され

ているわけでありますが、水産県の長崎県とし

て、どの管理手法を最も重点的に力を入れてい

るのかということについてお聞きしたいと思い

ます。

【岩田漁業振興課長】先ほど委員から紹介があ

りましたけれども、インプットコントロール、

テクニカルコントロール、アウトプットコント

ロールというのは、どれに力をというよりも、

全てを組み合わせてやっているというのが現状

でございます。どれかに特化してというのでは

なくて、3つの組み合わせでやっているという
のが現状です。

【山口(初)委員】 いずれにしても、ＴＡＣ、い
わゆる漁獲可能量制度というのがあって、基本

的なことを聞きますけど、このＴＡＣというの

は、どこで決められているのか、お聞きしたい

と思います。

【岩田漁業振興課長】このＴＡＣの可能量につ

きましては、大臣管理漁業については国ですけ

れども、知事管理漁業については、国から各県

に配分が来るということでございます。

【山口(初)委員】 農林水産省で決めているとい
うことですね。

もうちょっと聞きたいことがあるんですが、

長崎県近海の資源も厳しいのかなというふうな

感がするんですが、資源管理というのは、人が

減らしている部分と自然環境によって減る部分

とあると思うんですが、長崎県近海については、

県としてはどのように分析されているのか、お

尋ねしたいと思います。

【岩田漁業振興課長】そこは、獲り過ぎという

部分も必ずあると思います。資源がそこで増え

る分につきましては、沿岸の定着性のものにつ

いては、そこでどういう管理をしているか、地

元の方がどれだけ獲っているかというのが非常

に影響する部分もあります。例えば、アワビ、

サザエにつきましては、先ほどからありました

ように、藻場が減少して餌がないので減ってし

まっているというのがあります。それから、回

遊性のものにつきましては、外国との競合で、

その部分で獲り過ぎがあって本県に回遊するの

も少なくなっている等、非常に複合的な要因で

資源の増減があっているというように考えてお

ります。

【山口(初)委員】いずれにしても、コントロー
ルするには、とる時期の制限、それから漁船の

隻数を制限する、あるいは漁場を制限する、漁

具そのものを制限するということがあるという

ふうに思います。そういう意味で資源管理とい

うのは、やはり一定の目標がないといかんのじ

ゃないかなと思っているんですが、長崎県とし

ての目標設定の考え方というのは、どういうふ

うになっているんでしょうか。

【岩田漁業振興課長】これまで本県の資源管理

というか、国のＴＡＣ制度についてもそうです

けれども、今いる魚を維持するというのが基本

的な考え方でございましたけれども、今回、漁

業法が改正されまして国全体がそうですけれど

も、資源管理を今からもっとやっていくことに
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よって、本来もっといたであろうという資源に

戻して、その資源の中で最大の漁獲量を得るよ

うに努力を、資源管理をしていこうというよう

に考えが変わってきておりますので、本県とし

てもそのように、今、科学的な分析をした上で

資源管理計画をそれぞれつくって資源管理協定

というものに移行して、その実行について今か

らやっていくというふうにしております。

【山口(初)委員】 資源管理ですから、増えたり
減ったりの部分は当然あるわけなんですが、い

かに将来的にも平準化しながら、いわゆる漁獲

量といいますか、魚の回復、自然回復も含めて

しっかり見ていかにゃいかんのだろうと思いま

す。

そういうことで、もう一つ制度的なことでお

尋ねしますが、ＩＱ制度とかＩＴＱ制度と、こ

れは魚の譲渡の関係だと思うんですが、国家間、

地域間で適用されるのかなと思うんですが、こ

れは具体的にどういう制度か、教えてください。

【岩田漁業振興課長】ＩＱ制度といいますのは、

個別割当制度でございます。ＴＡＣ、漁獲可能

量というのは県に配分があっておりますけれど

も、さらに一歩進めまして、その可能量を漁業

者、あるいは漁船ごとに割り当ててしまう。あ

なたは何トンまで獲っていいですよというよう

に個別に割り当てるというのがＩＱ制度でござ

います。

それから、ＩＴＱというのは、譲渡可能個別

割当といいまして、漁船ごとの割当はあるんで

すけれども、それを他者に譲ってもいいという

制度がＩＴＱ制度でございます。

【山口(初)委員】 ということは、割り当てられ
たものをそれぞれが譲り合うというか、譲渡と

いいますか、取引という言葉がいいのかな、そ

ういうのができるような制度になっているわけ

ですね。

【岩田漁業振興課長】漁業者間で譲渡できる制

度でございます。ただし、現在、ＩＱ、ＩＴＱ

というのは、本県ではまだございません。国の

方も、まだ今からという状況でございます。

【山口(初)委員】 単純なことを聞きます。ＷＣ
ＰＦＣ条約でクロマグロが保護されているとい

うことですが、後で具体的に教えてください。

それから、長崎県の水産業を元気にするため

には、後継者をきちっと育てていかなければい

かんだろうと思います。そういう面では、漁業

者の働き方改革というのも、一つ視野に入れな

がら指導をしていかなければいかんのじゃない

かなと思うんですけれども、ピーク時は、なか

なか休めることもないのかもしれませんが、そ

ういうことで資源をとり過ぎないためには一定

の漁業者の休漁が必要、休ませんといかんのじ

ゃないかと思いますが、そこら辺の考え方は県

はどういうふうに考えられていますか。

【岩田漁業振興課長】先ほど、資源管理計画に

ついてちょっとお話ししましたけれども、現在、

本県の中に249の資源管理計画がございます。
この中で、ほぼ皆さんが決められているのは休

漁しましょうと、それによって資源を休ませよ

うという考えは、大体どの資源管理計画にも入

っております。これが、今後、資源管理協定の

方に移行しますけれども、この考えは踏襲して、

資源を休ませる、あるいは獲り過ぎをしないた

めに休漁、禁漁というのは設定していこうと考

えております。

【山口(初)委員】 質問を終わりますけれども、

これから先も長崎県は全国トップの水産県とし

てしっかり維持していくために、資源を含めて

のいろんなコントロールが大事になってくると

思いますので、その辺よろしくお願いして、質
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問を終わります。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【堤委員】私も水産加工振興祭のことをお聞き

しようと思っていたんですが、先ほどの答弁で

おおよそのことはわかりましたので、多少重複

するかもしれないんですが、説明資料の中に各

種のネット通販が先行して実施されていた中、

今回初めて取り組んだとありますけれども、各

種のネット通販の先行というのは、どういうと

ころを指していらっしゃるのか、お尋ねします。

【齋藤水産加工流通課企画監】大手のネット販

売の事業者がやられている、例えば楽天である

とか、そういったところは先行でずっと出てお

るということもあるし、各業者様がご自分でネ

ットを開設されて販売されているということも

あったりとか、あと、県の方で支援をして2割
引、3割引でネット販売をしているというよう
な状況の中で、後発隊ということで、このネッ

トを立ち上げてやったところを踏まえて、そう

いった記述になっている状況にございます。

【堤委員】 先ほどの答弁で、長崎で3日間で
3,000万円強、佐世保で2日間で1,000万円弱と。
長崎もすごいですけど、佐世保の2日間で1,000
万円弱というのも、すごい売上げだなと。これ

まで対面販売で、それだけ売り上げられていた

ということで、やっぱり対面販売の強みという

のはあるんだな思います。今回、コロナ禍で首

都圏などの物産展、フェアの試食販売などがで

きなくなって、実際に見て食べていただいて、

おいしさを知って買い求めていただくというこ

とができなかった中で、ウェブ即売会というこ

とですが、ピンチをチャンスに変えるような下

地ができたのかなと思っています。

これを毎年12月にされていますけれども、通
年、1年を通してインターネット通販などのサ

イトを立ち上げるような取組というのはできな

いものでしょうか。

【齋藤水産加工流通課企画監】今回、水産加工

振興協会で立ち上げましたホームページという

のは、今後ずっと運営されていくことになりま

すので、通年、そこで販売できる体制は整えて

あると考えております。その中で加工振興祭の

時期であれば、少しそこに特化した新たなサイ

トを貼りつけるとか、そういったところでの取

組であるとか、加えて長崎俵物のネットキャン

ペーンあたりも、そういったホームページを活

用して実施していけるのではないかということ

で、通年、そこを利用するような格好で考えて

いるところでございます。

【堤委員】安定的に消費者の方に商品が提供で

きるような仕組みをぜひつくっていただきたい

と思います。

県内外のアンテナショップも、まだまだ整備

が進んでいないと思います。それから、県の物

産館なども、今日もホームページを見たら、も

う表示されていない状態で、今回、ウェブ即売

会を開催したところも情報があんまり見られな

いような、そういう状態なんですよね。

だから、もっともっと、本当に消費者が求め

ているものがすぐ手元に届くような仕組みをつ

くっていただきたい。まだまだ改善をしていか

ないといけないところがあるのではないかと思

いますけれども、いかがでしょうか。

【齋藤水産加工流通課企画監】委員ご指摘のと

おり、まず一つ、リアル店舗での販売にも力を

入れていかなければいけないというところもご

ざいますし、ネットであれば、それこそ県内外、

それから広くは海外からも購入できるというこ

とになりますので、そういったところも含めて、

今後はネット販売の方にも力を入れて販売力を
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上げていきたいと考えているところでございま

す。

【堤委員】実際に足を運んで商品を手に取って

食べていただいてという場も、コロナが収束す

れば、また復活できると思いますし、併せて、

いろんなところからアクセスできる体制をしっ

かりつくっていただきたいということを要望し

て、終わります。

【久保田委員長】 ほかに。

【山本(由)委員】 私は、コロナによる経済損失
と対策予算の効果についてということで通告を

させていただいております。

コロナの影響というと、ホテルとか、飲食店

とか、イベント、娯楽とか、そういったところ

の影響が大きいということで、当然、いろんな

業種に波及していて、水産業については業種別

の調査といいますか、帝国データバンクなどの

調査だと、比較的影響を受けていない部類に入

っているんですが、先ほどの説明資料にもあっ

たように、直接、間接に影響を受けているとこ

ろがあると。個々には事例を聞くんですけど、

全体像がなかなかわからないものですから、本

県の水産業に関してどういう業種であったり、

販路であったり、どういう場面で、どれくらい

の影響があっているのか、漠然としているんで

すけれども、数字的なものも含めて何か整理さ

れているものがあればご説明をお願いします。

【吉田水産加工流通課長】私ども、このコロナ

の問題が発生いたしましてから、関係業界に常

に聞き取りを実施しております。また、県内に

あります主要市場でありますとか、県漁連の方

からはデータをいただきまして、今年の1月分
までは全て合算して月別の取扱いを集計しなが

ら、その状況を把握させていただいております。

ただ、水産でございますので、その時のしけ

模様とか、資源の状況、回遊状況、それを一概

にこうだと述べるところまでは技術的にも難し

いと考えております。

その中で全体的な動向でございますが、まず、

新型コロナウイルス感染拡大は、インバウンド

の減少、輸出の停滞、外食需要の減退により、

水産物需要を直撃し、特に昨年4月頃の緊急事
態宣言の発令後に顕著となりました。当時にお

きましては、高級魚の価格が前年より総じて5
割から3割低下し、また、売り先が決まらない
養殖魚は在庫として滞留する状況となりました。

その後、感染拡大が一旦落ち着き、ＧｏＴｏ

キャンペーンなどにより人の往来が再開し、需

要が喚起されたことにより、水産物の流通販売

は前年度並みに戻りつつありました。このこと

につきましては、昨年の、先ほど申した市場と

か漁連の前年度との比較でいきますと、単価に

つきましては前年比100％ということで、後半
の伸びである程度カバーができているような状

況も見受けられたという状況でございます。

しかしながら、12月末の全国的な感染拡大に
伴い、ＧｏＴｏキャンペーンが停止され、1月
の再度の緊急事態宣言などにより、外食向けの

需要が低迷し、中高級魚の単価が2割から3割ほ
ど低下し、都市部向けの荷動きが悪化している

状況でございます。

この1月の状況につきましては、先日、補正
予算の際も少しご説明させていただきましたが、

先ほど申した平均単価の合算でいきますと2割
減少いたしております。

また、魚種別に見ますと、それぞれの市場と

漁連に登録されている魚種のうち2割以上落ち
た魚種が34％、また、1割から2割未満ぐらい単
価が落ちた魚種が20％と、そういった状況も把
握しているところでございます。
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【山本(由)委員】 ありがとうございました。コ
ロナ感染症対策としては、一般的には、お店だ

ったら雇用の維持であったり、資金繰り対策で

あったり、併せて感染防止対策を打つ、それと

ポストコロナを見据えたいろんな投資に対して

支援をするというふうなこと、それから、消費

喚起、需要喚起策ということになります。

この説明資料の中にも、一部こういうことを

しましたということを書いてあります。この中

で、本来、水産部の事業ではないんですけれど

も、「長崎よかもんキャンペーン」というもの

を物産ブランド課でやっていて、「ｅ－ながさ

き」ということで物産協会の部分と、それから

県漁連も同じように、第1弾では3割引きと送料
無料、第2弾で2割引きと送料無料、第3弾は、
この間の補正予算でされるということで、県漁

連の方もされるというふうに聞いております。

この第1回目、第2回目の実績はわかるんでしょ
うか。

【吉田水産加工流通課長】県漁連のウェブショ

ッピングにつきましては、水産加工流通課で執

行させていただいております。第1弾が2,400万
円の売上げ、第2弾が3,500万円の売上げで、計
5,900万円の売上げとなっております。
併せまして、個人客向けのネット販売につき

ましては、物産ブランド課と連携してこういっ

た形でやっておりますが、在庫が滞留した中で

業務筋向けのネット通販もやらないといけない

ということで、国の1次補正でそういうメニュ
ーが出たものですから、県も1次補正でＢｔｏ
Ｂでネットで取引したものについては、送料を

無償化するというような支援も水産加工流通課

で執行させていただいておりまして、これにつ

きましては6社が取り組みました。これは自社
のＥＣサイトで直接、相手方と取引をやる。今

後も営業自粛がある中で、やはりネットで取引

をしないといけないということで、そこら辺の

ところを条件化して執行させていただきました。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【山口(経)副委員長】 通告に従いまして、漁協
の合併についてお伺いいたします。

ｴﾝｶｲ地区の漁協数が長崎県では64組合とな
っておりまして、予算議案の中でもお尋ねしま

したけれども、財務状況が厳しい状況であって、

黒字団体が42と、組合員数も減少しているとい
うことで、漁協組織の弱体化というのがあると

いうことです。

そういう環境の中で漁協の合併がどうしても

必要ではないかと思うんですけれども、その辺

について見解をお聞かせいただきたいと思いま

す。

【小田口漁政課長】委員ご指摘のとおり、漁協

を取り巻く環境が厳しくなっております。さら

に、新たな資源管理とか成長産業化など、その

施策の受け皿としての漁協の役割というものも

大きくなっております。

県では、こうしたことから、そういう受け皿

としての漁協と申しますか、組合員の付託に応

えるためには、合併、組織の拡大というのは大

変有効な手段であると考えており、現在、県内

の10地区において協議が進められておりまし
て、その中に出向いて、いろんな支援等を行っ

たり、また、そういう組織が立ち上がってない

ところにおいては、漁協の役員等に対して意識､

漁協の将来像等についての啓発等を行っている

ところでございます。

【山口(経)副委員長】 10地区で協議が進められ
ているということですけれども、なかなか合併

が進まない状況もあるかと思います。

そういう中で、課題としてどういうことを捉
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えておられますか。

【小田口漁政課長】課題といたしましては、漁

協間の財務格差や地域的な感情や異なる習慣の

違い。また、漁業権や漁場利用に関する利害の

対立など、地域ごとに様々な課題があり、進ま

ない状況にあると考えております。

【山口(経)副委員長】 複雑な地域課題等が混在
して、なかなか合併が進まないということであ

ります。私の地元の大村湾では、合併が大分進

んでおりまして、今、6自治体にまたがる合併
が進んでおります。

そうした中で、組合員を守る、そしてまた、

大村湾は一つだという強い信念の下、合併を進

められておりますけれども、それに対していろ

んな支援をやっていただいていると思うんです

けれども、合併に対して、よその地区でもいろ

んな働きかけ、あるいは支援、そういったもの

をお示しになって進めるべきだと思うんですけ

ど、いかがでしょうか。

【小田口漁政課長】合併協議におきまして、県

をはじめ、系統団体とともに連携して支援等を

行っていますが、予算の中でもご説明しました

が、合併計画を策定する際に、今後の青写真を

描く時に中小企業診断士等のコンサルに外部か

ら入ってもらって、そこらを助言するというよ

うな事業もつくっておりますので、そういうも

のを活用しながら支援していきたいと考えてお

ります。

【山口(経)副委員長】 直接的な支援も必要かと
思います。合併して事業の計画をつくれば、事

業を後押ししていくといったことも合併した組

合員に対して直接的な支援というのがまた進め

ば、合併も加速度的にいくんじゃないかという

ふうに考えております。もうちょっと踏み込ん

だ支援について何かないですか。

【渡邉水産経営課長】合併した後、する前等に

ついて支援ということで、実をいうと、今回、

新しくつくった持続可能な新水産業創造事業の

中の地域施策展開対策ということで漁協対策を

打ち出しております。この中に漁協が合併をし

た場合に、いろんな施設整備ということが出て

きますので、そういうことに対して支援事業を

準備してバックアップしていきたいと考えてお

ります。

【山口(経)副委員長】 考えておられるでしょう
けれども、そういう支援メニューというものを

ちゃんと示していただいて合併協議の中に入っ

ていただくということも必要ではないかと思い

ますけれども、部長、これから合併を進めてい

く中でお気持ちをお聞かせいただきたいと思い

ます。

【斎藤水産部長】いろいろ答弁させていただい

たとおり、小規模な漁協も多く、いろいろな問

題を抱えていると思います。一方で経営状況が

違う等々、課題があるのも事実でございます。

また、山口(経)副委員長がご指摘のとおり、
合併した優良事例といったものがございます。

こういった合併のメリットといったものを皆さ

んに情報発信なり、いろいろ伝えていくことも

必要ではないかと思います。

今、支援計画のためのソフトの部分ですとか、

あるいは誘導のための施設整備等もございます

けれども、いろいろなものを総合活用しながら

合併強化の検討を進めてまいりたいと思います。

【山口(経)副委員長】 合併ばかりがメリットじ
ゃないんですけれども、地域の習慣とか、そう

いったものが守られるような地区で今まで漁協

が組まれておったわけですから、そういったと

ころの運営がしっかりなされていければ合併し

ないでもいいわけですけれども、それがだんだ
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ん零細になってきて、合併しなければ基盤が強

化できないということでありますから、そうい

う地区に対しては、しっかりと合併の協議を進

めていただきたいと思います。

【久保田委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ほかに質問がないようですの

で、水産部関係の審査結果について整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時２４分 休憩 ―

― 午後 ４時２４分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

【齋藤水産加工流通課企画監】先ほど、川崎委

員からご質問がございました品評会への業者の

数でございますけれども、92業者が242品の出
品をしたという結果でございました。

【久保田委員長】 ありがとうございます。

しばらく休憩します。

― 午後 ４時２５分 休憩 ―

― 午後 ４時２５分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時から委員会を再開し、農林部関係の審査を行

います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時２６分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年３月１１日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ４時４６分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 久保田将誠 君

副委員長（副会長） 山口 経正 君

委   員 溝口芙美雄 君

〃 坂本 智徳 君

〃 外間 雅弘 君

〃 西川 克己 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 堤  典子 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

農 林 部 長 綾香 直芳 君

農 林 部 次 長 吉田 弘毅 君

農 林 部 次 長 渋谷 隆秀 君

農林 部参事 監
(農村整備事業・諫早湾干拓担当)

山根 伸司 君

林政課長(参事監) 内田 陽二 君

農 政 課 長 小畑 英二 君

農山村対策室長 村木 満宏 君

団体検査指導室長 村岡 彰信 君

農業 経営課 長 村里 祐治 君

農地利活用推進室長 溝口  聖 君

農産 園芸課 長 川口 健二 君

農産加工流通課長 長門  潤 君

畜 産 課 長 山形 雅宏 君

農村 整備課 長 土井 幸寿 君

諫早湾干拓課長 藤田 昌三 君

森林 整備室 長 永田 明広 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【久保田委員長】 おはようございます。

委員会を再開いたします。

これより、農林部関係の審査を行います。

【久保田分科会長】まず、分科会による審査を

行います。

予算議案を議題といたします。

農林部長より予算議案説明をお願いいたしま

す。

【綾香農林部長】 おはようございます。

私の方から、農林部関係の議案についてご説

明をいたします。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料の農林部の1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第2号議案「令和3年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第4号議案「令和3年度長崎県農
業改良資金特別会計予算」、第5号議案「令和3
年度長崎県林業改善資金特別会計予算」、第6
号議案「令和3年度長崎県県営林特別会計予算」、
第78号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予
算（第14号）」のうち関係部分、第79号議案「令
和2年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算
（第1号）」、第80号議案「令和2年度長崎県林
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業改善資金特別会計補正予算（第1号）」、第
81号議案「令和2年度長崎県県営林特別会計補
正予算（第3号）」であります。
議案の説明に先立ちまして、当面する農林行

政の課題及び今後の取組についてご説明いたし

ます。

現在公表されております平成30年の本県の
農業産出額は、前年を133億円下回る1,499億円
となっております。

この要因としては、肉用牛で前年比7.5％増加
したものの、冬場の天候が全国的に温暖となり

露地野菜の生育が良好であったため、出荷の前

進化と市場入荷量の増により価格が低下し、野

菜で16.4％、いも類で30.7％減少したことなど
が影響したものと考えられます。

また、農業産出額に占める生産農業所得の割

合は、前年の38.4％から38.0％とやや低下して
おり、全国順位では前年の31位から26位と向上
したものの、全国中位にとどまっているほか、

昨年11月に公表されました2020農林業センサ
スの概数値では、本県の農業経営体数は約1万
8,000と、平成22年からの10年間で30％、約
7,700経営体減少しており、産地の生産基盤の弱
体化や集落機能の低下が危惧されるところであ

ります。

このため、県では、昨年11月議会で議決いた
だいた「第3期ながさき農林業・農山村活性化
計画」に基づき、次代につなげる活力ある農林

業産地の振興を図る「産地対策」と、多様な住

民の活躍による農山村集落の維持・活性化を図

る「集落対策」を車の両輪として施策を展開す

ることとしております。

令和3年度の重点施策として、まず、「スマ
ート農林業技術等による生産性向上」に向け、

米や野菜、果樹、畜産、木材などの産地・品目

ごとに所得向上を図る「産地計画」を基軸とし、

離島や中山間地域を多く有する本県の地域特性

に合わせたロボットやＡＩ・ＩＣＴ等のスマー

ト農林業技術の導入等により、生産性の高い農

林業産地を育成してまいります。

次に、「県産農産物の流通・販売対策の強化」

に向けた取組として、県産農産物の販路多角化

のための県内流通の強化、長崎四季畑の商品特

性に応じた販路拡大、しまの産品振興や新幹線

開業等に対応した商品開発、輸出先国の規制等

に対応した産地づくり、輸出先の新規開拓等を

推進してまいります。

さらに、「人・農地・産地プランに基づく担

い手の育成と生産基盤の強化」に向け、新規就

農就業者、認定農業者、集落営農組織等の担い

手の育成・確保、外国人材の活用や農福連携の

拡大、空きハウス等の新規就農者への継承を進

めるとともに、人・農地プランに作付計画を連

動させ、担い手への農地の集積・集約化と生産

基盤の整備、園芸作物の導入等を推進してまい

ります。

また、「農山村集落への移住・定住と関係人

口の拡大」に向けた取組として、農山村集落の

魅力の磨き上げと発信、お試し移住、農地付住

居の紹介等により移住・定住を促進するととも

に、都市住民との協働等による多面的機能の維

持と関係人口の拡大、鳥獣害対策や防災対策に

よる暮らしやすい集落づくりを進めてまいりま

す。

最後に、「農山村で稼ぐ仕組みづくり」とし

て、地域の「顔」となる産品づくりに向けた地

域資源の発掘や新規品目の導入及び商品化の検

討、直売所の機能強化や農泊の開業促進など地

域ビジネスの創出・展開、中山間地域における

営農組織の育成等を推進してまいります。
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それでは、第2号議案「令和3年度長崎県一般
会計予算」のうち関係部分についてご説明いた

します。

歳入総額は182億1,118万8,000円、歳出総額
は327億665万3,000円となっております。なお、
歳入総額の金額について、コンマの位置を誤っ

て記載しております。誠に申し訳ございません

でした。

主な事業については、4ページ以降にそれぞ
れ記載のとおりであります。

12ページの下段から15ページにかけまして
の債務負担行為の主な内容につきましては、複

写機の賃借に要する経費のほか利子補給や工事

請負契約にかかる支払額等であり、その内容に

つきましては、それぞれ記載のとおりでありま

す。

15ページの下段から16ページをご覧くださ
い。

第4号議案「令和3年度長崎県農業改良資金特
別会計予算」についてご説明いたします。

歳入・歳出総額は7,898万1,000円となってお
り、その内容は農業改良資金及び就農支援資金

について、県による貸付事業の終了に伴い、貸

付金償還金を国及び一般会計に返納する処理等

を行うものであります。

16ページの中段をご覧ください。
第5号議案「令和3年度長崎県林業改善資金特

別会計予算」についてご説明いたします。

歳入・歳出総額は2,074万8,000円となってお
り、その内容は、林業・木材産業の経営改善、

林業労働に係る労働災害の防止、林業労働に従

事する者の確保のために、林業従事者等に対し

て必要な資金を無利子で貸し付けるものであり

ます。

17ページをご覧ください。

第6号議案「令和3年度長崎県県営林特別会計
予算」についてご説明いたします。

歳入・歳出総額は3億2,165万1,000円となっ
ており、その内容は県営林経営計画に基づく県

有林及び県行造林の管理経営に要する経費であ

ります。

第78号議案「令和2年度長崎県一般会計補正
予算（第14号）」のうち関係部分についてご説
明いたします。

18ページをお開きください。
歳入総額は16億5,757万8,000円の減、歳出総

額は24億7,540万9,000円の減となっておりま
す。

20ページをお開きいただき、中段をご覧くだ
さい。

農業サービス事業体への出資について、県内

農家の外国人材の期間派遣の需要増に対応し、

県内の農繁期の労働力を確保しつつ、農閑期に

は他県へ派遣する仕組みを構築するため、県か

ら株式会社エヌへの出資に要する経費の増及び

事業実績の減に伴い、農業支援体制総合推進事

業費4,653万4,000円の増を計上いたしており
ます。

その他の内容につきましては、国の内示の減

や事業実績の減等に伴うものであり、それぞれ

記載のとおりであります。

23ページの中段から24ページにかけまして、
繰越明許費については、計画、設計及び工法の

変更による工事の遅延や、災害復旧にかかる国

の交付決定の遅れ等により、事業の年度内完了

が困難であることから、それぞれ記載のとおり

設定するものでありますが、後ほど農政課長か

ら補足説明をさせていただきます。

24ページの中段から25ページにかけまして
の第79号議案「令和2年度長崎県農業改良資金
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特別会計補正予算（第1号）」、第80号議案「令
和2年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算
（第1号）」、第81号議案「令和2年度長崎県県
営林特別会計補正予算（第3号）」について、
歳入・歳出予算の補正額は、それぞれ記載のと

おりであり、主な内容は事業実績等の減による

ものであります。

最後に、令和2年度予算につきましては、本
議会に補正をお願いいたしておりますが、国庫

補助金等になお未確定のものがあり、また、歳

出面でも年間の執行額確定に伴い整理を要する

ものがあります。

したがいまして、これらの調整、整理を行う

ため、3月末をもって、令和2年度予算の補正に
ついて専決処分により措置をさせていただきた

いと考えておりますので、あらかじめご了承を

賜りますようお願いいたします。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【久保田分科会長】 ありがとうございます。

次に、農政課長より補足説明を求めます。

【小畑農政課長】私の方から、農林部関係の繰

越明許費につきまして、お手元にお配りしてお

ります補足説明資料の「繰越事業理由別調書」

に基づきご説明いたします。

説明資料の1ページをご覧ください。
今回計上いたしておりますのが、表の一番右

の「2月議会計上（通常）」に記載しておりま
すとおりで、上段の表の一番下になりますが、

合計で784件、56億7,406万3,000円となってお
ります。

繰越理由の主なものとしまして、件数といた

しましては上段の表の一番上、「①事業決定の

遅れ」によるものが最も多く701件、89.4％、
金額にしまして22億2,229万8,000円、割合では
39.2％を占めております。
また、上段の表の一番下、「⑤その他」の主

な理由につきましては、技術者、労務者不足等

による入札不調によるものであります。

繰越事業の主なものとしましては災害復旧費

が最も多く、上段の表の一番上、「①事業決定

の遅れ」の701件中680件に加え、「⑤その他」
の27件中1件が災害復旧費であります。
また、先にご承認いただきました9月議会計

上分、11月議会計上分、経済対策補正計上分を
含めますと、表の左側の合計欄に記載しており

ますとおり931件、169億8,304万1,000円でござ
いまして、前年度同期の繰越明許費と比較しま

すと、下の参考欄に記載しておりますが、件数

で154件の増、金額では38億6,249万7,000円の
増となっております。

その内訳については、経済対策が18件、約9
億5,000万円の増、災害復旧費が96件、約8億
1,000万円の増、その他が40件、約21億1,000万
円の増となっております。その他の主な増加要

因ですが、計画・設計・工法の変更によるもの

が増加したほか、入札不調となったものなどに

よるものであります。

また、資料の2ページから13ページに、繰越
が見込まれる事業一覧といたしまして、事業名、

繰越箇所、事業内容をまとめております。

今後は、残る事業の早期完成に向け、最大限

努力してまいりたいと存じます。以上でござい

ます。

【久保田分科会長】次に、農業経営課長より補

足説明を求めます。

【村里農業経営課長】農業経営課関係の事業に

つきまして、補足の説明をさせていただきます。
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補足説明資料「第78号議案 令和2年度長崎県
一般会計補正予算にかかる計上事業一覧」の1
ページをご覧ください。

今回、農業経営課の補正予算として計上して

おりますのは1件で、5,000万円となっておりま
す。

2ページをご覧ください。
農業サービス事業体出資金につきましては、

県内の農業者の外国人材による労働力の確保と

コスト縮減を図るため、農業サービス事業体で

ある株式会社エヌが、県内の農繁期の労働力を

確保しつつ、農閑期は外国人材を県外へ派遣す

る仕組みを構築するための取組を支援するもの

でございます。

株式会社エヌが、新たに長野県と北海道の2
つの事業所を設置するに当たり、労働者派遣法

で定められた資金的な要件を満たすため、県か

ら株式会社エヌへ出資を行うもので、今回、補

正予算として5,000万円を計上しております。
農業経営課関係分は以上でございます。よろ

しくご審議賜りますようお願いいたします。

【久保田分科会長】次に、提出がありました政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料、政策的新規事業の計上状況について、説明

をお願いいたします。

【小畑農政課長】 それでは、「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会・議員との協議等

の拡充に関する決議」に基づく提出資料でござ

います政策的新規事業の計上事業のうち、農林

部関係についてご説明いたします。

お手元にお配りしております「農水経済委員

会提出資料 産業労働部・水産部・農林部」の

中ほどに「政策的新規事業の計上状況」と記載

されました資料の2ページ中段から3ページに
かけましてが農林部でございまして、ご覧いた

だきたいと思います。

これは、政策的新規事業に係る予算要求内容

についての査定結果を提出するもので、農林部

については11事業の計上状況を記載しており
ます。

要求額と計上額に差が出ておりますが、これ

は、予算編成過程において事業内容や事務費等

を精査したことなどによるものでございます。

以上をもちまして説明を終わります。よろし

くご審議賜りますようお願いいたします。

【久保田分科会長】以上で説明が終わりました

ので、これより予算議案に対する質疑を行いま

す。

質疑はありませんか。

【川崎委員】 おはようございます。

新規就業者総合対策費5億1,335万9,000円に
ついてお尋ねいたします。まとめて書いてあり

ますが、どういった事業が積み上げられて5億
1,300万円になっているのか、お尋ねいたします。
【村里農業経営課長】委員ご質問の新規就農者

総合対策費の内訳、内容についてでございます

が、お配りしております「令和3年度当初予算
予算決算委員会農水経済分科会説明資料」の38
ページをご覧いただければと思います。

ここの一番下段に、令和3年度当初予算の歳
出で新規就農者総合対策費5億1,335万9,000円
を計上しております。その事業の内訳ですが右

側の内容説明欄で、まず新規就農者確保対策費

といたしまして4,998万円を計上しております。
この内容につきましては、新規就農者の確保に

向けましたオンラインを含めた就農相談会なり、

就農に必要な技術習得研修の事業、また、遊休

施設の流動化等による支援に要する経費として

計上しております。

もう一つ下の農業次世代人材投資事業につき
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ましては、新規就農者の就農前の研修や就農直

後の経営確立を支援するため、国の事業を活用

し資金を交付するものでございます。これにつ

きまして4億6,337万9,000円を計上していると
ころです。

【川崎委員】個別の事業についてご説明いただ

きまして、ありがとうございます。

部長説明6ページに、目指す課題が掲載され
ている中で、地域全体で就農希望者を受け入れ

る団体等の登録の充実とあるんですが、少しこ

れの背景と詳細説明をお願いしたいと思います。

【村里農業経営課長】ご質問の地域全体で就農

者を受け入れる受入団体等登録制度の内容、背

景でございます。

まず、背景でございますが、基幹的農業従事

者が減少する中で、県内外から就農希望者を積

極的に呼び込む必要があるということで、就農

を希望する全国の方々が安心して長崎県で就農

を選択してもらうために、県だけではなく地域

と連携した受入体制の整備が必要と考えまして、

平成27年度から就農希望者の就農を円滑に推
進するために技術習得研修の受入れや、農地、

施設、機械等の取得に関する助言、情報提供を

行っていただく産地や農業法人、農業者等を県

が登録して受け入れを進める制度でございます。

令和3年2月末現在で271の団体等が登録をして
いるところでございます。

【川崎委員】 今のご説明の中で県内外からと。

県外のどちらの地域も恐らく就農者は非常に不

足して困っておられる中に、国外ならまだ、エ

ヌとかあって取組はわかるんですけど、県外の

取組というのは、ゼロとは言わないですけど、

なかなか困難な取組ではないかと思いますが、

いかがでしょうか。

【村里農業経営課長】就農希望者を県内外から

呼び込むということでご説明をさせていただき

ました。

県内はもとより県外にも長崎県の就農情報を、

ここで登録しております産地が受け入れてしっ

かり研修ができますとか、住宅の斡旋とか、い

ろんな支援も含めて受け入れるという情報を、

新規就農相談センターから発信いたしまして、

それをもとに全国で就農を希望する方々が集ま

る就農相談会に出かけていきまして、そこで長

崎県を希望される方のお話をお伺いして、先ほ

ど申しました実践研修の受け入れにつないでい

くという形でしております。

昨年度は、コロナの影響もございまして、就

農相談会を個別のオンライン相談会に変えまし

て、そういった相談を受け付けて受け入れにつ

なげているところでございます。

【川崎委員】県外からつながった、ここ数年の

実績をすぐにお答えいただけますでしょうか。

県外からの人数。

【村里農業経営課長】令和元年度の新規就農者

210名ございますが、その中で県外からの受入
れが11名ございます。実績として、11名が県外
からでございます。

【川崎委員】わかりました。来ていただくこと

に関してはウエルカムですので、ぜひ頑張って

いただきたいと思います。

次に、遊休施設の斡旋による流動化の支援と

いうのがちょっとわかりづらくて、説明をいた

だけますでしょうか。

【村里農業経営課長】遊休施設の斡旋による流

動化の支援でございますが、新規就農を希望さ

れる方で、施設園芸を希望される方が多くござ

います。その新規就農者の初期投資を軽減し、

また早期の経営確立を図るために遊休ハウス、

いわゆる空きハウスを新規就農者につなげてい
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きたいということで、そういった掘起しなりマ

ッチングを支援いたします受入団体、研修で受

け入れる受入団体等の活動を支援して、新規就

農者への流動化を図りたいと考えているところ

でございます。

【川崎委員】 会計で言うところの流動化とか、

そんなことじゃないわけですね。流動化って人

の流れという意味ですかね。

【村里農業経営課長】流動化という言葉を使っ

ておりますが、遊休ハウスを、利用されていな

い持ち主から、新規で農業を始めたい新規就農

者に賃借等で権利を移して、そこで経営を開始

していただくということを流動化という表現を

使っております。

【川崎委員】就農前後の所得を確保する資金の

交付とは、どういった仕組みでしょうか。

【村里農業経営課長】就農前後の所得を確保す

る資金の交付についてでございますが、次世代

を担う農業者となることを指向、希望されます

49歳以下の方に対しまして、就農準備や経営開
始時の早期の経営確立を支援する資金としまし

て、国の方で農業次世代人材投資事業を実施し

ております。本事業につきましては、就農に向

けて必要な技術を習得するための研修を受ける

者に、就農の前2年間に対する資金を交付する
準備型と、次世代を担う農業者となることを目

指して自立、独立、就農される新規就農者に対

して就農してから資金を交付する経営開始型の

2つの資金から成り立っております。そういっ
た制度でございます。

【川崎委員】金額とするとどういう形になりま

すか。

【村里農業経営課長】実際に交付される資金の

額は、準備型におきましては年間最大150万円
を最長2年間、経営開始型におきましては、令

和3年度採択からちょっと要項が変わりまして、
経営開始の1年目から3年目までが最大150万円、
4年目、5年目が120万円ということで、最長5
年間の支援を受けられるようになっております。

【川崎委員】交付だから、返還は要らないとい

うものですね。わかりました。

こういう形で支援していただくことによって

新規就農者がどんどん出てきて定着できるよう

に、またサポートいただければと思います。

次に、スマート農林業というテーマでお尋ね

をいたします。

部長説明の資料の2ページにも「スマート農
林業技術等による生産性の向上」に向けてと、

ＡＩ・ＩＣＴ等のスマート農林技術の導入等に

よる生産性の高い農林業産地を育成するという

ことでの様々な施策がずっと展開をされている

と思います。

この委員会でずっとＤＸを各部に伺っている

んですが、そういった意味でいけば、この農林

業の部分もスマートというテーマのもとに長く

取り組んでこられているんでしょうけど、業務

の効率化ということについては劇的にいろんな

お取組をしていただきたいというふうに思って

いるところです。

ぜひ各分野での取組の方針を、手短で結構で

すので、お尋ねしたいと思うんです。米・野菜

の部門、果樹の部門、畜産の部門、林業の部門、

それぞれの皆さんにどういう方針でスマート化

に取り組んでいくのか、お尋ねいたします。

【川口農産園芸課長】県におきましては、本県

の主要な品目、畜種別の営農体系モデルや、今

後5年間で普及を進めるスマート農業技術のロ
ードマップ、今後どのように進めていくか、い

つまでにということを決めております。

また、県が重点的に取り組む方策を示しまし



令和３年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月１１日）

- 169 -

た長崎県スマート農業推進方針を策定しており、

今後、スマート農業の普及拡大を図りまして生

産性を飛躍的に向上させることといたしており

ます。

委員ご指摘がございました水稲におきまして

は、直進アシスト付きのトラクター、田植え機、

ラジコン草刈り機、ドローンによる防除などの

実演を行っております。普及拡大を図ってまい

ります。

また、露地野菜につきましては、ドローンに

よる防除の拡大、生産出荷予測システムの確立、

ＡＩを活用いたしました自動選果システムの確

立に取り組んでまいります。

また、いちごやキクなどの施設野菜、花卉に

つきましては、ハウス内の環境制御技術の普及

によります単収の向上に取り組んでおります。

【山形畜産課長】畜産につきましては、牛の発

情や病気の兆候をセンサーとAIで感知する牛
群管理システム等を活用した分娩間隔の短縮や

事故率の低減、放牧牛の遠隔管理や給餌ロボッ

ト導入等による省力化の実現に取り組んでまい

ります。

【内田林政課長】林政課では、ドローンを活用

した測量の実証を今やっております。森林整備

の主体が、木材を出荷しながら森林整備を行う

搬出間伐というものに取り組んでいるわけです

けれども、これには国庫補助が必ずつきますが、

その実績報告に実測図を添付する必要がありま

す。この測量が非常に現地で手間を食っている

ということで、ドローンを使って、正確な測量

とどれくらい誤差があるのかというのを令和2
年度に実証いたしました。結果、1.5％ぐらいの
精度が確保できたということで、これを令和3
年度にさらに現場に広めていこうということで

取り組んでいるところでございます。

【川崎委員】各分野、ご説明ありがとうござい

ました。随分といろんな技術を導入されて、効

率化を図っていただきながら、また収益が上が

るような取組等に進んでいることについて確認

いたしました。

今、共通している中にドローンということが

よく出てまいりました。事前に説明をいただい

た「ながさきの農林業」というパンフレットの

表紙も、一番上にドローンがぱんと映って、ま

さにこのドローンの世界は非常に期待されると

ころなんだろうと思っております。

先ほどの実測の分についても、実証実験をや

ったら1.5％の誤差ということであれば、ほぼほ
ぼ実用できるんだなというふうに感じました。

そういった中において、ドローンをもっとも

っと活用しながら農林業に活かしていく人材の

育成も必要かなと思っているんですが、こうい

うところのお取組は何かございますでしょうか。

【川口農産園芸課長】ドローンは最も導入が進

んでおります。農産園芸課としてもドローンの

オペレーターの育成は必要と考えておりまして、

令和2年度におきましては、4地区で18名のドロ
ーンのオペレーターの育成を支援しているとこ

ろでございます。

【川崎委員】育成をされて、もうこれは就農者

という形で受け入れて、実際に現場で頑張って

いただくことを目途にしながら取り組んでいる

という認識でよろしいでしょうか。

【川口農産園芸課長】多くは組織をつくられて

おりまして、例えばヘリ防除組合とか実際ござ

いますので、その中に入られたりとか、ドロー

ンの運用手法が異なっておりますので、別々に

オペレーターを育成して防除を実施していただ

いているところでございます。

【川崎委員】 わかりました。ドローンは、いろ
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んな使い方があろうかと思って、本当に知恵出

しだと思います。あらゆるところに見出してい

ただきながら、効率化のためにドローン活用、

そして人材の育成、よろしくお願いしたいと思

います。

次に、森林環境保全事業5億9,996万6,000円
についてお尋ねいたします。

説明の中で、森林の整備は地域の実情に合わ

せて市町が行う提案型事業、このようなテーマ

で森林環境保全事業を進めていくということで

ありましたが、どういった提案事業を実施して

成果を生んできているんでしょうか、お尋ねい

たします。

【内田林政課長】「ふるさとの森づくり」とい

う名称で市町の提案型事業を採択している状況

でございます。第3期の事業計画は平成29年度
からの5か年で、今まで3か年で計画84件に対し
て実績が82件で進捗率は97％、市町にとっては
貴重な財源となっていると我々は判断しており

ます。

どんな事業が提案されているのかということ

ですが、大きく分けて里山林整備が一つありま

す。森林整備等や竹林整備、あるいは、イノシ

シが繁殖していますので、里山林のバッファー

ゾーンといいますか、見えやすくするというと

ころもやっています。

それから、公共施設の木造・木質化というこ

とで、特に長崎市では、間伐材を活用して木工

製品をつくって、学校とか教育機関、あるいは

図書館にプレゼントする事業にも取り組んでい

ます。

それから、森林の普及啓発ということで、子

どもたちを対象にしたバスツアー、森林見学ツ

アー、森林環境教育等を実施しておりまして、

市町が実施する体験学習に約2,000人が参加し

ております。

それから、200を超える施設に県産材の家具
が導入されておりますし、一定ボランティア活

動、あるいは森林整備活動に効果があったもの

と考えております。

【川崎委員】 ありがとうございました。今、く

しくも里山林整備のことについて、顕著な事例

ということでご紹介をいただきました。

私も近くの自治会からご相談を受けて、この

事業を紹介して、取り組んでいただくようなこ

とを内々に進めているところなんです。

バッファーゾーン、つまりきれいにカットし

て整備をしていく中において、この切り落した

木をそのまま、運び出すことなくその場に置く

と。きちんと転がらないようにされるんでしょ

うけれども、そのようなことがちょっと地元の

方は抵抗があられるようで、撤去していただく、

あるいは活用していただくところまできめ細か

に支援をいただけないかといったお話がありま

した。

ぜひそういった撤去、あるいは間伐材の活用

というところで、改めて里山林の整備事業を少

し見直しといいますか、強化をお願いしたいん

ですが、いかがでしょうか。

【永田森林整備室長】委員ご指摘がありました

とおり、伐採した木については原則林地還元と

いう形で、等高線状に並べることで流出を防ぐ

ような置き方をしております。

ただ、そこに置くことによって保全対象、下

流域の人家とかに対して被害を与えるおそれが

あるといった分については、現地で判断し搬出

も可能だと考えております。

また、木材の活用については、あくまで我々

は事業をしているのみで、伐採した木について

は森林所有者の所有物でございますので、例え
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ば所有者、自治会が、その木を活用したいとい

うことで、林内のここにこれぐらいの大きさで

集積をしてくださいということでお話があれば、

それも対応できるかと考えております。

いずれにせよ、事業実施に当たっては必ず事

業説明会を地区で行っています。そういった折

に、この木については搬出をしてほしい、この

木についてはこういうことをしてほしいとご要

望いただければ、現場を見ながら対応できるか

と考えております。

【川崎委員】 この森林環境保全事業の原資は、

県民からお預かりする税が基になっていると承

知をしておりますが、これは令和3年度で終了
して、令和4年度の方針は検討中というのが
後々説明があるんだろうと思いますが、この検

討状況はどうなのか。

人口が減っていって自治会の、いわゆる民間

の活力が低減する中で、山もなかなか、きれい

になるどころか、どんどん荒れる一方で、これ

は続けていく必要もあるんだろうと思っている

んですが、ご所見を賜りたいと思います。

【内田林政課長】ながさき森林環境税の検討状

況ということでご説明をしたいと思いますが、

現在、第3期の事業計画の5年間の事業期間のう
ち3年が経過していますので、今、林政課森林
整備室内にワーキングチームを11名で構成を
しまして、それぞれに担当と取りまとめ役とい

うことで、11名で今、実績の評価、検証の中身
を詰めているところでございます。

今後の予定でございますが、次の議会を目指

して、成果検証をご報告できるのかなというス

ケジュールで取り組んでいるところでございま

す。

【川崎委員】では、次回の議会でご説明いただ

いて、また議論したいと思いますので、よろし

くお願いします。ありがとうございました。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【堤委員】先ほど、新規就農者総合対策費の次

世代人材投資事業費の内訳の説明がありました

けれども、人数としては大体どのくらいの方に

資金を交付するようになっているのか、お尋ね

します。

【村里農業経営課長】 令和3年度の予算でござ
いますが、準備型につきましては114名、経営
開始型で230名を予定しております。
【堤委員】 そうしますと、準備型は2年間とい
うことですから、1年目の方、2年目の方合わせ
て114名ということになるわけですね。わかり
ました。

今回、次世代農業女子発見・育成事業費とい

うのが新規で計上してあります。説明の中に、

発見という言葉はどうなんだろうと思うんです

が、地域の潜在的「農業女子」の発見・個別支

援、そして次世代の女性農業リーダーとの交流

の場をつくる、そして地域の担い手として育成

をしていくという内容が書いてあるんですけど、

もう少し詳しくご説明をお願いします。

【小畑農政課長】ご質問がございました次世代

農業女子の事業でございますが、これまで県に

おいての女性農業者に対する支援といたしまし

ては、どちらかといいますと既に地域で活躍さ

れているリーダーの方への支援を主に行ってき

ております。

ちなみに、普段、農業に主として従事してい

る方のうち約4割は女性といった状況がござい
ますので、そういう方たちを支援しております。

結果として、次世代リーダーの育成も一定図ら

れたということでございますが、高齢化等に伴

いまして、実際は若い世代がどんどん少なくな

ってきて、今後そういった方たちを輩出してい
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くという意味合いで、新たに事業を構築してお

ります。

積極的に参画する女性農業者の人数が横ばい

となっていることもございますので、「発見」

という言葉が適切かどうかというのはございま

すけれども、そういった若い年代の女性農業者

を早期に確保、育成するということで、発見と

いう形、もしくは掘り起しをしていく形の事業

と考えております。

潜在的に経営参画に関心のある方、もしくは

そういったことが期待できる方を発掘して事業

を進めていこうということで、現在農業に従事

していて経営参画に積極的に参加する見込みが

ある女性の方を各地域から掘り起こしまして支

援をしていくと。

具体的には、経営参画を予定する女性農業者

を各振興局からリストアップして、リストアッ

プされた女性農業者に、ライフプランという形

で、今後の農業経営に参画するに当たっての家

族を含めたライフサイクルについて計画をつく

っていただき、最終的には認定農業者になって

いくことを目標にライフプランの作成を支援い

たします。

もう1点は、既に支援してきたリーダーの女
性の方たちとの交流の場がなかなか少ないと、

要は身近にそういった方たちがいないというご

意見もございますので、そういった方たちを含

めた交流の場を企画いたしまして、参考もしく

は目標にしていただくという形で、そういった

事業を一体として進めて、結果として認定農業

者に結びつくような女性農業者をつくっていく

ことを想定しております。

【堤委員】 そうしますと、今、農業に従事して

いるけれども、それほど経営に参入していない

というか、まだまだ取り組めていない皆さんを

振興局ごとにリストアップして、そういう皆さ

んのライフプランというか、農業者として独り

立ちする、もっと力を発揮してもらうための支

援を行っていくと、そういう理解でよろしいん

でしょうか。

【小畑農政課長】委員おっしゃるとおりでござ

います。

ちなみに、国の農林水産省の調査で、実は経

営に主体的に関わりたいという潜在的な意識と

いうか意欲をお持ちの方が大体3割以上いらっ
しゃると、調査結果として出ております。

それに対して、実際に活躍するために必要な

こととして、ネットワークづくりという部分と

女性が働きやすい環境づくり、要は家族もしく

は地域の理解が必要といったこともございます

ので、そういったことを背景として今回の事業

を構築いたしております。

【堤委員】 農業は3Ｋの職業ということで、農
家が跡を継がないとか、田んぼや畑が身近にあ

る人ほど後継していかないような状況がずっと

続いてきたと思うんですが、近年、一次産業に

対する理解とか関心を持つ人たちも増えてきて

いると思うんです。

身近に女性で農業者として活躍しているモデ

ルとなるような方がなかなかいらっしゃらなか

ったりして、こんなふうになりたいと、女性が

農業に参入してというか農業を担当して、こん

な農業リーダーになっていきたいと、そういう

モデルになるような人たちがいらっしゃったら、

もっともっと女性が参入できると思います。こ

れから女性の活躍の場として開拓していけるの

ではないかと思っていますので、ネットワーク

をつくって積極的に進めていただきたいと思い

ます。

余談ですけど、東京の書店に行くと、農文協
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の本などがあります。農業女子の手作りの、日

焼けを防止するための品物をつくってみましよ

うみたいな本があったりして、そういうのを見

ると、本当に楽しそうだな、やってみたいなと

いう気が起こされるわけです。

だから、農業女子を取り巻く様々なもの、関

連したものなどの情報提供とか、そういうのを

紹介する場も設けていただいて、農業への親し

みとか関心をもっていただくような施策を進め

ていただきたいと思います。よろしくお願いし

ます。

それから、今年は他県で鳥インフルエンザの

発生があって、殺処分がたくさんありました。

本県は幸いなことにそういうのはなかったわけ

ですけれども。

病気の防疫のところです。家畜伝染病の予防

費について、前年度よりも予算が若干増えてい

ます。

養鶏農家というか、鶏は県内ではどのくらい

飼われているんでしょうか。

【山形畜産課長】すみません、ちょっとお時間

をいただけませんでしょうか。

【久保田分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時４９分 休憩 ―

― 午前１０時４９分 再開 ―

【久保田分科会長】 再開いたします。

【山形畜産課長】 平成31年2月1日の国の調査
で、養鶏戸数が114戸、羽数が476万4,000羽で
ございます。

【堤委員】そうしますと、全国的にはどのくら

いの位置にあるんですか。

【久保田分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時５０分 休憩 ―

― 午前１０時５０分 再開 ―

【久保田分科会長】 再開します。

【山形畜産課長】 戸数でいきますと全国の

2.5％、羽数でいくと1.5％になります。
【堤委員】全国的には、さほどのシェアではな

いということですね。

大規模な経営をしていらっしゃるところもあ

るんですか。

【山形畜産課長】県内には大規模の養鶏農家も

ございます。規模別の資料が今、手元にござい

ませんので、すみません。

【堤委員】 後でお尋ねしたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

養鶏場で飼われていた鶏が高病原性鳥インフ

ルエンザに感染していたということで、たくさ

んの殺処分があったわけです。

野鳥が死んでいて、それが病原菌を持ってい

たとわかったということがありますけれども、

野鳥などがウイルスに感染していた場合、どう

いった防疫をとられるのかお尋ねします。

【久保田分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１０時５２分 休憩 ―

― 午前１０時５２分 再開 ―

【久保田分科会長】 再開します。

【堤委員】 横長の当初予算説明資料の63ペー
ジ、家畜伝染病予防対策費のところでお尋ねを

しています。

【山形畜産課長】国内で発生している鳥インフ

ルエンザの感染経路としては野鳥から、特に今

年は爆発的に全国で発生しています。一昨年夏

ぐらいにヨーロッパで発生した鳥インフルエン

ザのウイルスが、渡りの時に保有して我が国の

方に来たのではないかというふうに言われてお



令和３年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月１１日）

- 174 -

りまして、野鳥での高病原性鳥インフルエンザ

ウイルス感染状況について、3月3日現在で18道
県で57事例が確認されております。県内では、
まだそういう事例はございません。

感染しているのが確認された場合は、その周

辺の農場等に立入り検査等をして、異常がない

ことを確認しますし、環境省の方でも、周辺の

地域を指定強化をして、死んだ野鳥だけではな

くて糞便の調査などもしています。それから、

環境の水にもウイルスがないかと集中して調べ

て、感染が広がっていないかを確認していくし、

我々畜産サイドとしては、そういう情報を畜産

農家に説明いたしまして、注意喚起を図ってい

くことで取り組んでおります。

【堤委員】 説明ありがとうございました。

もう一回確認ですけれども、野鳥が病原菌を

持っていたとしても、養鶏場の鳥が感染をして

いなければ殺処分にはならないわけですか。

【山形畜産課長】あくまで養鶏場における家禽

で発生した場合に殺処分の対象になるというこ

とでございます。

【堤委員】ありがとうございました。終わりま

す。

【西川委員】 私は2点についてお尋ねしたいと
思います。

まず、有害鳥獣による農作物被害防止対策の

病害虫防除対策費10億4,609万7,000円ですけ
ど、ここ2～3年の農業被害額及び捕獲頭数、各
市町別ではなくて県内合計でいいですから。

それと、各市町の要望に、国の対策費とか、

対応できているのか、待たせたりカットしたり

ということになっていないのか、今年度はどの

ような計画か、お尋ねします。

【村木農山村対策室長】野生鳥獣による農作物

の被害につきましては、先般12月に国から公表

されましたが、本県の全体の被害額については

1億4,000万円となっております。平成30年度が
約2億円となっておりましたので、前年に比べ
て約6,000万円減少しております。このうちイノ
シシにつきましては、平成30年度が1億4,000万
円に対しまして令和元年度が8,000万円という
ことで、約6000万円の減少になっております。
近年の傾向を見ますと、ここ3年、被害額も徐々
に減少している状況にございます。

施設整備、あるいは捕獲経費に国の鳥獣被害

防止総合対策交付金を活用して支援をしており

ます。本年度につきましても、地元の要望どお

りに事業ができるようにしております。昨年度

も同様に、市町の要望に基づいた事業が実施で

きているところでございます。

【西川委員】ここ数年、現場からは不満の声と

かがあったんです。

それで、捕獲手当、報奨金の推移は市町で違

ったりするんですけど、県としては、その推移

をどのように見ておられますか。

【村木農山村対策室長】捕獲経費の支援につき

ましては、平成30年度に県の報奨金の見直しを
したところでございますが、市町につきまして

は、特別交付税を最大限に活用していただきな

がら、現状の見直し前の報奨金の額を維持して

いただいております。

県としましては、報奨金を平成30年度に見直
した際に、市町の真水の負担増分に対する支援

をしてきておりまして、来年度も引き続き支援

させていただくこととしております。

【西川委員】初めから質問に入れておけばよか

ったですけど、対馬とか長崎市のシカがちょっ

と心配なんです。特に対馬はですね。シカ対策

は、主に猟師に限られるかもわかりませんが、

その後どのような計画か、今年度の10億円の中
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に入っているのか、また別なのか、また、環境

省あたりとの話し合いなどがどうなっているの

かも教えてください。

【村木農山村対策室長】シカ対策につきまして

も、来年度の10億4,600万円の中に捕獲経費、
あるいは防護柵の整備という形で含まれており

ます。

環境省におきましても、本県は環境省の事業

を活用いたしまして対馬市において効果的な捕

獲対策の実証に取り組んでおりますし、対馬市

におきましては環境省が主体となって、県市が

一緒になって対馬二ホンジカ対策戦略会議とい

った体制整備をいたしまして、その中で捕獲対

策の強化、あるいは人材育成等について、情報

共有を図りながら一体となって進めているとこ

ろでございます。

【西川委員】それで、担当が違うかもわかりま

せんが、対馬山林のスギ、ヒノキなどの被害は

どうでしょうか。

【永田森林整備室長】スギ、ヒノキでいいます

と、角こすりをシカはやります。こすられたと

ころはどうしても傷が入るので、そこについて

の被害を当初、十数年前までは算定をしていま

したが、近年の木材の利用の状況からしますと、

その傷ついたところもチップで十分使えます。

元玉の一番下のところをチップに回して、そこ

から上の二番玉、三番玉という形で木材をとっ

ており、実際の木材の価格は本土と対馬で比べ

ても全く遜色ございませんので、そういった面

での被害は現在のところはないという状況でご

ざいます。

ただし、皆伐をした後に、そのまま再造林を

するとシカに食われてしまいます。それについ

ては防鹿ネットを必ずセットで実施をしていた

だいていますので、再造林したところについて

の被害はないという状況でございます。

【西川委員】有害鳥獣に対しては大体わかりま

した。今後とも頑張っていただきたいと思いま

す。

さて、今年度、平戸市でも的山大島で、せっ

かくの松林が相当やられました。また、五島列

島でも松くい虫の被害など、結構聞き及んでお

ります。

林業振興費の中の松くい虫防除費が2,557万
円と、直接の防除じゃないと思いますが、造林

費の森林環境保全整備事業費の中の環境林整備

造林事業費6,481万円が、松くい虫被害地や台風
被害跡地等における森林整備に要する経費とい

うことで今年度計上されております。

長崎県は緊縮財政で1割カットとか前年と同
額とかという中で、環境保全整備事業費が今年

度は2億円増えておりますが、それは主に何の
事業にいっているのか、松くい虫対策と森林整

備事業についてお尋ねいたします。

【永田森林整備室長】今お話がありました、当

初予算の横長の説明資料76ページの森林病害
虫等防除費は、主に薬剤散布。空中散布、地上

散布及び樹幹注入といいまして松の木に薬剤を

注入することによって、松を枯らすマツノザイ

センチュウの増殖を抑える事業がこの中に入っ

ています。

これが減額になっていますのは、薬剤注入は

一旦注入すると7年間の薬効がございます。7年
周期で薬剤を打つ中で、やはりどうしても波が

ございまして、今年はいっぱい打たないといけ

ない、来年は少なくていいということで、若干

ここが減っているのは、薬剤注入の分が減って

いるということでございます。

それと、77ページの森林環境保全整備事業費
の環境林整備造林事業につきましては、松くい
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虫にやられた木を伐採して焼却、もしくはチッ

プとかで小さく砕いて発生源を断つという事業

でございまして、これにつきましては、昨年度

来、小値賀町等で多く発生していますので、そ

の辺で予算をしっかり、昨年度の補正予算でも

確保していますので、今年度は若干減っている

という状況でございます。

【西川委員】いずれにいたしましても、せっか

くの美林というか、風光明媚な感じを醸し出す

松が枯れることは、島民の皆さんにとって大変

寂しい、悲しいことだと思います。しかし、県

北振興局の担当者とか五島振興局の担当者が一

生懸命、精いっぱい頑張っておられて、島民の

方たちも県の対応に感謝しております。

今後とも、そういうふうに感謝される農林部

林政課、森林整備室であっていただきたいと思

います。予算の確保、頑張ってください。終わ

ります。（「関連」と呼ぶ者あり）

【坂本(智)委員】 ただいま西川委員から、私の
地元、対馬のことが出ましたので、ちょっと関

連してお尋ねをいたします。

シカでございますが、現在、対馬にどのくら

いいると考えておられますか。

【村木農山村対策室長】 現在、4万1,700頭生
息するとされております。

【坂本(智)委員】 対馬の人口が3万人ちょっと
かいないかわかりませんけれども、それよりも

多いんですね。

どのくらいシカを獲っていらっしゃるんです

か。あるいは、次年度にどのくらい獲ろうと考

えていらっしゃるのか、この予算の中で。

【村木農山村対策室長】 令和元年度の実績が、

対馬市で約8,400頭捕獲されております。平成
30年度が6,400頭で、2,000頭余り増加している
ということでございます。今年度につきまして

は8,600頭を目標に捕獲を進めているところで
ございます。

対馬市としまして、来年度は1万頭を目標に
捕獲を強化していきたいと伺っておりまして、

この分の捕獲経費につきまして、先ほどの10億
円の中に計上しているところでございます。

【坂本(智)委員】 イノシシみたいに毎年毎年増
えるという状況ではないと思います。しかし、

どのくらいがベターというんですか、対馬のあ

の面積の中で、どのくらい駆除すればいいのか

ということはいかがですか。

【村木農山村対策室長】適正頭数につきまして

は1平方キロメートル当たり5頭ということに
なっておりまして、対馬市の面積で換算いたし

ますと3,500頭ということになります。
目標としては3,500頭ではあるんですけれど

も、シカは年に1産ということもありまして、
どこまで捕獲圧をかけていけば増加に転じない

のかというところで、8,500頭程度は毎年捕獲し
ていく必要があるということで進めているとこ

ろでございます。

【坂本(智)委員】 いずれにしましても、安心し
て防鹿ネットが張れるように、この前も質問し

たかと思いますけれども、この件についてはよ

ろしくお願いしたいと思います。ぜひひとつ、

どうぞよろしくお願いします。

【山本(由)委員】当初予算の横長資料の54ペー
ジ、主な事業の概要版でいうと39ページですけ
れども、長崎農産物商品力強化事業費の中で高

品質農産物の販売実証ということで水産部と一

緒に載っているんです。これは県内量販店での

販売実証ということで、水産物はアカムツ等と

昨日ごですから、3万人いる
説明があったんですが、それと併せてブランド

みかんを一緒に販売をしていくというふうな取
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組なんでしょうか。

【長門農産加工流通課長】委員お尋ねがありま

した高品質農産物の県内実証につきましては、

水産物とは別にですね。流通の仕方が異なりま

す。どちらかというと農産物は市場流通がメイ

ンになります。

市場流通の中で高品質の農産物はどちらかと

いうと関西圏の方に行っているんですけれども、

コロナの影響で県内ニーズが、巣ごもり需要と

いう形で少し高いものを買うと消費者ニーズも

変わってきている状況で、大阪等に流れている、

例えば太物のアスパラとか、そういう高品質の

農産物を実際に県内の量販店等に流してみよう

という実証事業となっております。

【山本(由)委員】 私が理解できていないんです
けど、長崎県高品質農水産物フェアというふう

な形で、こっちに水産物があって、こっちに農

産物があると、そういうイメージではないとい

うことなんですね。

それから、概要版の方に「コロナ禍にも対応

した新たな販路」というふうな書き方がしてあ

るんです。水産物については、例えば宅配事業

のカタログに掲載をしてということで、カタロ

グ販売なのかなと思うんですけど、農産物につ

いては特にそういった記載がなかったものです

から、コロナ禍にも対応した販路の拡大という

のはどういう内容でしょうか。

【長門農産加工流通課長】先ほどもご説明いた

しましたけど、農産物については市場流通がメ

インになっております。長崎は大消費地に向け

た関西以西が主な農産物の市場となっている状

況で、コロナの影響によって巣ごもり需要とい

うことで、県民の皆様も一定、ちょっと高いも

のを買ってみようかという話もございますし、

そういうニーズが出てきている状況で、県内で

も少し、販売リスクというんですかね、販路を

多角化していくと。大阪が難しい時には長崎に

流してみるとか、そういう販路の多角化をして

いくことの実証という意味も含めて、コロナの

影響も踏まえて販売の多角化、販路の多角化の

実証をしていくということを考えている状況で

ございます。

【山本(由)委員】 これは、販売手法を変えると
いうよりも、販売先というんですか、今まで高

品質のものは都会に出ていたけれども、県内で

もちょっと高いものを買おうというニーズがあ

るから、販路を少し注力してみようかと、そう

いうことですね。わかりました。

それからもう1点、当初予算の横長資料でい
うと33ページのながさき地産地消活性化支援
事業費で、今年度はゼロで去年が559万8,000円
ということです。私が、どこに振り替わったの

かが探せなかったんです。今年度、地産地消に

関してはどういうふうに取り組んでいこうとさ

れているのか、お願いします。

【村木農山村対策室長】地産地消の事業につき

ましては、32ページの下段から2つ目、農山村
地域力向上支援事業の中に統合しております。

額につきましては今年度を約50万円程度上回
る600万円程度を計上しておりまして、引き続
き地産地消の推進に取り組んでまいりたいと考

えております。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【吉村委員】 今、山本(由)委員からもあった、
事業名の振替えとか目変えとか、いろんなもの

があるみたいです。今のも、前年度ゼロで、今

年度1億2,700万円ついている。逆に、最初のも
のは今年度ついておったのが来年度はゼロにな

ると。そういうのがいっぱい出てくるものだか

ら、そこら辺を総体的に説明してもらえんかな
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と思うんだけど、一々聞きよってもあれだろう

けん。

本当の新規と、事業名を変えてこっちに持っ

ていっているのと、2つあるんだろうと思う。
それぞれの課で、これとこれは事業名が変わっ

て入っておりますと。そういうのが結構多い、

農林部は。本年度はゼロと。事業はせんとねと

思うたら、違うところに入れていると、事業は

するんですよとなっているわけね。今の山本

(由)委員の質問もそうたい。
だから、そういうのを取りまとめて、課ごと

に説明してもらえんかなと思うんだけど、いか

がですか。

【久保田分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時１７分 休憩 ―

― 午前１１時１９分 再開 ―

【久保田分科会長】 再開いたします。

【吉村委員】 今のはどうなったのかな。

【久保田分科会長】 今のは午後から。

【吉村委員】 よろしくお願いします。

そうしたら畜産。当初予算の横長資料で62ペ
ージ、畜産クラスター構築事業費が大きく減少

している。

低コスト牛舎の導入というのを去年、聞いた

記憶がある。県の補助率を下げるために、コス

トは安いけど機能は変わらない牛舎を進めてい

くという話があったと思うんだけど、その後の

状況はどうですか。減額になった理由は、そう

いうところからきているのかなと思うけど、い

かがですか。

【山形畜産課長】 減額の理由につきましては、

大きく事業量が減ったと。要望を各市から上げ

ていただきますが、今回、その件数が減った。

特に令和2年度は養鶏の大きな事業があったん

ですけれども、そういうのもなくなったと、令

和3年度は肉用牛だけで、その事業量が減った
ことで事業費全体の予算額が減少したところで

ございます。

それから、牛舎の低コスト化を進めていくと

いうことで、県の方で低コストのポイントを示

した低コスト牛舎仕様書をつくりまして、繁殖

牛舎では平戸市田平町で、県のつくった仕様書

に基づいて実際に建築をしまして、コストが大

幅に下がった事例もあります。引き続き、低コ

スト化に向けて、この仕様書等を主体に推進を

かけていきたいというふうに思っております。

【吉村委員】 田平で1か所。
減った理由は、造る人が減った。計画はあっ

たけれども、造れなかったということなのか、

そこら辺をもう少し詳しくよろしいですか。

【山形畜産課長】年度ごとに需要額調査を行い

まして、その年によって、大きい事業がある時

はどんと事業費が増えますし、そういうのがな

くなれば当然減るという結果でございます。で

すから、造りたくても造れないというのは、今

のところ予算上では反映しておりません。

【吉村委員】 そうしたら、要望がなかったと。

でも、減額をしていくことはやっぱりいかん

ことだから、造ってくださいと誘導をして、伸

ばしていくためには造らんばいかんということ

もあるんだけど、そこら辺はもっと働きかけを

強めて、ＪＡなどと一緒になってやっていただ

きたいと思います。

それと、何パーセントぐらい低コスト化でき

たのか、教えていただけますか。

【山形畜産課長】低コスト牛舎の仕様書をつく

っておりますが、付帯施設とかを除いた畜舎の

これまでの平均が平米当たり3万4,000円かか
っておりまして、この仕様書を使うと、それが
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2万8,000円ぐらいでできるということで、15％
程度のコスト低減につながるものと考えており

ます。

【吉村委員】 15％といったら結構な低コスト
化だなと個人的には思うんだけど、その低コス

ト化によって、補助額は減ったけど農家の手出

しは増えなかったという結果が出ていますか。

【山形畜産課長】クラスター事業の補助率につ

いては、13.5％から段階的に引き下げをして、
令和3年度からはもうゼロにすると。
ただし、新規就農者であるとか、キャトルス

テーションみたいな公共性の高いものについて

は、引き続き10％上乗せで来年度からも取り組
んでまいります。

一般の規模拡大については上乗せはないです

が、このコストの縮減がうまく図られれば、

15％ですから、その補助率の低減分を十分吸収
できるものというふうに思っております。

【吉村委員】「厳しい財政なので、補助率を下

げざるを得ないんです。しかし、農家の手出し

が増えないよう、低コストでも機能は劣らない

牛舎を提供していきます」という言葉だったか

ら、それが実現できていると、ちょっとは安心

しておりますが、引き続き農家の関係者の声を

聞きながら事業を進めていただきたいと思いま

す。

それから、新規就農者確保対策費4,998万円と
あるんです。この中で、新規就農希望者を呼び

込み育成するために、オンラインの就農相談と

か技術習得研修とかを当然やっていくわけです

が、ここにもう一つ、空きハウスの斡旋等によ

る初期投資の軽減と出てくるわけです。

使える空きハウスがあるのかなと思うんだけ

ど、そこら辺の現状をどれぐらい把握しておら

れるか、教えていただきたいと思います。

【村里農業経営課長】申し訳ございません。今、

手元に数字がございません。確認させていただ

きたいと思います。

【吉村委員】なかなかこれはないんじゃなかろ

うかなと。新しいハウスがあるけど離農したと

いうところがあればいいんですけど、意欲のあ

る人がハウスを建てていくわけですから、使え

るハウスは、そうあるように感じらんとやけど

なというのが、私の実際の気持ちです。

これは牛でもあったですね、空き畜舎を活用

すると。県内の空き畜舎の実績がありますか。

【山形畜産課長】例年、空き畜舎についても県

の方で調査をして、ホームページ等で斡旋をし

ています。今、牛舎で掲載しているのは1か所
のみで、その箇所についてはまだ決まっており

ません。

ただ、実際に農業をやめるという時に、長崎

西海農協で事例があるんですけれども、もうそ

ろそろ自分で飼えないという時に、近くの農家

の後継者の方が、その施設をそのまま引き継い

で、さらに規模拡大をしていくという取組が実

際にあっています。空き牛舎になる前に、継承

みたいな形で進めた事例はございます。

【村里農業経営課長】先ほどのご質問の遊休ハ

ウスの数でございますが、平成30年に実態調査
をした中で、県内で115件の遊休ハウスの数を
確認しておりまして、実態があるということで

今回の事業も計上したところでございます。

【吉村委員】そんなに使えるハウスがあるわけ

ですね。事前に調査をされて、もう把握をして

おられるわけですね。そういうことでいいです

か。

【村里農業経営課長】ハウスの程度にはいろい

ろございます。すぐには使えない棟もございま

して、それはハウスのリノベーション等の事業
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も活用しながら、使えるハウスはしっかり使っ

ていきたいということでございます。

【吉村委員】まずは、こういう事業を始める時、

そういう対象の把握が一番大事です。今、畜産

も一例を挙げて言われたですけど、空いた牛舎

はあちこちにあるんだけど、とても使えるよう

な状況ではないよねと、だから、事業的にこれ

はうまく回らんやろうなと感じることがあった

わけです。

それで、ハウスもそういうふうになったらい

かんねという思いがあったのでお尋ねしたんで

すが、そういうふうに把握されておって、多少

手を入れればできるという話ですから、それは

積極的に活用することで振興させるようにお願

いしたいと思います。

それからもう一つ最後に、農山村地域力向上

支援事業費3,400万円、これは対前年比大きく伸
びているんですが、集落自らが行う云々と、そ

して最後の方に直売所等の販売額向上や機能強

化、地域資源を育むノウハウを用いとあります

が、この直売所等の販売額向上や機能強化の中

身について、詳しくお知らせいただけないでし

ょうか。

【村木農山村対策室長】 今、有人の直売所が

149店舗あるんですけれども、今後は直売所は
単なる売上向上だけではなくて、集落で高齢の

方もいらっしゃいますので、高齢者の買い物支

援、あるいは高齢者の方々が生産された農産物

を集荷する、そういった社会貢献的な仕組みを

直売所にも担っていただきたいということで、

この中身については、そういった社会貢献に取

り組まれる直売所を対象といたしまして、補助

金を活用して取組をしていただくことと、まず

は実際に取り組む前段の機能向上計画をつくっ

ていただきますので、そのセミナーの開催費と

いうことで計上させていただいているところで

ございます。

【吉村委員】 直売所が今、県内に149か所ある
という話で、我々の近くにもあるんですが、農

家の方々の、特にお年寄りの活性化といいます

か、グランドゴルフもいいですが、ちょっと畑

でものをつくって、市場には出せない量だけど、

直売所なら持っていけると。そこで稼ぐと、や

る気がまた出て、グランドゴルフよりは畑をす

るという、いいサイクルが生まれてきているよ

うな感じもするわけです。

ですから、直売所も普通の店舗と競合すると

かと最初は言いよったんですが、普通の店舗も

ないような地域が出てきよるわけですよ。です

から、直売所あたりに力を少し入れて、いろん

な物が販売できる拠点づくりをやる。

それから、私の住む町の直売所は、そこを集

会所がわりにして集まって、「あの人が来てお

らっさんとの」と、こうなったりするわけです。

そういう意味で、もう少し力を入れていただけ

ればと思うので、今後この事業を続けていく中

で、いろんなご意見が出てこようかと思うので、

それを引き上げて事業に反映させることを考え

ていただければと思いますので、よろしくお願

いいたします。以上です。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【山口(初)委員】 お尋ねします。県有林の関係
です。

一昨年の予算決算委員会で、面積、地籍の関

係でお尋ねしました。その修正の費目といいま

すか、予算といいますか、一般会計とか県営林

の特別会計とか、あるいは林業の改善資金とか、

ずっと見よるんですが、なかなかそれに該当す

る項目がないので、どういう状況になっている

のか、お尋ねをします。
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【内田林政課長】県営林の地籍のお尋ねですけ

れども、一昨年のご質問をいただいた時の内容

は、登記簿の謄本と台帳面積に相当な乖離があ

ると、地籍の修正はどうなっているのかという

お尋ねでした。

実際、県営林は5年ごとに経営計画というも
のをつくっておりまして、経営計画は今、13次
まで進んでいますが、令和元年度からの経営計

画になっていまして、その経営計画を策定する

前の年に登記簿謄本を取得して県営林の地籍を

修正するという作業をしています。

その5か年間の中では作業をしませんので、
その経費は5か年ごとに発生をするというとこ
ろで、一般の管理費の中に含んでいます。

【山口(初)委員】 県有林ですから、県がお金を
出してちゃんとやらにゃいかんのだろうと思う

んですが、実態は各市町が運用上はやるのじゃ

ないかと理解しているんですが、そこはどうな

んですか。

【内田林政課長】国土調査は各市町の担当にな

っておりますので、地籍調査に基づいて登記簿

謄本の原本が修正された段階で、それを取得し

て県営林も修正をしていくという作業になりま

す。

【山口(初)委員】 実態の面積地籍の関係でいい
ますと、異なる箇所数は、それが1枚、2枚の世
界じゃなくて、もっと開いているわけです。だ

とすれば、測量をやるとなると、かなりの費用

もかかるので、先ほどから話があっているドロ

ーンを飛ばせば1.5％程度の誤差できちっとで
きるので、1日もあれば測量作業はできると思
うんです。大々的に予算を組まないでもいける

んじゃないかと思いますが、その辺はどう判断

されますか。

【内田林政課長】公有財産の台帳の面積は登記

簿謄本に基づいた面積になっていますけれども、

我々が県有林、県営林として管理している面積

は、過去に植栽をしていますので、全部実測図

がございます。だから、そこの台帳と県営林の

実測が違っていると山口(初)委員からご指摘を
いただいたところですけれども、我々の管理主

体は実績に基づいて管理をしていますので、ド

ローンを飛ばしても同じような結果になると思

います。

【山口(初)委員】 ということは、面積・地籍を
合わせるのは5年を待たんでも、ルール上、令
和元年度からの経営計画があって、5年に1度と
いう話ですが、あまりこだわる必要がない世界

じゃないかなと。要は、長崎県内の面積をきち

っとするのは皆さんの仕事ですから、そこを先

行してできる範囲でやるのは、務めとしては正

しい方向じゃないかと思うんですが、いかがで

すか。

【内田林政課長】 県内の森林が約24万ヘクタ
ールございます。そのうち、我々が対象として

いるのは民有林で、21万8,000ヘクタールが民
有林でございます。

我々は森林計画図を持っていまして、そこが

全部実績、実測値になっていますので、管理上

は全く問題がないと。ただ、山口(初)委員がご
指摘のとおり、公有財産の台帳面積が実測図で

はないということで、ご理解をいただきたいと

思います。

【山口(初)委員】 もしこれが民間の山林であっ
たら税に絡んでくるものですから、今日でも明

日でも直さないといかん世界になってくるんだ

と思うんですが、じゃあ、県有林はそれでいい

のかというのは、少し違うんじゃないかなとい

う気がするものですから、素人目にはね。そこ

はやれる範囲できっちりしておくべきじゃない
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かと思うんですが、どうでしょう。

【内田林政課長】何度も繰り返しになりますけ

れども、あくまでも我々は実測の面積に基づい

て管理をしているということは、ご理解いただ

きたいと。ただ、台帳上乖離があるということ

で、今後、できる限り整理をしていきたいと考

えております。

【山口(初)委員】 要するに実態も帳面もぴしっ
と合うように、よろしくお願いします。以上で

す。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【溝口委員】 当初予算の横長資料の30ページ、
構造改善加速化支援事業費1億6,539万7,000円
組んでいるんですけれども、主な事業としては

どのようなことをしていこうとしているのか、

お尋ねしたいと思います。

【小畑農政課長】ながさき農林業・農山村構造

改善加速化支援事業費は、平成28年から令和2
年度まで、新構造改善加速化支援事業という同

様の事業を行ってまいりました。今回、新活性

化計画に基づきまして、事業の内容を少し見直

しております。

具体的な内容といたしましては、次代につな

ぐ産地基盤応援事業ということで、所得1,000
万円農家を応援するもの、もしくは認定農業者

の規模拡大とかハウスの支援を行うもの、あと

は後継者、もしくは認定、新たに就農される方

への農業機械とか施設への支援といったものが

大きな柱となっております。

もう一つ、これは活性化計画に基づきまして

新たに設けたものでございますが、農業で稼ぐ

農山村応援事業ということで、集落営農法人の

応援型は従来どおり集落営農法人に対する支援

でございますが、新たなものといたしまして、

稼ぐ農山村応援型ということで、農山村集落に

人を呼び込む、もしくは稼ぐ仕組みの構築に必

要なハウスとか小規模なハウス、そういった施

設に対する補助を行うもの、こういったものを

大きな柱として新たに構築いたしております。

【溝口委員】そうしたら、これはハード的な支

援の事業ということになってくるわけですか。

1億6,539万7,000円で、大体どのくらいの農家
の方々に、ハウスとかなんとかのハード的な支

援をできる形になるんですか。

【小畑農政課長】 3年度の事業はこれからでご
ざいますので、今は要望等をとりまして予定し

ておりますけれども、これまでの実績からいき

ますと、20から30、もしくは40地区の対象に、
この予算で支援をしていこうと考えております。

【溝口委員】 1,000万円農家をつくっていこう
という事業と思います。20から30農家というこ
とで大変多くの方々にできると思うんですが、

最高で費用が幾らまでという限度額があるんで

すか。

【小畑農政課長】 補助の上限でございますが、

1事業主体当たりの上限が2,500万円、受益戸数
が1戸でも対象になりますけれども、この場合
は1,000万円が上限ということで考えておりま
す。

【溝口委員】 わかりました。2,500万円が最高
限度ということでございますが、園芸とかなん

とかのハウス関係は、まだそれより大分高いと

思うんです。1戸の時に、これに上乗せの1,000
万円ということですけど、例えば4,000万円かか
ったら4,000万円という形にはならないんです
ね。2,500万円と、あとは1戸だけでも1,000万
円増えて3,500万円までということになるわけ
ですか。

【小畑農政課長】委員ご指摘のとおりでござい

まして、上限額が2,500万円となっておりますの
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で、そこが頭打ちということになると思います。

実際、先ほど申し上げました1,000万円農家の
応援型とか、認定農業者等々につきましては、

新規に就農する方については経営体力がござい

ませんので補助率を2分の1以内とか、1,000万
円を目指す方については一定、経営規模等ござ

いますので補助率を3分の1とか、補助率もそれ
ぞれのタイプによって分けておりますので、そ

れに応じて補助額も変わってくることになりま

す。

【溝口委員】 これは平成28年から続いている
と、今まで大体20から30の農家に行ってきたと
いうことです。この事業は新規事業となってい

るんですけれども、何年間ぐらい続けていこう

としているんですか。

【小畑農政課長】 3か年の事業ということで予
定しております。

【溝口委員】 これをして1,000万円以上の所得
のできる農家を育てていくことは大変すばらし

いと思っております。ぜひ、この事業を続けて、

そういう意欲のある農家を育てていただきたい

と思います。

ただ、年齢制限はないんですか。

【綾香農林部長】基本的に全体として年齢制限

はございません。認定農業者とか、今後もしっ

かりやるとやる気がある農家については、何歳

であっても補助対象になるということでござい

ます。

一部、新規就農者とかで年齢要件を定めてい

る分もありますけれども、それは若手の話であ

って、お年寄りであっても、ご年輩の方であっ

ても、今後5年間、10年間、俺はこの事業を使
ってしっかりやるぞということであれば、しっ

かり支援をしてまいりたいと考えております。

【溝口委員】私が年齢制限を言ったのは、例え

ば年取った人で、農業をやりたいと若い人たち

がＵターンして来ると、親子でするという場合

に、そういう方々には2,500万円とか言わないで、
新しく自分から入ってやろうという意欲のある

方だと思うので、そのような時にはもう少し、

ハウスをまた増やしていきたいという時に、

2,500万円とか3,000万円とかと言わないで。
結構、4,000万円も幾らもすると聞いたので、

そういう方々に、ちょっと違った意味での施策

をするのもいいんじゃないかと思うんですけれ

ども、そのことについてはどのように考えてい

ますか。

【綾香農林部長】 1億6,000万円は県の単独事
業でございまして、国庫事業の対象にならない

ハウスを県の単独事業で拾うという形にしてお

ります。

来年度も国庫事業で、そういう大規模な高度

なハウスについては、48ページに産地総合整備
対策事業費で17億円ほど予算を要求させてい
ただいておりますので、そちらを国の方からし

っかりと予算を獲得した上で、まず国庫でやれ

る分は国庫でやる、どうしても国庫でやれない

ものを先ほどの1億6,000万円の県単独の事業
で、できるだけ多くの方をしっかり拾って、長

崎に根差して農業を担っていただくということ

で、事業を使い分けて応えてまいりたいという

ふうに考えております。

【溝口委員】 ありがとうございます。ぜひ、そ

ういう意欲のある方々を育てていただきたいと

思っております。

31ページで農業改良普及活動運営費とある
んです。ちょっと目にとまったので、今、女性

の問題がかなり出てきておりますので。

予算は少ないんですけれども、132万1,000円
で次世代農業女子発見・育成事業費とあるんで
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す。これについては、女性に向けてどのような

発信をしているのか、お尋ねしたいと思います。

【小畑農政課長】先ほど、堤委員からのご質問

にお答えしましたので、重複することもござい

ますが、ご説明したいと思います。

普段、仕事として主に自営農業に従事してい

る方の約4割は女性ということで、女性は農業
の重要な担い手というふうに考えております。

これまではどちらかといいますと、既に地域で

リーダー的な役割の方の積極的な農業経営参画

を推進して育成を図ってきたところでございま

すけれども、高齢化等が進みまして、女性の大

多数が60歳を超えるような状況になっていま
すので、今後の若手の女性の確保・育成が必要

となっております。そういった意味で、今回新

たに新規事業という形で設けております。地域

で活躍する女性が高齢化する中で、若い年代の

女性農業者を早期に確保、育成するということ

で今回の事業を組み立てております。

具体的には、現在、農業に従事はしているけ

れども、経営に積極的に参加しているわけでは

ないといった方を、地域ごとに振興局等を通じ

てリストアップしまして、そういった女性農業

者に対して、まずはライフプランという形で、

今後、自身が農業を経営する中でどういった形

で携わっていく、もしくはどういった部分を担

っていくというようなライフプランを作ってい

ただく。これは家族を含めた中でつくっていた

だきまして、そういった形で今後、具体的な農

業経営について自身も認知しながら進めていた

だくということを支援をしようとするのが一つ

です。

併せまして、周囲にそういった参考になると

いいますか、目標となる女性リーダーの方がな

かなかいらっしゃらないといった状況の中で、

既にいらっしゃる方たちとの交流の場を企画し

たり開催したりといったものの支援をしていこ

うと。そういったものを通じて、いわゆる農業

女子を発見いたしまして、今後育成していった

うえで、最終的には地域の担い手になっていた

だくと、主体的なリーダーになっていただくこ

とを目標に事業を構築いたしております。

【溝口委員】 わかりました。

若手の女性ということで、年齢がどのくらい

までというのがあるかもわかりませんけど、そ

ういう人を発見というか把握して、今度は個別

支援をやっていこうということですけれども、

その支援をどのような形で。発見するのは今年

1年の計画だと思うんですけれども、何人ぐら
いを目途に考えているのか。

それで、支援とはどういうことを若手の女性

の方々に取り組もうとしているのか、そこら辺

についてお尋ねしたいと思います。

【小畑農政課長】現在の時点で既に、リストア

ップという形で各振興局を通じて候補を挙げて

いただいております。大体100を超える方をリ
ストアップしておりまして、今後も年間に40名
とかという形で、これは3年の事業ですけれど
も、リストアップを続けたいと思っております。

その中で、具体的にライフプランをつくって

いただくと。ライフプランといいますのが、今

後、経営参画に対してどういう形で携わってい

くか。例えば、自分自身が農家のある作目の品

目を担当するとか、家族の中で協定等を結んで

勤務時間を決めたり、休みを決めたりとか、そ

ういったものをつくると。あとは、子どもの成

長に応じて、積極的に参加するのは子育てが終

わってからとか、例えば何年か後には認定農業

者を目指すといったものをライフプランという

形でつくって具現化したうえで、それを認知し
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ていただくと。そういった支援を各振興局、普

及指導員等を通じて積極的にしていこうと思っ

ております。

併せまして、既にリーダーとして活躍してい

る女性方との交流を広げて、アドバイスをもら

ったり、目標になる方に触れていただいて意欲

を高めていただくといったことをやっていこう

と考えております。

【溝口委員】農業に携わる女性の方々は、ほと

んど既婚者かと思うんです。今のような形で考

えて若手を育てるということになれば、農業を

したいという若い女性がたくさん出てくるので

はないかと思うんですけれども、これはある程

度の支援をしていただかないと、農家の女性だ

けではなくて、農業をしていないサラリーマン

をしよった女性で農業をしたい方もいるかもわ

かりませんので、そういう人たちを発掘して、

発見していただきたいと思っているんですよ。

初めて農業をやる方々かもわかりませんけど、

そういう人たちに対して、リーダーになれるよ

うに指導していただきたいと思っておりますの

で、どうぞよろしくお願いしたいと思います。

当初予算の横長資料の68ページ、ため池等整
備費です。前年度からしたら相当な額が減額に

なっているんですが、この減額になった理由を

お尋ねしたいと思います。

【土井農村整備課長】 ご質問の68ページのた
め池整備事業でございますが、これの昨年度の

予算額には3か年緊急対策臨時特別の措置の分
が予算措置されております。それが約9億円確
保していたわけですが、本年度については、国

土強靭化の対策として先に先議いただきました

補正予算の方についております。そういうこと

で、補正予算と合わせると昨年と同額ぐらいを

確保しているところでございます。

【溝口委員】わかりました。補正予算と合わせ

て前年度並みにしたということです。

いろいろな市町からの陳情を見ると、ため池

が相当古くなって、ため池を整備したいという

陳情が多いと思うんです。県の方で把握してい

る、修理をしなければいけないため池は大体何

個ぐらいあるんですか。

【土井農村整備課長】 平成25年から27年に一
斉点検をしております。その結果、整備が必要

な箇所が111か所、そのうち本年度までの5か年
間で67か所の整備に着手をしております。
来年度の令和3年度から7年度の5か年間で32

か所の整備に着手していきたいと考えておりま

す。

【溝口委員】 わかりました。あと67か所残っ
ていると言われたんですか。反対ですか。

あと5年で全てをやっていくということでご
ざいますので、減額になったからちょっと心配

したんですけれども、補正の方で補っていると

いうことで、これからも早めにこれが完成して

いくように努力をしていただきたいと思います。

もう一度、そのことについてお尋ねしたいと思

います。

【土井農村整備課長】ため池整備につきまして

は、農業用水の確保はもとより、下流域に人家

があったり公共施設があったりというため池も

ございます。そのため、危険なため池について

は早急に整備するように頑張っていきたいと思

っております。

【山形畜産課長】 先ほど、堤委員から、県内の

養鶏の規模のお話がありまして、大規模という

のをどこに見るかというのはあるんですが、10
万羽以上を飼養している農家が、県全体で114
戸のうち14戸で、一番多い経営体で28万羽が飼
養されているという状況でございます。
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【久保田分科会長】審査の途中ですが、午前中

の審査はこれにてとどめ、午後は1時30分から
再開いたします。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５８分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【久保田分科会長】 分科会を再開いたします。

午前中に引き続き、分科会の審査を行います。

ご意見はございませんか。

【村里農業経営課長】午前中に、川崎委員から

の質問に対する答弁について、一つ訂正をさせ

ていただきたいと思います。

令和元年度の県外からの新規就農者数を11
名とお答えいたしましたが、これは県外出身の

就農者の数でございまして、県内出身者で県外

から戻られた、他産業から戻られた方が27名で
ございまして、合わせて38名が県外からの新規
就農者数ということになりますので、訂正をお

願いいたします。申し訳ございませんでした。

【小畑農政課長】私の方から、午前中に吉村委

員からご指摘がございました予算の組み替えに

ついて、非常にわかりづらいということでござ

いましたので、資料を作成しましてお手元に配

付させていただきました。簡単に概要だけ説明

させていただきます。

お手元の資料の左側、令和3年度が、分科会
の説明資料の令和3年度の事業名と事業費、対
しまして右側に、それに対応する令和2年度の
事業名と事業費を挙げております。

具体的に説明いたしますと、例えば、お手元

にある横長の分科会説明資料の45ページ、農産
園芸課の事業で普及指導費といたしまして、本

年度予算額が829万5,000円で、これに対する前
年度の予算額はゼロとなっております。これが、

作成しました資料の左側の説明になります。

これに対しまして46ページ、農業改良普及費
の中に農業改良普及活動費、コスト縮減対策技

術確立事業費、農業改良普及運営費といったも

のがございます。こちらの事業は前年度の予算

額が入っていまして、この計上予算が、先ほど

申し上げました45ページの普及指導費の中に
計上されているといったつくりになっておりま

す。

以降、このお渡ししている資料は同じような

形で作成しております。以上、簡単でございま

すけれども、よろしくお願いいたします。

【久保田分科会長】ほかに質疑はございません

か。

【西川委員】 横長資料の58ページ、畜産振興
費の中で、ながさきエリート種雄牛造成対策事

業費の5,281万9,000円に関してです。
今まで長崎県産牛「平茂晴」を筆頭に種雄牛

が、県の畜産センターのおかげで、「金太郎3」
とか「弁慶3」とか、平戸大島出身の「勝乃幸」、
そういう有名な、また人気のある種牛ができま

した。

糸系、但馬系、気高系などの系統を考えなが

らの種牛をつくっていかなければならないだろ

うと思いますが、この5,200万円強の予算の中で、
例えば種雄牛候補を買うのか、またはほかに何

か費用があるのか、5,281万9,000円の詳細を教
えていただきたいと思います。

【山形畜産課長】種雄牛の造成につきましては、

県内の子牛市場の活性化にも貢献しますし、ひ

いては品質のよい長崎和牛にもつながるという

ことで、非常に大事な取組の一つでございます。

これまで特に重点的に取り組んできたのが脂

肪交雑という「さし」、それから枝肉重量、た

くさん肉がとれると、そういったものを中心に
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進めてきまして、受精卵移植であるとか、育種

価のデータを使って、農家の牛から基礎雌牛を

指定して、それが100頭おりまして、そこに指
定交配をして、先ほどの3系統を配慮しながら、
出てきた産子を検査して、それを今度は間接検

定、その種牛の精液を交配した子牛を実際に肥

育して、その成績がよかったか悪かったかとい

うのをしっかり確認したうえで農家に使ってい

ただくという取組をした結果、先ほどありまし

たとおり、今年の1月までの状況で、一番たく
さん精液が出ているのが「勝乃幸」で、2番目
が「金太郎3」、3番目が「弁慶3」ということ
になっています。

この上位はいずれも気高系と但馬系の牛が占

めておりまして、実は糸系、「平茂晴」という

非常に有名な牛がいたんですけれども、その牛

の後継が育っていないのが現状でございまして。

今、検定中の牛で「晴太郎」といったものが

おりますが、育種価は非常に高い牛です。この

検定成績が来年度に出てきますので、その成績

を期待しているところでございます。

今後は、先ほど言いました脂肪交雑、枝肉重

量に加えて、おいしさであるとか、流通からニ

ーズがあるのが歩留り、余分な脂がついていな

いとかロース芯が大きいとかという歩留まりが

求められておりますので、こういったものと、

ゲノミック評価というのを新たに来年から、雌

牛側から取り組んでいきます。いい育種価をゲ

ノム分析で持っている個体があれば、それをま

た種牛の方にもっていくということで、3系統
をきちっと確保できるように取り組んでまいり

たいと思っております。

【西川委員】もうすぐ鹿児島全共がありますし、

その5年後には北海道全共も決まっております
ので、すばらしい種雄牛をつくっていただきた

いと思います。

そうしたら、この5,200万円は、ほぼ平均的な
種牛候補を造成する雌牛とか、または畜産農家

で生まれた種牛候補を毎年何頭かずつ買ってい

ると思いますが、それの購入費であって、特別

に県外から有名な違う系統の種雄牛候補を買う

という予算は入っていないんですか。

【山形畜産課長】過去は、兵庫県あたりから導

入した経過もありますけれども、今はもう自県

産でつくると。自県産の雌牛から自県産の種牛

を使ってつくることを基本に、県外からの導入

はしておりません。

【西川委員】 3つの系統それぞれ特徴があると
聞いております。平茂晴の後の人気がある種雄

牛が､糸系がまだ出ていないということです。こ

れの跡継ぎというか、糸系の候補種雄牛はもう

育っているわけですね。

それと、種雄牛になったとして、種を採取し

て実際の種付けをする相手の系統も、相性がい

ろいろとあると思います。そのためのいろんな

テストというか、子牛を産ませんばとですけど、

そういう費用は、将来の長崎県の和牛振興に対

して、これぐらいの予算でいいんですか。何か

新たな事業をしたいとか、この事業の金額を増

やしてもらいたいとか、そういう考え方はない

んですか。

【山形畜産課長】種雄牛づくりについては、間

接検定にかける頭数は予算的にも限られていま

すので、そこにかけるまでの中でどの牛を重点

的に残していくかとか、そこら辺は戦略的に進

める必要があるということで、手法としては、

先ほど言った基礎雌牛であるとか、農家の非常

に優秀な遺伝子を持っているところを一本釣り

していくような取組もあります。そういう取組

の中で、最終的に間接検定までもっていく流れ
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については一緒です。ですから、予算的にはあ

まり変わらない、毎年同じような予算を組んで

います。

ただ、その中でゲノムを使っていくとか、受

精卵移植を使っていくとか、そういう新しい技

術を入れながら、確実にねらった成績を上げる

種牛を確保できる精度を上げていくよう、この

予算の中で取り組んでいきたいというふうに思

っております。

それから糸系については、今検定中の牛が「晴

太郎」と「晴久」という2頭がおります。「晴
太郎」が非常に遺伝的には能力が高いので、こ

れの結果を待ちたいところであります。

【西川委員】 私は、時間が合えば、田平の平戸

口家畜市場に毎月21日か22日に行っているん
です。前回も82～83万円の平均値だったと思い
ますが、いい時には90万円近くいくし、繁殖農
家は大変恩恵を受けていると思うんです。12月
だったですかね、日本一の価格じゃなかろうか

という平均値も出ています。長崎県農林部畜産

課が中心に頑張ってくれているから、繁殖農家

は潤っている。肥育農家は、購入金額が高くな

って容易じゃないかもわからないですけど、そ

ういう恩恵を受けているのは、やはり皆さんが

頑張っていると、農家の方が大変感謝しており

ます。

そういうことで、これがずっと続くようにで

すね。宮崎、鹿児島など、近県でもライバル県

が相当いろいろ研究しておりますし、島根県と

か兵庫県、和歌山県、但馬系の産地なども一生

懸命やっていると思いますので、どうか今度の

鹿児島全共でいい成績を残すように頑張ってい

ただきたいと思います。

それと、午前中に吉村委員から低コスト牛舎

の質問があっていましたが、牛舎の床のおがく

ずなどを、平戸の農家は伊万里あたりから搬入

していると思います。

お聞きになっているかもわかりませんが、上

五島などしまの床材搬入については、相当コス

トが高くなっているんじゃないか、つまり運送

費がですね。壱岐は壱岐で福岡方面から持って

きているという話を聞いたんです。上五島など

から、運搬費などに国か県の何かの補助がない

のかとか、県内産のおがくず、木材チップが手

に入らないのかというふうな要望もあると聞い

ておりますが、その辺は農林部としては、対策

とか助言とか何かありますか。

【内田林政課長】森林環境税を活用した事業で、

しまの間伐促進という事業がございます。これ

は森林環境税を創設した平成19年度から取り
組んでいるものですが、まずは対馬を対象にし

ていたんです。対馬の製材所が幾つかあるんで

すが、その需要に応じた木材生産しかできずに、

森林整備が伸びなかったという経緯がございま

して、島内需要を上回る木材を内地に出荷すれ

ば対馬全体の森林整備が進むという制度設計に

基づいて、海上輸送費を1立方当たり2,000円支
援をしてまいりました。

その後、離島活性化交付金が出てきまして、

国の補助事業で、対馬市が木材及び製材品を重

要品目に位置づけて、今は離島活性化交付金を

使って輸送費を支援している状況になっていま

す。

一方で五島は、いまだに離島活性化交付金の

重要品目になっていないので、上五島から内地、

下五島から内地という輸送費は、同じようにし

まの間伐促進を利用して支援をしています。

恐らく上五島から下五島へというところが支

援の対象になっていないというご要望だと思う

んですが、そうした場合に、内地に持って行っ
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た方が高く売れれば森林所有者の取り分が多く

なりますので、それ以上に下五島に持って行っ

た方が木材の販売価格が有利だという状況があ

れば、同じように支援ができると思いますので、

地域づくりの方とも相談をしながら、どういう

制度を使ったら一番効果的なのか、また検討し

てまいりたいと思っております。

【西川委員】 畜産課長、新上五島町、または五

島市で、低コスト牛舎は何棟ぐらいあるんです

か。

それと、床は平均的に何か月、または1年と
か、そういう入れ替えの時期的なことはどんな

ふうになっていますか。（「時間をいただけま

すか」と呼ぶ者あり）

【久保田分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 １時４５分 休憩 ―

― 午後 １時４５分 再開 ―

【久保田分科会長】 再開いたします。

【山形畜産課長】畜産クラスター事業の取組と

いうことで答えさせていただきます。

平成27年から平成31年までの実績で、五島市
で繁殖の牛舎が31件、新上五島町が1件です。
それと床の入れ替えのタイミングは、五島は

主に繁殖農家が多くて、普及の方に確認したら、

五島の繁殖農家は、おがくずはあまり使ってな

いというお話を聞いています。その分、わらと

かを使っていると。

それから、家畜市場に来る肥育農家さんにお

がくずを運んでもらって、その分コストを安く

抑えている実態があるとは聞いております。

通常、肥育の厚く敷いた場合だと、冬場だっ

たら30日ぐらい、夏場だったら20日ぐらいで入
れ替えをしていると思っております。

【西川委員】いずれにしましても、健康な優良

牛が育つように環境を整えてやらなければなら

ないと思いますので、畜産課を中心に連携をと

って、その方のお世話もしていただければと思

います。終わります。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【川崎委員】農業支援体制総合推進事業費につ

いてお尋ねいたします。その中でも農福連携推

進事業費のことでございます。

障害者、引きこもり等の就労を促すとともに、

周年雇用が難しい品目の労力確保に向け、体験

会や研修会の開催、作業マニュアルの作成に取

り組む事業と承知をいたしておりますが、ずっ

と長年取り組んで来られていると思っておりま

す。これまでどのような成果を生んだのか、お

尋ねをいたします。

【村里農業経営課長】お尋ねの農福連携の取組

でございますが、多様な人材の活用を図る観点

から、これまで県内各地域で、農福連携に関心

のある福祉事業所を対象に、作業体験会とか、

その後の意見交換会等の開催を中心に行ってま

いりました。

作業体験会では、障害者にみかんの収穫とか、

にんじんの間引き作業などを行ってもらい、農

業現場の就労環境を理解していただく、また農

家の方には障害者が可能な作業がどの範囲なの

かを見ていただくというようなことで、課題等

も拾いながら取組をしております。

ここで出ました課題等を解決するために、市

町、福祉事務所等の担当者での連携会議を開催

して、実際に障害者の方に作業をしていただく

に当たっての作業マニュアル等を作成し、そう

いった資料を配布しながら取組を進めていると

ころでございます。

その結果、農福連携に取り組んだ農家数とし

て把握している分では、平成30年度に29件でご
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ざいましたが、令和元年度は39件と取組農家数
が増えている状況でございます。

【川崎委員】着実に増えてきているということ

で、大変すばらしいことかと存じます。

その中で引きこもりの方だけクローズアップ

させていただきます。8050問題という社会問題
があって、80歳代の親が50歳代の子どもを面倒
見ていると。

一旦引きこもってしまうと長引くことから、

早く社会に接して出てきていただくことが大事

な点なんだろうと思っていますが、引きこもり

される方はそれなりの理由があって引きこもっ

ておられるわけで、無理に引っ張り出して逆効

果ということがあってはならないわけで、そう

いった中で居場所をつくってあげることが今は

大事なことだろうというふうに思っています。

そういった中において、これまでと違った環

境で、また仕事ができるということで、農業の

分野にマッチングしていただけることは非常に

すばらしいことだろうと思っております。

引きこもりの方に特化して、どのような取組

をなさっているのか、お尋ねいたします。

【村里農業経営課長】農福連携につきましては、

先ほどご説明いたしましたように、これまでは

福祉事業所と連携して、障害者の方を中心に取

組を進めてまいりました。

今ご指摘がありましたように、引きこもりの

方についても農作業が効果的であるというよう

なお話もございまして、今後は引きこもりの方

につきましても対象を広げていきたいと考えて

いるところでございます。

そのためにも、引きこもりの方々の情報とか、

具体的な取組の内容の十分な検討が必要かと思

っております。そういった意味で福祉保健部

等々関係機関ともしっかり連携をしながら検討

してまいりたいと思います。

具体的に福祉保健部におきましても、次年度

にＮＰＯ法人等の引きこもり支援機関等と、そ

の支援内容について検討されると伺っておりま

すので、その中で農林部としても、農作業を通

じた支援がどういう形でできるのか検討してま

いりたいと考えております。

【川崎委員】先ほど、就農につながった数字を

お示しいただきましたが、引きこもりの方が就

農できたということはどうでしょうか。

【村里農業経営課長】先ほど実績として申し上

げましたのは、福祉事務所を通じた障害者の方

の連携の実績であります。引きこもりの方が含

まれているとは認識しておりませんので、確認

しておりません。

【川崎委員】少し細かく分析をしていただけま

せんでしょうか。

本当にこれは社会問題で、8050というところ
で、親御さんが亡くなった場合は社会的な孤立

となっていくわけで、様々な別の社会保障でそ

の後をサポートしていくことから、やはり仕事

に就けるほどいいことはないわけで、ぜひそこ

のところは分析をしてお取組をいただきたいと

思います。

次に、農地中間管理機構事業促進対策費につ

いてお尋ねをいたします。事業は随分長いこと

取り組まれて、大きく成果も出されていること

は先般、説明でも伺ったところです。

実務的というか具体的な話ですけど、出し手

が機構に申し出るケース、あるいは機構が働き

かけるケース、いろんなケースがあると思いま

すが、大方どのような形でこの事業がうまく進

んでいっているんでしょうか。

【溝口農地利活用推進室長】農地中間管理事業

に関する出し手と働きかけのケースでございま
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すが、事業の当初につきましては、当然制度の

周知というのがありましたので、こちらの方か

ら働きかけることが、担い手を含めてメインで

ございました。

その後、関係機関の指導、特に農業委員会等

の農地等調査の中で農家の方への声かけという

こともございまして、近年では農家の方自らが

農地等について申し出ていただいている結果、

多くなっているところでございます。

【川崎委員】では、これで集約化をして効率が

いい農地ができたとして、先ほど来、新規就農

者獲得の取組は説明があっているわけですが、

新規就農、即、貸付けを受けることができるも

のなのか。もしできるんだったら、どの程度の

方が今利用されているのか、お尋ねをいたしま

す。

【溝口農地利活用推進室長】市町から、認定新

規就農者となっている方の報告はいただいてお

ります。6ヶ年の累計でございますけれども、
101経営体が取り組まれたと報告を受けており、
これは全体の1.5％という数字でございます。
【川崎委員】 1.5％の方が新規で貸付けを受け
て就農されているということであれば、こうい

ったところを促すことによって魅力に思って、

新たにチャレンジしようという方も出てこられ

るんでしょう。引き続き農地の整備をお願いし

たいと思いますが、今後の集約化の目標、どう

いうふうな方針で進めていかれるのか、お尋ね

をいたします。

【溝口農地利活用推進室長】 まず、集積・集約

化という取組を中間管理事業で進めております。

農地そのものを担い手等の方に集めるという行

為を今、進めております。これにつきましては、

先般も説明しましたとおり、年間800ヘクター
ルという目標を掲げて、農地中間管理事業に取

り組んでいるところでございます。

次に、農地を集めた後の集約化という取組に

なってまいりますが、集約化につきましては、

農地の方は今まで地権者の方々の意向が様々ご

ざいましたので、まとまって集約化というのが

難しいところもございましたけれども、今般、

人・農地プランの推進ということで地域との話

し合いを進めていただいております。このよう

な事業の中で、関係機関と協力のもと、今後、

集約化まで含めて取り組んでいくようなことを

進めてまいりたいというふうに考えております。

【川崎委員】目標をもって集約化まで、そして

就農される方にうまくつないで、効率のいい事

業になるようにお取り組みいただきたいと思い

ます。

次に、ため池の件です。先ほど来、ため池の

取組は説明をいただいておりますが、繰越明許

の資料を見ますと多数見受けられまして、大体

理由はわかるものの、そうとう難しい事業なの

か、どういった形で繰越明許になってしまうの

か、それが進まない大きな理由があればご説明

いただきたいと思います。

【土井農村整備課長】国の経済対策補正と市町

が主体となって行う災害復旧事業に伴う繰越を

除いた、令和2年度の農村整備課の繰越事業費
は約20億円となっております。
今回2月定例会で上程させていただいており

ますのが10億円でございますが、このうち、た
め池整備にかかるものが18件、3億1,000万円と
なっております。

その主な理由としましては、整備に必要とな

る刃金土という土がございますが、それが不足

したことで、新たな土取場確保等に時間を要す

るなど、設計・工法の変更に時間を要したもの

が2件。
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ため池のハザードマップ、避難をする時のハ

ザードマップを作成するとしておりましたが、

今般のコロナウィルスの影響によって地域にお

ける座談会の開催ができずに工期の遅延となる

など、地元との調整に時間を要したものが11件。
さらに、入札不調・不落を原因とするものが

4件となっております。
【川崎委員】わかりました。資材の確保の分が

2件と言われましたね。資材関係が2件と言われ
たんですかね。これは、着手する計画の段階で

はわからないものなんですか。

【土井農村整備課長】 刃金土は、通常、地面の

中にありますので、掘削して、その下に岩盤が

出てきた時に全体量が不足してしまうというこ

とで、また新たな土取場を探す必要が出てくる

場合もございますので、そういったところで資

材、土が不足したということになっております。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【山口(経)副会長】 2～3点お尋ねしたいと思い
ます。

まず、当初予算の横長説明資料の31ページ、
農業改良普及活動運営費です。普及員の数がだ

んだん減らされていって、農協でも、不採算部

門という形でだんだん普及員が減らされていっ

たわけです。全農においてもそうですけど。

そういった中で、県の農業改良普及員の数と

か年齢構成をお教えいただけませんか。

【小畑農政課長】普及指導員の数と年齢構成で

ございますが、令和2年4月1日現在で、地方機
関等における普及指導員が166名、年齢構成を
申し上げますと、20代が12％、30代が20％、
40代が23％、50代以上が45％、平均年齢でいき
ますと45.2歳となっています。
【山口(経)副会長】 示された数字によりますと、
かなり高齢化が進んでいるという気がいたして

おります。

次の時代、新規の普及員の採用については、

どうお考えですか。

【小畑農政課長】普及員の数についてのお話の

中で、以前と比べて随分減ってきていると。確

かにご指摘のとおり、かなり数は減ってきてお

りますが、ここ数年は横ばいの状況でございま

す。

農林部といたしましては、現地に赴いて普及

指導員が直接指導することは大変必要なことで

あると考えておりますので、今後、高齢化する

職員が定年退職等で当然抜けていきますので、

そこは確実といいますか積極的に採用を確保し

ていくことを考えております。

【山口(経)副会長】 普及員を新規採用しても、

すぐに即戦力という形にはなかなかならないと

思うんです。やっぱりそこに経験が必要で、あ

と10年もしたら45％が退職してしまうわけで
すから、育成のために少しずつでも前倒しで採

用が必要になってこようかと思うんですけど、

その辺に対しての考え方はいかがですか。

【小畑農政課長】ご指摘のところは当然のこと

と思っておりますが、一方で、県全体を見た時

に厳しい財政状況、また行革の方向性の中で、

人を増やすのは難しい現状であることは間違い

ないと思っております。

ただ、積極的に採用もしていきつつ、技術の

承継も必要でございますので、予算の中にも研

修用の費用をとっております。例えば、職場に

おけるトレーナー制度を設けて、そういった技

術を伝承していくとか、年次に応じた必要な研

修等を進めながら、若手職員の育成を図ってい

きたいと考えております。

【山口(経)副会長】 先ほど申したように、ＪＡ
もそういう普及員、技術員を減らしている中で、
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県に頼る部分が結構あるわけです。

現場の声を吸い上げて農政に活かすのが一番

の基本ですから、現場を回って農家と対話でき

る普及員に対しては、しっかり手立てをしてい

ただきたいと思うんですけど、部長、いかがで

すか。

【綾香農林部長】 県の中でも農林部は、166名
の出先の農家と直接接する普及指導員がいるこ

ともありまして、施策がすぐに農家までしっか

りと伝わるというメリット、利点を持っており

ます。その関係で、コロナの関係の施策も農家

に隅々まで行き届いて、しっかりご活用いただ

いて、被害も早期に復旧をして、単価も回復傾

向にあるところでございます。そのように普及

員が現場で農家と密接に関連して、連携をして

指導をすることの効果というのは非常に大切で

ございます。

今後、あと10年ぐらいで45％が退職を迎える
ということで、若手はしっかり補充をしつつ、

そのベテランの方も再任用制度でまたさらに5
年程度延長していただいて、マンツーマンで技

術継承をしっかりやっていただきながら、普及

員の資質がなるべく落ちないように、スマート

農業等も含めまして、体系立てた研修でしっか

り指導をしてまいりたいと思っております。

【山口(経)副会長】 スマート農業もこれから進
展していくということです。機器の扱いとか、

あるいはどういう機器をどう組み合わせたらい

いのかと、そういうのは若い人の頭で考えてい

ただくことも大事ですから、若手の普及員の育

成も早く図っていただければと考えております。

これはお願いをしておきます。

それから、当初予算説明資料の41ページ、先
ほど出ました農地中間管理機構事業促進対策費

についてお伺いいたします。

中間管理機構が、農地の集積のためにいろい

ろご努力いただいているのは感謝いたします。

出し手がそのまま受け手になるＡｔｏＡ、出

し手と受け手が違うＡｔｏＢ、そういった比率

はどうなっていますか。件数とかありますか。

【溝口農地利活用推進室長】農地の借り手の方

に対する担い手と非担い手の関係でございます

が、担い手につきましては、ＡｔｏＢが238ヘ
クタールにとどまっているということでござい

ます。全体的な中に占める800ヘクタールです
ね、実際に貸付け実績はございますけれども、

先ほど言いましたように、24％程度が担い手に
なっているというような状況、非担い手からの

ものが、担い手から非担い手が24％程度という
ことになっております。（発言する者あり）

5,497ヘクタールの実績がございまして、うち
非担い手から担い手へ移った農地の面積が

1,322ヘクタール、24％でございます。残りは
担い手から担い手への面積となっているという

ことでございます。

【山口(経)副会長】 ＡｔｏＡとＡｔｏＢに分類
して答弁していただければ、ありがたいんです

けど。

【溝口農地利活用推進室長】ＡｔｏＢが、5,497
ヘクタールのうちの1,322ヘクタール、24％で、
残りがＡｔｏＡということでございます。

【山口(経)副会長】 この機構事業も基盤整備事
業と関連してきますが、基盤整備事業で使われ

た機構事業はどれぐらいか、わかりますか。（「確

認させてください」と呼ぶ者あり）

【久保田分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時１０分 休憩 ―

― 午後 ２時１０分 再開 ―

【久保田分科会長】 再開します。
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【溝口農地利活用推進室長】資料が手元にござ

いません。資料等を確認をしましてから、再度

ご報告をさせていただきたいと思います。

【土井農村整備課長】今年度基盤整備では、県

内で29地区実施をしておりまして、農地中間管
理機構関連農地整備事業は、壱岐の1地区、木
田地区で実施をしているところでございます。

【山口(経)副会長】 これから基盤整備をやろう
というところは、農地中間管理事業を組み入れ

た方が有利に働くわけです。そういう普及とい

いますか、周知の段階でどういうふうにやって

おられますか。

【溝口農地利活用推進室長】基盤整備地区の推

進が、担い手の農地の集積にとっては非常に大

事なことでございます。

県下の市町で、中間管理事業の推進につきま

しては推進チーム会というものをつくりながら、

各圃場整備地区の要望地区と合わせましてリン

クし、共同、推進を図っております。

その中で基盤整備地区の予定地区を入れなが

ら検討して、どのような形でやればいいのかと

いうのを、その中では農村整備部局も入って議

論しながら、地元の方とも調整をして進めてい

るところでございます。

【山口(経)副会長】 基盤整備事業も、農地の集
積という意味では、ＡｔｏＡ、ＡｔｏＢを活用

した方が、地域、集落としての優良な農地を残

すことになっていくわけです。ですから、そこ

をしっかりと今から進めていっていただきたい

と思います。

それから、当初予算説明資料の65ページから
67ページの土地改良費についてお伺いいたし
ます。

毎年、補正予算と当初予算で必要予算額を賄

っていただいて、土地改良費自体につきまして

は昨年が106億円という形で、徐々に伸びてき
ております。

後ほどありますが、長崎県農業農村整備事業

推進協議会から陳情が出ているように、当初予

算でやっていただいた方が計画的に進むんじゃ

ないか。それからまた、既に改良された土地改

良区が、いろんな経費をそこだけで捻出しきれ

ないから、経年劣化もあるし、いろんな対策が

必要になってくるんじゃないかと、2点の要望
が出ております。

まず、補正予算だけじゃなくて、当初予算で

しっかりと予算を確保していただく必要がある

んじゃないかという点についてのお考えをお伺

いいたします。

【土井農村整備課長】 副会長ご指摘のとおり、

基盤整備を計画的に進めるには、作付計画の調

整等も必要なため、計画的な作付調整ができる

当初予算での確保が極めて重要と認識をしてお

ります。

このため、当初予算の確保に向けて、昨年6
月の政府施策要望において、十分な当初予算確

保を重点項目として要望するとともに、11月7
日には、長崎県農業農村整備事業推進協議会と

連携し予算獲得に向けた推進大会を開催したと

ころでございます。

今後とも事業の進捗が図られるよう、県議会

や土地改良区、市町、関係団体と連携し、予算

確保に努めてまいり、国に対して強く要望して

まいりたいと思っております。

【山口(経)副会長】 当初の予算要求の際に、こ
れがなかなか上がっていないということがあり

まして、財政との関係も大いにあるんだろうと

思います。とにかく当初予算を増すためには要

求額も増さなければならないということであり

ますので、要求額に対しての考え方についてお
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伺いいたします。

【土井農村整備課長】予算の要求につきまして

は、前提として各地域の必要額を積み上げて要

求していくこととしておりまして、その積み上

げたものを国に対して要望しております。その

必要な額を県で予算計上していくという形にし

ております。

【山口(経)副会長】 言いにくそうなので、財政
課に私からも、当初からそういうことをやって

いただかないと、現場では計画ができないよと

いうことで申し伝えておきたいと思います。

それから、老朽化した畑かんの施設に対して、

なかなか手立てができないような土地改良区も

出てきていると。それから事務関係にしても、

効率的にやりたいけれども、なかなか一つの土

地改良区ではできないと、そういったことも要

望で出てきておりますけど、それについてのお

考え方はいかがですか。

【土井農村整備課長】まず、畑地かんがい施設

等の老朽化に対してどう対応していくかという

ことですが、畑地かんがい施設を含む土地改良

施設におきましては、適正に保全管理するため、

施設の点検を行って施設保全計画を策定してい

くよう計画をしているところでございます。点

検の結果、施設の更新等が必要な場合につきま

しては、国の補助事業等を活用して対応してま

いりたいと考えております。

また、小規模の土地改良区が多いと認識をし

ております。小さな土地改良区では、土地改良

施設の維持管理や、土地改良法の改正によって

令和4年度から義務づけられる貸借対照表の作
成に対応するため、専任の事務員の雇用等厳し

い状況と認識をしております。

県といたしましては、厳しいですが、土地改

良区の運営を改善し、土地改良施設を適正に維

持、管理するとともに、地域の農業を次世代へ

健全に継承していくため、土地改良区の統合、

これは合併とか連合とか合同事務所を設置する

わけですが、土地改良区の統合を市町、土地改

良区と連携して進めているところであります。

今後とも、連携をして統合を進めてまいりたい

と考えております。

【山口(経)副会長】 土地改良が進んだところは、
いろんな例を取り上げられますが、地域が活性

化している形もございます。そういった意味で

は、農業基盤の整備が地域基盤の整備にもつな

がっていくということで、十分な農地改良が進

むように期待いたしております。

これから長崎県の農業をどんどん発展させて

いくためにも、振興させていくためにも、土地

改良は十分必要だと皆さんも認識のうえでござ

いますので、ぜひ予算確保についてしっかりと

やっていただくようにお願いをして終わります。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【吉村委員】先ほど、聞くのを忘れておりまし

た、1～2点。
第78号議案の株式会社エヌへの出資5,000万

円です。株式会社エヌ、人材派遣系の会社だろ

うと思っております。今回の案件の5,000万円を
増やす中身の事業自体は評価されるんですが、

株式会社エヌというのをよく知らないので、そ

こら辺を少し詳しくお知らせいただきたいと思

います。

最初に株式会社エヌを設立した時点での出資

者は何名で、金額は幾らだったのかというとこ

ろを、まずお知らせいただきたいと思います。

【村里農業経営課長】お尋ねの農業サービス事

業体、株式会社エヌの設立時の出資者及び出資

額ですが、3者で設立をいたしております。一
つは公益財団法人の長崎県農林水産業担い手育
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成基金が出資額として4,450万円、次に株式会社
アソウヒューマニーセンターで出資額が3,400
万円、長崎県農業協同組合中央会が1,100万円、
合計8,950万円が当初の出資額となっておりま
す。

【吉村委員】 今のご答弁で、出資者が3名、出
資総額が8,950万円。
たしか資本金は5,000万円だったんじゃない

かと思いますが、確認させてください。

【村里農業経営課長】ご指摘のとおり、資本金

を5,000万円、残りを資本準備金ということで設
立をされております。

【吉村委員】 今回の出資については、去年、農

閑期に長野県で実際にされたんですかね、通年

で働いていただけると、農家もいいし働き手の

方もいいということで、非常に合理性が高まっ

たわけです。

県が出資をしている事業で県外へ派遣する考

え方は、やはり差を少しつけないといかんのじ

ゃなかろうかと思いますが、対象となっている

長野県あるいは北海道等に派遣する場合の働き

手の単価といいますか、時給といいますか、こ

れは時給制ですか。日当制なのか月給制なのか、

違いがあるのかも含めてお知らせいただければ

と思います。

【村里農業経営課長】まず、給与につきまして

は時給でやっております。

県内の派遣の場合、また長野への派遣の場合

の違いでございますが、昨年のテスト派遣の事

例から申しますと、農家に負担いただく利用料

は、県内は1,241円、長野県で1,499円と差がご
ざいます。

実際に働く外国人材への賃金は時給で、県内

が828円、長野県の場合が900円と差がございま
す。

【吉村委員】長崎県が出資してできている会社

であるので、多少は差をつけて、長野県の農家

の方にはちょっと高い金額を出していただくと

いうことになるんだろうと思います。長野県の

農家はちょっと高額負担をせんといかんわけで

すけど、そういうところについてのこれまでの

話し合いとか、整理をされたんだろうと思いま

す。農家にとってはちょっと負担になるわけで

すよね。そこら辺は、今後うまくいくと捉えて

いいんですか。

【村里農業経営課長】昨年度の長野県におきま

しても、人材を確保することになかなか苦労さ

れている面もございますので、ここの賃金設定

において農家から大きな不満があったというこ

とはお聞きしておりません。外国人材の評価も

高く、来年度も同じ人材に来ていただきたいと

いう声はお伺いしているところです。

【吉村委員】そうすると、この事業としてはう

まく進んでいくということですが、エヌは株式

会社ですから、民間の事業体ということですね。

利益が出てこないと続かないというふうになる

んですが、最初に8,950万円で出発をして、コロ
ナの感染拡大等があったので、事業自体はうま

くいっておらんのじゃなかろうかなと思うんで

すが。

現在ここに登録されている特定技能外国人の

方たちは、何名ぐらいおられるんですか。

【村里農業経営課長】 現在、外国人材は34名
が派遣済みでございます。もう入国済みで派遣

準備中の者が13名、これは3月中には派遣され
る見込みになっておりまして、合わせて47名が
年内に現場に派遣されます。

【吉村委員】まだ今後増えるんだろうと思いま

すが、株式会社エヌの採算ライン、何名ぐらい

雇用しておけば事業が継続できるとなるんでし
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ょうか。そこら辺を計算されていますか。

【村里農業経営課長】採算ベースといたしまし

ては、130名を一つのラインとして、エヌが試
算をされているところでございます。

【吉村委員】 130人ですね。そうしたら、あと
100人弱集まらないとうまくいかないというこ
とになるわけですね。そこまで増える見通しは

立っていますか。

【村里農業経営課長】 先ほど国内派遣が47名
と申しましたが、それ以外に、今は入国が完全

にストップしている状況ではございますが、採

用面接なり入国の審査手続はエヌの方で進めて

おります。

それで、各段階がございますが、採用内定済

みの方が現在113名おられまして、先ほどの47
名と合わせますと160名という数字になろうか
と思います。

【吉村委員】今のご答弁を聞いて、ちょっと安

心できます。

株式会社エヌへの出資者3名、アソウヒュー
マニーセンターが実質上の運営をされているの

かなと思います。

長崎県が約50％の出資額、資本金5,000万円
ですから、帳簿上はこの5,000万円が残っておら
んといかんのかなと思うわけですが、今回また

5,000万円追加をして出さなければならなくな
った理由としては、どういうことですか。

【村里農業経営課長】ご質問の、資本金を5,000
万円とした中で、現在の状況でございます。

令和元年から派遣を開始しているところです

が、平成31年4月1日から令和2年3月31日の令和
元年度の決算で申しますと、当期純利益として

3,300万円の赤字となっております。これにつき
ましては、コロナ等によって大幅に計画が遅れ

ていることが大きな要因かと思っております。

ご指摘の試算、令和２年度見込みでございま

すが、資産から負債を引いた純資産が、現在

1,800万円程度と見込んでいまして、今回の新た
な事務所の設置に必要な要件の6,000万円に不
足が出ますので、5,000万円を県として出資した
いということで計上させていただいております。

【吉村委員】時期が時期だけに、赤字になった

というのはわかるんですが。

今の6,000万円というのは、何から出てきてい
るんですか。これは説明を受けたかな。

【村里農業経営課長】 6,000万円の根拠といた
しましては、厚生労働省の労働者派遣法に基づ

く事業取扱要領によりまして、事務所の設置の

資産要件として1事業所当たり2,000万円とい
うのが審査の基準になっております。今回、長

野、北海道に1事業所ずつで、現在は平戸に本
店を置いておりまして、本店の事務所も1か所
とカウントされますので、2,000万円の3か所で
6,000万円が必要となっております。
【吉村委員】説明を受けておったですね、すみ

ません。1か所に2,000万円で6,000万円、労働
者派遣法で決まっているということですね。そ

れで、今、株式会社エヌは純資産が1,800万円と
いうことですね。（発言する者あり）見込みで

すね。

それで、5,000万円出して3か所分の6,000万
円を準備するということになるんでしょうが、

最初の出資比率から見ると、県だけで出さんで

もいいんじゃないかなと思ったりします。ほか

のアソウヒューマニーセンターとＪＡ中央会に、

そういう話はされたんですか、されなかったん

ですか。どうですか。

【村里農業経営課長】今回、県のみの出資とい

うことで予算を計上しております。

リレー派遣の推進につきまして、エヌと県と
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一体的に、新たな現場のニーズに対応してリレ

ー派遣という取組を進めていくということで、

今回は資産要件のクリアという部分でございま

すので、県のみの出資としております。

一応、内容については関係の株主に説明をし

ておりますが、今回出資は県のみで対応すると

いうことで考えております。

【吉村委員】わかりました。県がこういうこと

をやろうとするのに、これだけの費用がかかる

のでということですね。

ちょっと思うんですけど、株式会社なので、

順調に事業が進むと利益が上がっていくと。ア

ソウヒューマニーセンターが事業者なので、斡

旋をされていくんだろうと思いますけど、利益

が出てきた場合はどのようにされるのか。要ら

ぬことかもしれませんけど、お聞きかせいただ

ければ。

【村里農業経営課長】今後、事業がしっかり安

定する中で利益を生み出していく形になると思

いますが、剰余金の配分についてはエヌの方で

判断される部分になろうかと思います。配当等

があれば当然それぞれに、株主総会等で決議さ

れる中で配当ということもあろうかと考えてお

ります。

【吉村委員】要らぬ心配をせんちゃよかという

話になっとかもしれんですけど、話を聞くと、

採算ベースが130人、内定とかいろいろ入れる
と160人、200人となった時に、これがうまく回
れば、それは当然利益が出てくるんだろうと思

うわけです。その時には、やはり利益の還元と

いうのも考えていかなければならんだろうと思

います。いたらんことですけど。

それを還元するのではなく、この事業の拡大

に投資していくことも考えられるかもしれませ

んが、そこら辺は県も費用負担をしているわけ

ですから、無駄なことにならないように今後や

っていただきたいと思います。

それからもう一つ、先ほど西川委員から牛の

ことがあったので。私も、西川委員ほどは行き

きらんですが、時々、平戸口市場に行きます。

この資料の一番上、次世代高能力雌牛群整備

促進事業費3,900万円、これでゲノミック評価と
いう技術を取り入れていくと。これは遺伝子情

報を取り出していくということだろうと思うの

で、確実かなと思うんですが、そこら辺のもう

少し詳しいことは説明を受けたのかな。

遺伝子情報ですよね。これは子牛の時からわ

かるというものですよね、ちょっと再確認させ

てください。

【山形畜産課長】今回、次世代高能力雌牛群整

備促進事業の中でゲノミック評価というものに

取り組みます。

ゲノミック評価は、今までの手法ですと、雌

牛から生産された子牛を肥育して、成績が出て

初めて育種価というのが出てくるんですけれど

も、例えば脂肪交雑であるとか、うまみの成分

が大体ここら辺に遺伝子があるというのがわか

っています。それを家畜改良事業団で分析をし

ていただいて、肥育成績がない子牛の時代から、

この子牛が優秀な遺伝子を持っているかどうか

というのが検査でわかると。その仕組みを利用

して、若い雌牛から生まれた子牛の遺伝子を分

析して、それがよければ地域に保留してもらう

と、それを推進するという事業でございます。

【吉村委員】わかりました。そういうことです

ね。そうすると確実に子牛の時からわかるので、

それも遺伝子情報ですから、確実なんだろうと

期待をするところです。

それで、何年前だったか、私は農水経済委員

会に一時おらんやったもんだけん、さしの入り
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ぐあいをはかるものがあったじゃないですか。

何という機械だったですかね。（発言する者あ

り）それを教えてください。

【山形畜産課長】肥育している牛は、実際に屠

畜をして肉になってしまわないと、さしが幾ら

入っているかというのはわからないんですけれ

ども、人間でも画像診断とかに使います超音波

で、生きている牛の表面から検査をして、ロー

ス芯のところの脂肪の量がわかるという仕組み

でございます。

【吉村委員】わかりました。霜降りマスターね。

これもどうなんだろうと、期待できるかなと思

ったけど、これの現在の稼働率はわかりますか。

【山形畜産課長】機械を普及の方にも使ってい

ただいて、今は現場指導とか、全共の候補牛の

選抜にも使っております。ただ、霜降りマスタ

ーというシステムの方は、改良の余地もあると

いうことで、使いながらデータの更新をしてい

るという状況でございます。

【吉村委員】こういうことを言ったのは、今度、

鹿児島で全共がありますね。鹿児島は、ハイグ

レード表示というのをやりよるそうです。市場

に出荷する時に、上位8分の1ぐらいをハイグレ
ードと表示して、購入者に対してアピールをす

ると、そういうことで牛の値段も高く安定して

いるようでございます。

だから、ゲノミックで遺伝子を評価する、そ

れから霜降りマスターで検査する、そうすると

確定的にいい牛がわかるわけですから、こうい

う表示をして市場に出荷するというようなこと

も考えていただければと。後でまたゆっくり話

します。以上です。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【溝口委員】 当初予算の横長資料の79ページ、
山地治山費26億5,200万円です。ここで約1億円

減っているんです。

先ほどもらった資料で見たら、水土保全治山

費3億9,564万円と水源地域整備費、約1億円減
っているんですけれども、両方を合わせたら大

体6億円ぐらい減るような形になるんですけど、
減額になった要因は何ですか。

【永田森林整備室長】先ほど農村整備課長から

ご答弁させていただきましたが、平成30年から
令和2年までは国土強靭化の緊急3か年の特別
枠がのっています。それがおよそ6億円で、そ
れが令和3年度からはなくなりましたので、そ
の分が減額になっていると。その分につきまし

ては、先日先議していただきました補正予算で

カバーをしている状況でございます。

【溝口委員】これも補正予算で補っているんで

すね。わかりました。

それから、先ほどもらった資料で、農産加工

流通課で、市場対策費1億5,116万5,000円と載
っているんです。施設の整備ということですが、

どこの施設を整備するのか、お尋ねしたいと思

います。

【長門農産加工流通課長】市場の施設整備のお

尋ねですが、これにつきましては、長崎市の卸

業者が、選果・保冷施設の整備に充てる補助金

でございます。

【溝口委員】 これは1年で終わってしまうんで
すか。

【長門農産加工流通課長】この事業は、国の事

業を活用した1年間の事業となっております。
【久保田分科会長】質疑の途中ではありますが、

本日3月11日は、未曽有の被害をもたらした東
日本大震災の発生から10年目となります。
犠牲となられた全ての方々に対し哀悼の意を

表すべく、黙とうを捧げたいと思います。

皆様、ご起立願います。黙祷。
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〔黙 祷〕

【久保田分科会長】黙祷を終わります。ありが

とうございました。

質疑を再開します。

【溝口委員】この事業は、補助金とか何とかじ

ゃなくて、全額公設として整備をするというこ

とですか。

【長門農産加工流通課長】これにつきましては

卸業者が建てるものですので、補助金として支

出するものでございます。

【溝口委員】 何割補助になるんですか。

【長門農産加工流通課長】現時点で活用を検討

している事業につきましては、2分の1の補助と
なっております。

【溝口委員】 わかりました。そうしたら、3億
円以上の事業になると理解していいわけですね。

【長門農産加工流通課長】事業費につきまして

は3億円程度とお聞きしております。
【溝口委員】 わかりました。

それと園芸振興対策費、令和3年度は4,000万
円としているんです。令和2年度を全て足すと
8,600万円ぐらいになるんですが、半額になった
原因を教えください。

【川口農産園芸課長】園芸振興対策費の減額に

つきましては、横長資料50ページに記載がござ
います園芸作物生産転換促進事業が、令和3年
度におきましては1,500万円程度に減額してお
ります。その減額が園芸振興対策費の減額にな

っております。

その落ちた原因は、この事業につきましては

ハウスのリース事業、水田を畑地化いたしまし

てハウスを建てることができる事業、2分の1国
庫事業で予定しておりました。その導入が可能

ということで要求をさせていただきましたが、

その後、生産者と実需者の契約でないと、この

事業が実施できないということが判明いたしま

して、取組が少ないことがわかりましたので、

令和3年度につきましては減額して要求をさせ
ていただきました。

【溝口委員】 わかりました。

48ページの価格安定対策費、野菜価格の著し
い低落時の価格差補給ということですけれども、

どのような事業内容になるのか、お尋ねしたい

と思います。

【川口農産園芸課長】 48ページ、価格安定対
策費の野菜生産出荷安定対策費についてご説明

いたします。

これは、市場に青果物を出荷して価格が下が

った場合に、それを国、県、団体等で補填を行

う事業でございます。指定野菜、契約等がござ

いまして、あらかじめ決めた数量を市場に出荷

いたします。その数量を守ることを前提に支援

を行うという仕組みがございます。国と県と生

産者、3分の1ずつで基金を積み上げておりまし
て、価格が下落した時に、その基金から取り崩

して生産者に補填を行うという事業でございま

す。

【溝口委員】 今、基金と言いましたけれども、

今、基金はどのくらいあるのか。

【川口農産園芸課長】これは国の野菜農畜産物

価格安定基金で、県だけで運営している基金で

はございませんので、総額を示すにはちょっと

お時間をいただきたいと思います。

【溝口委員】 わかりました。

国の基金ということですけど、一般財源から

県単で出しているように見えるんです。その辺

についてお尋ねしたいと思います。

【川口農産園芸課長】 県が3分の1、県単予算
で基金に支出をいたしまして、国は国で3分の1
支出する、農家の方も支出して基金を積んでお
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きまして、野菜の価格が下がった場合に、その

基金の中から支出を行うという形になっており

ます。

【溝口委員】 わかりました。今年の場合は、県

は3億1,156万5,000円、全額積み立てるんです
か。

【川口農産園芸課長】この予算は、野菜の価格

が下落した時に出すという事業になっておりま

すので、去年の予算要求時に、昨年度の9月ま
でに支出したお金と、今後出るであろうお金を

見込んで3億1,100万円を積ませていただいて
おります。毎年相殺しながら、ずっと制度は続

いているので、毎年金額を入れ替えながら基金

を積んでいると、出た分を基金造成させていた

だいている形になります。

【溝口委員】 わかりました。

野菜でも魚でも一緒ですけど、価格が下がる

ことは農家にとっても大変厳しい状況になると

思いますので、いい制度だとは思うんです。

ただ、今すぐではないですけど、後から算出

の方法を教えていただければと思っております。

一応、これで終わりたいと思います。

【久保田分科会長】 ほかにありませんか。

【溝口農地利活用推進室長】 先ほどの山口(経)
副会長のご質問の中間管理地の件で、私どもの

答弁でＡｔｏＢ、いわゆる非担い手から担い手

への面積を1,322ヘクタールと答弁いたしまし
たが、正しくは1,332ヘクタールということでご
ざいます。比率は24％で変わりません、訂正を
させていただきたいと思います。大変申し訳ご

ざいませんでした。

【久保田分科会長】ほかに質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第2号議案のうち関係部分、第4号議案乃至第
6号議案、第78議案のうち関係部分、第79号議
案乃至第81号議案については、原案のとおり可
決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

しばらく休憩します。再開は3時10分からと
いたします。

― 午後 ２時５５分 休憩 ―

― 午後 ３時１０分 再開 ―

【久保田委員長】 再開いたします。

次に、委員会による審査を行います。

議案を議題といたします。

農林部長より総括説明をお願いいたします。

【綾香農林部長】それでは、農林部関係の議案

等についてご説明いたします。

農水経済委員会関係議案説明資料、農林部の

1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第41号議案「長崎県手数料条例の一部を改正す
る条例」であります。

議案の内容についてご説明いたします。

第41号議案「長崎県手数料条例の一部を改正
する条例」につきましては、肥料取締法の一部

を改正する法律の施行に伴い、所要の改正をし

ようとするものであります。

続きまして、議案外の主な報告事項について
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ご説明いたします。

農水経済委員会関係議案説明資料並びに同資

料追加1及び追加2をご覧ください。
今回、ご報告いたしますのは、高病原性鳥イ

ンフルエンザ対策について、野生鳥獣による被

害の状況について、農業分野における外国人材

の活用について、令和2年度6次産業化アワード
における農林水産大臣賞の受賞について、第50
回日本農業賞特別賞の受賞について、諫早湾干

拓事業の開門問題等について、「ながさき森林

環境税」について、第2期長崎県まち・ひと・
しごと創生総合戦略の改定について、長崎県行

財政運営プラン2025（案）の策定について、令
和3年度の組織改正について、長崎県産米「に
こまる」「なつほのか」の特Aランク獲得につ
いてでございます。

このうち、主な事項につきましてご報告いた

します。

農水経済委員会関係議案説明資料の2ページ
をお開きください。

野生鳥獣による被害の状況についてでござい

ます。

昨年12月に国が令和元年度の野生鳥獣によ
る農作物被害額を公表し、本県の農作物被害額

は、1億4,200万円と前年度と比べ6,600万円減
少し、ピーク時の平成16年度被害額の2割以下
となっております。

このうちイノシシによる農作物の被害額につ

いては、8,200万円と前年度と比べ6,000万円の
減少となっており、これまでで最も少ない被害

額となっております。

県では、被害対策の知識や技術を習得し地域

で指導する「イノシシ対策Ａ級インストラクタ

ー」をこれまでに464名育成するとともに、「防
護対策」として延べ1万4,000キロメートルを超

える侵入防護柵の設置、「すみ分け対策」とし

て129地区の緩衝帯整備、「捕獲対策」として
集落単位で捕獲隊を設置するなど、「防護・す

み分け・捕獲」の3対策を、猟友会の協力のも
と市町と連携し総合的に展開してきたことで、

農作物被害額の減少など一定の成果が見られて

いるところです。

しかしながら、イノシシ対策は依然として地

域の深刻な課題であることから、さらなる被害

軽減を図るため、今年度新たに捕獲情報をリア

ルタイムでマップ化し、防護・捕獲対策を効果

的・効率的に実施するためＩＣＴを活用した情

報システムを構築したところであり、今後広く

普及することとしております。

また、イノシシに次いで被害が大きいカモに

よる農作物被害額は2,100万円となっており、県
では、カモによる農作物被害の軽減に向け、営

農者代表、農業団体、市、農業振興公社等と連

携し、営農者を対象とした研修会の開催、他県

の被害対策事例の調査、吹流しによる防護対策

の実証等を行うこととしており、さらなる被害

防止対策の充実強化に努めてまいります。

次に、農水経済委員会関係議案説明資料の3
ページをお開きください。

農業分野における外国人材の活用についてで

ございます。

本県における農業分野での外国人材の活用に

ついては、令和元年12月より株式会社「エヌ」
が派遣業務を開始し、2月9日現在、カンボジア
国の34名が就労しているほか、新たに入国済み
の13名、さらには面接済みで入国準備中の113
名、合計126名が今後、県内の産地へ順次派遣
される予定となっております。

「エヌ」では当初、年間を通じて県内産地へ

外国人材を派遣する「通年派遣」を中心に計画
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をしておりましたが、本県の多くの農業者より、

現在のコロナ禍における経費削減のため、農繁

期のみ外国人材を派遣する「期間派遣」を希望

する声が多かったことから、本県で就業してい

る外国人材を6月から11月の夏場が農繁期とな
る長野県へ派遣する「リレー派遣」を試験実施

したところです。

その結果、農業者は農繁期の労働力確保と農

閑期のコスト削減が可能となり、さらに外国人

材は通年の所得確保につながったことから、令

和3年度は、リレー派遣先を長野県に加え、新
たに北海道に広げることとしております。

今後も、本県農業者の労力不足の解消に取り

組み、さらなる農業所得の向上に努めてまいり

ます。

次に、農水経済委員会関係議案説明資料追加

2の1ページをお開きください。
長崎県産米「にこまる」「なつほのか」の特

Ａランク獲得についてでございます。

一般財団法人日本穀物検定協会が実施する

「令和2年産米の食味ランキング」の結果が3月
4日に公表され、長崎県産米「にこまる」と「な
つほのか」が、最高評価である特Ａを獲得いた

しました。

「にこまる」は昨年に引き続き通算8回目、
「なつほのか」は通算2回目の特Ａ獲得となり
ます。

本県の令和2年産の水稲につきましては、7月
の低温・日照不足や台風第9号、第10号の影響
により、県全体の作況指数が86の「不良」とい
う大変厳しい状況の中での今回の特Ａ獲得は、

県内の各産地が一丸となって各品種の栽培基準

に沿った適切な管理に取り組んだ賜物であり、

農業者、農業団体など関係皆様方のご努力に対

し、心から敬意を表する次第であります。

県といたしましては、今回の高評価を受け、

農業団体、米卸会社の皆様と連携した消費者へ

のＰＲ活動に取り組むなど、長崎県産米「にこ

まる」「なつほのか」の更なる生産拡大とブラ

ンド確立に努めてまいります。

その他の事項の内容につきましては、記載の

とおりであります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【久保田委員長】以上で説明が終わりましたの

で、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】質疑がないようですので、こ

れをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】討論がないようですで、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第41号議案は、原案のとおり可決することに
ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は原案のとおり可決すべきもの

と決定されました。

次に、陳情審査を行います。

お手元に配付いたしております陳情書一覧表

のとおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。審査対象の陳情番号は、111番
と6番でございます。
陳情書について、何かご質問はございません

か。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】質問がないようですので、陳

情につきましては承っておくことといたします。

次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。

質問通告に基づき進めさせていただきます。

委員一人当たり20分以内、1回限りでよろしく
お願いいたします。

事前通告された委員の方で、質問はございま

せんか。

【堤委員】 2点通告をしておりました。
まず、耕作放棄地についてお聞きしたいと思

います。現状はどうなっているのか、お願いい

たします。

【溝口農地利活用推進室長】耕作放棄地の現状

につきましては、農地の荒廃状況調査というこ

とで、毎年、農業委員会の方で現地の調査等を

行っております。

その結果、令和元年度におきましては1万
7,490ヘクタールが報告され、内訳でございます
が、3,633ヘクタールについては復旧可能な農地
という報告を受けているところでございます。

【堤委員】 1万7,490ヘクタールで、3,600ヘク
タールが（発言する者あり）

【溝口農地利活用推進室長】 3,633ヘクタール
につきましては、復旧が可能という報告を受け

ているところでございます。

【堤委員】年々、これは増えてきているのでは

ないかと思いますが、どうでしょうか。

【溝口農地利活用推進室長】農地につきまして

は、年々、本県の耕地面積が減ってきておりま

す。したがいまして、この農地がそのまま荒廃

していくかと思います。

ただ、農地につきましては、農業委員会の調

査で、荒廃農地の一部につきましては非農地化

という手続も進めながら、農地以外にもします

ので、一概にそのままスライドしているという

わけではございません。

【堤委員】非農地化をしている面積はわかりま

すか。

【溝口農地利活用推進室長】令和元年度の非農

地化の面積につきましては、各農業委員会から

の報告によりますと698ヘクタールとなってお
ります。

【堤委員】 698ヘクタールは、どういったこと
に転用というか、変わっていっているんでしょ

うか。

【溝口農地利活用推進室長】農地につきまして

は郡部等につきましては、例えば山に戻ってい

くというようなこと、都市部におきましては転

用ということで、例えば公共施設であるとか住

宅地に転用されていくかと思いますけれども、

現状としては耕作放棄地ですので、ほとんど山

に戻っていくような状況が多いんじゃないかと

いうふうに思っております。

【堤委員】農地を耕作することをやめたら、土

壌もどんどん悪くなりますし、雑草とか害虫と

か有害鳥獣の害とか、見た目も景観を損ねるし、

本当に大変な問題と思います。

もう至るところでそういう耕作放棄地を目に

するわけですけれども、荒廃農地という言葉も

別にあるかと思います。この耕作放棄地と荒廃

農地は、区別した捉え方をされているんでしょ

うか。

【溝口農地利活用推進室長】耕作放棄地といい

ますのは、位置づけがございまして、農林業セ

ンサスで農家の方の意向を確認しながらのもの

が耕作放棄地でございます。

一方、荒廃農地というのは、現状を農業委員

会等が調査いたしまして、その中で客観的に荒
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廃農地であるという判断をさせていただいてお

ります。ただ、一般的には同じような趣旨で使

われているのが実情ではないかと思っておりま

す。

【堤委員】ほぼ同じような意味で使われている

という理解でいいのかと思います。

今、農業人口も少なくなってきていて、後を

継ぐ人も少なくなってきている中ではあります

けれども、食料自給率を高め、地域での農業生

産力を高めていくためには、できるだけ農地と

して活用していくことが必要なのではないかと

思うんですが、これに対する国の支援とかはど

うなっていますでしょうか。

【溝口農地利活用推進室長】農地が耕作放棄地

となるには要因がございまして、農地そのもの

が非常に使い勝手がよくないということがある

かと思います。それから、担い手がいない、つ

くる方がいないのが主な原因で耕作放棄地が発

生していると認識いたしております。

このため、農地の改良が一部必要でございま

して、国の事業で簡易な耕作条件を改善する事

業とか基盤整備事業等、既存の農村整備事業等

が行われています。

またさらにこれに合わせまして来年度から、

新たに荒廃農地を含むエリアで、土地利用を最

適化するような計画を地元の方で議論してつく

っていただいて、その中で、例えば排水が悪い

ところには一部排水施設を入れる、狭地でちょ

っと土地条件が悪いところについては畦畔を除

去するというような事業が、国の対策事業であ

りますので、そのような事業を活用しながら優

良農地としてまずは復旧をさせていきたいと考

えています。

それから担い手の方につきましては、従来ど

おり中間管理事業等を活用しまして、地域内外

の担い手に農地を斡旋、流動化をしていきなが

ら、耕作放棄地の解消に、国の制度を使いなが

ら進めていきたいというふうに考えております。

【堤委員】改良の必要なところを農地改良、基

盤整備などをして最適化して、農地として活用

しやすい整備を新年度から進めていくというこ

とです。

森林になっていったりするところで、昨日か

一昨日の新聞に、他県では耕作放棄地に広葉樹、

センダンを植樹する例がありますと長崎新聞の

記事でちらっと見たんです。森林になっていく

上でも、積極的にそういったものを植樹して、

新しい目的に変えていくような手立ては考えて

いらっしゃらないんでしょうか。

【溝口農地利活用推進室長】確かに非農地化し

た後をどうするかということも非常に大きな課

題であるかと思っております。

基本的には私どもは、農地としての復旧を、

まず最優先でしていきたいと思います。非農地

化した後は、地域の地権者等から、どのような

活用をしていくかということを含めて検討して

いただくことで活用方法が決まっていくという

ふうに考えております。

【堤委員】耕作放棄地の対策は本当に大変だし、

これからますます増えていくと思うんですが、

何とか農地として活用できるような様々な手立

て、地域の人のご努力を支援していけるような

体制をつくっていただきたいと思っています。

よろしくお願いいたします。

もう1点、組織再編で農山村対策室を課に改
編するということがありました。それについて

説明をお願いいたします。

【小畑農政課長】農山村対策室を農山村振興課

に改組することについて、まずその意義につい

てご説明したいと思います。
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まず現状ですが、本県の農山村を取り巻く情

勢といたしまして、集落機能が低下するとされ

る10戸未満の集落が増加している、集落人口が
高齢化している、それに伴いまして兼業農家、

特に若い兼業農家の減少が著しい、このまま放

置しますと農地等の保全活動が継続できないと。

実際にアンケートを取りまして、10年後、この
ままでは取組の継続が困難とした集落協定が全

体の7割ほどといった状況がございます。
こういった状況の中で、集落農地を守らなけ

れば、条件が厳しい中山間地域から荒廃すると。

そして、自然災害からの復旧が十分できないま

まに次の災害が発生し、川上だけではなくて川

下の地域にも災害が拡大するといった懸念から、

農林部といたしまして、農山村集落の人口減少

対策の取組が急務ということで、平成25年度に、
農政課から農山村対策と鳥獣対策を独立させま

して、現在の農山村対策室を新設いたしました。

これがこれまでの取組でございます。

集落対策につきましては、さらにその重要性

が高まってきております。令和3年度からの第3
期ながさき農林業・農山村活性化計画において

は、この集落対策を産地対策とともに車の両輪

として各種施策を進めることといたしておりま

す。

農山村対策室において取り組む従来の業務に

加えまして、集落で稼ぐ仕組みづくりなど強力

に進めるためと、従来農林部だけではなく県全

体の施策にも関わる地域づくりとか、そういう

大きな施策でございますので、体制を強化して

強力にその業務を進めるということで、今回、

農山村振興課へと改組したものでございます。

【堤委員】 ご説明ありがとうございました。

活性化計画の概要を見ましても、15ページに
多様な住民の活躍による農山村集落の維持・活

性化ということが示されていまして、そしてま

た41ページの集落対策というところにも、新年
度予算に計上された農山村地域力向上支援事業

費の中に様々な施策が含まれているということ

で、中山間地域とか農山村を活性化するのは長

崎県にとって本当に重要な問題だと思いますの

で、この施策をどういうふうに進めていかれる

のか、しっかり見守りながら、私たちからもい

ろいろな意見を出させていただいて、本当にこ

れがスムーズに進んでいくように、私も頑張っ

ていろいろなことを学びながら、ご意見を出さ

せていただきたいと思っています。よろしくお

願いいたします。以上で終わります。

【外間委員】中山間地域におけるスマート農業

の取組と推進について、お尋ねをいたします。

令和3年度の農林部の重点施策ということで、
スマート農林技術の導入によっての生産性の向

上を、米や野菜、果樹、畜産、木材、産地、品

目ごとに、午前中に川崎委員から、スマート農

業における取組について、具体的にどのような

方法でそれに取り組んでいかれるのかとのお尋

ねがありまして、この取組による期待と、この

導入に向けたさらなる、それぞれの品目や産地

の生産性をどのように伸ばしていくかというこ

との重点施策ということで理解をさせていただ

きました。

そこで、1億2,000万円近いスマート農業の重
点施策の予算をもって、どの地域でどのような

導入を行われるのか。私は、県北に住んでいる

人間として、県北地域におけるそういう品目、

産地を指定してスマート農業技術を取り入れる

お考えなのかをお聞かせいただきたいと思いま

す。

【川口農産園芸課長】県北地区におけますスマ

ート農業の現状の取組と今後の方策等について、
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委員からご質問をいただきました。

国のスマート農業実証プロジェクトを活用い

たしまして、農業者、ＪＡ、企業、農研機構と

いう国の機関と県で構成いたしますコンソーシ

アムをつくっております。

令和元年度から今年度までの2年間で、県北
地区の例えば佐世保市の長崎西海みかん、長崎

西海農業協同組合かんきつ部会の圃場におきま

して、温州みかんの生産から出荷をデータ駆動

でつなぐスマート農業技術一貫体系の実証に取

り組んでいるところでございます。

これは、マルチドリップ栽培を中心とした指

定園から、最終的には選果場でＡＩ技術やロボ

ットハンドを活用したプレ選果システムを導入

いたしまして、農家の負担を非常に軽減して品

質の高度化、高品質化を図るシステムでござい

ます。

また、平成29年度から県の事業で、県北地域
におきましても、いちごなどの施設園芸で環境

制御技術、特に二酸化炭素ガスの施用を行って

単収を飛躍的に上げるということを行っており

ます。

加えまして、令和元年度から国の事業を活用

して水稲でのスマート農業技術の実証に取り組

んでおりまして、令和2年度には佐々町でドロ
ーンによる農薬散布、ラジコン草刈り機による

実証に取り組んだところでございます。

【外間委員】県北地域においては、温州みかん

をマルチドリップ、選果場にてロボットで選果

する効率性を高めながら、より糖度の高いみか

んをしっかりと選別して、民間企業と連携して、

千疋屋で700円も800円もするような日本一高
いみかんをつくるということ、そういうスマー

ト農林技術の導入こそが、まさに収益性を高め

ることでの連携というふうに理解をいたしまし

た。

また、水稲ではドローン、ラジコンを使った

内容をご説明いただき、なるほどスマート農業

というものは、より効率よく生産性を高めてい

く、大いに期待すべき令和3年度の重点施策で
あるというふうに思います。

長崎県は、離島や中山間地域を多く抱えてい

ること、県北振興局管内は県全体の面積の4分
の1を有し、さらに中山間地域が特徴づいた地
域でありますので、農作物の効率のいい収益を

図るには、まさにこのスマート農林業技術の導

入こそが、これからの農業のあり方として大い

に期待できるものということで、西海の温州み

かんと佐々の水稲をご紹介いただきました。

これからの産地の育成、品目の育成に、この

スマート農業を大いに期待をして、私の質問を

終わりたいと思います。ありがとうございまし

た。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【山本(由)委員】 コロナによる経済損失とコロ
ナ対策予算の効果についてということで、通告

をさせていただいております。

昨年からのコロナウイルス感染症の影響は、

どうしてもホテルとか飲食店とか、宴会場とか

交通とか、そういったところの影響が大きいと

いうことで、業界で見た時には、農業とか水産

業とかは比較的影響が少なかったというふうに

言われてはいるんですけれども、その中でも、

高品質の農産物の販路を変える取組をされてい

るということですから、それなりの影響を受け

ている部分もあるだろうと思うんです。

農林部の所管の中でどういうふうな影響があ

ったのか、ちょっと総論的な話になるんですけ

れども、ご説明をお願いします。

【小畑農政課長】コロナによる影響でございま
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すが、委員ご案内のとおりといいますか、具体

的な損失等の数値を把握するのは困難でござい

ますが、市場等からの情報収集などにより具体

的な影響の収集に努めておりますので、特に農

林部の中でどういった影響があったかというこ

とをご説明したいと思います。

感染症の拡大で、農産物におきましては和牛

枝肉と花卉の影響が最も大きく、和牛枝肉につ

きましては、緊急事態宣言による外食産業の営

業自粛やインバウンド需要の落ち込みなどによ

り、佐世保食肉市場におけるＡ4等級の枝肉価
格が、令和2年5月に1キロ当たり1,867円と、前
年同月比で24％下落しております。
また、花卉につきましては、冠婚葬祭の延期

や縮小による需要の落ち込みなどによりまして、

長崎花市場における輪菊の価格が、令和2年4月
に1本当たり39.4円と、前年同月比で約30％下
落したところであります。

その後、昨年末にかけまして、和牛枝肉、花

卉とも価格は一定回復しましたが、花卉につき

ましては、1月11日、都府県への緊急事態宣言
や本県での特別警戒警報が発令されたことに伴

いまして、1月の長崎花市場の輪菊の1本当たり
の平均単価が59.3円と、前年同月比で25％下落
したところでございます。

大きなところの影響はこういった状況でござ

います。

【山本(由)委員】 こういう影響に対して、例え
ば牛肉であったら学校給食に提供したりとか、

花は公共施設等で展示をしたりというふうな取

組がなされているんですけれども、その取組の

効果というか、もう少しその辺のところを詳し

く。どういう取組をして、数量であったり金額

であったり、そういったものがわかればお願い

します。

【小畑農政課長】影響を受けた農業者等への支

援ということで、県といたしましては、農業団

体や市町と連携して、影響を受けている生産者

へ、経営継続とか資金繰り対策、国事業や地方

創生臨時交付金を活用しまして各種施策に取り

組んできております。

特に生産者への支援対策としては、優良な肥

育牛生産に向けた経営体質の強化や、野菜や花

卉などの高収益作物を生産する農家の次期作へ

の取組、経営を継続する農家の機械設備の導入

等への支援を行っております。

また、消費拡大対策として、委員からもご案

内がありましたが、県内の学校給食に対し、3
月末現在で県産牛肉を延べ2,627校、県産地鶏を
延べ850校に提供するほか、県庁や各市町、長
崎駅等における県産花卉の装飾、旬の花を届け

るための花卉の総合Ｗｅｂサイトの構築、県内

量販店での長崎和牛等の県産食材の販売促進な

ど、こういった各種対策に取り組んでまいって

おります。

結果としての効果ということでございますが、

この事業だけの効果と言えるものではないかも

しれませんけれども、和牛におきましては、2
月には佐世保食肉市場におけるＡ4等級の枝肉
価格が1キロ当たり2,400円と、前年同月比8.9％
の増というところまで回復しております。

花卉につきましては、令和2年末には前年と
同水準まで回復をしており、その後、緊急事態

宣言等々ございまして、一旦前年同月比で25％
減と1月は落ち込んだんですけれども、2月には、
単価は前年同月比の17％減まで回復傾向にご
ざいます。

ちなみに、まだ速報値なので正確な数値では

ございませんが、3月上旬には75.2円となりまし
て、コロナ発生直後の前年同時期比で29％の増、
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コロナ発生前の一昨年の同時期比で12.6％増と
回復に至っているような状況になっております。

【山本(由)委員】 花でいうと、卒業式であった
り入学式であったり送別会であったりが、3月
21日以降にどうなるかということで、また影響
が残るんだろうなというふうに思います。

また、スーパーとかの売上は、去年は実は上

がっているんです。前年に比べて上がってきて

いるんだけれども、それ自体も少し落ち着いて

きているというか、外食とかそういうものから

振り替わったという部分もあるかもしれないん

ですけれども、結局、コロナの前の段階が必ず

しも景気が良かったわけではないと。どちらか

というと価格が安くなってきている中でコロナ

があって、がくんと下がったところが、結果的

にちょっとプラスになっただけの問題だろうと

思いますので、今後とも、コロナの影響ももち

ろんですけれども、基本的な価格競争的な動き

はまた、戻っても起こるんだろうなと思ってお

りますので、引き続きコロナ対策、それから低

価格対策ということで、ご支援のほどよろしく

お願いします。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【吉村委員】 何点か。まず、大きく農林業振興

についてと書いておったんですが、先ほど聞き

きれんやったもので、ここでお聞きしたいと思

うんです。

農水経済委員会提出資料の補助金内示一覧で、

長崎県産農水産物販売促進事業費補助金という

のが6行目まであるんですが、この事業内容に
ついてお知らせをいただければと思います。

【長門農産加工流通課長】長崎県農水産物販売

促進事業の内容についてのお尋ねでございます。

この事業につきましては、実は国の農林水産

省が実施しております新型コロナ対策事業であ

ります地域の総意による販売促進事業という事

業がございまして、それに上乗せするような形

で事業を構築したものでございます。

具体的に国の地域の総意による販売促進事業

といいますのが、新型コロナウイルス感染拡大

に伴うインバウンドや外食需要の減少によって

影響が生じている品目について、キャンペーン

等を行う際の食材費、広告費それぞれ2分の1を、
国が直接その事業者等に支援する事業でござい

ます。

県の事業といたしましては、国の事業を一定

活用していただきます事業者に対して、その影

響がある品目が国から示されているんですけれ

ども、その中で長崎和牛を必須とさせていただ

きまして、それ以外にいちごやお茶、まぐろや

ふぐ、そういったものの中から1品目以上の合
計2品目、長崎和牛とお茶とか、長崎和牛とま
ぐろとか、そういうふうに2品目以上使って県
内の量販店、直売所等が実施するキャンペーン

等の広告費分だけです。食材費は国だけしかな

いんです。広告費の部分を2分の1上乗せして補
助金として支援したものでございます。

【吉村委員】今の話を聞いて、大体アウトライ

ンはわかったんですが、県内示額が結構大きい

ものだから、販売促進キャンペーンの広告費で

県が2分の1を補助するとしたら、これの倍と考
えていいんですかね。広告費だけでそれだけか

かりましたと。

費用の内訳が、ざっくりでいいですけど、何

かわかりますか。

【長門農産加工流通課長】国のキャンペーン事

業は、約3億1,000万円の総事業費になっており
ます。全ての事業、食材費と広告費を込みで3
億円ほどの事業になっています。そのうちの2
億5,000万円ほどを国の事業で活用されていま
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して、キャンペーンの経費としてそれぞれの事

業者が積み上げたものが5,000万円ほどござい
ましたので、5,000万円のうちの2分の1を国が
補助して、残りの2,500万円を県が補助している
ということでございます。

【吉村委員】何かおかしかね、俺が間違うとる

とかな。このジョイフルサンアルファというの

には、県内示額は36億7,800万円と読めるんだ
けど。

【久保田委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時５０分 休憩 ―

― 午後 ３時５０分 再開 ―

【久保田委員長】 再開いたします。

【長門農産加工流通課長】大変申し訳ございま

せん。補助金内示一覧につきましては、1,000
円単位のところを円単位で記載していまして、

実際はこれは367万8,000円ということでござ
いまして、すみません、下の3桁のゼロを消し
ていただければと思っております。大変申し訳

ございませんでした。

【吉村委員】わかりました。販売促進は頑張っ

てやらないといかん。コロナ関連で国からの直

接補助金も出たのでということですが、こうい

う単純なことは間違わんごとしてくださいよ。

聞いた俺の方が何かばかみたいな。

次に有害鳥獣対策です。いろんな議論がこの

場でも交わされておったんですが、やっぱりこ

れは継続して農家の人たちの苦しみがあるわけ

ですよね。本年度の予算的にはちょっと増額さ

れておったんですけれども、現場の農家の皆さ

んの悩みは、最初の頃にワイヤーメッシュを設

置された方は、メッキをしていないメッシュで

さびやすい。それで、もうそれがだめになって

いると。そこを付け替えたいけど、国の耐用年

数が決まっているから、できんとですよと。そ

れから、地域の中でまとまってやったところも、

全体でしか、自分のところだけちょっとという

のはできないということがあって、耐用年数は

14年だったですかね、ここを待たずして付け替
えられないかという願いなんです。

そういうことを国に要望してくださいという

お願いを以前にして、県から国に要望の時には

必ず載せてあることを拝見したんですけど、何

か文章が、もうちょっと強く言えんのかなと思

うんです。そこら辺、農家の声は耳に入ってお

られるだろうと思いますが、考え方をお聞きし

たいと思います。

【村木農山村対策室長】今、吉村委員からご指

摘がございましたように、ワイヤーメッシュの

耐用年数につきましては14年となっておりま
すけれども、耐用年数に満たないのに腐食の事

例が見られると、農家の方が困っていらっしゃ

るというふうなことは承知しております。

そういった背景がございましたので、国の方

には耐用年数の見直しについて要望したところ

ではございますが、国からは、長期的かつ全国

的な調査が必要であるということで、現在では

困難というふうな回答があったところですけれ

ども、県としても引き続き、国に対して要望は

しているところではございます。

来年度から、国の交付金事業を活用してワイ

ヤーメッシュ柵を整備する場合には、亜鉛メッ

キなどの防錆仕様と同等以上の機能を有するも

のを補助対象とすると、国から情報はあってい

るんですけれども、現時点では詳細が明確に示

されておりませんので、取扱い等について確認

がとれた段階で、必要があれば、先ほどの要望

の中身についても検討してまいりたいというふ

うに考えております。
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【吉村委員】お願いします。もう少し強く働き

かけをして。

何年前だったか、去年か一昨年か、捕獲報奨

金を国が特交で見ますというのが出てきて、市

町の負担が500円増えるところを県が助成する
ことで落ち着いたことがあるわけです。国も特

交で措置をすると、2,000円が4,000円になった
わけですよね。

そういうことも考えると、14年という耐用年
数を多少短くすることができんのかなと思うわ

けです。働きかけをお願いしたいと思います。

それからもう一つ。先ほど対馬の件で話が出

よりましたが、県北の方にもシカがだんだん増

えてきて、結局、ワイヤーメッシュ1枚は飛び
越えてくると。だから、その上にもう1枚つぎ
たいんだけど、補助対象にはならないという声

を聞くわけです。その点について何らかの措置

があるのか、お尋ねをしたいと思います。

【村木農山村対策室長】既存のイノシシ用防護

柵を活用して、新たにシカ用の防護柵を設置す

ることにつきましては、防護柵の機能向上とな

ることから補助の対象となりますが、この場合、

増設した部分で費用対効果が出ること、また、

増設した防護柵の耐用年数の間は、既存の柵に

ついても継続的に維持管理が必要となっており

ますので、こういう事業をうまく活用しながら、

シカの方にも対応していただければというふう

に考えております。

【吉村委員】今の室長の答弁で、できる道があ

るというふうに理解をしたんですが、せっかく

使えるものがあるのであれば、そういうことを

農家の皆さん方に、私たちも当然やりますが、

周知を広くやっていただくようにお願いをした

いと思います。

それから水稲対策ですが、県産米が特Ａを獲

得したと、長崎はよかったというんですけど、

作況指数が86と非常に悪かったので、これは全
国的にも悪いんじゃろうなと思ったら、全国は

平年並みですね。ですから、米余り現象が引き

続きやってくると。国も、減産のお願いか命令

か知らんですけど、それをが47都道府県に向け
てまた来るんだろうと思います。

ですから、減産しなければならないところに

どうするかと、農家の所得の減るところに手を

入れんといかんと思うんですが、それについて

今年すぐ始まるんでしょうけど、どのような計

画を持っておられるか、お尋ねしたいと思いま

す。

【川口農産園芸課長】委員ご指摘のとおり、農

林水産省は、令和3年産の米の需給均衡を図る
ため、国全体で令和3年産米の作付を、令和2年
産より6万7,000ヘクタール減産が必要として
おります。特に米の主産県、いわゆる東北とか

北海道を中心に、米の作付の一層の減産を働き

かけているところでございます。

ただ、本県は、米の生産量よりも消費量が多

い県でございます。いわゆる米の輸入県と言わ

れます。加えまして県民の方々は、県産米を非

常に食べておられます。需要が非常に高い。米

の集荷業者からも、県産米をもっとつくってく

れという要望が県の方には届いております。

県、国が公表しております2月1日時点の相対
価格を見ましても前年の99％、本県産の米の価
格は落ちておりません。本県民の方々の県産米

に対する需要は高いと考えておりまして、全国

的な米余りの影響は受けていないと考えており

ます。

しかし、県産米の生産量が少ない状況が続き

まして、安い県外産米が県内へ流入した場合、

県産米の価格が安くなるおそれもございます。
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令和3年以降に向けましては、今後も県内の需
要に応じた生産数ということを考えておりまし

て、生産面積の目安に応じた生産を行われるよ

う、生産者に作付を薦めているところでござい

ます。

【吉村委員】今のような話で対策を打っていく

と、長崎県は消費の方が多いということですが、

国が号令をかけると一定の生産調整はかかって

くるんだろうと思うわけです。ですから、後で

あららとなったらいかんので、早めに手を打っ

ておかないと。

今、課長が言ったように6万7,000ヘクタール、
36万トンを振り分けんばいかんことになるん
だろうと思いますから、水田を使った高収益農

産品の開発に向けて、さらに取り組んでいただ

きたいとお願いします。

それから、ながさき森林環境税の成果につい

てです。この森林環境税の期間が、もう満了す

るんじゃないかと思うんですが、これまでの成

果はどうだったのか、お尋ねします。

【内田林政課長】委員お尋ねの森林環境税を活

用した事業の成果ということで、お答えをした

いと存じます。

平成19年に創設をいたしまして、今年末まで
の切捨て間伐の実績が7,200ヘクタールほど整
備を終える予定です。この間、国の補助事業を

活用した搬出間伐も同時に進行しておりまして、

令和2年度までの14年間累計で1万7,000ヘクタ
ールの荒廃した森林が間伐を実施されておりま

して、森林内に太陽光が届いて下層植生が豊か

になった状態で、森林の機能を回復しておりま

す。いつでも木材が生産できる山に仕上がって

います。

それから、搬出間伐の基盤整備となる作業道

が、14年間で2,400キロメートル実施しており

まして、国庫補助の残の個人負担分に森林環境

税を充てておりまして、導入前の2.3倍となる年
間1,650ヘクタールを実施しております。それに
よる木材生産量は、導入前の3.3倍となる年間16
万8,000立方メートルまで木材生産が伸びてお
ります。

もう一つ、県民参加の森づくりということで

県民の皆様方に参加いただいて森づくりをやっ

ているんですが、森林ボランティアは14年間の
延べ人数で16万6,000人の方々に参加をいただ
いておりまして、その間、ボランティア団体の

登録団体は43団体、平成18年度の3倍となるな
ど、県民参加の森づくりも大変効果があったと

いうふうに思っております。

【吉村委員】なかなか成果が上がっているとい

うことで、次は第何期目になるか、パッと出ま

せんけど、その策定についてどのように、また

継続していくべきであろうと考えているのか否

かというところをお知らせいただきたい。

【内田林政課長】今後、いろんな方々のご意見

を伺いながら判断していくことと考えておりま

すが、平成16年に高知県が最初に導入をしてか
ら、これまでに37府県がこの独自課税を実施し
ておりまして、全ての県が継続中でございます

ので、その辺の情報も整理しながら長崎県の方

針を固めていこうというふうに考えております。

【吉村委員】時間もきよりますけど、最後に長

崎県民の森の運営についてです。

県北の世知原に世知原少年自然の家があるわ

けです。これは教育委員会が所管しているんで

すが、去年か一昨年か急に、あまり打ち合わせ

もなく一方的に、統合にもっていくというよう

な話で、地元の方々は大変びっくりされて、そ

ういうことはまかりならんというような話にな

るわけです。
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あそこは利用率も非常にすばらしいですし、

それと自然なんですよ。佐世保青少年の天地と

は色合いが全然違う。ここは川の源流があり、

森ばかりですから、そして集落がありというこ

とで。

県有施設一覧をもらったんですが、県民の森

は林政課が所管しておるとやなと、そうしたら、

この森ばかりの世知原少年自然の家は林政課で

所管した方が合うとるんじゃなかろうかと思っ

たわけですが、どうですか。

【内田林政課長】吉村委員から事前に質問通告

をいただいていましたので、担当の教育庁生涯

学習課に確認をさせていただきました。

長崎県行財政改革推進プランがございまして、

その中で公の施設の総点検において、教育庁が

施設の廃止を含めた見直しを行った結果、県北

の佐世保青少年の天地に世知原少年自然の家を

集約するという方向が、もう既に決定している

ということでございました。

その理由を尋ねたところ、これから大規模改

修が控えているということで、現状の非常に厳

しい財政状況、あるいは限られた予算で効果的、

効率的に施設を運営するためには廃止もやむを

得ないという方向が決まったということですの

で、そうであれば、やはり我々が引き継いでも

同じ状況かなということで、引き継ぐことは大

変困難な状況であるとご説明をしたいと思いま

す。

【久保田委員長】 吉村委員、残り1分です。
【吉村委員】 今の課長の話はわかるんですが、

教育委員会の考え方、それから行財政改革の考

え方は、それなりにそこの部署の考え方なんで

すよね。ですから、教育委員会の考え方は、教

育委員会の考え方に沿った同じ施設という捉え

方になる。

これが県北にある県民の森のような施設とな

ると、今度は林政、農林で考えるという話にな

るんじゃろうと思うんですけど、そこら辺、も

うちょっと検討を進めてみる価値はあると思う

んですが、どうですかね、農林部長。

【綾香農林部長】先ほど林政課長からお答えし

たのが現在の県の基本的な方針でございますけ

れども、農林部内にはこれまで県民の森を運営

してきたノウハウ等もございますので、世知原

なのか佐世保なのか、そういう機能をしっかり

残して、県民の方に上手に活用していただける

かという点では、農林部もお役に立てる面があ

るかと思いますので、教育庁の方とも今後も状

況の確認、それからご協力できるところがあれ

ば、ご提案等も含めてお話を進めていきたいと

いうふうに考えております。

【吉村委員】先ほどちょっとお尋ねした長崎県

森林環境税を県民の皆さんからいただいて、そ

ういう事業をいろいろやって森もよくなる。森

に親しむという観点から見ると、子どもたちが

山とか森とか、そういう自然になじむ生活が一

般的になると考えると、農林部で考えることも

あるんじゃなかろうかと思うので、前向きに検

討をしていただければと思いますので、よろし

くお願いします。以上です。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【山口(初)委員】 通告しておりましたので、野
生鳥獣被害対策について質問をさせていただき

ます。議案外報告でも述べられております農作

物の被害の関係です。特にイノシシに関して、

ちょっと質問します。

全体で1億4,200万円の被害が出ていると、そ
のうちイノシシが8,200万円と。ただ、被害総額
全体で6,600万円が減っていると、その中でイノ
シシが6,000万円減っているという状況にあり
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ます。

今日午前中にシカの個体数について質問があ

りましたが、イノシシの今の長崎県の個体数は、

これを数えるわけにいかんのですが、推計され

ているのか、お聞きをします。

【村木農山村対策室長】委員ご質問の生息数に

ついては、生息数の手法そのものがないという

ことで、実は国の政府施策要望にも、生息数の

手法の確立ということで要望をさせていただい

ているところでございます。

【山口(初)委員】 ということは、何らかの条件
を入れることによって、イノシシの個体数が出

てくるという仕組みをつくろうとされているん

ですか。

【村木農山村対策室長】今、国が公表していま

す全国的な生息頭数につきましては、60万頭か
ら120万頭と非常に幅があると。今はベイズ法
という手法によるものですけれども、これをさ

らに正確に予測できるような手法を確立してく

れという要望をしているところでございます。

【山口(初)委員】 そういうことで、県内として
はきちっと推定が今はできていないようです。

ただ、年間の捕獲した数は、それぞれきちっ

と報告があっていますので、おわかりだと思い

ますのでお尋ねします。

【村木農山村対策室長】 過去、3万頭から4万
頭ぐらい捕獲されているんです。具体的には、

平成30年度が約3万5,000頭、令和元年度が3万
7,000頭、本年度は見込みですけれども4万
4,000円頭ということで、過去最大の捕獲頭数に
なる見込みとなっております。

【山口(初)委員】 現実としてイノシシは、私た
ちの地域でも実態として減っていないんです。

要は個体数を減らすことと、農作物の被害を減

らすためにきちっとした防御をすること、2つ

がうまく組み合わされて被害が減っていくこと

になるんです。

捕獲という意味からは狩猟免許の関係、いわ

ゆる狩りをしてもらえる人です。今、県内で免

許取得者はどれくらいいらっしゃるんですか。

【村木農山村対策室長】令和元年度末の免許所

持者は3,583名いらっしゃいます。平成26年度
からの5か年で約250名増加しておりますが、一
方で60歳以上の方が6割以上ということで、今
後、人材の確保、あるいは技術の向上といった

ところが課題として挙げられますので、それに

対応した事業なりを今後も進めていきたいと考

えております。

【山口(初)委員】 免許取得者の高齢化の課題は
どこの地域からも出ている状況です。これは、

一定若い皆さんに狩猟免許を取っていただいて、

しっかりと対応できる状況をつくっておかんと、

本当にこれは増えてしまうなというのが地域の

実情です。

イノシシ対策のA級インストラクターが484
名県内にいらっしゃると記載されていますが、

どういう仕事をされているのか、これがどうい

う編成で、市町単位でやられているのか、具体

的な活動内容等々について教えていただけます

か。

【村木農山村対策室長】 令和元年度末で464名
を認定しております。実は、この制度につきま

しては県の独自の制度で、県が認定しておりま

す。

地域によって、地域に合った防護対策、この

圃場にどういった形でワイヤーメッシュを張れ

ばいいのかというふうなところを現地で指導す

るんですが、A級インストラクターになってい
る方は市町の職員、あるいは県職員、共済組合

の職員といった方々で、現地の指導に当たって



令和３年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月１１日）

- 215 -

いただいています。

【山口(初)委員】 農林水産省の農村振興局が出
している資料に、鳥獣被害対策実施隊というの

があるんです。捕獲隊とも言われているようで

す。それとの関係はどうなっているんですか。

【村木農山村対策室長】市町には、鳥獣被害防

止の特別措置法に基づきまして、市町長が任命

する実施隊を置くことができるとなっておりま

す。県内各市町に実施隊がおられます。この方々

は、例えば住宅にイノシシ等が出没した時に、

現地に赴いて対策を講じるような役割を担って

います。

【山口(初)委員】 イノシシ対策Ａ級インストラ
クターと全く同じではないということですか。

（発言する者あり）わかりました。

もう一つお尋ねしますが、いわゆる防護の関

係からいくと、前は電気柵が主流だったんです

が、今はもうワイヤーメッシュにかわっている

と思います。前年度までに1万4,000キロメート
ル実施されているんですが、これは継続してや

っていただかないと、県内の各市町、十分に防

護ができていないと思うんです。

令和3年度は、何キロメートルぐらいを実施
する見込みでしょうか。

【村木農山村対策室長】 今年度の見込みは439
キロメートルになっておりますが、来年度につ

きましては541キロメートルを予定しておりま
す。

【山口(初)委員】 わかりました。まだまだ継続
してやっていただけるということですね。

それぞれの地域が、この防護柵、ワイヤーメ

ッシュには期待しているところがあります。そ

れぞれの地域が、共同作業で自分の地域を守ら

ねば、これはもうどうしようもないというよう

な状況まで今はきているものですから、それぞ

れ手分けして地域を守っている実態です。

うちの地域は230年の歴史のあるみかん農家
ですが、それぞれの集落で、それぞれグループ

に分けて今、実態やっています。ここには十分

期待していますので、しっかりと支援をやって

いただきたいと思っていますので、よろしくお

願いします。

もう一点お尋ねしますが、県内で運用されて

いるのかどうかよくわかりませんが、捕獲から

搬送、処理までを、ジビエカーというんですか、

そういうものがあると農林水産省の報告にある

んですけど、県内はこの運用はどうなっている

んですか。まだないのか。

【村木農山村対策室長】ジビエカーについては、

県内ではまだ実際に導入はされていないという

ことでございます。

それと、平成30年度から令和2年度におきま
して、ジビエの活用のために、国なり県、ある

いは民間が入りまして、山からイノシシとかを

搬出する、そういった開発も進めていて、開発

のめどが立っているというふうな情報は入って

おります。

【山口(初)委員】 イノシシの捕獲は、狩猟者の
高齢化と運び出し、処理の問題があるわけです。

そこについては、今後イノシシ等を増やさない

ためにも、しっかりと手を打っていただきたい

と思っていますので、よろしくお願いします。

以上です。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【山口(経)副委員長】 通告に従いまして、農業
大学校及び研究機関の運営体制の見直しについ

て、お尋ねをいたします。

長崎県の行財政運営プラン2025で、概要版の
4ページ、項目2の8、9で、そういうことが示さ
れております。その内容を「長崎県行財政運営
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プラン2025（案）」の13ページに記されている
わけです。

まず、農業大学校、試験研究機関、それぞれ

の役割というものをお示しいただきたいと思い

ます。

【村里農業経営課長】まず、農業大学校の役割

という部分でございますが、本県農業の次代を

担う担い手、経営者を育成していくことを目的

に学生を受け入れております。具体的に、農業

高校、一般の高校等ともしっかり連携をしなが

ら就農希望者を受け入れて、スマート農業等の

学習等も入れながら、高度な栽培技術を習得し

ていただいて、しっかり県内各地に入って営農、

地域をリードする農業者になっていただくとい

う役割を持って、研究、教育事業に取り組んで

いると考えております。

【小畑農政課長】農林技術開発センターの使命

でございますが、将来にわたって持続可能な農

林業を実現するための生産技術の開発及び普及

といったものを基本的な方向性といたしまして、

最先端技術を活用した農業技術の確立とか、喫

緊の課題でいきますと農山村集落の維持活性化

のための、本県独自の中山間とか離島とか、そ

ういった地域に適した営農体系の確立を図るた

めの技術を研究していくと、そういった目的、

使命をもって業務を行っていくという形で続け

ております。

【山口(経)副委員長】 農業大学校の役割の中に
は、農業改良普及員、あるいは営農指導員、技

術者、そういった方々の育成という大きな役割

があります。そしてまた民間の農産加工とか農

業関係の職種にも就いていただいている、そう

いったいろんな機能を持っております。

どうしても行財政改革となれば、今までも農

業のそういう教育機関、あるいは試験機関、研

究機関が改革の対象になったことがありました。

またかという思いで私はおるとです。

一般質問でもやらせていただきましたけれど

も、育種とか、そういったものについては非常

に期間もかかる、そしていろんな母本も持って

おかんばいかんというふうなことで、不採算と

言われれば不採算なんですけれども、種苗法が

できてから、長崎県で育種した品物を早く農家

に届けることが大事な使命になってきておりま

すので、研究機関の充実は、かえって望まれて

いるんじゃないかと思うんです。

このたびの行財政改革の中でどういうふうな

ことが起こってくるのか、お示しいただけませ

んか。

【小畑農政課長】行財政運営プランの中で、農

技センター、農大に対する見直しという項目を

挙げております。もともとの立てつけといたし

ましては、調整に向けた政策形成機能の強化と

組織の基盤づくりといったものが必要となるこ

とから、そういった取組を進めることも一つ考

えております。

行財政改革でいろんな見直しを図る中で、今

おっしゃったように農林技術開発センター及び

農業大学校の必要性は当然高く、農林部として

も重要な機関だというふうに認識しております

ので、そういった観点から今後取り組んでいこ

うと思っています。

具体的に申し上げますと、いずれの機関も現

在は老朽化が著しく、スマート農業などの先端

の技術開発や実践教育に対応できなくなってき

ているのが現状でございます。そうしたことか

ら施設整備の必要性が生じていると。

今回、農林技術開発センターと農業大学校を

一体的に整備することで、施設の共同利用とい

う行財政の観点もございますけれども、一方で、
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両者が連携することで技術普及や人材育成の加

速化を図っていくことが可能となるというふう

に考えています。

そうしたことで、施設、組織の一体化、共同

利用などの運営の効率化、そういった取組の改

善に取り組んでいこうということで上げさせて

いただいております。

【山口(経)副委員長】 改革の名のもとに機能の
縮小までされては、これからの農業の振興を図

る上で非常にマイナスになるわけです。

農業大学校と農林技術開発センターを統合と

いいますか、同じ圃場を使いながらいろんな研

究、あるいは教育をやっていくことについては、

隣接しているからいいと思うんですけれども、

いろんな機能の縮小とならないように配慮して

いただきたいんです。

部長、その辺はいかがでしょうか。

【綾香農林部長】農業大学校には農業者の育成、

農業技術者の育成、それから試験場には育種等

も含めた技術の開発が求められております。ス

マート農業なども含めて、求められる機能はさ

らに高まってまいりますので、それぞれ求めら

れる機能をしっかり果たしつつ、効率化できる

部分は効率化できるように、農林部としても案

をまとめて、財政部局等としっかり調整をした

上で、この委員会でもご相談をしながら、あり

方の検討を進めていきたいというふうに考えて

おります。

【山口(経)副委員長】 それから、先ほど議論い
たしました普及員の関係で、そういう技術、あ

るいは品種ができた際に、現場でいろんな活動

をしている普及員にそういったことを早くお知

らせして、そして技術なり何なり研修を受け、

それを早く現場におろしていくことが大事にな

ってこようかと思うんです。農技センター、あ

るいは農大との連携が非常に大事になってくる

わけです。その点についてはいかがお考えです

か。

【綾香農林部長】農林技術開発センター、農業

大学校は、学生とか研究員だけのものではなく

て、現場の営農指導員とか普及指導員、さらに

は先進農家が直接そこを訪れて、開かれた農大、

開かれた農技センターとして、技術をそこで習

得をして現地に持ち帰れるような即効性のある、

地元への普及ができるような機能も今後は持た

せなければならないと思っておりますので、そ

の辺も含めてしっかり検討してまいりたいと思

います。

【山口(経)副委員長】 それからもう1点です。
民間との共同研究、あるいはアイデアを持った

農家との共同研究も必要になってこようかと思

います。そういった部分についてもご配慮いた

だきたいんですけれども、いかがでしょうか。

【綾香農林部長】現在も、スマート農業の現地

の実証、開発を進める段階では、民間企業で開

発された直後のものとか、開発されて現場にお

ろせる直前の技術とかを、その民間企業も含め

たコンソーシアムを組むことで試験研究に一緒

に取り組むことができておりますので、その辺

は民間の力を、民間の技術を一緒に取り入れて、

効果的な技術の開発、実証、普及が効率的に行

えるように、民間の力もしっかり取り入れて進

めてまいりたいというふうに考えております。

【山口(経)副委員長】 この行財政改革が、マイ
ナスにならんようにやっていただきたい。

その体系について、農家サイドでは、どうな

っているのかとよく見えない点があると聞きま

すので、その辺が皆さんによくわかるように、

どういう改革をやってどうしましたよと、役割

については、機能については充実しましたよと、
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そういった改革につなげていっていただきたい

んです。もう一度、そういった点についてご見

解をお示しください。

【綾香農林部長】今回の農技センター、農大の

見直しは、行財政改革を進めつつも、その機能

をさらに強化して、そして農家の皆さん、それ

から関係団体の皆さんが実感できるように、し

っかり説明を事前に、こういう形で今は進みつ

つあるとできる限りお話をしながら、その検討

を進めてまいりたいと。

そして、農家の方に喜んでいただけるような

農技センター、農大を、できる限り早く建て替

えができるように、財政当局ともしっかり協議

を進めてまいりたいというふうに考えておりま

す。

【山口(経)副委員長】 十分農業振興につながる
ように、そういう改革の際にはしっかりとやっ

ていただきたいという思いを伝えておきます。

まだちょっと時間があるようですので、大村

にあります果樹研究部門ですか、あそこも今回

の改革に伴いどうなるのかをお聞きしたいと思

います。

【渋谷農林部次長】 今回の行財政改革で、13
ページに書いてありますように、今の体制の中

で連携を強化するとか、共同研究の構築、ある

いは研究の資質向上を図っていくということで、

育種をやっていくとか、あるいは栽培技術を高

めていくことについては、果樹の部門で特に今

の方向を変えるということはありません。

ただ、地球温暖化に伴って、温暖化に対応す

る品種をつくっていくとか、品目を探索すると

か、そういう研究の視点あるいは機能性を出す

とか、そういったものについては今後またさら

に機能を高めていくという方向で検討しており

ます。

【山口(経)副委員長】 農林技術センターにも果
樹の部門がありましたけれども、前回統合の際

に果樹部門を全部大村の方にという形になった

と思うんですが、まだ農林技術センターに残っ

ていますか、果樹の方は。

【渋谷農林部次長】今のところ、果樹研究部門

の体制を変える予定はありません。

【山口(経)副委員長】 野菜関係、ばれいしょの
試験場とか、いろんな試験場等もありますけれ

ども、農林技術センターが中核となって、出先

の研究機関等と十分連携をしていかれるんだと

思います。出先について、どういうふうなお考

えでおられますか。

【渋谷農林部次長】今回の機構の改正によりま

して、ばれいしょ研究室と干拓の研究室を一緒

にして畑作の研究部門という形で、干拓の研究

を露地野菜でのスマート農業の進展等に合わせ

て対応できるように、新たに畑作の研究部門を

つくるように計画をしているところです。

【山口(経)副委員長】 そういう系統立った改革
をしていただければ、皆さんにもよくわかりや

すいし、またその役割が十分発揮できるかと思

いますので、よろしくお願いしたいと思います。

終わります。

【久保田委員長】ほかに質問がないようですの

で、農林部関係の審査結果について整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時３７分 休憩 ―

― 午後 ４時３７分 再開 ―

【久保田委員長】 再開いたします。

これをもちまして、農林部関係の審査を終了

いたします。

引き続き、閉会中の委員会活動などの委員間
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討議を行います。

理事者退出のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時３８分 休憩 ―

― 午後 ４時４０分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動等について協議を行いま

す。

それでは、審査の方法についてお諮りいたし

ます。

協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うことといたしたいと存じますが、

ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ご異議ないようですので、そ

のように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

― 午後 ４時４１分 休憩 ―

― 午後 ４時４５分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】それでは、正副委員長にご一

任願いたいと存じます。

これをもちまして、農水経済委員会及び予算

決算委員会農水経済分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ４時４６分 閉会 ―



農水経済委員会委員長　　久保田　将誠

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

長崎県工業技術センター条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県新型コロナウイルス感染症対応資金繰り支援基金条例 原案可決

長崎県地方卸売市場長崎魚市場条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県漁港管理条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

公の施設の指定管理者の指定について 原案可決

直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担について 原案可決

ながさき産業振興プラン２０２５について 原案可決

長崎県水産業振興基本計画について 原案可決

計　９件（原案可決　９件）

番　　号 

記

農 水 経 済 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和３年３月１１日

　　　　議長　　瀬川　光之　　様
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第 38 号 議 案
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第 71 号 議 案
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第 63 号 議 案
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